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序

　

説

　

最近の地方財政の状況

一

　

昭和36年度における経済の予想以上の急激な成長が国際収支の大巾な赤

　

字(436百万ドル）を招き、かっ、社会資本の立ち遅れによる各分野の不均

　

衡が顕在化してきたことにかんがみ、昭和37年度における我が国経済の運

　

営については、国際収支の速やかな均衡の達成とともに経済各部門におけ

　

る均衡ある発展のための基盤の整備に努めることをその基本的態度とし、

　

国民総生産の規模としては約17兆6,700億円、前年度と比べて5.4％程度の

　

成長がみこまれた。この経済見通しの上に立って編成された国の一般会計

　

予算は、健全財政を堅持し、経済情勢の推移に応じ、輸出振興、減税、社

　

会保障、公共投資および文教等の重要施策を重点的に推進することを基本

　

方針とし、前年度当初予算（１兆9,528億円）に比べて4,740億円、24.3

　

憚増加の２兆4,268億円の規模で編成された。

国民総生産に対する項目別寄与率および増加国民総支出に

　　　　　　　

対する財政支出の寄与率
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と同一の基調により､財政の弾力的運用に配意しつつ、産業経済の発展に対

比し立ち遅れた地方行政水準の速やかな向上を図り、かつ、地域格差を是

正することを基本として、つぎのような方針に基づき、前年度（1兆9,126

億円）に比べ3,724億円、17.1％増加の２兆2,850億円の規模で策定され

たのである。

１

　

地方財政の健全化を一層促進するため、地方交付税の繰入率の引き上

　

げを行なうとともに、国、地方公共団体間の税源再配分を行ない、地方

　

独立財源の強化を図る反面、国税、地方税を通ずる減税措置の一環と

　

して、地方税においても負担の軽減合理化を行なうこと。

２

　

国民経済の発展に対比し立ち遅れを示している産業関連施設、交通施

　

設、文教施設、環境衛生施設等の地方行政施設の整備を促進するため、

　

投資的事業にかかる経費の財源を充実するとともに、地方公営企業の充

　

実を期し、地方債についてもその資金を増額すること。

３

　

地域格差の是正を図るため、財政力の貧弱な地方公共団体の財源を充

　

実して、その行政水準の向上を期することができるように地方交付税制

　

度を改正するとともに、辺地にかかる公共施設の総合的かっ計画的な整

　

帽を促進すること。

４

　

地方財政の秩序を確立するため、地方公共団体間の負担関係の適正化

　

および税外負担の解消の促進を期し所要の財源措置を講ずること。

　

昭和37年度における我が国経済の推移は、昭和36年９月から実施され

た国際収支改善対策の惨透にともない、また､海外景気の好転による輸出の

上昇が幸いして早期に国際収支が高水準での均衡を回復したので、昭和37

年10月には引き締め政策も解除されるに至り、景気は輸出の増加、消費の

堅調および財政支出の下支え効果により底入れから回復へと向い、年度間

の国民総生産は19兆3,152億円に達し、経済成長率も当初の予想を上回り

5.9%となった。

　

このような経済一般の推移を背景としてヽ昭和37年度の地方財政は、前

年および年度前半における景気調整の影響を強くうけて地方税収入等の伸
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びが鈍化したにもかかわらず、経済の高度成長により著しく立ち遅れるこ

　

ととなった社会資本整備のための旺盛な公共投資の需要に追われて、歳出

　

規模は前年度に引き続き増加し、全般としては財政の健全趾について警戒

　

を要する局面を呈することとなった。

二

　

昭和37年度の地方財政（普通会計）の状況を通観すると、つぎのような

　

特徴を指摘できる。

　

１

　

財政規模の増加率の鈍化（歳入18.8％、歳出20.8勿

　

２

　

引き続く投資的経費の拡充（普通建設事業費の増加率33.3％）

　

3

　

公営企業等の特別会計に対する繰出金の増大（繰出金の増加率17.3％）

　

4

　

税収入の伸びなやみ（地方税の増加率16.6％）

　

5

　

財政収支の悪化（単年度の収支は128億円の赤字）

　

６

　

財政構造の弾力性の減少（前年度と比べると一般財源の歳入総額に占

　　

める構成比は1.1％低下し、義務的経費に充当された増加一般財源の比

　　

率は6.7％上昇した。）

　　

これらの特徴のうち、第一の財政規模の増加率について国民総生産等の

　

増加と比較すると第１図のとおりで、地方財政の増加率はその鈍化にもか

　

かわらず国民総生産の増加率を大きく上回っている。また、財政規模の増

　

加に果した歳入歳出各科目の寄与率をみると、歳入では地方税31.9%､｡国

　

庫支出金27.0％、地方交付税18.2％の順となっており、歳出では普通建設

　

事業費43.7%と人件費33.1％で全体の４分の３を占めている。

　　

第二の投資的経費の拡充についてみると、投資的経費（普通建設事業費｀

　

災害復旧事業費および失業対策事業費の合計額をいう｡）は１兆680億円で

　

前年度より2,319億円、27.7%増加し、歳出総額に占める割合も前年度よ

　

り2.＼%増加した。投資的経費の増加率および歳出総額に占める割合の推

　

移を示せば、第２図のとおりである。なお、普通建設事業費(8, 680億円）

　

を目的別に分けてみると、土木費4,058億円、教育費1,667億円、産業経

　

済費1,254億円、社会及び労働施設費820億円および保健衛生費231億円

　

の順となっている。

　　

第三の公営企業等の特別会計に対する繰出金の増大についてみると、繰

- ３－



業会計248億円、国民健康保険事業会計61億円で、前年度(415億円、一

般財源に対する割合3.1％）に引き続き一般財源に対する割合は3.0％を上

回った。

　

第四の地方税の収入状況についてみると、収入額は１兆567億円であり

増加率は前年度より5.2％低下したが、これは主として景気調整の影響を

強くうけた法人関係分の増加率の低下（住民税法人分14.9％、事業税法人

分15.7％）によるものである。なお、国と地方団体との税源の再配分によ

り住民税個人分について21.5％、たばこ消費税について4.9％と前年度よ

り増加率は上昇した反面、減税措置の一環として地方税についても減税が

行なわれ、電気ガス税について9.7％;料理飲食等消費税について19.5％

といずれも前年度より増加率は低下し、また、事業税個人分は前年度と比

ぺて8.0％の減収となった。

　

第五の財政収支については、道路橋りよう等の産業基盤施設または住

宅、清掃事業等の生活環境施設の整備充実が引き続きおし進められたの

で、前年度と比べ歳出の増加率が歳入の増加率を著しく上回り、単年度収

　　　

第１図

　

地方財政規模等の推移

　　　　

第２図

　

投資的経費の推移
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支では前年度15億円の黒字であったものが128億円の赤字となった。これ

　

を都道府県と市町村とに分けると、都道府県は74億円の赤字（前年度17億

　

円の赤字）であり、市町村は54億円の赤字（前年度32億円の黒字）である

　

:が、都道府県および人口10万人以上の市における投資的経費が特に著しく

　

増大していることが大きく影響している（都道府県の増加率30.5％、人口

　

10万人以上の市の増加率25.4^)。

三

　

昭和38年度および昭和39年度における地方財政計画策定上の重点は、つ

　

ぎのとおりである。

　

１

　

昭和38年度地方財政計画策定上の重点

　　

（1）地方税負担の軽減合理化

　　

（2）公共投資の拡充々地方行政水準の向上

　　

（3）地域開発の促進と地域格差の是正

　　

（4）地方財政秩序の確立

　　　

第一の地方税負担の軽減合理化については、電気ガス税等の減税等を

　　

行なうとともに、電気ガス税の減税に伴う地方の減収を補てんするた

　　

め、たばこ専売益金の移譲により市町村たばこ消費税の税率の引き上げ

　　

･の措置を講じている。

　　　

第二の公共投資の拡充と地方行政水準の向上については、国、地方を

　　

通じ各種の長期整備計画を樹立する等、その推進に努めているか国民生

　　

活水準の向上と産業経済の発展に即応し得るよう、なお一層推進する必

　　

要があり、地方債計画の充実、地方交付税の算定方法の改正等により必

　　

一要な措置を講ずることとしている。

　　　

第三の地域開発の推進と地域格差の是正については、引き続き地方交

　　

付税の傾斜的配分に努めるとともに、後進地域の開発に関する公共事業

　　

にかかる国庫負担率の引き上げおよび辺地の公共的施設の整備のための

　　

辺地対策事業債の措置を実施するほか、昭和38年度から地域開発の推進

　　

と都市再開発等のために地域開発事業債を設けることとされた。

　　　

第四の財政秩序の確立については、昭和38年度において地方財政法が

　　

改正され、都道府県と市町村および住民間の負担関係の適正化を図るた

- ５－



　　

め都道府県立高等学校の建設に要する経費の転嫁が禁止されたが、地方

　　

財政計画においては、従来の税外負担の一部を解消するための財源措置

　　

を講じている。

　

２

　

昭和39年度地方財政計画策定上の重点

　　

（1）公共投資の充実と地方行政水準の向上

　　

（2）地方独立財源の充実と地方税負担の合理化

　　

（3）地域開発の促進と地域格差の是正

　　　

第一の公共投資の充実と地方行政水準の向上については、産業経済の

　　

発展に即応し国民生活水準の向上を期するため、道路、港湾等の産業基

　　

盤施設、下水道等の環境衛生施設および住宅等の整備を促進するため補

　　

助事業および単独事業を通じて引き続き公共投資の充実を図ることとし

　　

ている。

　　　

第二の地方独立財源の充実と地方税負担の合理化については、地方税、

　　

地方交付税等の地方独立財源の充実を図りつつ、昭和39年度および昭和

　　

40年度の２年度間において市町村民税の課税方式の本文方式への統一お

　　

よび現行準拠税率を標準税率に改めることとし、これに伴う減収の補て

　　

んのために市町村民税臨時減税補てん債（昭和39年度は150億円）を措

　　

置するとともに、元利償還に要する経費のうち、３分の２に相当する額

　　

については国から元利補給金を交付し、３分の１に相当する額について

　　

は地方交付税の算定に用いる基準財政需要額に算入するものとされた。

　　

また､電気ガス税の税率１％引き下げとこれによる減収補てんのため、た

　　

ばこ専売益金の移譲により市町村たばこ消費税の税率を1.6％引き上げ

　　

ること等の軽減合理化措置を講じている。

　　　

第三の地域開発の推進と地域格差の是正については、地方交付税制度

　　

を改正して引き続き財政力の貧弱な地方団体の財源の充実を図るととも

　　

にヽ辺地における公共的施設の整備のための地方債（昭和39年度計画額｡

　　

15億円）および地域開発事業債（昭和39年度計画額510億円）の増額等

　　

の措置を講じ、砧極的な促進を図ることとしている。

四

　

昭和37年度における地方公営企業の財政状況については、つぎのような、

- ６－



9守慨をliぽl陶Ｔることができる。

１

　

事業数は更に増加した｡即ち、昭和37年度末における地方公営企業の総

　

数は5,371事業で、前年度末と比べると216事業、4.2％増加した。最

　

近における地域開発、観光開発の動向を背景に工業用水道事業、港湾整

　

備事業、宅地造成事業および観光施設事業の増加が著しく、これらの事

　

業で増加数の５割を占めている。

　　

決算規模は収入6,239億円、支出6,180億円で、前年度と比べると収

　

入1,249億円、25.0％、支出1,276億円、26.0％増加した。

　　

なお、地方公営企業法を適用し、企業会計方式を採用する事業数は

　

826で、前年度末と比べると184事業、28.7%増加した。

２

　

しかし、地方公営企業の経営状況は、全般的に悪化の傾向を強めた。

　

即ち、昭和37年度末における累積赤字額は法適用企業において250億円

　　

（前年度末133億円）に達し、総収益対総費用比率においても97.7^

　

･（前年度101.1％）と低下した。

　　

事業別には交通事業は７割、病院事業は５割、水道事業は３割の事業

　

が赤字となっており、特に交通事業の経営内容の悪化が著しく、単年度

　

赤字額は83億円、累積赤字額は175億円に達し、その額は年間営業収益

　

の３割におよぶに至っている。

　　　

その要因としては、最近のコスト上昇、経営合理化の不十分なこと等

　　

があげられる。

五

　

このように最近の地方財政は、国民福祉の向上のために逐年増大する行

　

政需要を充足しつつ、国および地方の財政健全化の努力と経済の高度成長

　

に支えられて推移してきたのであるが、今後においても、引き続き行政水

　

準の引き上げ、地域開発の促進と地域格差の是正等の要請は高まってゆく

　

ものと考えられ、さらに加うるに、公営企業等の普通会計に対する財源依

　

存度が強まっている等により、地方財政全体としての健全均衡保持にっい

　

ては、国、地方を通じ更に特段の努力か必要であると考えられる。

－７－
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第一

　

昭和37年度の地方財政の状況

地方公共団体の概況

（－）地方公共団体の数

　　

昭和38年３月31日現在における地方公共団体（財産区を除く。）の数

　

は46都道府県、3,437市町村、23特別区および1,404一部事務組合であ

　

る。その内訳はっぎのとおりで、前年同期と比べると４市減少し（市の

　

増加３、減少7）、25町村が減少した（うち、市となったもの１団体、

　

市または町への編入等24団体）。

　　

区

　

・

　　

分

　　　　　　　　

38年３月31日現在

　　

37年３月31日現在

普通地方公共団体

都
市

大

道

　　　

府

　　

町

都
市

県
村
市

うち人口10万以上の市
（以下「中都市」という｡）

うち人ロ10万未満の市
（以下「小都市」という｡）

　　

町

　　　　　　　　　　

村

　

合

　　　　　　　　　　　　

計

特別地方公共団体

　

特

　　　　　

別

　　　　　

区

　

一部事務組合(普通会計のみ｡)

合
総

計
計

体
６
７
５
７

　

１

　

６

　

５
３

　
　

４
３

　
　

４

　

１

　

３

　

８
Ｇ
Ｏ

団

　
　

４

　
　

５

　

１

　
　

４

　

０
０

　

４

　
　
　
　
　
　

タ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

９

　

Ｉ

　
　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

C
＾
I

Ｃ
Ｏ

　　

23

1,404

1,427

4,910

　

団体

　　

46

3,466

　　

5

　

551

　

111

　

440

2,910

3,512

　　

23

1,280

1,303

4,815

　

一部事務組合をその設置目的別に分けると保健衛生関係566、教育関係

239、産業経済関係170、土木関係96、社会および労働施設関係72、消防

関係40、その他221となっており、前年同期と比べると、清掃事業のた

めの保健衛生関係がn6組合増加した。

-
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市町村数の推移は第３図のとおりで、町村合併促進法の施行前の昭和

28年９月30日現在と比べると、約３分の２に相当する6,458団体が誠少

した（町村の減少6,725、市の増加267)。

　　　　　　　　　　

第３図

　

市町村数の推移
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（二）人

　　　

□

　　　

昭和37年10月１日現在の推計人口（総理府統計局人口推計による。）は

　　

9,518万人である。前年同期(9, 428万人）と比べると90万人、0.9％増

　　

加した。

　　　

これを都道府県別にみると、人口が増加したのは20都道府県（東京都

　　

大阪府、神奈川県、愛知県、兵庫県、埼玉県、千葉県、北海道、静岡県

　　

京都府、岐阜県、広島県、三重県、茨城県、石川県、和歌山県、滋賀県

　　

奈良県、栃木県および群馬県）、その増加人口はn7万人で、人口が減

　　

少したのは26県、その減少人ロは27万人である。

　　　

なお、昭和38年３月31日現在の住民登録人口についてみると、大都市

　　

は888万人（前年同期867万人）で、21万人、2.4％増加し､中都市は2’412

　　

万人（前年同期2,344万人）で、68万人、2.9％増加している。

ニ

　

決算規模

　　

昭和37年度における地方公共団体の普通会計決算額を単純に合計すると

　

９ぎのとおりで、前年度と比べると歳入4,952億円、19.1％、歳出5,202億

　　　　　　　　　　　　　　　

― 10 ―

卜蜀
(OlliSlit促達伍施行嗣)

◇

28

　

3Z 33 y4 や琴5ﾇ郡呼ｎ



円;21.0％増加した。

区

　　

分

歳

　　

入
歳

　　

出

都道府県

　　

市町村

　　

億円
18,994

18, 378

　

億円
11, 886
11,547

計

-

　

億円
30,880
29,925

前年度計

　　　

億円

　　

25,928

　　

24,723

　

なお､市町村のうち、市を大都市、中都市および小都市に分けてみるとつ

ぎのとおりで、中都市の歳出Iの増加率が大都市の増加率に近づいている。

区 分

　

市
市
市

　
　

市
市
市

入
都
都
都
計
出
都
都
都
計

　

大
中
小

　
　

大
中
小

歳

　
　
　
　
　
　

歳

　

決

37年度
-

　

億円

1,714

3,087

2,557

7,358

1,676

3,015

2,538

7,229

　

算

36年度

　　

億円

　

1,409

　

2,579

　

2,167

　

6,155

　

1,363

　

2,464

　

2,133

　

5,960

額

増減額

円
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0
3
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1
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0
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１

　

対前年度増減率

37年度

　　　

36年度

±7
0

　

畢

　

儡

0
5

０
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1
1

財
町

　

一

　

・

2
2
1
9

　　

％

21.6

18.9

19.5

22.9

20.8

21.3

:｝

:｝

　　

％

24.7

22.6

23.1

25.8

22.5

23.3

　

単純合計決算額から地方公共団体相互間の重複額1,051億円を控除した

純計決算額は、

　　

歳

　

入

　　

２兆9,829億円（前年度

　

２兆5,116億円）

　　

歳

　

出

　　

２兆8,874億円（前年度

　

２兆3,911億円）

で、前年度と比べると歳入4,713億円、18.8％、歳出4,963億円、20.8％

増加した。

　

決算規模の増加率の推移はっぎのとおりで、昭和37年度の増加率は前年

度の増加率を著しく下回り、歳出の増加率が歳入の増加率を上回っている。
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この純計決算額を人口１人当り額でみるとつぎのとおりで、前年度と比

ぺると歳入4,702円、17.7%、歳出4,976円、工9.6％増加した。

区

歳
歳

分

　

31年度

　

32年度

　

33年度

　

34年度

　

35年度

　

36年度

　

37年度

　

回と;FWな?t

　　　　　　

円

　　　

円

　　　

円

　　　

円

　　　

円

　　　

円

　　　

円

　　　　　

円
入

　

13,874　15,485　16,393　18,237　21,685　26, 638　31,340　　30,970

出

　

13,376

　

14,766　15,863　17,530　20,605　25, 360　30,336　　26,861

　

決算規模の推移は第４図のとおりである。これを昭和31～33年度平均規

模を100としてその推移を指数でみると、歳入215(前年度181)、歳出216(前

年度179)である。

　　　　　　　　　　　

第４図

　

決算規模の推移

　

決算収支

（－）実質収支
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地方公共団体の歳入歳出差引残額（形式収支）は955億円（うち、都

道府県616億円、市町村339億円）である。この額から予算繰越等に伴い

翌年度に繰り越すべき財源419億円（うち、都道府県242億円、市町村177

億円）を控除した実質収支は536億円（うち、都道府県374億円、市町村

162億円）の黒字で、前年度664億円（うち、都道府県448億円、市町村
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216憚円jより128億円（うち、郡道府県74億円、市町村54憚門）黒字が

減少した。

　

この実質収支を黒字団体と赤字団体とに分けるとつぎのとおりで、地

方公共団体（一部事務組合を除く。）の88.4％（前年度90,0％）に相当

する3,100団体（前年度3,183団体）が黒字で、地方公共団体（一部事務

組合を除く。）の11.6％（前年度10.0％）に相当する406団体（前年度

352団体）が赤字である。

区

　　

分

　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　　　

計

　　　　　　

前年度計

　　　　　

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額

黒字団体

　　　

44

赤字団体

　　　

２

合

　　

計

　　　

46

　　

（77）（△51）（77）（△5）（68）（△3）

△9

　　

404△145

　　

406△154

　　

352△

　

85

　　

Cl.404)
374

　

3,460
（6）（1,404）（6）（1,280）（6）
156

　

3,506

　　

530

　

3,535

　　

658

（注）（

　

）は一部事務組合分外書きである。

　

都道府県ではつぎのとおりで、前年度と比べると赤字団体数およびそ

の赤字額が増加し、黒字団体の黒字額も減少したため全体としては74億

円黒字が減少した。

区

　　

分

黒字団体

赤字団体

　　

37

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

皿
4
4
。

　

億円

　

383

△

　

9

　　

36

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

蟹
。

　

億円

　

449

△

　

1

団体数

-

　

団体

　

△

　

１

収支額

-

　

億円

　

△66

　

△

　

8

（注）１

　

赤字団体は37年度は東京都および滋賀県、36年度は和歌山県である。

　　　

2

　

37年度末の財政再建債等の未償還額は66億円で、これを赤字とみなし

　　　　　

た実質収支は308億円の黒字である。

　

市町村ではっぎのとおりで、前年度と比べると、赤字団体数および赤

字額が増加し、黒字団体数は一部事務組合を除いて減少し、黒字額の増

加も少なかったため全体としては54億円黒字が減少した。

　

赤字団体数においては、大都市および市の増加が著しく、赤字額につ

いては大都市および中都市の増加が著しい。
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（注）１

　

大都市の37年度赤字団体は大阪市、名古屋市および神戸市で、36年度

　　　　

赤字団体は名古屋市である。

　　　

2

　

37年度末の財政再建債等の未償還額は25億円で、これを赤字とみなし

　　　　

た実質収支は137億円の黒字である。

　

実質収支の推移は第５図のとおりであるが、実質収支に財政再建債の

未債還額を考慮した場合における黒字団体と赤字団体との内訳はつぎの

とおりであり、赤字団体における赤字額（180億円）は前年度（130億円）

と比べると50億円増加したが、地方財政再建促進特別措置法の基準年次

である昭和29年度末の赤字額(649億円）と比べると469億円成少した。
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（二）単年度収支

第５図

　

実質収支の推移
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昭和37年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支

は128億円の赤字（前年度は15億円の黒字）である。

　

この単年度収支に昭和37年度中の積立金の積立額工52億円および地方‘

債の繰上償還額19億円を黒字とみなし、積立金のとりくずし額127億円

を赤字とみなして調整を加えた実質単年度収支は84億円の赤字（前年度。

は127億円の黒字）である。

　

この実質単年度収支を都道府県と市町村とに分けるとっぎのとおりで

あり、赤字団体数は、前年度と比べると都道府県において10団体増加、

し、市町村においては387団体増加して、全団体数の44.6^、2,187団体-

となった。
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昭和37年度の歳入純計決算額は２兆9,829億円（前年度2兆5,116億円）

で、前年度と比べると4, 713億円、18.8％増加した。　その内訳は、つぎ

ヽのとおりである。
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20.2 24.3

4,713 100.0 100.0 100.0 100.0　18.8 24.0

　

歳入決算額の構成比をみると、一般財源の構成比（昭和31～33年度平

均52.8％）は前年度を下回っている。一般財源のうち、地方税の構成比

　

（昭和31～33年度平均36.5％）および地方譲与税の構成比（昭和31～33

年度平均2.1％）はともに前年度を下回り、地方交付税の構成比（昭和31～

33年度平均14.2％）は逐年上昇している。また、国庫支出金の構成比

　

（昭和31～33年度平均23.2％）、繰入金の構成比（昭和31～33年度平均

1.6％）および地方債の構成比（昭和31～33年度平均5.8％）は、ともに

わずかながら前年度を上回っている。

　

歳入決算額の構成比を団体別にみると第６図のとおりで、都道府県で

は地方税、国庫支出金、地方交付税が前年度と同じく上位を占め、前年

度と比べると地方交付税が0.4％上昇し、地方税が0.9％、地方譲与税

が1.3％低下したため、一般財源は1.8％低下し、国庫支出金が1.0％、

繰入金が0.4％上昇したほかは大きな変動がない。

　

市町村では、地方税が全体の４割を占め、ついで地方交付税、国庫支

出金が前年度と同じく上位を占め、前年度と比ぺると地方交付税が0.2

勿上昇し、地方税が0.4％、地方譲与税が0.1％低下したため、一般財源

は0.3％低下しているほかは大きな変動がない。

　

歳入決算増減額の構成比をみると、地方税および地方交付税はいずれ
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歳入決算額の構成
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も前年度を下回り、地方譲与･税は入場譲与税の廃止にともなって前年度より

減収となった。したがって一般財源の構成比は前年度より著しく下回り、繰
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越金の構成比も同様に前年度を下回ったか、国庫支出金および地方債の

　

構成比はいずれも前年度を上回った。

　　

歳入決算の増加率をみると、地方税および地方交付税の増加率は前年

　

度を下回り、地方譲与税の減収率も大きかったため、一般財源の増加率

　

は前年度より著しく下回り、繰入金および繰越金の増加率も同様に前年

　

度を著しく下回ったが、国庫支出金および地方債の増加率は前年度を上

　

回っている。

　　　　　　　　　　

第７図

　

歳入決算額の増減状況
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(二)

１

一般財源

概 況

　

一般財源（地方税、地方譲与税および地方交付税の合算額をいう｡）

の総額は１兆5,749億円（前年度１兆3,536億円）で、前年度と比べる

と2,213億円、16.3％増加した。

　

一般財源の内訳はっぎのとおりで、

都道府県においては、地方税および地方交付税の伸びが鈍化し、地方

譲与税は減収となっだので前年度の増加率を著しく下回り、市町村に

おいては地方税はやや伸びたが、地方交付税の伸びは前年度を大きく

下回ったので、一般財源の増加率は前年度を下回った。

区 分

都道府県

　

地

　　

方

　　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

　

小計(一般財源)

　

その他の財源

　

歳

　

入

　

合

　

計

市町村

　

地

　　

方

　　

税

　

地方譲与税

　

地方交付税

　

小計(一般財源)

　

その他の財源

　

歳

　

入

　

合

　

計
●

　

〃 ＝

　　　

37

　

年

　

度

決算額

　　

構成比

　　

億円

　　　　

％

5,756

　

292

3,262

9,310

9,683

18, 993

4,811

　　

16

1,612

6,439

5,447

] 1,88r,

　

61.8

　　

3.2

　

35.0

100.0

74

　

0

25

100

-

7

3

0

0

－

　　

36

　

年

　

度

決算額

　　

構成比

　　

億円

　　　　

％

増減額

4,977

　

439

2,678

8,094

7,845

15,939

4,088

　　

15

1,339

5,442

4,547

9,989

　

61.5

　

5.4

　　

△

　

33.1

100.0

　　

－

-

　

75.1

　　

0.3

　

24.6

100.0

億円

　

779

　

147

　

584

1,216

1,838

3,054

723

　

1

2
7
3
9
9
7

　

900

1,897

- 20 -

- － － ・ ← ベ ペ 四



区

都道府県

分

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

小計(一般財源)

その他の財

　

歳

　

入

　

合

市町村’

　

地

　　

方

　

地方譲与

　

地方交付

源
計

税
税
税

小計(一般財源)

その他の財源

歳

　

入

　

合

　

計

決算額構成比

　　

増減額構成比

　　

37

-

　　

％

　

30.3

　

1.5

　

17.2

　

49. (

　

51.0

100.0

40.5

　

0.1

13.6

54.2

45.8

100.0

　　

36

-

　　

％

　

31.2

　

2.8

　

16.8

　

50.8

　

49.2

100.0

　

40.9

　

0.2

　

13.4

　

54.5

　

45.5

100.0

　　

37

-

　　

％

　

25.5

乙ヽ4.8

　

19.1

　

39. R

　

60.2

　

100.0

　

38.1

　　

0.0

　

14.4

　

52.5

　

47.5

100.0

　

36

-

　

％

32.6

　

2.8

17.9

!33. 3

対前年度増減率

　

37

　　　

36

　

％

　　　

％

　

15.6

八33. 5

　

2Ｌ8

　

46.7

　　

△

100.0

　

32.4

　　

0.0

　

18.7

　

51.1

　

48.9

100.0

15.0

　

2.1

19.2

17.7

　

5.4

20.4

18.3

19.8

19.0

さらに、これを市町村の団体別にみるとつぎのとおりである。

区 分

大

　　

都

　　

市

市

地
地
地
計

地
地
地
計

町）

地
地
地
計

　

地
地
地
計

　
　
　
　

ｄ

　
　
　

町

　
　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

地
地
地
計

う

37

　

年

　

度

決算額

円

　

ｊ
｀
Ｏ
り
心
6

　

3
6
7
C
O

　
　

4
1
4
9

　

8

　

■
＾

Ｃ
Ｏ

億

　

８

　
　

８

　

４

　

５
０

1,500

　　

5

　

146
1,651

　

983

　　

1

　

401
1,385

1,106

　　

－
1,023

2,129

構成比

％

　

2
1
7
0

　
　
　
　

i
l
自
－

　
　
　

4
1
4
0

　
　
　

O
J

O

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　

81.8

　

0.2

　

18.0

100.0

　

90.9

　

0.3

　

8.8

100.0

　

71.0

　

0.0

　

29.0

100.0

　

51.9

　　　

－

　

48.1

100.0

21－

36

　

年

　

度

決算額

円

　

3
3
9
2
9
7
1

　

0
9
5
5
6

億

　

７

　
　
　

７

　

１

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

争

２ 570

1,261

　　

4

　

120
1,385

C
Ｏ

1
-
I
^

Ｌ
Ｏ

４

　

Ｃ
Ｏ

０
０

０
０

C
O

T
―
I

　
　
　
　
　

１

1,001

　　

一

　

854

1,855

構成比

-

　

95.1

　　

1.1

　　

3.8

100.0

　

82.1

　

0.2

　

17.7

100.0

26.1

25.7

26.8

26,3

23.2

24.8

16.9

23.4

34.2

20.8

24.3

22.4

対前年度

増減額

-

　

億円

１
１
Ｃ
Ｏ
　
L
Ｔ
J

１

　

１
C
Ｍ

１

　
　

１

４
１
１
Ｃ
Ｏ

７

　

ｅ
ｎ

C
D

m

-
＊

O
l

1
-
Ｈ
t
ｏ

t
ｏ

Ｃ
Ｏ

(
M

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｍ

Ｃ
Ｓ
ｌ

Ｏ
り
り
７
０

　

自
●
―
晶

1
0
0
0
0

<
ｙ
i

o

　
　
　
　
　

１

　

71.6

　

0.0

　

28.4

100.0

　

54.0

　　　

－

　

46.0

100.0

５
一
５
０

Ｃ
Ｏ

t
ｏ

Ｃ
Ｄ

１

　
　

Ｃ
＼
l

105

　

－

169

274

-

-



大

市

区 分

　

都

　　

市

地

　　

方

地ﾌﾟｱ譲与

地方交付

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

計（一般財源）

その他の財源

歳

　

入

　

合

　

計

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

計（一般財源）

その他の財源

　　

歳

　

入

　

合

　

計

市のうち

　

中

　　

都

　　

市

　　

地

　　

方

　　

税

　　

地方譲与税

　　

地方交付税

　　

計（一般財源）

その他の財

　
　

市

合

　
　
　

方

入
都

歳

　
　

地

　
　

小

地方譲与

源
計

税
税

町

地方交付税

計（一般財源）

その他の財源

歳

　

入

　

合

　

計

　　　　　

村

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

計（一般財源）

その他の財源

歳

　

入

　

合

　

計

決算額構成比

　

37

　　　

36

　

％

　　　

％

　

49.3

　　

0.6

　　

2.5

　

52.4

　

47.6

100.0

　

44.0

　

0.1

　

9.7

　

53.8

　

46.2

100.0

　

48.6

　　

0.2

　　

4.7

　

53.5

　

46.5

100.0

　

38.5

　　

0.0

　

15.7

　

54.2

　

45.8

100.0

29.4

　

0.0

27.2

5(i.6

43.4

100.0

　

52.0

　　

0.7

　　

2.1

　

54.8

　

45.2

100.0

　

44.5

　

0.1

　

9.6

　

54.2

　

45.8

100.0

　

48.9

　　

0.2

　　

4.6

　

53.7

　

46.3

100.0

増減額構成比

　　

37

-

　　

％

　

3G.7

　

0.1.

　

4.3

41.1

58.9

100.0

　

41.7

　

0.0

　

10.2

　

51.9

　

48.1

100.0

　

47.1

　　

0.1

　　

5.3

　

52.5

　

47.5

100.0

39.2

　　

34.6

　

0.0

　

△0.0

15.6

　　

16.5

　

54.8

　

45.2

100.0

Sl.O

　

0.0

26.4

57.4

42.6

100.0

　

51.1

　

48.9

100.0

対前年度増減率

　

36

　　　

37

　

％

　　　

％

/13.1

　　

15.2

　　

0.7

　　

4.1

　

47.9

　

52.1

100.0

　

37.6

　　

0.1

　

12.8

　

50.5

　

49.5

100.0

-

-

-

-

-

19.8

　　

15.7

　

0.0

　

△0.0

31.9

　　

41.3

51.7

　　

57.0

48.3

100.0

　

43.0

100.0

　

2.3

45.2

16.2

28.2

21､6

17

　

9

20

18

19

18

7

9

0

1

9

9

19.0

11.8

22.5

19.2

20.2

19.7

　

15.9

・1.2

　

19.1

　

16.8

　

19.5

　

18.0

9

7

19

14

18

16

8

9

7

8

5

4

36

－
％

19.fi

25. n

03. 2

20.8

29.1

24.7

18.5

23.1

32.4

20.7

24.9

22.6

-

-

-

-

-

Ａ

　

9.0

10. 5

34.3

19.4

.19.7

19.5

- 22 -

-

一一-

　　

一一一



区

　

一般財源を昭和31～33年度平均規模を100としてその推移を指数お

よび増減率でみるとっぎのとおりで、都道府県、市町村とも地方交付

税が一般財源増加の中心となっている。

分 31～33年度

　　　　　　　　　　　　　　　

対前年度増減率
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地方税の収入額は1兆567億円(前年度9,065億円)で、前年度と比べ

ると1,502億円16.6％増加したが、その内訳はつぎのとおりである。
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別会計分を含む。）の収入状況と比べると、ぐｱ）増加率においては地方

税は16.6％で前年度（21.8％）よりかなり下回ったが、国税は1.1%で前

年度(23.7^)より著しく下回っだので、国税の増加率は地方税の増
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加率を下回ることとなった。Ｇ)景気調整の影響をうけて、国税、地方

税とも法人関係諸税の増加率は前年度を著しく下回ったが、増加額の

構成比については、地方税は前年度を下回ったのに対して国税は前年

度を上回った。

区 分

住民税法人分

事業税法人分

法人税(国税)

対前年度増減率
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％
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％
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（注）法人所得については、経済企画庁調の国民所得による。

　　　

個人の住民税は、所得税の県民税への一部移譲等の制度改正もあ

　　

って増加率、増減額構成比および決算額構成比のいずれも前年度を

　　

上回ったが、個人の事業税は税率の引き下げが行なわれたので減収

　　

となり、決算額構成比も低下した。所得税は、決算額構成比のみ前

　　

年度を上回り、増加率および増減額構成比は前年度を下回った。

区 分
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（注:）1

　

個人所得については、経済企画庁凋の国民所得による。

　　　

２

　

所得税および個人所得については、地方税との比岐上一年前の計数で

　　　　　

ある。

　

（2）道府県税の収人状況

　　　

道府県税の収入額は5,226億円（前年度4,442億円）で、前年度と

　　

比べると784億円17.7％増加した。道府県税の税目別内訳はつぎの

　　

とおりであるが、道府県民税個人分、道府県たばこ消費税および法
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区

定外普通税の増加率が前年度を上回ったほかは、法人関係分をはじ

めとしてほとんどの税目にわたって増加率は鈍化した。
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道府県税収入の増加状況

　　　　　

凡例

　

［ｺ増加額（37年度－36年度）

　　　　　　　

［二］36年度」臥観

（3）市町村税の収入状況

　　

市町村税の収入額は5,341億円（前年度4,623億円）で、|狗年度と

　

比べると718億円、15.5％増加した。市町村税の内訳はつぎのとお

　

りであるが、前年度に引き続き市町村民税の構成比が上昇し、固定

　

資産税の構成比が低下している。
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市町村税収入の増加状況
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36年度収入額

（4）徴収成績

　　

地方税の徴収成績は、地方公共団体の徴税努力と年度後半の景気

　

の回復とを反映して、前年度に引き続き、わずかながら向上した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（5）超過課税等の状況･

　　

道府県における超過課税の状況はつぎのとおりである。
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市町村における超過課税等の状況はつぎのとおりで、団体数は若

干減少している。
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（注）団体数欄のＯ　は、超過課税等実施団体数の市町村総数に対する比率で

　　

ある。

　

（6）法定外普通税

　　　

道府県における法定外普通税の状況はつぎのとおりで、前年度と

　　

比ぺると家畜税（岩手県）が廃止された。
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市町村における法定外普通税の状況はっぎのとおりで、前年度と

比べると犬税を廃止した団体が多かった。
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のである。地方譲与税の内訳はつぎのとおりである。
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４

　

地方交付税

　　

地方交付税の決算額は、4,875億円（前年度4,017億円）で、前年度

　

と比べると858億円、21.3％増加した。地方交付税の積算基礎はつぎ

　

のとおりで、前年度より99億円の繰り越しが行なわれるとともに、第

　

２次補正予算に伴うもののうちから100億円を翌年度に繰り越した。
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区

おりで、前年度に引き続き普通建設事業に伴うものの増加が著しい。
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市町村の歳入決算における都道府県支出､金は650億円（前年度491億

円）で、前年度と比べると159億円、32.4％増加した。

　

都道府県支出金のうち、普通建設事業に伴うものが44.8％（前年度

46.1％）に相当する291億円で、災害復旧事業に伴うものが21.1％（前

年度24. 3%)に相当する137億円である。
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使用料、手数料

　

使用料、手数料の決算額は822億円（前年度738億円）で、前年度と

比べると84億円、11.4％増加した。使用料、手数料の内訳はつぎのと

おりである。
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繰入金の決算額は617億円（前年度431億円）で、前年度と比べると
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繰入金の内訳はつぎのとおりで、積立金のとりくずしおよび収益事
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その他の収入
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度と比ぺると479億円、20.2%増加した。
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物品売払代金
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預金利子収入

延滞金加算金
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過年度収入
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37年度36年度増減額

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36



五

　

歳出の状況

（一）目的別歳出の概況

　

昭和37年度の歳出純計決算額は２兆8,874億円（前年度２兆3,911億

円）で，前年度と比べると4,963億円，20.8％増加した。その目的別

内訳はつぎのとおりである。

区 分

庁

　　　　　

費

警察消防費

土

　　

木

　　

費

教

　　

育

　　

費

社会及び労働

.施

　　

設

　　

費

･保健衛生費

産
諸
公

業経済
支

　

出

　

債

費
金
費

　

決

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比譜刀jご菜

37年度36年度増減額

　

37

　

36

　

37

　

36

　

37

　

36

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
3,970

　

3,219

　　

751

　

13.7

　

13.4

　

15.1

　

13.9

　

23.3

　

25.3

1,571

　

1,322

　　

249

　

5.5

　

5.5

　

5.0

　

4.0

　

18.8

　

16.8

5,659

　

4,488

　

1,171

　

19.6

　

18.8

　

23.6

　

24.8

　

26.1

　

34.8

7,767

　

6,401

　

1,366

　

26.9

　

26.8

　

27.5

　

23.9

　

21.3

　

21.1

2,827

　

2,347

　　

480

　

9.8

　

9.8

　

9.7

　

9.9

　

20.5

　

24.4

　　

887

　　

613

　　

274

　

3.1

　

2.6

　

5.5

　

3.5

　

44.8

　

36.8

3,074

　

2,548

　　

526

　

10.6

　

10.7

　

10.6

　

10.4

　

20.6

　

23.5

　　

593

　　

459

　　

134

　

2.1

　

1.9

　

2.7

　

0.3

　

29.2

　

3.7

1,087

　

1,237

　

△150

　

3.8

　

5.2△3.0

　

4.9△12.1

　

23.0

前年度繰上充用金

そ

　　

の

　　

他

　

１

合

　　　　　

計

　

28

　

82

　　

89

　

△

　

7

　

0.3

　

0.4△0.1 A 0.4△8.0△18.6

357

　

1,188

　　

169

　

4.6

　

4.9

　

3.4

　

4.8

　

14.1

　

21.7

874 23,911 4,963 100.0 100.0 100.0 100.0 20.8 24.2

　

決算額の構成比は第ｎ図のとおりで、教育費、土木費、庁費および

産業経済費が上位を占め、その順位も前年度と変らない。昭和31～33

年度平均（総計）の構成比と比較すると、教育費（昭和31～33年度平

均28. vmおよび公債費（昭和3工～33年度平均の6.2％）の構成比が低

下し、土木費（昭和31～33年度平均14.1％）の構成比が上昇したほか

は、庁費（昭和3工～33年度平均13.4％）､産業経済費（昭和31～33年度

平均10.6％）社会及び労働施設費（昭和31～33年度平均10.3％）等あ

まり変らない。

　

団体別に決算額の構成比をみると、都道府県では教育費、土木費、

産業経済費および庁費が前年度と同じく上位を占め、前年度と比べ
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ると土木費が0.9％上昇し、公債費が1.8％低下したほかはほんとんど

変動がない。市町村では教育費、庁費、土木費および社会及び労働施

設費が前年度と同じく上位を占め、前年度と比ぺると土木費および庁

費が0.7％上昇し、教育費が0.5％､公債費が0.7％低下したほかは大き

な変動かない。

　

さらに市町村について団体別にみると、各団体とも各経費の構成は

あまり変らないが、なかでも、中都市における社会及び労働施設費

（構成比19.1％）の割合が高くなっている。
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第11図

　

目的別歳出決算額の構成
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決算額の増減状況は第12図のとおりである。増減額の構成比におい

ては、教育費、保健衛生費、諸支出金、土木費等が前年度を上回って

いる。増減率においては警察消防費、教育費、保健衛生費および諸支

出金が前年度の増加率を上回ったが、特に保健衛生費および諸支出金

の増加が著しい。

　　　　　　　

第12図

　

目的別歳出決算額の増減状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

凡n 37-36年度増減額
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切
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服
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社
会
及
び

例皿56-55年度噌減蓑

△150

　

公

　

冊

　

費

　

歳出のうち主なものについて昭和31年度から昭和33年度までの平均

規模を100としてその推移を指数でみると、つぎのとおりで、土木費、

保健術生費および産業経済費の増加が著しい。

分

費
費
費
費
働
費
費
費
他
計

31～33年度平均規模

　

億円
1,835

　

854
1,933
3,859

1,419

　

378
1,457
2,010

13,745

数
0
0
0
0
0
0
0
0
0

　

0
0
0
0
0
0
0
0
0

指
1
1
1
1
1
1
1
1
1

34年度

数
4
5
0
8
5
0
8
1
9
″

　

2
1
4
1
2
1
2
1
り
乙

指
1
1
1
1
1
1
1
1
1

35年度
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7
0
5
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8
5
ｒ
Ｄ

Ｓ
4
3
7
4
3
2
5
3
4

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

（注）都道府県決算額と市町村決算額の単純合計額による。
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（二）目的別歳出の内容

　

１

　

警

　

察

　

費

　　

（1）警察費の内容と財源

　　　　

警察費の決算額は1,142億円（前年度959億円）で全額都道府県の

　　　

経費である。前年度と比べると183億円、19.1％増加した。

　　　　

警察費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、増加一般

　　　

財源等の82.1％（前年度83.2％）が人件費の増加に充てられたが、

　　　

普通建設事業費の増加も著しい。

区 分

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　　

37

　

36

　

37

　

36

億円

　　

億円

　　

億円

訳
件
件

内

費
費

　

普通建設事業費

　

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　　　

計

財源内訳

　

国庫支出金

　

使用料、手数料

　

その他特定財源

　

一般財源等

　

合

　　　　　

計

　

912

　

131

　

71

　

28

1,142

　

42

　

36

　

22

1,042

1,142

7
2
1
4
4
8
2
5

7
1

959

38

31

19

871

959

％

　　

％

　　

％

　　

％

140

　

79.9

　

80.5　76.7

　

80.3

　

17

　

11.5

　

11.9

　

9.2

　

7.6

　

23

　

6.3

　

5.1

　

12.4

　

9.8

　

3

　

2.3

　

2.5

　

1.7

　

2.3

183 100.0 100.0 100.0 100.0

　

4

　

3.7

　

4.0

　

2.3

　

1.1

　

5

　

3.2

　

3.3

　

2.7

　

0.8

　

3

　

1.9

　

1.9

　

1.5

　

2.4

171

　

91.2

　

90.8

　

93.5

　

95.7

183 100.0 100.0 100.0 100.0

対前年度
増減率

　

37
-

　

％

18.2

14.6

46.7

12.2

19.1

　

36
-

　

％

17.3

10.4

39.8

15.0

17.3

11.1

15.5

14.6

19.6

19.1

4.4

3.8

21.9

18.4

17.3

（2）警察職員

　　

都道府県の警察職員のうち、警視正以上の階級にある地方警察官

　

（定員300人）は国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員のう

　

ち警察官については政令で定員を137,410人（前年度131, 930人）と

　

し、階級別定員についてもその基準が定められている。昭和38年５

　

月31日現在の地方警察職員は15万９千人（じ前年同期15万３千人）

　

で、うち警察官は13万７千人（前年同期13万３千人）である。
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２

　

消

　

防

　

費

　

（1）消防費の内容と財源

　　　

消防費の決算額は429億円（前年度363億円）で、その大部分が市

　　

町村の経費である。前年度と比べると66億円、18.3％増加した。

　　　

消防費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、人件費お

　　

よび普通建設事業費の増加が著しい。

区 分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

物

　　

件

　　

費

　

普通建設事業費
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の
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合

　　　　　

計

財源内訳

　

国庫支出金

　

地

　　

方

　　

債
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計

　

決

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比譜りご粟

37年度36年度増減額

　　

37

　

36
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％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
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7

　

18

　

21

317

363

45

　

61.0

　

59.8

　

67.5

　

72.1

　

4

　

14.1

　

15.7

　

5.4

　

4.1

16

　

19.6

　

18.8

　

23.9

　

18.3

　

1

　

5.3

　

5.7

　

3.2

　

5.5

66 100.0 100.0 100.0 100.0

0

　

1.6

　

1.8

　

0.3

　

0.7

5

　

5.3

　

5.1

　

6.7

　

3.1

5

　

6.2

　

5.8

　

8.7

　

△1.5

56

　

86.9

　

87.3

　

84.3

　

97.7

66 100.0 100.0 100.0 100.0

20.6

　

6.3

23.2

10.4

18.3

　

3.4

24.4

27.3

17.6

18.3

19.3

　

3.6

15.1

14.6

15.5

5.5

9.0

△3.5

17.7

15.5

（2）消防職員

　　

昭和38年５月31日現在の消防職員は４万４千人（前年同期４万２

　

千人）である。

（3）消防施設の状況

　　

昭和37年度末の消防ポンプ等の保有台数は82, 984台である。前年

　

度末と比べると､消防ポンプ自動車、可搬動力ポンプ、化学車､救急

　

車が増加し、手引動力ポンプ、腕用ポンプ等が減少し、機動力が強

　

化されたっ
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３

　

土

　

木

　

費

　

（1）土木費の内容と財源

　　　

土木費の決算額は5,659億円（前年度4,488億円）で、前年度と比

　　

べると1,171億円、26.1％増加した。

　　　

土木費の目的別内訳はつぎのとおりで、道路橋りよう費および都

　　

市計画費の増加が著しい。
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決算額構成比増減額構成比
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％

　　

％

40.3

　

40.3

11.7

　

7.9

　　　

15

　

2.6

　

3.0

　

1.2

　

2.8

　　　

54

　

6.4

　

6.9

　

4.6

　

7.5

　　

308

　

20.6

　

19.1

　

26.3

　

29.5

　　

100

　

18.0

　

20.4

　

8.5

　

7.1

　　

86

　

6.2

　

5.9

　

7.4

　

4.9

1,171 100.0 100.0 100.0 100.0

％

　

8

　

4
1

彫
７
‥

　

2
9

32.4

10.6

17.3

36.0

10.8

33.1

26.1

27.7

31.1

38.7

66.4

　

9.9

27.2

34.8

　

土木費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別内

訳では普通建設事業費、財源内訳では一般財源等および国庫支出金

の増加が著しい。

性質別内訳

　

投資的

分

費
設
旧
対

経
建
復

　

維持補修費
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の

　　

他

　

合

　　　　　

計

財源内訳

　

国庫支出金

　

地

　　

方

　　

債

　

その他特定財源

　

一般財源等

　

合

　　　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　

37

　

36

　

37

　

36

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
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4,064

　

1,055

　

90.4

　

90.5

　

90.1

　

92.4

4,058

　

3,100

1,012

　　

913
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51

　

△

　

345
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４
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Ｏ
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０
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Ｏ
Ｏ

71.7
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区

（2）道路橋りよう費（街路事業費を除く。）

　

（ﾌう

　

道路橋りよう費の内容

　　　

道路橋りよう費の決算額は2,055億円（前年度1,584億円）で、

　　

前年度に比べると471億円、29.7^増加した。

　　　

道路橋りよう費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業

　　

費の単独分の増加が著しい。

分

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額
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（ｲ）道路の現況

　

昭和38年３月31日現在の道路の現況はつぎのとおりで、逐年わず

かずつであるが整備されている。しかし、国内貨物輸送実績の増加

率（37年度トラック、トン・手口21.8％）、国内旅客輸送実績の増

加率（37年度バス、人・手口10.6％）等の状況よりみると、まだ、

極めて低い水準にとどまつている。
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（ｳ）橋りようの現況

　　

昭和38年３月31日現在の橋りようの現況は、つぎのとおりであ

　

る。

37年度末の現況 永久橋の比率

分

　

橋数

　

延長

　

橋数

　　　　　　

37
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橘
国道（地方公共

　

18, 963
団体が維持管理

しているもの｡）
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計567, 508 4,806,428 55.9 53.6 51.9 49.5 18.0 17.9 18.7 19.0

国

　

道路橋りようの整備状況

　　

昭和37年度においては2,055億円の資金を投じて道路橋りよう

　

の整備が行なわれたが、その整備状況はっぎのとおりである。
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区 分

国道（地方公共団体が維
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（3）河

　

川

　

費

　

Cア）河川費の内容

　　　

河川費の決算額は559億円（前年度422億円）で、前年度と比

　　

べると137億円、32.4^増加した。

　　　

河川費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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G）河川施設の整備状況

　　

昭和37年度における河川施設の整備状況は、つぎのとおりであ

　

る。
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区

（4）砂

　

防

　

費

　　

砂防費の決算額は150億円（前年度135億円）で、前年度と比べる

　

と15億円、10.6％増加した。

　　

砂防費の性質別内訳はつぎのとおりである。
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（5）｡港

　

湾

　

費

　

（ア）港湾費の内容

　　　

港湾費｀の決算額は364億円（前年度310億円）で、前年度と比べ。

　　

ると54億円、17.3％増加した。

　　　

港湾費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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38.7

（ｲ）港湾施設の現況とその整備状況

　　

昭和37年度末における港湾総数（管理者数）は1,074港で、う

　

ち特定重要港湾13港、重要港湾75港、地方港湾986港である。

　　

これらのうち地方公共団体の管理する施設の昭和37年度末の琴L

　

況および昭和37年度中の整備状況は、つぎのとおりである。
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区 分

防波堤等外かく施設の延長（km）

小型船けい船岸の延長（km）

大型船けい船岸の延長（km）

臨港道路橋りよう延長（km）

臨港鉄道軌道の延長（km）

役務提供用船舶（隻）
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（6）都市計画費（街路事業費および都市下水路費を含む。）

　

（ア）都市計画費の内容

　　　

都市計画費の決算額は1,工65億円（前年度857億円）で、前年度

　　

と比べると308億円、36.0％増加した。

　　　

なお、都市計画費中の街路事業費は797億円で、全体の68.4%

　　

を占めている。

　　　

都市計画費の性質別内訳はつぎのとおりである。

区 分

　

決

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比譜肯Rご皐

37年度36年度増減額

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　　　　　　　　　　　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
普通建設事業費

　

1,099

　　

805

　　

294

　

94.3

　

93.9

　

95.4

　

93.2

　

36.5

　

65.5

補

　

単

　

受

助

　　　

801

　　

575

　　

226

　

68.7

　

67.1

　

73.3

　

74.8

　

39.3

　

80.2

独

　　　

282

　　

217

　　

65

　

24.2

　

25.4

　

21.0

　

17.3

　

29.8

　

37.4

託

そ

　　

の

　　

他

合

^
£
>

<
n

１

　

C
O

計

　

1,165

　

13

　

52

857

　　

3

　

1.4

　

1.4

　

1.1

　

1.1

　

26.3

　

39.5

　

14

　

5.7

　

6.1

　

4.6

　

6.8

　

27.2

　

81.3

308 100.0 100.0 100.0 100.0　36.0　66.4

（ｲ）都市計画事業の整備状況

　　

昭和38年１月１日現在の都市計画法適用市町村は、559市（前

　

年同期557市）、753町村（町村総数の26.0％、前年同期727町村）

　

合計1,312団体（T狗年同期1,284団体）である。

　　

昭和37年度における都市計画事業の整備状況は、つぎのとおり

　

である。
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（1）教育費の内容と財源

　　　

教育費の決算額は7,767億円（前年度6,401億円）で、前年度と比

　　

べると1,366億円、21.3％増加した。

　　　

教育費の目的別内訳はっぎのとおりで、小学校費および全日制高

　　

等学校費の増加が著しく、中学校費は決算額構成比、増減率のいず

　　

れも前年度を下回った。
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教育費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、普通建設

事業費の増加が著しいが、増加一般財源(896億円）の62,4％、559

億円か人件費の増加に充てられた。
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性質別内訳
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（2）教育関係職員

　　

昭和38年５月31日現在における教育関係職員（学校関係教職員を

　

除く。）は３万６千人（前年同期３万５千人）である。

（3）小・中学校費

　

帥

　

小・中学校費の内容

　　　

小・中学校費の決算額は5,177億円（前年度4,500億円）で、前

　　

乍窓と比べると677億円（うち、小学校費455億円、中学校費222

　　

億円）、15.0％（うち、小学校費17.7%、中学校yU1.5％）増加

　　　

した、

　　　　

小・巾学校費の性質別内訳はつぎのとおりで、人件賞および普
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通建設事業費の単独分の増加が著しい。
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吋）教員数等の推移

　　

昭和38年５月１日現在の小・中学校の教員数等の状況はつぎの

　

とおりで、前年同期と比べると小学校においては児童58万５千人、

　

中学校においては生徒34万人といずれも減少している。

　　　　　

教

　

員

　

数
区

　

分

　

（本務のみ）㈲

　　　　　

37

　　　　　　

人
小学校336,659

36
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(Ｂ)
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人

　　

人
337, 247 10,377 10,962 275,395. 276,982 1.22 1.22 37.7 39.6

中学校236, 294 236,736　6,691　7,031 152,550 154,539 1.55‘1.53 43.9 45.5

（注）37年度は38年５月１日現在、36年度は37年５月１日現在の文部省「学校

　　

基本調査」による。

　　　　　

また、最近の小・中学校における教員数および児童生徒数の推

　　　　

移は、第14図のとおりである。
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第14図

　

小・中学校教員数等の推移
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学校施設の現況とその整備状況

　　

昭和38年5月１日現在の小・中学校の施設の現況および昭和37年

　

度中の施設の整備状況はっぎのとおりで、不足面積の割合は小学

　

校9.9％（前年同期1.0％）、中学校18.4％（前年同期6.1％）、危

　

険校舎の割合は小学校18.2％（前年同期10.7％）、中学校1.1%

　　

（前年同期3.1％）となった。
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（4）高等学校費

　

ぐｱ）高等学校費の内容

　　　　　　　　　

‥

　　　

高等学校費の決算額は1,577億円（前年度1,107億円）で、前年

　　

度と比べると470億円、42.5^増加した。

　　　

高等学校費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の

　　

単独分の増加か著しい。
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教員数等の推移

　　

中学校卒業者の高等学校への入学率は逐年上昇の傾向を示し、

　

昭和31～33年度平均の53.6％から昭和38年４月１日現在における

　

入学率は67.9^に達している。

　　

昭和38年５月１日現在の教員数等の状況は、つぎのとおりであ
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15図のとおりである。

　　　　　

第15図

　

高等学校教員数等の推移

生

徒

駒

士

配
叩
2
0
1
0

　

C
L
J

ｒ
χ
Ｉ

　

Ｉ

　

！

　

Ｉ

50

人）

敏

　

一
級

Ｕ

㈲

　

学校施設の現況とその整備状況

　　

昭和38年５月１口現在の高等学校の施設の現況およびその整備

　

状況は、つぎのとおりである。
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（5）社会教育費

　

ぐｱ）社会教育費の内容

　　　

社会教育費の決算額は173億円（前年度136億円）で、前年度と

　　

比べると37億円、27.6％増加した。

　　　

社会教育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（ｲ）社会教育施設の現況

　　

昭和37年度末現在において地方公共団体が管理する社会教育施

　

設の主なものの現況（箇所数）は、つぎのとおりである。
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社会及び労働施設費

　

（1）社会及び労働施設費の内容と財源

　　　

社会及び労働施設費の決算額は2,827億円（前年度2,347億円）で、

　　

前年度と比べると480億円、20.5％増加した。

　　　

社会及び労働施設費の目的別内訳はつぎのとおりで、住宅費およ

　　

び生活保護費の増加か著しい。
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区

　

社会及び労働施設費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおり

で、性質別では普通建設事業費および扶助費、補助費等、財源では

国庫支出金および地方債の増加が著しい。
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（2）社会および労働施設関係職員

　　

昭和38年５月31日現在の社会及び労働施設関係職員は11万７千人

　　

（前年同期ｎ万１千人）である。

（3）生活保江費

　

（力

　

生活保辺費の内容

　　　

生活保誕費の決算額は886億円（前年度779億円）で、前年度と

　　

比べると107億円、13.7％増加した。
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区

生活保護費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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什）被保護者等の推移

　　

昭和37年度における被保護人員は167万人（前年度164万人）で、

　

保護率は人口千人につき17.6人（前年度17.4人）となった。被保

　

護人員および保護率の推移は、第16図のとおりである。

　　　　　　　　　

第16図

　

生活保護の推移
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被保護者の各扶助別の状況について、昭和31～33年度平均規模

を100としてその推移を指数でみると、つぎのとおりである。
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生活扶助の支給基礎となる生活保護基準は、昭和37年４月に

13.0％引き上げられ、従来の東京都標準５人世帯当り11, 920円か

13,470円に引き上げられた。

　

さらに、米価の改定に伴う米価補正が12月に行なわれ、2.3％

引き上げられて13,780円となった。

　

これら生活保護基準改定の推移は、第17図のとおりである。

　　　　　

第17図

　

生活保護基準改定の推移
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（ウ）生活保護施設の状況

　　

昭和38年５月31日現在における生活保匠施設の主なものは、つぎ

　

のとおりである。
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区

　

児童福祉費の決算額は285億円（前年度225億円）で√前年度と

比べ名と60億円、26.8%増加した。

　

児童福祉費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の

増加が著しい。
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（ｲ）児童福祉施設の状況

　　

昭和38年５月31日現在における児童福祉施設の主なものはつぎ

　

･のとおりで、保育所が前年度より612箇所増加している。
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住宅費の内容

　　

住宅費の決算額は754億円（前年度549億円）で、前年度と比べ

　

ると205億円、37.4^増加した。

　　

住宅費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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吋）公営住宅等の現況と整備状況

　　

公営住宅の建設状況は昭和33～35年度（第３期）において14万

　

６平戸（うち、改良住宅２平戸）、昭和36～38年度（第４期）に

　

おいて16万１平戸建設された。

　　

昭和37年度における公営住宅等の整備状況は、つぎのとおりで

　

ある。
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（6）災害救助費

　

帥

　

災害救助費の内容

　　　

災害救助費の決算額は７億円（前年度31億円）で、前年度と比

　　

べると24億円、76.2％減少した。

　　　

災害救助費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（ｲ）災害救助法の適用状況

　　

昭和37年度中の災害救助法の発動都道府県数は延40道県（前年

　

度延58道府県）、適用市町村は延203市町村（前年度延512市町村）

　

である。

　　

昭和37年度中の主な災害としては、つぎのようなものがあった。
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７月27日

　　　

８月３日～５日

38年

　

1月24日～2月23日

　　

災

　　

害

　　

名

　　　

救助法発動(適用)団体

豪雨による水害

　　　　　　　

2県

　　

3市

　

町

豪雨による水害(九州豪雨)

　　

4県

　　

27市町村

台風第７号による風水害

　　　

2県

　　

３

　

町

台風第９号による水害

　　　　

1道

　　

35市町村

昭和38年１月豪雪

　　　　　　

11県

　

110市町村

（7）失業対策費

　

（力

　

失業対策費の内容

　　　

失業対策費の決算額は532億円（前年度457億円）で、前年度と

　　

比べると75億円、16.4％増加した。

　　　

失業対策事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

失業対策事業費

補

　

単

のそ

　

合

区

助

　

独

　

他

　

計

　

決于

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比mmm

37年度36年度増減額

　

37

　

36

　

37

　

36

　

37

　

36

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

529

　　

454

　　

75

　

99.4

　

99.5

　

98.6

　

99.0

　

16.3

　

16.8

C
T
J

O

０
０

C
M

C
O

C
T
)

Ｃ
Ｏ

４

　
　
　
　
　

i
n

402

　

52

　

13

457

37

　

82.6

　

88.1

　

49.0

　

75.2

　

9.1

　

14.1

38

　

16.8

　

11.4

　

49.6

　

23.8

　

71.0

　

42.7

　

0

　

0.6

　

0.5

　

1.4

　

1.0

　

48.1

　

41.2

75 100.0 100.0 100.0 100.0　16.4　16.9

（ｲ）日雇登録者等の推移

　　

日雇登録者等の推移は、つぎのとおりである。

分

日雇登録者(月平均)

失対吸収人員(一日平均)

　　

うち一般失対

平

　　

均

　　

賃

　　

金

31～33年
度平均

人
５

　

１

　

２

　
　

Ｃ
Ｏ

'
＾

O

千
４

　

２

　

２

34年度

人
５

　

８

　

８

　
　

Ｏ
＾

L
O

1
-
I

千
５

　

２

　

２

35年度

人
５

　

０

　

０

　
　

４

　

４

　

０

千
５

　

２

　

２

36年度

人
６

　

３

　

８

　

t
ｏ

C
O

Ｃ
Ｄ

千
５

　

２

　

１

37年度

人
３

　

０

　

Ｏ

　

Ｃ
Ｏ

千
５

　

２

303

297円

　　

306円

　　

334円

　　

386円

　　

425円

月平均就労日数

　　

21.0日

　

21.5日

　

21.5日

　

21.5日

　

22.0日

61
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保健衛生費

　

（1）保健衛生費の内容と財源

　

保健衛生費の決算額は887億円（前年度613億円）で、前年度と比

べると274億円、44.8％増加した。

　

保健衛生費の目的別内訳はつぎのとおりで、結核予防費および清

掃事業費の増加が著しい。

区 分

結核予防費
環境衛生費

　

清掃事業費

そ
合

そ

　

の

　

の

他
他
計

　　

決

　　

算

37年度36年度

億円

245

331

C
Ｄ

i
n

｡
-
Ｈ

r
^

７
Ｌ
Ｏ

1
-
I

Ｇ
Ｏ

９
ａ

Ｃ
Ｏ

ｏ
ｏ

億円

9
2
4
8
2
3

3
4
9
4
3
1

1
C
-
1

r
-
l

Ｃ
Ｍ

<
D

決算額構成比

　

37

　　

36

増減額

　

37

億円
106

　

89

　

82

　

7

　

79

274

　　　

％

　　

％

　　

％

　

27.7

　

22.7

　

38.9

　

37.3

　

39.5

　

32.5

　

31.1

　

31.7

　

29.8

　　

6.2

　

7.8

　

2.7

　

35.0

　

37.8

　

28.6

100.0 100.0 100.0

構成比

　

36
-

　

％
38.9

　

32.

　

25.

　　

6.

　

28.

100.

<
M

t
ｏ

C
£
>

９

０

％
０
１
７

　
　

一

　

・

　

一

　

≪
D

０
０

Ｏ

　

Ｏ
Ｏ

Ｃ
＾

Ｃ
^
J

％
９
８
０

　
　

・

　

一

　

・

　

t
ｏ

C
O

C
Ｍ

　

７
ｎ
ｊ
４

15.7

33.9

44.8

29.6

25､9

36.8

　

保健衛生費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質

別では扶助費、補助費等および普通建設事業費、財源では国庫支出

金および一般財源等の増加が著しい。

区 分

性質別内訳

　

物

　　

件

　　

費

　

扶助費、補助費等

　

普通建設事業費

他
計
訳
金

　
　

１
出

の

　

ノ
支

　
　

源
庫

そ
合

　

国

　
　

財

使用料、手数料

地

　　

方

　　

債

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　　

計

億円

273

352
１
1
7

　
　

6
4
3
1
ｓ
:
>

3
3
8

　
　

8
1
6
1
n

C
M

Ｃ
Ｏ

C
N
l

.
-
Ｈ

368

887

円

　

4
6
0
4
4

　
　

6
4
8
6
0
4

　
　
　

2
6
8

　
　

7

　
　

3
1
1

　
　

0
7

億

　
　
　

１

　
　
　

ｎ
乙

　
　

１

　
　
　
　
　

１
ｎ
乙

円

　

9
6
1
7
3

　
　

0
0
5
0
8
3

　
　
　

4
0
0
　
　
m
2
1

　
　

5
0
4
5
6
1

億

　

２
１
１

　

６

　

１
１

　
　
　
　

Ｃ
^
JC
Ｄ

％

　

30.

　

39.

　

26.

　　

3.

100.

32

12
７
t
ｏ

41

8

7

1

4

0

2

8

1

"
^

L
Ｏ

100.0

　　

％

　

40.7

　

30.3

　

24.7

　

4.3

100.0

　

24

　

16

　

7

　

8

43

100

5

4

3

0

8

0

　

8

60

29

　

1

100

　

49

　

4

　

6

　

2

　

36

100

％

　　

％

.9

　

36.9

.6

　

53.4

.1

　

26.9

.4△17.2

.0 100.0

5

9

8

6

2

0

　

47.6

　　

5.8

　

12.5

　　

5.4

　

28.7

100.0

　

％

　　

％

9.8

　

32.3

89.7

　

90.6

52.7

　

41.5

14.8ム51.6

44.8

　

36.8

90.6

13.3

41.2

14.7

37.1

44.8

109.6

　

10.5

　

85.2

　

22.1

　

21.4

　

36.8

-
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（2）保健衛生関係職員

　　

昭和38年５月31日現在の保健衛生関係職員は９万８千人（前年同

　

期９万人）である。

（3）保健衛生施設等の状況

　　

昭和37年における保健衛生施設等の状況は、つぎのとおりであ

　

る。

　　　

区

　　　　　　

分

保健衛生施設

　

保

　　　　

健

　　　　

所

　

公営病院病床数

　

公営診療所病床数

　

公営隔離病舎病床数

保健衛生水準

　

平

　

均

　

寿

　

命

　

に

　　　　　　　　　　

女

生
亡
伝
結

出
死

率
率
染

(人口千人対比)

(人口千人対比)

病

　

死

　

亡

核

　

死

　

亡

率
率

乳児死亡率(出生千人対比)

25年 30年 35年 36年 37年

704箇所

　

783箇所

　

795箇所

　

803箇所

　

817箇所

　　　

- 116,984床161,636床169,092床176,916床

　　　

－

　

9,151床

　

9,725床

　

9,340床

　

9,199床

　　　

－

　

5,952床

　

4,703床

　

4,240床

　

4,144床

58.0才

61.5才

28.1

10.9

　

3.9

　

1.464

60.1

63.6才

67.8才

19.4

　

7.8

　

1.6

　

0.523

39.8

65.4才

70.3才

17.2

7.6

　

1.2

　

0.341

30.7

66.0才

70.8才、

16.9

‘7.4

1.0

0.295

28.6

66.2才

71.2才

17.0

　

7.5

　

0,4

　

0.292

26.4

（注）１

　

保健衛生施設は年末の計数、保健衛生水準は年平均の計数である。

　　　

２

　

公営病院病床数のうち病院事業（20床以上）として経営されているも

　　　　

のの病床数は37年度末163,429床（前年度末157,461床）であるﾐ

　

（4）結核予防費

　　　

結核予防費の決算額は245億円（前年度139億円）で、前年度と比

　　

べると106億円、76.9^増加した。

　　　

結核予防費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

扶助費､補助費等

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

　

決

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比篇盲UF集

37年度36年度増減額

　

37

　

36

　

37

　

36

　

･37

　

36

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

217

　

109

　

108 88.4 78.5 101.3 89.2 99.2 110.8

　

28

　　

30

　　

△2

　

11.6

　

21.5△1.3

　

10.8△4.7

　

30.2

　

245

　

139

　

106 100.0 100.0 100.0 100.0 76.9 86.0
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区

（5）環境衛生費

　

ぐア）環境律i生費の内容

　　　

環境衛生費の決算額は331億円（前年度242億円）で、前年度と

　　

比べると89億円、36.8％増加したが、その大半は清掃事業費の増

　　

加である。

　　　

環境衛生費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費か

　　

前年度に引き続いて著しく増加している。

分

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　

37

　

36

　　

37

　

36

対前年度

増減率
37

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

174

　　

112

　　

62

　

52.5

　

46.2

　

69.7

　

77.2

　

55.5

157

　　

130

331

　　

242

2７　47.5

　

53.8

　

30.3

　

22.8

　

20.8

89 100.0 100.0 100.0 100.0 36.8

　

36

-

　

％

57.9

10.2

28.1

（ｲ）し尿処理施設およびごみ処理施設の状況

　　

昭和37年度末のし尿処理施設およびごみ処理施設の状況は、つ

　

ぎのとおりである。

区 分

特別清掃地域人口

計画収集人口

普

　　　

及

　　　

率

年間総排出量

年

　

間

　

収

　

集

　

量

収

　　　　

集

　　　　

率

運搬用器材

バキュウム車および
特

　

殊

　

運

　

搬

　

車

運搬用トラック

海

　

洋

　

投

　

棄

　

船

し尿処理施設

22, 389千k1

16,884千k1

　

75.4％

3,076台

　

391台

　

136隻

64－

ごみ処理施設

55,254千人

48,492千人

　

87.8%

12,326千t

10, 224千t

　

82.9^

1,716台

4,074台

　　

－

一一



７

　

産業経済費

　

（1）産業経済費の内容と財源

　　　　　　　　　　

一‥’

　　　

産業経済費の決算額は3,074億円（前年度2,548億円）で、前年度

　　

と比べると526億円、20.6％増加した。

　　　

産業経済費の目的別内訳はつぎのとおりで、前年度に引き続き、

　　

決算額構成比では商工業費、耕地事業費および農業費が全体の７割

　　

をこえているが、増減率では、水産業費、商工業費および開拓事業

　　

費の増加が著しい。

区 分

農

　　

業

　　

費

耕地事業費

開拓事業費

畜

　

産

　

業

　

費

費

　

費

　

費

　
　
　
　

業

山

　

業

　
　
　
　

産

洽

　

林

　

水

商

合

工 業 費

計

　　

決

　　

算

　　

額

37年度36年度増減額

円
０

　

３

　

０

　

８

　

３

　

０

　

６

　

８

　

７

　

４

　

９

　

９

　

１

　

４

　

８

　

０

億
４

　

６

　
　
　
　
　

１

　

２

　

１

　

７

円
４

　

３

　

４

　

１

　

８

　

８

　

３

　

３

　

３

　

３

　

１

　

２

　

２

　

７

　

４

　

り
乙

億
５

　

７

　

１

　

１

　

１

　

２

　

２

　

Ｑ
″

3.074 2,548

億円

　

64

　

90

　

24

　

23

　

15

　

38

　

57

215

526

決算額構成比

　　

37

　　

36

　　

％

17.4

23.8

　

3.7

　

4.0

　

4.2

　

9.0

　

7.9

30.0

100 ０

　　

％

18.4

25.3

　

3.5

　

3.9

　

4.4

　

9.4

増減額構成比

　

遥

　

37

　　

36

　　

37

　

％

　　

％

　　

％

12.2

　

13.2

　

13.7

17.0

　

16.9

　

13.9

4.7

　

4.1

　

27.8

4.5

　

6.1

2.8

　

5.1

7.1

　

7.0

　　

7.3

　

10.9

　

3.3

　

27.8

　

40.8

　

44.3

100.0 100.0 100.0

23.9

12.9

15.6

30.7

30.3

20.6

　　

％

15.9

14.6

28.7

43.1

27.9

16.4

　

9.4

43.6

23.5

　

産業経済費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質

別では普通建設事業費および貸付金、財源では国庫支出金および一

般財源等がそれぞれ前年度に引き続いて著しく増加したが、分担金

負担金および寄鮒金が大巾に減少した。
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区

性質別内訳

　
　
　
　
　

Ｉ
ユ
！
。
・
｜
、
‘
‐
’
″

　
　

助
資

普
災
失

物
補
投

貸
そ
合

件

的
通
害
業
付
の

分

費
経
建
復
対

費
等
費
設
旧
策
金
他
計

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　

37

　

36

　

37

　

36

　
　
　
　

１

ｆ

2
6
7
3
3
2
5
9
8

　
　
　
　

ｌ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

り
乙

4
1
3
5
2
4

ｒ
ａ
４

　
　

４
Ｑ
ａ
７

(
M

Ｃ
Ｏ

t
＞
-
T
-
I
Ｃ
5

１

　
　
　
　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

財源内訳

　

国庫支出金

　

1,020
分担金､負担金、
寄附金

雑

　　

収

　　

入

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　　

計

U
Ｄ

1
-
I

O
^

Ｏ
Ｏ

-
―
(
Ｃ
Ｏ

　
　
　

７
Ｃ
Ｍ

1,018

3,074

円

　

7
0
5
9
3
3
0
6
8

　
　

6

　
　
　

3
9
2
8
3

　
　

8
1
4

　
　

7

億

　

2
2
3
9
3

　
　

５
１
５

　

ｏ
ｏ

<
Ｔ
>

l
/
:
i

C
O

Ｌ
Ｏ

ｌ

　

(
J
D

O

０
０

１

　

Ｌ
Ｏ

Ｃ
s
J

C
-
-

2､548

億円

　

30

　

42

273

265

　

8

　

0

165

％

　

8.7

10.8

52.0

　

％

　　

％

　　

％

9.3

　

5.7

　

5.5

11

52

4

　

8.0

　

9.7

0

　

51.9

　

41.4

40.8

　

38.8

　

50.4
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（2）農

　

業

　

費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

農業費の決算額は534億円（うち、蚕業費23億円）で、前年度（農

　

業費450億円、蚕業費20億円、合計470億円〉と比べると64億円、

　

13.7％増加した。

　　

農業費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の増加が

　

著しい。
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（3）耕地事業費

　　

耕地事業費の決算額は733億円（前年度643億円）で、前年度と比

　

べると90億円、13.9％増加した。

　　

耕地事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（4）開拓事業費

　　

開拓事業費の決算額はn4億円（前年度9（）億円）で、前年度と比

　

べると24億円、27. Wo増加した。

　　

開拓事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（5）畜産業費

　　

畜産業費の決算額は121億円（前年度98億円）で、前年度と比べ

　

ると23億円、23.9％増加した。

　　

畜産業費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費が前年

　

度に引き続いて著しく増加したが、貸付金は前年度と比べて減少
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治山費の決算額は128億円（前年度113億円）で、前年度と比べる

　

と15億円、12.9％増加した。

　　

治山費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（7）林

　

業

　

費

　　

林業費の決算額は278億円（うち、造林費108億円、林道費113億

　

円、その他林業費57億円）で、前年度（造林費80億円、林道八107

　

億円、その他林業費53億円、合計240億円）と比べると38億円、15.6

　

％増加した。

　　

林業費の性質別内訳はつぎのとおりで、造林関係の普通建設事某

　

費の増加が著しい。

　　　　　　　　　　　　　

－68－

一一一一

-

㎜

　 　 　

Ｊ

　 　

． ａ

　 　

－ Ｊ － ｊ 　 　 － ／

一



見対
増
3
7

構成比

　

36

％
6
3
0
6
1
4
2
7
8
5
6
3
1
4

　
　
　

－
一
季

　

一

　

－
Ｉ
Ｉ
・
Ｉ
Ｉ

　

争
一

　

一
一

　
　

9
1
0
3
0
5
4
7
6
3
3
7
0
C
O

　
　

1
2
1
3
2
1

　

4

　
　
　

3
1
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　
　
　
　

△

％
7
8
4
2
2
0
4
6
6
3
6
1
1
6

　
　
　

I

　

I
I

　

S
I
I
I

　

一

　

一
－

　

一
回
Ｉ
・

　
　

1
3
2
7
5
4
5
8
9
9
8
4
3
5

　
　

２
１
２

　

2
4
8
1

　

７

　

３

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ａ

％

増減額

-

3
9
2
4
7
6
9
6
1
2
4
5
8
0

77.

61.

13.

50.

　

一
畳
自
・
Ｉ
一
一
－

1
5
1
1
2
0
2
7

△

　

１

　

１

△

92.8
44.1
29.5

13.0
1.6

　

12.

100.

4
6
0
8
3
3
5
0
0

　

－
－
ゆ
一
・
・
1
1
1

6
7
6
2
2
5
8
4
0

4
Q
り

　
　
　
　
　
　
　

Ｏ

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比

37年度36年度増減額

　

37

　

36

分区

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　

Ｉ

％
8
8
6
2
0
5
9
0
6
5
6
9
7
0

　
　
　

I
儡

　

一
―
一
Ｉ
Ｉ

　

‐

　

一
一
一
Ｉ

　

畢
一

　
　

6
6
4
9
2
0
2
8
1
1
6
6
5
4
0
9
3
1
9
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

％
3
0
8
2
0
5
0
2
3
8
6
5
6
0

　
　
　

自

　

Ｉ
・
畢
Ｉ
・
・

　

一

　

一
一
・
一

　

一
一

　
　

0
9
1
6
1
0
1
5
4
0
7
4
7
0

　
　

7
4
2
2

　

２
１

　
　
　
　
　

１
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

円
5
6
0
5
1
8
5
2
1
1
2
3
2
8

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

円
0
0
0
8
2
9
6
2
1
1
3
0
7
0

　
　

6
2
5
6

　

3
1
1
1

　

2
1
4
4

億
１
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

円
5
6
0
3
3
7
1
4
2
2
1
3
9
只
）

　
　

9
3
6
7

　

5
3
1
1

　

2
1
4
7

億
１
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

（8）水産業費

　

（ｱ）水産業費の内容

　　　

水産業費の決算額は243億円（漁港費149億円、その他水産業費

　　

94億円）で、前年度（漁港費116億円、その他水産業費70億円、

　　

合計186億円）と比べると57億円、30.7％増加した。

　　　

水産業費の性質別内訳はつぎのとおりで、漁港関係の普通建設

　　

事業費および災害復旧事業費の増加が著しい。
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G）漁港の現況とその整備状況

　　

昭和38年３月31日現在の漁港数は2,766港で、うち第１種漁港

　

2,193港、第２種漁港406港、第３種漁港94港、第４種漁港73港で

　

ある。前年同期と比べると18港増加（うち第１種19港減少、第２

　

種４港増加、第３種16港増加、第４種17港増加）した。

　　

昭和37年度末の漁港施設の現況および昭和37年度中の整備状

　

況は、つぎのとおりである。
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けい船岸の延長

浚

　　　

せ

　　　

つ

　　　

量

年度末の現況

　　　　　

Km
C
T
i

C
S
i

i
―
t

１

　

７

　

０

４

　

０
０

t
>
-

Ｃ
Ｍ

　　

37年度事業量

新設改良

　　

浚せっ量

ｍ
８

　

３

Ｋ
４

　

３

21

千m8

　

－

　

－

1,855

（9）商工業費

　　

商工業費の決算額は923億円（前年度708億円）で、前年度と比べ

　

ると215億円、30.3％増加した。

　　

商工業費の性質別内訳はつぎのとおりで、貸付金が前年度に引き

　

続いて著しく増加した。
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（三）性質別歳出の概況

　

昭和37年度の歳出純計決算額２兆8,874億円（前年度２兆3,911億

円）の性質別内訳は，つぎのとおりである。
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歳出決算額の構成比は第18図のとおりで、人件費と普通建設事業費

の両者で全体の３分の２を占めているが、各経費の構成は前年度と変

っていない。

　

これを団体別にみると、都道府県では人件費が首位を占め普通建設

事業費がそれに続き、市町村ではこの順位が入れ替っているが、各経

費の構成は都道府県、市町村とも前年度と大差がない。

　

さらに、市町村について団体別にみると、各団体とも各経費の構成

はあまり変らないが、なかでも中都市における人件費（構成比28.0

％）および扶助費（構成比8.9％）の割合が高くなっている。
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性質別歳出決算額の構成
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費（昭和31～33年度平均9.4％）等の構成比が低下し、普通建設事業費

　

（昭和31～33年度平均22.4^)、出資金、貸付金（昭和31～33年度平

均2.2%')等の構成比が高くなっている。

　

決算額の増減状況は第19図のとおりで、増減額の構成比においては

普通建設事業費、人件費、維持補修費、扶助費等の構成比が前年度を

上回り、貸付金、災害復旧事業費、物件費等の構成比が前年度を下回

っているが、公債費および積立金の構成比が著しく低下している。

　

増減率においては人件費、扶助費、補助費等、出資金および維持補

修費を除き各経費とも前年度を下回っている。なかでも公債費、積立

金および貸付金の減少が著しい。
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性質別歳出決算額の増減状況
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歳出のうち硬直性の極めて強い経費である人件費、扶助八および公

債費の合計額（以下「義務的経費」という｡）と、普通建設事業費、災

害復旧事業費および失業対策事業費の合計額（以下「投資的経費」と

いう｡）とについて決算額構成比、増減額構成比および増減率の推移を

みると、つぎのとおりである。決算額構成比では年々義務的経費の割

合が低下する反面投資的経費の割合が上昇し、増減額構成比でも最近

は投資的経費の方が上回っている。また、増加率では昭和31年度だけ

が義務的経費の増加率が投資的経費を上回っているが、昭和32年度以

降は投資的経費の増加か著しく義務的経費の増加率を上回っている。
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昭和37年度における義務的経費と投資的経費とについて団体別にみ

ると、つぎのとおりである。
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事業費支弁職員の人件費を除いた性質別人件費について団体別にみ

ると、決算額構成比では都道府県（構成比38.2％）が最も高く、つい
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ている。
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性質別にみた人件費の細目および財源内訳は、つぎのとおりであ

る。
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（3）地方公務員の数

　　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和38;

　

年５月31日現在185万１千人（前年同期177万８千人）で、前年匿L

　

期と比べると７万３千人増加した。

　　

職員数の職種別内訳は、つぎのとおりである。
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２

　

物

　

件

　

費

　　

物件費の決算額は2,197億円（前年度1,917億円）で、前年度と比

　

べると280億円、14.6％増加した。

　　

物件費の細目はつぎのとおりで、備品費、旅費、費用弁償および印

　

刷製本費の増加が著しい。

区 分

償
金
費
費
費
費
費
費
費
費
他
計
県
村

騰

　

品

　
　
　
　

氷
水
搬

　
　
　
　

府

費

　
　

際

　
　

料
糧
製

　

運
品
の

　
　

一
町

　
　
　

毘

　
　
　
　
　
　

］

　
　
　
　
　
　
　
　

道

１
　

　
　
　

車

　
　

刷
熱
信

　
　
　
　

都
市

旅
賃
交
消
燃
食
印
光
通
備
そ
合

　
　
　
　
　
　
　

―
Ｉ
ｊ

　

一

　
　

ｒ

　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

円
5
3
1
7
1

　

L
O

C
T
5

C
D

l
＞
-

C
O

億
３

　
　
　
　

２
１

1
2
9
7
8
り
a

1
2
9
5
7
1

1
1

　
　

1
C
O

-
＾

円
6
3
5
6
8
8
6
3
9
1
2

　

0
8
5
4
1
9
9
8
3
2
7

億
３

　
　
　
　

２
１

　
　
　
　
　

１
３
ｎ
ａ

2,197 1,9工７

　

９２７　マ87

1,270 1,130

億円

　

49

Ｏ
C
O

≫
―
I

Ｃ
Ｏ

Ｉ

　
　

ｃ
ｍ

1
-
I

13

26

　　

％

16.1

　

4.2

　

2.8

　　

％

15.8

　

4.3

　

2.9

対前年度
増減率

37

　　

36

％

　

9

　

1
4

％

　

9

　

1
5

％

　

7

　

1
4

％

　

４

　

1
7

3.7

　

3.2

2.0

　

2.3

12.6

　

12.9

　

10.9

　

12.5

　

6.0

　

6.1

　

4.7

　　

－

　

5.1

　

5.1

　

4.8

　

3.6

　

5.5

　

5.0

　

9.1

　

5.9

　

16

　

4.5

　

4.5

　

5.6

　

4.0

　

18

　

7.2

　

7.3

　

6.5

　

6.4

　

57

　

17.2

　

16.7

　

20.6

　

21.2

　

41

　

18.8

　

19.4

　

14.7

　

26.2

280 100.0 100.0 100.0 100.0

140

　

42.2

　

41.0

　

50.1

　

45.2

140

　

57.8

　

59.0

　

49.9

　

54.8

12.7

10.0

13.0

11.3

13.6

26.4

18.6

13.2

18.0

11.1

14.6

17.8

12.4

11.7

12.5

15.9

　　

－

11.0

皿6

15.0

14.3

21.7

　　

－

16.4

18.3

15.1

３

　

維持補修費

　

維持補修費の決算額は557億円（前年度442億円）で、前年度と比

べるとn5億円、26.0％増加した。

　

維持補修費の内訳は、つぎのとおりである。
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区

都
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木

　

施

　

の

　

道

　

府

　　

町

分

設
物
他
計
県
村

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減率
37年度36年度増減額

　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36
円
3
9
0
2

　

2
0

　

6
3
4
4
1
9
り

億
(
M

T
-
H

-
＾

C
M

Ｃ
＾

円
7
4

　

C
D

l
＞
.

!
＞
.

O

　

4
6
4
5
7
C
O

億
３
１

　
　
　

Ｌ
Ｏ

Ｃ
^
l

Ｃ
＾

億円

　

84

　　

％

　　

％

62.3

　

59.5

　

％

　　

％

　　

％

　　

％

72.9

　

61.0

　

31.8

　

25.7

25

　

29.4

　

31.5

　

21.2

　

35.0

　

6

　

8.3

　

9.0

　

5.9

　

4.0

115 100.0 100.0 100.0 100.0

65

　

49.6

　

48.0

　

56.2

　

53.6

50

　

50.4

　

52.0

　

43.8

　

46.4

17.5

17.2

26､0

30.4

21.9

28.5

　

9.8

24.9

28.7

21.6

４

　

扶

　

助

　

費

　　

扶助費の決算額は1,300億円（前年度975億円）で、前年度と比べ

　

ると325億円、33.3％増加した。

　　

扶助費の内訳はつぎのとおりで、生活保護費の増加が著しいが、こ

　

れは保護基準の改定および保護人員の増加によるものである。

区 分

費
費
他
計
県
村

護
祉

　
　
　

府

保
福
の

　

道
町

　
　
　
　
　

丿

活
童

　
　
　

゜

　
　
　
　
　

都
市

生
児
そ
合

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36
ロ
Ｊ
０
４
:
ｊ
Ｄ

Ｆ
ｒ
ａ
４
０

億
８
１
３

５

　

普通建設事業費

対
増
3
7

前年度
減率

　　

36

億円

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％
747

　

103

　

65.4

　

76.7

　

31.6

　

59.3

　

13.7

　

22.8

111

　　

33

　

11.1

　

11.4

　

10.2

　

15.7

　

30.0

　

49.9

117

　

189

　

23.5

　

11.9

　

58.2

　

25.0 161.7 100.1

975

　

325 100.0 100.0 100.0 100.0　33.3　31.6

457

　

212

　

51.5

　

46.6

　

65.4

　

47.6

　

46.5

　

32.3

518

　

113

　

48.5

　

53.4

　

34.6

　

52.4

　

21.7

　

31.0

（1）概

　　　

況

　　

普通建設事業費の決算額は8,680億円（前年度6,513億円）で、

　

前年度と比べると2,167億円、33.3％増加した。

　　

普通住設事業北の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりで

　

ある。
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区

　　　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比
分

　　

37年度36年度増減額

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

億円

　

億円

　

億円

事

　

業

　

別

　

内

　

訳

　

補助事業費4,721 3,769　952

　

単独事業費3,367 2,2771,090

　

直轄事業負担金

　

341

　

274

　

67

受託事業

合

　

国

　

財

費

％ ％

　　

％

　　

％

54.4

　

57.9

　

43.9

　

57.9

38.8

　

35.0

　

50.3

　

34.3

　

4.0

　

4.2

　

3.1

　

4.8

251

　

193

　　

58

　

2.8

　

2.9

　

2.7

　

3.0

対
増
3
7

％

甘栗

　

3?

25.3

　

36.5

47.9

　

35.6

24.3

　

44.3

29.9

　

37.2

計8,680 6,513 2,167 100.0 100.0 100.0 100.0 33.3 36.5

訳源

　

内

　

訳

庫支出金2,400 1,867

分担金、寄附金お

　

315

　

296
よび負担金

財

　

産

　

収

　

入

　

259

地

　

方

　

債1,049

その他特定財源

　

864

533

19

27.6

　

3.6

28.7

4.5

24.5

0.9

29.0

　

5.1

220

　　

39

　

3.0

　

3.4

　

1.8

　

1.1

781

　

268

　

12.1

　

12.0

　

12.5

　

10.6

699

　

165

　

10.0

　

10.7　７.ら

　

11.8

一般財源等3,793 2,650 1,143 43.7 40.7 52.7 42.4

合 計8,680 6,513 2,167 100.0 100.0 100.0 100.0

28.5

　

6.5

17.8

34.4

23.6

43.1

33.3

37.1

42.5

　

9.4

30.9

41.9

38.7

36.5

（2）普通建設事業費の目的別内訳

　　

普通建設事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、高等学校生徒急

　

増に伴う施設整備関係経費のほか、産業基盤整備のための道路橋り

　

よう費、都市計画費、河川費および生活環境施設整備のための住宅

　

費、清掃事業費等の増加が著しい。
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なお、普通建設事業費を都道府県と市町村とにわけるとっぎのとお

りで、都道府県では土木費の構成比が最も高く、ついで産業経済費お

よび教育費の順となっているが、増減率では高等学校費をはじめとし

て清掃事業費、住宅費および都市計画費の増加が著しい。市町村にお

いても土木費の構成比が最も高く、ついで教育費および社会及び労働

施設費の順となっているが、増加率では清掃事業費をはじめとして、

小学校費、河川費および道路橋りよう費の増加が著しい。

　　　　　　　　

都道府県決算額
区

　　

分

　　

37年度36年度増減額
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他
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他
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他
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費
他
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Ｍ
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対前年度

　　

市町村決算額

　

男

7

減1

637年度36年度増減額

　

％

　　

％

　

億円

　

億円
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34.6
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36.6
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（注）都道府県および市町村の決算額合計は、純計決算額と一致しない。
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（3）補助事業費の内訳

　　

国直轄事業負担金および受託事業費を除いた補助事業費の決算額

　

は4,721億円（前年度3,769億円）で、前年度と比べると952億円、

　

25.3^増加した。

　　

補助事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、高等学校費、住宅

　

費、都市計画費および清掃事業費の増加が著しい。

分

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

37年度36年度増減額

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

木

　　　

億円

　

億円
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他
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％
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59.3
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対前年度

増減率
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19.9
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19.5
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8.9
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0.9

　

1.3

　

1.1
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18.1
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9.4
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4.9

　

2.3

　

1.6

　

1.9

　

0.1
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952 100.0 100.0 100.0 100.0

36.6

23.1

17.6

　

1.3

25.3

　　

％
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48.2

80.9

24.9

52.5

19.7

39.1

38.2

23.0

48.0

16.1

　

9.6

　

3.5

36.5

（4）単独事業費の内訳

　　

受託事業費を除いた単独事業費の決算額は3,367億円（前年度

　

2,２７７億円）で、前年度と比べると1,090億円、47.9?^増加した。

　　

単独事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、高等学校費、清掃事

　

業費および道路橋りよう費の増加が著しい。
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区 分

　　　

木
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費
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費
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決

　

算

　

額

　　

決算額構成比

37年度36年度増減額

　

億円
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災害復旧事業費

　

（1）概

　　　

況

　　　

災害復旧事業費の決算額は1,420億円（前年度1,340億円）で、

　　

前年度と比ぺると80億円、6.0％増加した。

　　　

災害復旧事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりで

　　

ある。
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（2）災害復旧事業費の目的別内訳

　　

災害復旧事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。

一

　　　　　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

対前年度
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80 100.0 100.〔〕100.0 100.0　6.0 12.4

（3）公共土木施設災害の推移

　　

公共土木施設にかかる災害復旧事業費工事決定額の年災別の推移

　

は、第25図のとおりである。

第25図

　　

公共上衣施設災害の推移
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21 28 29　30　31 32 33　34　35　36　37 （年度）

88

　　　　　　　

ぷ

　　　　　　

|響

ｍ

　　　

レ

　　　　　　　

j?

　　

MI

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

几

晦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ビ

　　

；

　　　　　　　

馬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

爪

600

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛

　　　

＊♂

　　　

463

　　　　　　　　　　　　　　　　　

M

　　

郁通府県

むo

　

≒

　　　　　　　　

1'§

　　　　

4,4
亭京

　　　

㈲ヂ

　

ヅ

　　　

３

　

脊

　

ヤ

200

　

刑

　　　　　　　　　　　　

167

　

353

　　　　

2;6

　　　

゛2

　

9111

　

4

　　　　　

2舛

　　

371

　

o‥‥－
|1 ap]|lZ7



７

　

失業対策事業費

　　

失業対策事業費の決算額は580億円（前年度508ｲ意円）で、前年度と

　

比ぺると72億円、14.2^増加した。

　　

失業対策事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりであ

　

る。
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繰出金の決算額は487億円（前年度415億円）で、前年度と比べると

72億円、17.3％増加した。

　

繰出金の繰出先別内訳および繰出目的別内訳はつぎのとおりで、公

営企業および準公営企業会計にそのほとんどが繰り出されている。
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積立金の決算額は245億円（前年度254億円）で、前年度と比ぺると

９億円、3.5％減少した。
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決算積立金に歳計剰余金の処分による積立金を加え、これより積立

金のとりくずし額を差し引いた昭和37年度の積立金の純積立額は48億

円（前年度134億円）で、その内訳はつぎのとおりである。
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昭和37年度末の積立金の現在高は672億円（前年度末627億円）で

その目的別内訳は、つぎのとおりである。
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この積立金の現在高を歳出規模等と比べると、つぎのとおりであ

る。
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産

財
庁
上
そ
合

積立金の現在高の推移は、第26図のとおりである。

　　　　　　　

第26図

　　

積立金現在高の推移

33 34 35 36 37（年度）
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出資金の決算額は138億円（前年度85億円）で、前年度と比べる

　　

と53億円、61.6％増加した。

　　　

出資金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和37年度末の出資金の現在高は512億円（前年度末388億円）

で、前年度末と比べると124億円増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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貸付金の決算額は1,101億円（前年度918億円）で、前年度と比べ

　

ると183億円、19.9％増加した。

　　

貸付金の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和37年度末の貸付金の現在高は1,218億円（前年度末976億円）

で、前年度末と比べると242億円増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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公債費の決算額は1,087ｲ意円（前年度1,237億円）で、前年度と比

　　

べると150億円、12.1％減少した。

　　　

公債費の細目および財源内訳は、つぎのとおりである。
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公債費が減少しているのは、昭和36年度において特別措置債およ

　

び災害復旧事業債の繰上償還分147億円（細目のうちの通常債に含

　

まれている。）が措置されているので、これを前年度の公債費から

　

差し引いて比べると３億円、0.2％の増加となる。

　　

なお、昭和37年度の一時借入金の借入総額は3,149億円（前年度

　

1,962億円）となり、その借入利子支払額は前年度を著しく上回つ

　

た。

（2）公債費と一般財源等との比較

　　

公債費のうちから転貸債にかかるものおよび一時借入金利子を除

　

いた公債費の一般財源に対する割合は、つぎのとおりである。
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（3）地方債現在高の推移

　　

地方債現在高の推移は、第27図のとおりである。
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決算と地方財政計画との比較
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昭和37年度の純計決算額（歳入2兆9,829億円、歳出2兆8,874億円）と地

方財政計画額（当初計画額2兆2,851億円）とを比べると、決算額において

歳入6,978億円、歳出6,023億円とそれぞれ地方財政計画額を上回った。

　

この決算額において、地方財政計画額を上回るものとしては、つぎのよ

うなものがある。
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資金収支の状況

　

昭和37年度における普通会計（総計）の４半期別収支状況は、つぎのと

おりである。
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（注）昭和36年度は、一般会計のみである。
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この４半期別収支状況と一時借入金についてみると、第28図のとおりで

ある。

　　　　　　　　　

第28図資金収支の状況
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また、収支のうち、歳計現金の運用にかかるものおよび一時借入金に

かかるものを除いた歳入歳出の４半期別の収支割合は、つぎのとおりであ

る。
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（注）昭和37年度は普通会計、昭和36年度および昭和35年度は一般会計である。

　

昭和37年度の普通会計における一時借入金の借入および返済の状況はつ

ぎのとおりで、前年度より借入額が増加した。
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地方財政と国民経済

　

（－）地方財政と国家財政
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国民の租税負担と地方税

　

昭和37年度の租税総額は3兆4,569億円（前年度3兆1,342億円）で，

前年度と比べると3,227億円，10.3％増加した。
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これを国税と地方税とに分けるとつぎのとおりで、前年度と比べる

と国税は1,725億円、1-1%、地方税は1,502億円、16.6％増加した。
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租税総額の国民所得に対する割合（租税負担率）は、つぎのとおり

である。

道
市

区

方

府
町

県
村

分

税
税
税
税
計

２

　

租税の実質的配分
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租税総額中に占める国税と地方税との割合は69.4^対30.6％（前年

度71.1％対28.9％）である。しかし、国は国税として徴収した額の一

部を地方交付税、地方譲与税および国庫支出金として地方公共団体に

交付し、地方公共団体は地方税として徴収した額の一部を直結事業負

担金等として国に納付している。このような関係を調整して租税の実

質的な配分状況をみると、収入の割合とは逆転して地方公共団体２兆

2,216億円、64.3%、国１兆2,353億円、35.7^ (前年度地方公共団体

1兆9,078億円、60.9％、国1兆2,264億円、39.1％）となっている。
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３

　

純計規模

　　

昭和37年度における国の一般会計（交付税および譲与税配付金特別

　

会計を含む。）と地方の普通会計との純計規模は4兆2,040億円（前年度

　

3兆4,730億円）で，前年度と比べると7,310億，21.0％増加した。
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この純計規模を最終支出者としての国と地方とに分けるとつぎのと

おりで、前年度と比べると国は2,693億円、33.5％､地方は4,617億円、

19.4％増加した。
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また、純計規模の国民所得に対する割合はつぎのとおりで、前年度

より若干上昇した。
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(二) 地方財政と国民総支出

国民総支出

　

昭和37年度の国民総支出は19兆3,152億円（前年度17兆7,405億円）

で、前年度と比べると１兆5,747億円、8.9％（実質では5.9％）増加

している。

　

国民総支出の内訳は、つぎのとおりである。
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計193,152 177,405 15,747 100.0 100.0 100.0 100.0　8,9 20.9

２

　

地方財政の財貨サービス購入額

　

昭和37年度の普通会計における地方の財貨サービス購入額は１兆

7,334億円（（地方公共団体の歳出純計額（２兆8,874億円）から地方公

共団が最終需要者として購入しない経費（国と地方との決算重複額お

よび地方決算の扶助費、公債費、繰出金、出資金、積立金、貸付金等

1兆1,540億円）を控除した額））で、前年度（1兆4,168億円）と比べる

と3,166億円、22.3%増加している。

　

普通会計における財貨サービス購入額の内訳は、つぎのとおりであ

る。
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財貨サービス購入額は1兆9,241億円（前年度1兆5,750億円）で、前年

度と比べると3,491億円、22.2^の増加となる。

　

地方財政財貨サービス購入額の内訳は、つぎのとおりである。
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地方財政財貨サービス購入額と国民総支出

　

昭和37年度の国民総支出（19兆3ユ52億円）中に占める地方財政財

貨サービス購入額（１兆9,241億円）の割合は10.0％（前年度8.9％）

で、国の財貨サービス購入額の割合はｎ.2％（前年度9.8％）である。

　

なお、事業および収益会計を除いた普通会計の財貨サービス購入額

（1兆7,334億円）の国民総支出中に占める割合は9.0％（前年度8.0％）

である。

　

国民総支出の増加額中に占める地方財政財貨サービス購入額の増加

額の割合は22.2^(前年度10.0％）で、前年度を大きく上回っている。

　

これに、国の財貨サービス購入額の増加額を加えた政府財貨サービ

ス購入額の増加は7,784億円となり、国民総支出の増加額に占める寄

与率は49.4^ (前年度20.6％）に達する。
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第二 昭和38年度の地方財政の状況

一

　

昭和38年度の地方財政計画

　

（－）昭和38年度地方財政計画の策定方針

　

昭和38年度の国の予算編成に当っては、「昭和38年度の経済見通しと

経済運営の基本的態度」にのっとり、通貨価値の安定と国際収支の均衝

に留意しつつ、経済の正常な発展に資することを目途とし、

（1）健全均衡財政の方針を堅持するとともに、財政投融資においては政

　

府資金・民間資金を通じ、その活用について積極的に配意すること。

摺

　

将来にわたる国力発展の基盤を充実するため、輸出力の増大を第一

　

義とし、社会資本の充実、産業基盤の強化に努める等引き続き重要施

　

策を着実に推進することに重点をおき、経費および資金を効率的に配

　

分、運用すること。

をもって財政運営の基本とされた。

　

このような国の財政運営に関する基本方針を背景として、昭和38年度

の地方財政計画の策定にあたっては､つぎのような基本方針がとられた。

（1）地方税負担の軽減合理化を図るとともに、電気ガス税の減税に伴う

　

地方の減収を補てんするため、たばこ専売益金の委譲により市町村た

　

ばこ消費税の税率を引き上げること。

（2）国民生活水準の向上と産業経済の発達に即応し得るよう環境衛生施

　

設、文教施設、産業関連施設および国土保全施設等の整備を促進する

　

ため、公共投資にかかる財源を充実するとともに地方債資金の増額を

　

行なうこと。

（3）新産業都市の建設その他の地域開発を促進するとともに、地域格差

　

の是正をさらに進めるため、引き続き財政力の貧弱な地方公共団体の

　

財源を充実して、その行政水準の向上を期するとともに、辺地におけ

　

る公共的施設の整備を促進すること。
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（4）地方財政の秩序を確立するため、地方公共団体間の負担関係の適正

　

化を期する。なお、地方公営企業にあつては、その拡充を図るため、

　

地方債資金を増額するとともに、地方の計画的開発と既成都市の再開

　

発を促進するため、新たに地方債計画中に地域開発事業債を設け、所

　

要の資金を確保すること。

(二) 地方行財政制度の改正

　

このような策定方針に基づいて地方財政法等の一部が改正されたほ

か、さきに地方財務会計制度調査会からなされた｢地方財務会計制度の

改革に関する答申｣に基づいて地方自治法の一部が改正され、地方財務

会計制度の全面改正等が行なわれた。

(1)地方財政法の改正……師都道府県立高等学校の施設の建設事業費に

　

ついて､市町村への負担および住民に対する負担転嫁を禁止すること。

　

(ｲ)地方公共団体以外の者が施行する鉱害面日事業に対して地方公共団

　

体が負担等を行なった場合の経費につき、当分の間起債の特例を認め

　

るとともに、この地方債および地方公共団体の行なう鉱害復旧事業に

　

かかる地方債の元利償還金の一部を基準財政需要額に算入すること。

(2)地方交付税法の改正……(力公共施設の整備を促進するため、道路、

　

河川、港湾、環境衛生施設、その他地方行政施設の整備に要する投資

　

的経費を増額すること。吋)前年度に引き続き、財政力の貧弱な市町村

　

の財政基盤を充実し、地域格差の是正を図ること。(吻その他小学校費

　

および中学校費の内容を充実する等単位費用の増額を図ること。

(3)地方税法の改正……(力電気ガス税の税率を1％引き下げて8％とと

　

し(52億円の減収)、これに伴い、市町村たばこ消費税の税率を＼A%

　

引き上げ13.4％とすること(52億円の増収)。(ｲ)低所得者層の国民健

　

康保険税の負担を軽減するため、この税の納税義務者およびその世帯

　

員の所得の合算額が一定額以下の場合には、被保険者均等割額または

　

世帯別平等割額を減額するとともに国民健康保険税の標準課税総額を

　

引き下げること(42億円の減収)。(ウ)円定資産税および不動産取得税
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の非課税範囲の改正等を行なうこと(固定資産税の減収2億円)。国狩

　　

猟者税を廃止し、狩猟免許税および入猟税を創設すること(狩猟者税

　　

の廃止６億円の減収、狩猟免許税および入猟税の創設７億円の増収)。

　　

團地方税徴収制度の改善合理化を図るため延滞金および各種加算金の

　　

軽減、賦課権の期間制限その他納税手続の改善合理化を図ること。

　　

……((地方税改正による減収232億円(上記の減収のほか昭和37年度

　　

に改正され、昭和38年度から実施される市町村民税準拠税率の引き下

　　

げによる減収130億円を含む｡)国税の改正に伴う減収16億円、以上

　　

減収合計248億円、増収101億円(国民健康保険にかかる国庫負担金

　　

の増額42億円を含む。)差引147億円の減収))

　

(4)地方公営企業法め改正……(ﾌうj両院、市場、その他地方公共団体の経

　　

営する企業のうち政令で定める事業で職員数100人以上のものに地方

　　

公営企業法のうち財務に関する規定等を適用すること。Ｇ)管理者は当

　　

該地方公共団体の長の同意を得てその権限事務を当該地方公共団体の

　　

他の地方公営企業の管理者に委任することができるものとすること。

　　

(ｳ)繰入金に関する規定を整備して地方公営企業の特別会計と一般会計

　　

または他の特別会計との関係を明確にすること。

　

(5)地方自治法の改正……(ﾌう財務組織に関し、議会の権限、長の職務権

　　

限、出納長および収入役の職務権限、監査委員等に関する規定を整備

　　

し、議決機関と執行機関との間および執行機関相互間において合理的

　　

に権限を配分すること。竹)会計年度および会計の区分、予算、収入、

　　

支出、決算、契約、現金および有価証券、時効、財産、住民による監

　　

査請求および訴訟、雑則等財務会計の運営全般についで規定の整備を

　　

図ること。(ｳ)｢営造物｣の名称を｢公の施設｣に改め、その設置、管

　　

理および処分に関する規定を整備すること。国特別地方公共団体とし

　　

て地方開発事業団の制度を設けること。

　

このほか、地方財政に関連する行財政制度の主な改正は、つぎのとおり

である。

　

(1)文教関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
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Ｍ

　

公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法

　　

律および市町村立学校職員給与負担法の改正……/」ヽヽ･にF］学校の学級

　　

編成基準を１学級あたり45人（現行50人）とし、教職員定数の標

　　

準を改め、その総数を政令で定めた数を標準として定めることとす

　　

るとともに、学級編成基準および教職員定数について文部大臣に都

　　

道府県に対する指導助言の権限を与えること（第45国会）。

　

何）義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律の制定……

　　

義務教育諸学校の教科用図書を国が無償給付することとし、これに

　　

伴う必要な規定を設けること（第45国会）。

（2）厚生関係

　

Cア）母子福祉資金の貸付等に関する法律の一部改正………母子福祉資金

　　

の貸付けの種類に転宅資金を加えること。

　

ぐｲ）国民健康保険法等の一部改正……世帯主またはこれに準ずる被保

　　

険者が療養の給付を受ける場合の一部負担金の割合を10分の５から

　　

10分の３に引き下げるとともに、市町村に対する財政調整交付金の

　　

総額を増額すること。

　

（ウ）麻薬取締法等の一部改正……麻薬中毒者に対する医療措置等につ

　　

いて必要な規定を設けること。

　

（エ）老人福祉法の制定……老人福祉に関する原理を明らかにするとと

　　

もに、老人に対し、その心身の健康の保持および生活の安定のため

　　

に必要な措置を講じ、老人の福祉を図るため必要な規定を設けるこ

　　

と。

　

ぐｵう

　

生活環境施設整備緊急措置法の制定……生活環境施設の整備を図

　　

るため政府は下水道、終末処理、し尿処理施設およびごみ処理施設

　　

の整備事業のそれぞれについて５ヵ年計画を策定するものとするほ

　　

かヽ同計画の実施のために必要となる措置を講すべきことを政府に

　　

義務づけるとともに、地方公共団体はこれらの計画に即して生活環

　　

境施設の整備に努めるべきものとすること（第45国会）。

（3）農林関係
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帥

　

狩猟法の改正………eS獣の保護事業を積極的に実施するため必要な

　　

規定を設けることとし、同法の題名を「鳥獣保護及狩猟二関スル法

　　

律」に改めること。

　

くｲ）農業改良助長法の改正……農業改良普及員および専門技術員に対

　　

し、農業改良普及手当を支給することができる旨の規定を設けるこ

　　

と。

　

（ウ）林業信用基金法の制定……林業経営の改善に資するため、これに

　　

必要な資金を林業者等が農林中央金庫等から借り入れをする場合の

　　

債務保証をするため林業信用基金を設立することとし、政府出資の

　　

ほか都道府県等も出資することができるものとすること。

　

㈲

　

森林組合合併促進法の制定……森林組合の合併を促進するため合

　　

併についての援助、合併後の森林組合に対する助成措置等必要な規

　　

定を設けること。

　

圀

　

漁業法の改正……特定第３種漁港の基本施設の修築に要する費用1

　　

にかかる国の負担割合を100分の50から100分の601こ引き上げるこ。

　　

と。

（4）通産関係

　

帥

　

中小企業振興資金等助成法の改正……従来の中小企業振興資金を

　　

中小企業高度化資金ど中小企業設備近代化資金の二つに分け、必要l

　　

な規定を設けること。

　

（ｲ）臨時石炭鉱害復旧法の改正……石炭鉱害復旧事業に変更復旧工事

　　

を含むこととし、閉山炭鉱にかかる鉱害が生じている地域で必要と

　　

認め･るときは鉱害復旧促進地域として指定することができるものと

　　

するほか、賠償義務者不存在の場合の鉱害復旧も賠償義務者無資力

　　

の場合と同様の経費負担方式によって行なわれるものとすること。

　

吻

　

中小企業指導法の制定……国において中小企業指導事業に関する、

　　

計画および基準を作成し、必要に応じて地方公共団体に対する補助

　　

および助言を行なうものとすること。

　

国

　

中小企業基本法の制定……中小企業の今後進むべき方向を明らか。
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にし、中小企業に関する政策の目標を示すため、必要な規定を設け

　　

ること。

((5)労働関係

　　

職業安定法および緊急失業対策法の改正……中・高年令失業者等の

　

就職促進について必要な規定を設けるとともに、従来の失業対策事業

　

を失業者就労事業と高令失業者就労事業に分け、就労者の賃金にっい

　

て必要な規定を設けること。

（6）建設関係

　

Cｱ）土地区画整理法の改正……国は都道府県が土地区画整理事業を施

　　

行する組合に対し事業資金を貸し付ける場合には、その２分の１の

　　

金額を当該都道府県に貸し付けるものとすること。

　

伺

　

共同溝の整備等に関する特別措置法の制定……共同溝を整備すべ

　　

き道路の指定および共同溝の整備に関し、必要な規定を設けるこ

　　

と。

　

帽

　

新住宅市街地開発法の制定……人口の集中の著しい市街地の周辺

　　

の一定の区域に、都市計画事業として実施する新住宅市街地開発事

　　

業の制度を設けるものとすること。

　

伺

　

建築基準法の改正……都市の発展に即応する適正な建築物の規模

　　

を確保するため容積地区の制度を設け、同地区内建築物については

　　

敷地面積に対する建築延ぺ面積の割合によって規制するものとする

　　

こと。

ぐ）その他

　

Cア）消防組織法の改正……政令で定める市町村は消防本部および消防

　　

署を設置するものとすること。

　

拍

　

消防法の改正……?肖防活動としてあらたに救急事務を加えること

　　

としヽ消防本部を置かねばならない市町村で政令で定める基準に該

　　

当するものは、救急事務を行なわなけれぱならないものとするこ

　　

と。
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（三）地方財政計画の内容

　

地方財政計画の概要

　

昭和38年度の地方財政計画の規模は、２兆6,336億円（前年度２兆

2,850億円）で、前年度と比べると3,486億円、15.3％増加した。これ

は国の一般会計予算の規模の増加(4, 232億円、17.4^)を下回って

いる。

　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。

区

　　　

分

　　　　

計

　　

画

　　

額

　　

計画額構成比増減額構成比刄呪か条

　　　　　　　　

38年度37年度増減額

　

38

　

37

　

38

　

37

　

38

　

27

給与関係経費

一般行政経費

公

　　

債

　　

費

維持補修費

税
税
税
金
債

　

与
付
出

方
譲
交
支
方

　

方
方
庫

地
地
地
国
地

使用料、手数料

雑

　　

収

　　

入

歳

　

入

　

合

　

計

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％
9,821

　

8,440

　

1,381

　

37.3

　

36.9

　

39.6

　　

％

32.5

　

5,416

　

4,661

　　

755

　

20.6

　

20.4

　

21.7

　

21.5

　

1,044

　　

953

　　

91

　

4.0

　

4.2

　

2.6△2.8

　　

634

　　

574

　　

60

　

2.4

　

2.5

　

1.7

　

1,6
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6,185

　

1,039
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27.1

　

29.8

　

32.5
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118
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3.9

　

3.4

　

2,9
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549

　　

56
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2.4

　

1.6

　

1.6

　

1,067

　

1,035

　　

32

　

4.0

　

4.5

　

0.9△1.1

26,336 22,850 3,486 100.0 100.0 100.0 100.0

２

　

地方税の収入見込

　　

％

　　

％

16.4

　

16.8

16.2

　

20.8

　

9.5△10.0

10.5

　

11.7

15.1

　

27.2

　　

－

　

26.9

15.3

　

19.5

13.7

　

22.2

14.7△26.4

20.1

　

21.4

16.8

　

24.3

13.4

　

14.2

10.1

　

12.3

　

3.1△3.8

15-.3　19.5

　

昭和38年度の地方税の収入見込額は、１兆582億円（前年度9,309億

円）で、前年度と比べると1,273億円、13.7％増加した。

　

昭和38年度においては、地方税負担の軽減合理化を図るために電気
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投資的経費
不交付団体にお
ける平均水準を
こえる必要経費
歳

　

出

　

合

　

計



ガス税を中心に軽減を行うとともにたばこ専売納付金の一部地方委譲

により、市町村たばこ消費税の税率が引き上げられたが、その概況は

つぎのとおりである。

　　　

区

　　　　　　　

分

昭和37年度当初見込額(Ａ)

自

　

然

　

増

　

収

　

額(Ｂ)

　　　

(Ｂ)/(Ａ)×100(％:)

　

(前

　　

年

　　

度

　

％)

税制改正による増減額(Ｃ)

道府県税

昭和38年度収入見込額

　

(Ａ)十CB)十(Ｃ)(Ｄ)

増

　　

減

　　

額(Ｄ)一(Ａ)

　

13.8

(24. 7)

　

△11

　

5,240

　　

624

区

市町村税

　　　

億円

　　

4.693

　　　

654

　　　

13.9

　

(20.3)

　　

△

　

5

　　

5,342

　　　

649

昭和38年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。

分

　

収入見込額

38年度

　

37年度

円

　

5
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4
3
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ヽ
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1.961

　

458

　

438

　

107
4,563

　

121

　　

9

　

130

円

　

３
９

億

一

　

一

　

一

一
2
1
4
一
3
3
1
1

４
り
４
２
り
‘
一

　
　
　

i
n

L
o

△
ａ

　

ａ

△

4,693

　

△

― IM ―

６
一

一

　

一

６

億円

9
7
4
1
4
7
9
1
4
一
4

6
4
1
2
7
4

　

8
5

　

i
n

l
C
M

i
n

635

5
4
8
2
9
8
4
3
7
5

4
7
2
7
1
3
1

　

1
5

C
N
lO
J

t
ｏ

C
O

　
　

計

額
合

億円

5
8
4
1
4
7
7

6
3
1
2
7
4

1
Ｃ
S
l

合

　　

計
-

　　

億円

　

9.309

　

1,289

　　

13.9

　

C22.4)

　

a

　

16

　

10,582

　

1,273

％

　

　

０

　

６

　

０

　

３

　

６

　
　

1 8

1
0
8
6
2
5

23.3

　

5.9

567

　

13.2

　

54

　

17.4

　　

3 100.0

　

57

　

18.4

624

　

13.5

1
9
5
6
4
9
6
0
2
只
）

　

・
ｉ
●
一
●
一
一
Ｉ
・

　

1

5
3
7
4
7
3
1
6
2
n
a

1
1
1

　

1
1
1
2
1
1

1
2
0
0
9
2
4
3
7
〈
ぴ

4
7
8
2
1
3
1

　

1
4

c
s
iｃ
＾

<
r
>

C
O

　　

％

67.1

18.18

25.9

30.0

　

6.6

22.2

18.9

27.0

21.4

　　

－

21.4

26.6

29.

11.

26.

　

―
・
一
一
回
1

5
5
8
2
3
り
４

　
　

1
1
1
1
1

5
9
3
4
5
3
4
3
ｒ
ａ

18.1

市

　　

町

　　

村

　　

税

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　

市町村たばこ消費税

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　

その他普通税
普

　

通

　

税

　

小

　

計

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　

その他目的税
目

　

的

　

税

　

小

　

計

合

　　　　　　

計

道

　　

府

　　

県

　　

税

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　

事

　　　

業

　　　

税

　

不動産取得税

　

道府県たばこ消費税

　

料理飲食等消費税

　

自

　　

勤

　　

車

　

税

　

その他普通税
普

　

通

　

税

　

小

　

計

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

入

　　　

猟

　　　

税
目

　

的

　

税

　

小

　

計



３

　

地方譲与税の収入見込

　　

昭和38年度の地方譲与税の収入見込額は358億円（前年度312億円）

　

で、前年度と比べると46億円、14.7％増加した。

　　

地方譲与税の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　

収入見込額

38年度

　　　

37年度

地方道路譲与税

特別とん譲与税

合

　　　　　　　

計

円
L
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Ｃ
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Ｏ
Ｏ
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３

　
　
　

３

鸚
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９
一
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増減額

円
５

　

１

　

６

億
４

　
　
　

４

（注）昭和37年度増減率の（

　

）は、入場譲与税を除いたものである。

　

％

　　　

％
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8.3

14.7

　

11.6

(19.3)

△26.4

国
地

４

　

地方交付税の積算基礎

　　

昭和38年度の地方交付税は、5,503億円（前年度4,581億円）で、前

　

年度と比べると922億円、20.1％増加した。

　　

昭和38年度の地方交付税の積算基礎は、つぎのとおりである。
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（注）昭和37年度の地方交付税の最終計画額は、4,875億円である。
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５

　

地方債計画

　

昭和38年度の地方債計画の総額は3,150億円（前年度2,540億円）

で、前年度と比べると610億円、24.0％増加した。

　

昭和38年度地方債計画の内訳はつぎのとおりで、このうち地方財政

計画の歳入に見込まれるものは、一般会計債、準公営企業債のうち地

域開発事業債の一部および特別地方債の一部をあわせた997億円（前

年度879億円）で、前年度と比べるとn8億円、13.4％増加した。

区 分

一般会計債
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額
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対前年度
増減率
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％
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Ｑ
り
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14.3
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-

　

％
14.1

62.9

24.0

25.0

27.0

14.8

69.1

（注）

　

１

　

昭和37年度の地方債の最終計画額は2,575億円である。

　　　　

２

　

昭和37年度計画には90億円、昭和38年度計画には162億円の外貨債が含

　　　　

まれている。

６

　

歳出の増減状況

　　

昭和38年度の地方財政計画の規模は前年度と比べると3,486億円増

　

加したが、歳出の主なものの増減状況は、つぎのとおりである。
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－117－



-

- 財政運営の状況

(－)

１

区

　

予算の状況

予算規模

昭和38年９月末現在における地方公共団体の普通会計予算総額((都

道府県、市町村（特別区、一部事務組合を含む。）の普通会計予算単

純合計額））は３兆3,718億円（前年同期２兆9,463億円）で、前年同期

と比べると4,255億円、14.4％の増加であり、その増加率は鈍化して

いる。

　

これを都道府県および市町村に分けると、つぎのとおりである。
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毎年度の９月末現計予算額の推移は、第29図のとおりである。
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歳入の内容

第29図現計予算額の推移

35

35

36

36

37

37

　

凡例

□ぞ哨財源(淮額)

Eコ励働源(次聴)

圀l一院町駅預額)

l涸一柳惚ぐ扶算数)

38（年度?

　

凡例
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屁E]･■(mim海抜
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日人件費(mm

E巡傾的順(列

厖丿拶能坪貫丿滞額)

36（年度）

　

歳入予算の内訳はつぎのとおりで、前年度の９月末現計予算と比べ

ると一般財源の増加率はほぼ同じであるが、そのほかの収入は使用料

手数料を除きいずれも増加率が減少している。
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区 分

　

算

　　

額

37年度増減額

対前年度
増減率
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歳出の内容

　

（1）目的別歳出の内容

　　　

目的別歳出予算の内訳はっぎのとおりで、前年度の９月末現計予

　　

算と比べると公債費、前年度繰上充用金の増加が著しく、そのほか

　　

の支出はいずれも前年度より増加しているが、警察消防費およびそ

　　

の他経費を除き前年度の増加率を下回っている。
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人
物

区

（2）性質別歳出の内容

　　

性質別歳出予算の内容はつぎのとおりで、前年度の９月末現計予

　

算と比べると災害復旧事業費、積立金および出資金は減少し、普通

　

建設事業費の増加は鈍化している。
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１

　

地方税の収入状況

　

（1）道府県税

　　　

昭和38年度の道府県税の収入見込額は5,240億円（前年度対比

　　

13.5％増加）であるが、12月末現在の徴収状況はつぎのとおりで、

　　

収入済額について前年同期と比べると575億円、15.4％増加してい

　　

る。
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道府県税のうち法人関係分（道府県民税法人分および事業税法人

分）徴収状況はつぎのとおりで、収入済額において270億円、12.6

％増加している。
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7,000
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（2）市町村税

　　

昭和38年度の市町村税の収入見込額は、5,342億円（前年度対比

　

13.8％増加）であるが、９月末現在の徴収状況はつぎのとおりで、

　

前年同期と比べると調定額において647億円、13.7%、収入済額に

　

おいて358億円、14.9%増加している。
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9.1
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51.2

　　

50.9

２

　

地方交付税の交付状況

　　

昭和38年度の地方交付税の総額は臨時地方特別交付金の精算分を含

　

めて5,503億円で、このうち普通交付税は5ユ68億円（93.9％）、特別

　

交付税は臨時地方特別交付金を含めて335億円（6.1％）である。

　　

普通交付税の算定に当っては、前年度に引き続き公共施設の整備を

　

促進するため投資的経費の増額を図り、財政力の貧弱な市町村の財政

　

基盤を充実することに重点をおいたほか、小・中学校費の内容充実等

　

単位費用の増額が図られた。

　

その後、人事院勧告に基づく給与改定等の財源措置として再度（第

　

１次309億円、第２次137億円）にわたり国の補正予算が組まれ、地

方交付税の総額は5,948億円となったが、このうち137億円を昭和39

年度に繰り越すことが予定されているので、昭和38年度中に交付され

る地方交付税の額は5,812億円（うち、普通交付税5,449億円、特別

交付税363億円）と見込まれる。

　

普通交付税の配分結果は、つぎのとおりである。
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昭和38年度の地方債は当初計画では一般会計債930ｲ意円、準公営企

業債759億円、公営企業債1,261億円、特別地方債200億円、合計

3,150億円（うち、普通会計分997億円）であった。

　

その後、一般補助事業のために５億円、災害復旧事業のために93億

円の修正計画が組まれ、総額3,248億円となった。

　

昭和39年１月末現在の地方債の許可状況は、つぎのとおりである。
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（三）歳出の状況

　

昭和38年度地方財政計画において予定された歳出のほか、地方財政計

画策定後における主な歳出の増加の要因としてつぎのようなものかお

る。

給与改定

　

昭和38年度においては昭和38年８月10日の人事院勧告（俸給表の

6.7％引き上げ、初任給の引き上げ、期末手当および勤勉手当のそれ

ぞれ0.1月分の増額、通勤手当の増額等）に基づいて地方公務員につ

いても10月１日より給与改定が行なわれることとなった。このための

財源所要額は475億円（うち、国庫支出金86億円、一般財源389億円）

と見込まれるが、一般財源については補正予算に伴う地方交付税の増

加(309億円）のほか、税収入の増加をもって充てられることとなっ

た。

２

　

現年発生災害

　

昭和38年に発生した災害のうち、主なものは昭和38年１月から２月

までの降雪および低温による災害（以下「豪雪による災害」とい

う。）、昭和38年４月から６月までの長雨による災害（以下「長雨に

よる災害」という｡）、昭和38年６月29日から７月１日までの豪雨に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｕ
よる災害（以下「６月の豪雨による災害」という｡）、昭和38年７月１

日およびｎ日の豪雨による災害（以下「７月の豪雨による災害」とい

う。）、台風９号による災害、昭和38年８月14日から８月21日までの豪

雨による災害（以下「８月の豪雨による災害」という。）、合風14号お

よび台風15号に伴う豪雨による災害が主なものであった。

　

このうち、豪雪による災害、長雨による災害、６月の豪雨による災

害、７月の豪雨による災害ならびに台風９号および８月の豪雨による

災害の5災害については激甚災害の指定がなされ、豪雪による災害およ
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び長雨による災害については天災融資の特例措置を、６月の豪雨によ

る災害および７月の豪雨による災害については農地等災害復旧の補助

の特例措置および小災害に係る地方債の元利補給の措置を、台風９号

および８月の豪雨による災害については公共土木施設災害復旧に関す

る特別措置、農地等災害復旧の補助の特別措置および小災害に係る地

方債の元利補給の措置がそれぞれ適用されることとなった。

　　

現年発生災害の公共土木施設、農地、農業用施設等の被害額は

　

1,226億円（昭和38年12月１日現在）で、これに対する査定見込額は

　

1,001億円（昭和39年１月14日現在）であるが、現年発生災害に伴う

　

地方負担の増加等に対して地方債計画上74億円の現年発生災害関係の

　

地方債が追加された。

３その他

　

政府は昭和39年１月24日物価安定のための施策の一環として公共料

金については昭和39年中は原則として引き上げを行なわない旨の方針

を閣議了解の形で決定した。これにより地方公共団体の各種の使用料

は原則として１年間据え置かれることとなったが、料金収入により経

営される地方公営企業は現在経営が非常に悪化しているので、その運

営は一層困難となることが予想される。

三

　

財政再建団体の状況

　

（－）財政再建団体の数

　

昭和29年度の赤字団体（34府県、2,247市町村）のうち、財政再建団

体となったものは18府県、570市町村であった。その後、財政再建の完

了および町村合併の進行により、再建団体数が減少する反面、昭和30年

度以降の赤字団体で財政再建を行なう準用団体が加わった結果、昭和38

年４月１日現在の団体数および昭和38年度中の再建完了団休等の見込

は、つぎのとおりとなった。
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団体
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1
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－

　

－

　　　

1

　　　　　　

－
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※

　

22

　　　　　　

19

　

1

　　　

84

　　　　　　

19

皿

　

6
6
1
9
9
1
6
6

皿

　

一

　

一

　

一

　

２

（注）１

　

※印の団体数には合併により消減した１団体を含んでいる。

　　　

2

　

38年度中完了見込の県は秋田県で、39年４月１日現在の県は佐賀県（39年

　　　

度完了見込）および徳島県（40年度完了見込）である。

（ニ）財政再建債等の状況

　

昭和38年度中の歳入欠かん補てん債の償還見込額は県分３億円、市町

村分12億円、合計15億円である。この結果、昭和38年度末の未償還額は

県分３億円、市町村分13億円、合計16億円となり、当初借入額423億円

に対し96.2^、407億円を償還したことになる。

　

また、昭和38年度における財政再建債の利子補給交付金は１億円であ

る。
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第三 昭和39年度の地方財政計画

昭和39年度地方財政計画の策定方針

　

昭和39年度の国の予算編成に当っては、「昭和39年度の経済見通しと経

済運営の基本的態度」にのっとり、IMF 8条国移行、ＯＥＣＤ加盟後に

おけるわが国の国際的立場にかんがみ、この際金融面での諸施策とも相僕

って、国際収支の改善と物価の安定を図ることを目途としつつ、

（1）いやしくも財政が景気に対して刺戟的要因となることを避けるため、

　

健全均衡財政の方針を堅持するとともに、経費および資金の効率的・重

　

点的配分に努め、

（2）将来にわたる国力発展の基盤を充実し、国民負担の軽減を図るため、

　

画期的な大巾減税を行なうとともに、経済各部門の均衡ある発展に資す

　

るため、農林漁業および中小企業の近代化、社会保障の充実、社会資本

　

の整備等重要施策を着実に推進し、

もって、わが国経済の安定的成長と質的強化に資することを財政運営の基

本とされた。

　

このような国の財政運営に関する基本方針を背景として、昭和39年度の

地方財政計画の策定に当っては、つぎのような基本方針がとられた。

（1）産業経済の発展に即応し国民生活水準の向上を期するため、道路、港

　

湾等の産業基盤施設、下水道等の環境衛生施設および住宅等の整備を促

　

進するため補助事業および単独事業を通じて公共投資の充実を図るこ

　

と。

12）地方独立財源を充実しつつ地方税負担の合理化を図るため、

　

ぐア）昭和39年度および昭和40年度の２年度聞において、市町村民税の課

　　

税方式を本文方式に統一するとともに、現行の準拠税率を標準税率に

　　

改めること。

　

什）電気ガス税の税率を１％引き下げるとともに、これによる減収を補
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てんするため、たばこ専売益金の委譲により市町村たばこ消費税の税

　　　

率を1.6％引き上げること。

　

（3）地域格差の是正を促進するため、地方交付税制度を改正して引き続き

　　

財政力の貧弱な地方団体の財源の充実を図るとともに、辺地における公

　　

共的施設の総合的な整備を促進するため、地方債の増額を図ること。

二

　

地方財政計画の概要

（－）地方財政計画の概要

　　

昭和39年度の地方財政計画の規模は３兆1,381億円（前年度２兆6,336

　

億円）で、前年度と比べると、5,045億円、19.2％の増加である。

　　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。
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％

　　

％
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6,572 5,416 1,156　21.0　20.6　22.9　21.7

　

1,143 1,044　　99　3.6　4.0　2.0　2.6
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634
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0
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0.0

　

0.0
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6.1

　

3.4
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2.0

　

2.3
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1.6
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計31, 381 26,336 5,045 100.0 10〔〕.0100.0 100.0

地方財政計画の推移は、第30図のとおりである。
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（二）地方税の収入見込

　　

昭和39年度の地方税の収入見込額は１兆2,903億円（前年度１兆582

　

億円）で、前年度と比べると2,321億円、21.9％の増加である。

　　

昭和39年度においては、住民負担の軽減合理化を図るため昭和39年度

　

および昭和40年度の２年度間において市町村民税の課税方式の本文方式

　

への統一および現行の準拠税率を標準税率に改めることとするほか固定

　

資産税における評価制度の改正に伴う負担の調整、電気ガス税の税率の

　

引き下げを行なうとともに市町村たばこ消費税の税率を引き上げること

　

等の改正がなされる見込であるが、地方税の収入見込の状況はつぎのと

　

おりである。
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（三）地方譲与税の収入見込

　　

昭和39年度の地方譲与税の収入見込額は452億円（前年度358億円）

　

で、前年度と比べると94億円、26.3％の増加である。

　　

地方譲与税の内訳は、つぎのとおりである。
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（四）地方交付税の積算基礎

38年度

円
５

　

３

　

ｏ
ｏ

　
　

４

　

１
ｉ
ｎ

億
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

増減額

円
８

　

６

　

４

億
７

　

１

　

９

度
率

諮前対
増

　

39

-

　

％

22.6

123.1

26.3

38

-

　

％

15

8

14

０

３

７

　

昭和39年度の地方交付税は6,351億円（前年度5,503億円）で、前年

度と比べると848億円、15.4％の増加である。

　

昭和39年度の地方交付税の積算基礎は、つぎのとおりである。
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区

　　　　　　　

分

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税(Ａ)

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税(Ｂ)

　

(Ａ)×28.9%

　

偕

算分

臨時地方特別交付金精算分(Ｃ:)

前年度からの繰越分(Ｄ)

合

　　　　

計(Ｂ)十(Ｃ)十(Ｄ)

39年度
-

　

億円
21,393

6,214

8
2
3
2
一
3
7
5
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１

　
　
　

Ｉ
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（注）昭和38年度の地方交付税の最終計画額は, 5,812億円である。

区

△

　

△

増減額

-

　

億円
4,387

　

816
７
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ｎ
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ｏ
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Ｃ
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'
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ｆ

Ｃ
Ｍ
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１

（五）地方債計画

　　

昭和39年度の地方債計画の総額は3,984億円（前年度3,150億円）

　

で、前年度と比べると834億円、26.5％の増加である。

　　

昭和39年度の地方債計画の内訳はつぎのとおりであるが、一般会計債

　

のうちに新たに市町村民税臨時減税補てん債150億円の枠を設け、市町

　

村民税の課税方式の本文方式への統一および現行準拠税率を標準税率に

　

改めることに伴う昭和39年度分の市町村民税の減収補てんを行うことと

　

している。

一

準
公
特
合
資

般会計

公営企業

営企業

別地方

金 内 訳

分

債
債
債
債
計

金
金

資
資

府
募

政
公

ｔ

　

計

　

画

　

額

39年度

　

38年度

　　

億円

　　

億円

　

1,218

　　

930

　　

930

　　

759

　

1,584

　

1,261

　　

252

　　

200

　

3,984

　

3,150

2,521

1,463

2,033

1,117

　　　

計画額構成比増減額構成比
増減額

　　　　

39

　　

38

　　

39

　　

38

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

288

　

30.6

　

29.5

　

34.5

　

11.4

171

　

23.3

　

24.1

　

20.5

　

42.1

323

　

39.8

　

40.0

　

38.7

　

42.9

　

52

　

6.3

　

6.4

　

6.3

　

3.6

834 100.0 100.0 100.0 100.0

488

346

63

36

３

７

64

35

５

５

58.5

41.5

36.3

63.7

対前年度
増減率

39

　

38

　

％

　

％

31.0 11.1

22.5 63.6

25.6 31.2

26.0 14.3

26.5 28.6

24.0 14.3

29.4 66.5

（注）

　

１

　

昭和38年度の地方債の昭和39年１月末現在における修正計画額は3,248

　　　　

億円である。

　　　　

２

　

昭和38年度および昭和39年度の計画額には、それぞれ外貨債162億円が

　　　　

含まれている。
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このうち地方財政計画の歳入に掲げられるものは、一般会計債の

1,218億円（前年度930億円）、地域開発事業債の一部７億円（前年度７

億円）および特別地方債の一部79億円（前年度60億円）の合計1,304億

円（前年度997億円）で、前年度と比ぺると307億円、30.8％の増加で

ある。

（六）歳出の増減状況

　

昭和39年度の地方財政計画の規模は、前年度と比べると5バ)45億円の

増加であるが、歳出の主なものの増減状況は、つぎのとおりである。

科 目

給与関係経費

　

給

　　

与

　　

費

総

－

　

１

　

１

増

額

-
億円

404

385

　

恩給および退隠料

　　　

19

一般行政経費

　

1,161

　

国庫補助負担金を

　

伴うもの

　　　　　　　

781

国庫補助負担金を
伴わないもの

公

　　　

債

　　　

費

維

　

持

　

補

　

修

　

費

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

直轄事業負担金

　

国庫補助負担金を

　

伴うもの

合

国庫補助負担金を
伴わないもの

　

375

　　

99

　

158

2,228

　

85

　

993

1,150

計

　

5,045

減

　

額

　　　　　　　　

増

　　　

減
一般財源等

　　　

億円

　　

1,160

　　

1,144

　

人事院勧告に基づく増

　　　　　

昇給等に基づく増

　　　　　

人員増に基づく増

　　　　　

そ

　　

の

　　

他

　

16

603

223 生活保腹費
結核医療費
児童保護費

精神衛生費

　　

中小企業近代化促進費
(高度化資金貸付金を含む｡)

　　

そ

　　

の

　　

他
一
b
3
8
8
5
3

7

　

9
5
6
8

　

C
O

C
O

.
―
c
　
t
ｏ

-
T
j
*

　
　
　
　
　
　

１

1,150

3,677

普通建設事業
災害復旧事業

失業対策事業

普通建設事業
災害復旧事業

（注）増減事由欄の（

　

）は、一般財源等の増減額を示す。
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第四

　

昭和37年度の地方公営事業決算の状況

一

　

地方公営企業

　

（－）地方公営企業の概況

　　

１

　　

概

　　

要

　　

（1）地方公営企業の種類

　　　　

地方公営企業には、つぎの２種類がある。

　　　

（ア）その企業の経営に伴う収入をもって建設、管理に要する経費を

　　　　　

まかなわなければならない事業…上水道事業、工業用水道事業、

　　　　　

軌道事業、地方鉄道事業、自動車運送事業、電気事業、ガス事

　　　　　

業（以下、これらを「公営企業」という｡）

　　　

吋）主としてその経費をその事業の経営に伴う収入をもって充てる

　　　　　

事業……簡易水道事業、港湾整備事業（埋立事業ならびに荷役機

　　　　　

械、上屋、倉庫および船舶の離着岸を補助するための船舶を使用

　　　　　

させる事業に限る。）、病院事業、市場事業、と畜場事業、観光施

　　　　　

設事業、宅地造成事業、公共下水道事業（以下、これらを「準公

　　　　　

営企業」という。）

　　　

（2）事

　

業

　

数

　　　　

帥

　

総

　　　

数

　　　　　　

昭和37年度末の地方公営企業の事業総数は、5,371で、前年度

　　　　　

末と比べると216事業、^.2%増加した。その内訳は、つぎのと

　　　　　

おりである。

区 分

業
業

企
企

　

営
計

営
公

公
準

37年度

-

　

事業
1,404

3,967

5,371

36年度

　　

事業

　

1,325

　

3,830

　

5,155

― 137 ―

増減数

禁
1
3
7
2
1
6

構

　

成

　

37

　　　

％

　

26.1

　

73.9

100.0

比
3
6

　　

％

　

25.7

　

74.3

100.0

対前年度
増減率

　

％
6.0

3.6

4.2



（ｲ）経営主体別内訳

　　

経営主体別は、都道府県営199（3.7％）、大都市営53（1.0％）、

　

市営1,899 (35.4%)、町村営3,031 (56.4^)、一部事務組合営

　

189（3.5％）である。前年度と比べると都道府県営（前年比9.9

　

％増）の増加が大きい。

吻

　

事業別内訳

　　

事業別は、簡易水道事業1, 955 ( 36.4 %)水道事業1,086

　

(20. 2%')が最も多く、続いて病院事某798 (14.9%)である。

　　

前年度と比べると、宅地造成事業（前年比44.4^増）、観光施

　

設事業（前年比40.0％増）、工業用水道事業（前年比22.5%増）、

　

ガス事業（前年比19.1増）の増加が目立っている。

　　　　

第31図

　

事業数でみた地方公営企業の状況

（3）法適用状況

　　

地方公営企業を地方公営企業法（以下「法」という｡）の適用の有

　

無によって分けると、法の適用をうけている企業（以下（法適用企

　

業jという｡）は826（15.4％）、法の適用をうけていない企業（以

　

下「法非適用企業」という｡）は4,545 (84.6%)で、前年度末と比

　

べると、法適用企業は184事業（28.9％）増加した。法適用企業の

　

事業別内訳は、水道事業405、工業用水道事業31、交通事業90、電気

　

事業33、ガス事業42、病院事業115、公共下水道事業17､その他事業
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93である。

　

（4）

　

主要な公益事業において地方公営企業の占める地位

　　　

地方公営企業の業種は多岐にわたっており、住民の福祉に密接な

　　

関係のある公益事業において高い地位を占めているが、その状況

　　

は、つぎのとおりである。

　　

ぐｱ）水道事業は、事業数3,053のうち民営12を除いた3,041が公営

　　　

である。

　　

印

　

工業用水道事業は、すべて公営である。

　　

（ヴ）電車事業は、公営の乗車人員（22億７千万人）は民営を含めた

　　　

全乗車人員（80億３千万人）の28.3％を占める。

　　

（=I=）バス事業では、公営の乗車人員（21億２千万人）は民営を含め

　　　

た全乗車人員（83億２千万人）の25.5％を占める。

　　

尚

　

病院事業では、病院数(1, 022)は、全国病院数(6, 452)の

　　　

16.0％であり、病床数(163, 429)は全国病床数の2工｡5％である。

２

　

財

　　

務

　

（1）決算規模

　　

（ｱ）収支総額

　　　　

地方公営企業の会計は、法を適用して民間企業と同様の発生主

　　　

義による企業会計方式をとっているものと、現金主義による官公

　　　

庁会計方式をとっているものとがある。そこで、条件をほぼ同一

　　　

にしてこれら両者を合算して、地方公営企業の総決算規模をみる

　　　

と、昭和37年度の収入総額は6,239億円（前年度4,990億円）で、

　　　

支出総額は6,180億円（前年度4,904億円）である。前年度と比

　　　

べると、収入総額は1,249億円、25.0％、支出総額は工､276億円、

　　　

26.0％増加した。

　　

（ｲ）収支の内訳

　　　　

収支の事業別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分
37

的
支

益収
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度

その他

　

計 新叟

　　

度

その他 計

収入総

　

公営企

匹
1
0
8
6
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5

　

3
　
L

入
額
業

準公営企業
１
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支出総

　
　
　

７
１

　
　
　

Ｃ
Ｍ
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額
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区 分

1,472
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増

収益的
収

　

支

yﾂ

ｰ

　

億円

言

1,535

3，

1，

1，

485

606

879

か回

億円

269

　

10

259

68

14

54

　

億円

6,239

2,992

3,247

6,180

3,092

3,088

額

その他

　

計

2,575

1,471

1,104

2,177

1,261

　

916

紗叟

一

　

億円

2ご

1,304

2,669

1,246

1､423

　

13

105

58

16

42

対前年度増減率

的
支

益収
収 計叟
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2,477

2,513

4,904

2,523
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公営企業

　　

準公営企業

支
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支出総額
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Ｏ
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Ｃ
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１

　
　

１
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ｄ

　

億円

1,249

　

515

　

734

1,276

　

569

　

707

20.7

12.5

31.6

20.7

16.7

26.1

24.6

33.6

17.7

その他

　

計

-

　

％

　　

％

128.0

　

25.0

△23.1

　

20.8

146.7

　

29.2

30.6

　　

17.2

28.9△12.5

32.0

　　

28.6
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経営規模でみた地方公営企業の状況
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区

　

事業別では、水道事業が最も規模が大きく収入1,513億円(24.2

％）、支出1,567億円(25. m')である。ついで交通事業が収入

917億円（14.7％）、支出990億円（16.0％）、病院事業が収入921

億円（14.8％）、支出957億円（15.5％）である。

　

収支について、法適用の有無によってわけてみると、つぎのとお

りである。

3
7
資
収

　

的
支

　

益

　

収
収

　

分

　　　　　　　

億円
収

　　　　

入

　

収入総額3,108

　　

法適用企業1,920

　　

法非適用企業1,188

支

　　　　　

出

　

支出総額2,627

　　

法適用企業1,722

　　

法非適用企業

　

905

区 分

収

　　　　　

入

　

収入総額

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

支

　　　　　

出

　

支出総額

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

増

収益的
収

　

支

一

　

億円
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316

　

217

450
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億円
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度

計
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その他

　　

計
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０
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増
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収
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1,276
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－
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区

　　　

地方公営企業の総決算規模を地方公共団体の普通会計の純計決

　　

算規模と比べると、収入総額は、普通会計の歳入総額（２兆

　　

9,829億円）の20.9％（前年度19.8％）、支出総額は、普通会計

　　

の歳出総額（２兆8,874億円）の21.4％（前年度20.5％）に相当

　　

する。

（2）経営状況

　

Cア）法適用企業

　　　　　　　　　　　　　

、

　　

（ｉ）概

　　　

況

　　　　　

法適用企業の収益的収支における総収益は1,920億円、総

　　　　

費用は1,965億円で、その内訳は、つぎのとおりである。
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対前年度

36増減率
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｝
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乙

その結果

純利益

　　　

74億円(481事業）

純損失

　　　

119億円(301事業）

で差引45億円の赤字である。純利益を事業別にみると、水道

事業34億円（280事業）、電気事業15億円（31事業）、ガス事

業２億円（25事業）等であり、純損失は交通事業83億円（65事

業）、水道事業21億円(133事業）、病院事某７億円（52事業）

等である。

　

前年度と比べると、総収益で316億円、19.7％、総費用で

378億円、23.9％増加した。総費用の増加が総収益の増加を
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区

　　

上回っだので、純利益は20億円減少し、逆に純損失は42億円

　　

増加した。

　　　

昭和37年度の純損失額119億円に繰越欠損金前年度末残高

　　

131億円を加えると累積赤字額は250億円となった。

　　　

なお、普通会計からの繰入金が31億円ある。

(ii)費

　　　

用

　　　

総費用1,967億円の性質別構成は、つぎのとおりである

　　

が、特に給与改定等の影響をうけて職員給与費が増加したこ

　　

と（前年比25.3%増）および事業施設の建設改良等に伴う支

　　

払利息が増加したこと（前年比24.工％増）が注目される。
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100.0

％
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21.3

24.1

23.1

23.9

　　

職員給与費の費用に占める割合は、交通事業（58.4％）が最

　　

高で、病院事業(46.1%')がこれにつぎ、最低は工業用水道

　　

事業(9.1%')である。

　　　

減価償却費の費用に占める割合は、電気事業（26.7％）が

　　

最高で、公共下水道事業（16.9％）がこれにつぎ、最低は病

　　

院事業（3.6％）である。

　　　

支払利息の費用に占める割合は、電気事業（50.4％）が最

　　

高で、公共下水道事業（26.5％）、工業用水道事業（23.1％）、

　　

水道事業（17.9％）、ガス事業（10.5％）のほかは10.0％以

　　

下である。

(iii)経営比率
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？

　

総収益対総費用比率（｛S｛UIX100｝は、97.7 % (前年度

101.1％）で、前年度より3.4％減少し、また、営業収益対営

　

業費用比率（苓IMUIX100）は、110.4％（前年度n4.9％）

　

で、前年度より4.5％減少した。

　　

事業別の総収益対総費用比率は電気事業の111.0％が最高

　

で、つづいてガス事業(105パL％）、水道事業（101.9％）は

　

いずれも100％を上回る比率であるが、交通事業（88.6％）

　

病院事業（98.4％）、工業用水道事業（99,2％）は100 %に

　

達しない。特に交通事業については前年度（91.4％）よりこ

　

の比率が減少し、経営の悪化がさらに進んだのがみられる。

第33図

　

主要法適用企業の総収益対総費用比率の推移
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１

区

営

　　

1,209億円、繰越金269億円で、歳入総額2,666億円であ

　　

る。前年度(2,140億円）と比べると、526億円、24.6^増加

　　

した。歳出は収益的支出905億円、資本的支出1,528億円、

　　

前年度繰上充用金68億円で、歳出総額2,501億円である。前

　　

年度(1, 948億円）と比ぺると、553ｲ意円、28.4^増加した。

　　　

歳入歳出差引残額は165億円である。この額から予算繰越

　　

等のために翌年度へ繰り越すべき財源134億円を控除した実

　　

質収支は31億円の黒字である。実質収支を黒字事業と赤字事

　　

業とにわけてみると、黒字事業は3,763事業でその黒字額は

　　

120億円、赤字事業は782事業でその赤字額は89億円である。

　　　

なお、普通会計からの繰入金が276億円ある。

(ii)収益的収支

　　　

収益的収入は前年度より217億円、22.3^増加した。収益

　　

的支出は前年度よりn5億円、14.5％増加した。

分 37年度

　

36年度

　

増減額対前年度増減率

収入

　

支出

　

収入

　

支出

　

収入

　

支出

　

収入
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企営
計
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計

業
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億円
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98
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％
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87△

　

3△

　

2△2.9△2.0

703

　

220

　

117

　

25.3

　

16.6

790

　

217

　

115

　

22.3

　

14.5

　

公営企業のうちでは水道事業か収入78億円、支出67億円で

最も多く、準公営企業のうちでは港湾整備事業が収入238億

円、支出54億円で最も多い。

　

収益的支出の性質別構成は、つぎのとおりである。
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100.0
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(iii)経営比率

　　　　　

法非適用企業は、現金主義に基づく官公庁会計方式によつ

　　　　

ているので、法適用企業における総収益対総費用比率にほぼ

　　　　

相当する比率（収益的娑回斗?譜V4｛償還金×100｝を計算す

　　　　

ると、n9.4％である。事業別の比率で100％以上のものは、

　　　　

港湾整備事業301.6％、宅地造成事業186. ＼%、簡易水道事業

　　　　

120.8％等であり、100％未満のものは、病院事業99.4%、

　　　　

交通事業90.9％、公共下水道事業89.3％である。

（3）財政状況

　

（ア）法適用企業

　　

（ｉ）資本的収支

　　　　　

資本的収入は1,653億円（翌年度に繰り越される支出にか

　　　　

かる財源充当額151億円を含む。）で、前年度(1, 246億円）よ

　　　　

り407億円、32.6％増加し、資本的支出は1,957億円で、前

　　　　

年度(1,569億円）より388億円、24.7^増加した。その状況

　　　　

はつぎのとおりである。

　　　　　

なお、資本的収入には普通会計からの繰入金がn7億円（出

　　　　

資金17億円、補助金40億円、借入金60億円）がある。
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分

　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

　

固定資産対長期資本比率は97.6^で、前年度（97.1％）よ

り0.5％増加し、流動比率は121.0％で、前年度（120.1％）

より0.9％増加した。
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（ｲ）法非適用企業

　　

資本的収入額は1,209ｲ意円で、前年度(1, 050億円）より159億

　

円、11.5％増加し、資本的支出は1,528億円で、前年度(1, 099

　

億円）より429億円、39.0％増加した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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昭和37年度末の地方債は7,522億円で、その事業別内訳は、つ

　

ぎのとおりである。
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昭和37年度末において、地方公営企業に従事する職員は､総数233,４７７

人で、前年度末(220, 221人）と比べると13, 256人、6.0％増加した。こ

れは事業数の増加、業務量の増大に伴う増加である。

　

職員のうち公営企業職員は124,190人で、交通事業が68, 886人（公営

企業職員のうち55.5%)、水道事業48, 069人（公営企業職員のうち38.7

％）が多く、準公営企業職員は109, 287人で、病院事業が85, 565人（準

公営企業職員のうち78.3％）で、その大部分を占めている。

　

また、法適用企業職員は145, 914人（62.5％）、法非適用企業職員は

87,563人（37.5％）である。
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（ニ）事業別状況

１

　

水道事業（上水道事業およぴ簡易水道事業）

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

昭和37年度末の水道事業の事業数は、3,041 (法適用企業423、法

　　

非適用企業2, 618)で、前年度末(2, 926)よりn5事業、3.9 %増

　　

加した。

　　　

経営主体別は、都道府県営７、大都市営５、市営777、町村営

　　

2,201、一部事務組合営51で、事業別では、上水道事業1,086 (法適

　　

用企業405）、簡易水道事業1,955 (法適用企業18）である。

　

（2）経営規模

　　

（ア）普及状況および利用状況

　　　　

昭和37年度末現在の地方公共団体営水道の給水人口は5,275万

　　　

人で、前年度末(4, 970万人）より305万人、6.1％増加した。そ

　　　

の昭和38年４月１日現在の全国推計総人口に対する割合は55.1％

　　　

である。また、年度中の総配水量は52億8,727万m8で、前年度

　　　

（49億4,151万m3）より３億4,576万m3、7.0％増加した。

そのうち有収水量は37億7,116万m3で、有収率({器回{ｻl})

　　

は、71.3％である。有収水量の用途別内訳は、家庭用52.7^、営

　　

業用13.0％、官公署学校用6.7％、工業用18.2％等である。

（3）財

　　　

務

　

ぐｱ）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支の概況

　　　　　

総収益は692億円、総費用は679億円で、前年度と比べる

　　　　

と総収益で96億円、16.2％増加し、総費用で128億円、23.3

　　　　

％増加した。

　　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。･
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この結果、純利益34億円（280事業）、損益（７事業）、

　　

純損失21億円(133事業）となった。なお、３事業について

　　

は建設中であるので損益計算書は作成されていない。

　　　

これを前年度と比べると、純利益において19億円減少し、

　　

逆に、純損失は工3億円増加し、経営状況がやや困難になって

　　

きたのがみられる。なお、昭和37年度の純損失額21億円に繰

　　

越欠損金前年度末残高20億円を加えると、累積赤字額は41億

　　

円となった。

（ii）費用構成
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費用の679億円の性質別構成は、前記のとおりであるが、

　　

支払利息の増加（対前年比27.8%増）と、給与改定等による･

　　

職員給与費の増加（対前年比26.4％増）が目立っている。

(iii)経営比率
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職員給与費
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総収益対総費用比率は101.9％で、前年度（108.2％）より

　　　

6.3 %減少し、営業収益対営業費用比率も121.7％で、前年

　　　

度（128.3％）より6.6％減少した。

Cｲ）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）収支の概況

　　　　

歳入総額は294億円で、前年度(295億円）より１億円、

　　　

0.2％減少し、歳出総額は301億円で、前年度（30工億円）と

　　　

比べ、変化はなかった。これは昭和37年度中において法非適

　　　

用企業から法適用企業に移行したものがあることによるもの

　　　

である。

　

(ii)事業別収益的収支

　　　　

収益的収入は118億円で、前年度（n4億円）より４億円、

　　　

2.9％増加し、収益的支出は101億円で、前年度（99億円）よ

　　　

り２億円、2.3 %増加した。その事業別内訳は、つぎのとお

　　　

りである。

　

区

一

上

簡

　

水

易

　

道

水

　

道

分

業
業

事
事

収 入

呪
4
0

支 出

貿
3
4

　

(iii)費用構成

　　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費26億円（25.8％）、支

　　　

払利息30億円（30.0％）、物件費等45億円(44.2%)である。

　

(iv)経営比率

　　　　

収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対

　　　

する比率は101.8％で、前年度（101.0％）より0.8％増加し

　　　

た。事業別の比率は、上水道事業100.3％、簡易水道事業

　　　

104.9％である。

（ｳ）法適用企業の財政状況
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（ｉ）資本的収支

　　　

資本的収入は527億円（翌年度に繰越される支出にかかる

　　

財源充当額36億円を含む｡）で、前年度(365億円）より162億

　　

円、44.2^増加し、資本的支出は686億円で、前年度507億

　　

円より174億円、35.3 %増加したが、上水道事業は建設費か

　　

主として企業債によってまかなわれているため企業債償還金

　　

の増加がとくに目立っている。その内訳は、つぎのとおりで

　　

ある。
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（ii）財政状態

　　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

　　　

固定資産対長期資本比率は98.0％で、前年度(96. m)よ

　　

り＼.1%増加し、流動比率は132.3％で、前年度（175.6％）

　　

より43.3%減少した。
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法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は165億円で、前年度(169億円）より４億円、1.9

　

％減少し、資本的支出も184億円で、前年度(186億円）より２億

　

円1.1％減少した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（4）職

　　　

員

　　

昭和37年度末の水道事業の職員は51,550人で、前年度末（47

　

888人）より、3,662人、7.6％増加した。

２

　

工業用水道事業

（1）事

　

業

　

数

　　

昭和37年度末の工業用水道事業の事業数は49（法適用企業31、法
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非適用企業18）で、前年度末（40事業）より９事業、22.5^増加した。

　　

経営主体別は、都道府県営22、大都市営４、市営19、町村営１、

　

一部事務組合営３となっている。

（2）経営規模

　　

昭和37年度中の総配水量は11億2n万m3で、前年度（９億8,099

　

万m3）より１億2,112万m3、12.3％増加した。

（3）財

　　　

務

　

帥

　

法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支の概況

　　　　　

総収益は45億円、総費用は45億円で、前年度と比べると総

　　　　

収益で７億円、18.5％、総費用で10億円、27. Wo増加した。

　　　　

その内訳はっぎのとおりである。

区

　　

分

総

　

収

　

益(Ａ)

　

営業収益

　

営業外収益

総

　

費

　

用(Ｂ)

　

営業費用

　

営業外費用

差引(Ａ)－(Ｂ)

　　　

決

37年度

　　　

億円

　　　

45

　　　

27

　　　

18

　　　

45

　　　

19

　　　

26

　　　　

0

　

算

　　

額

36年度増減額
円
8
6
2
5
7
8
3

倣
3
2
1
3
1
1

円
７
１
６

億

Ｏ
C
M

０
０

1

３

％
０

　

０

　

1
0

　

60.3

　

39.7

100.0

　

43.2

８

　

一

(
J
Ｄ

m

対前年度
増減率

％
０

　

０

　

1
0

　

68.

　

31.

100.

　

48.

　

51.

1

9

0

9

1

　　

％

18.5

　

5.0

47.2

27.3

12.5

41.5

この結果、純利益は３億円（13事業）､損益Ｏ（２事業）､純損

失は３億円（８事業）であり、前年度と比べて純利益におい

て１億円の減少､純損失において１億円の増加となっている。

　

なお、８事業については建設中であるので、損益計算書は

作成されていない。
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(ii)費用構成

　　　

費用の45億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

分

与
却

給
償

員
価

払

力
料
の
計

利

　　　

決

　　　

算

　　　

額

37年度36年度増減額

費
費
息
費
費
他

円
4
4
0
4
4
9
5

億

　
　
　

１

　
　
　
　

１
４

円
3
4
7
4
3
4
5

億

　
　
　
　
　
　
　
　

１
３

円
1
0
3
0
1
5
0

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

決算額構成比

　

37

　　　

％

　

9.1

　

9.7

　

23.1

　

9.5

　

9.0

　

39.6

100.0

　　

対前年度

36増減率

　　

％

　

9.0

11.7

20.7

11.1

　

8.8

　

38.7

100.0

％
４

　

2
9
5.1

42

　

8

29

35

27

0

7

3

7

3

　

(iii)経営比率

　　　　

総収益対総費用比率は99.2^で、前年度（106.6％）より

　　　

1A%減少し、営業収益対営業費用比率は138. Woで、前年度

　　　

（148.5％）より9.9％減少した。

（ア）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）収支の概況

　　　　

歳入総額は41億円で、前年度（36億円）より５億円、16.0

　　　

％増加し、歳出総額は37億円で、前年度（33億円）より9.9

　　　

％増加した。

　

（ii）収益的収支

　　　　

収益的収入は、６億円で、前年度よ･り4.1％増加し、収益

　　　

的支出は４億円で、前年度より、3.6％減少した。

　

なお、こ

　　　

の減少は昭和37年度中において法非適用企業から法適用企業

　　　

に移行したものがあることによるものである。

　

(iii)費用構成

　　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費３千万円（8.3％）､支払

　　　

利息３億円（74.9％）、その他７千万円（16.8％）である。

　

（iｖ）経営比率
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収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対

　　　

する比率は98.7％で、前年度（105.2％）より6.5％減少し

　　　

た。

吻

　

法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　　

資本的収入は204億円（翌年度に繰越される支出にかかる

　　　

財源充当額40億円を含む｡）、資本的支出は172億円で、その

　　　

内訳は、つぎのとおりである。
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（ii）財政状態

　　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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固定資産対長期資本比率は92,2％で、前年度（99.6％）よ

　　　

りl.A%減少し、流動比率は203.4％で、前年度（103.1％）

　　　

より100.3％減少した。

国

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は33億円で、前年度（26億円）より７億円、29.3^

　

増加し、資本的文出は33億円で、前年度（29億円）より４億円、

　

12.3％増加した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（4）職

　　　

員

　　

昭和37年度末の工業用水道事業の職員は1,677人で、前年度末

　　

(1,280人）より397人、31.0％増加した。

３

　

交通事業

　

（1）事

　

業

　

数

　　　

昭和37年度末の交通事業の数は166 (法適用企業90、法非適用企

　　

業76）で、前年度末（162）より４事業、2.5％増加した。

　　　

経営主体別では、都道府県営７、大都市営15、市営76、町村営62

　　

一部事務組合営６で、業種別の内訳はつぎのとおりである。
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（2）経営規模

　

（ﾌﾟ）施設の規模

　　　

昭和37年度の交通事業の営業路線は、12, 270粁（軌道事業等

　　

1,042km、自動車運送事業7, 826km、船舶迎航事業3, 402km)で

　　

あり、車輛数は15, 964両（軌道事業等6,049両、自動車運送事業

　　

9,737雨、船舶巡航事業178隻）である。前年度と比べると、車両

　　

（船舶）数は1,910両、13.5％増加しているが、軌道事業にっい

　　

ては55両、1.8％の減少となっている。
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3,402 3,047　355　11.7　178　175　　3　　1.7
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4.5 15,96414,0541,910　13.5

（注）「軌道事業」には、地方鉄道事業、無軌条電車事業を含む（以下、交通事業

　　　

の事業区分については同じ）。

　　　

（ｲ）利用状況
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昭和37年度中･の運転（航）kmは574百万km（軌道事業等192百

万km、自動車運送事業377百万km､船舶運航事業５百万km）であ

り、乗車（船）人員は4,448百万人（軌道事業等2,270百万人、

自動車運送事業2,123百万人、船舶運航事業55百万人）である。

前年度と比べると、運転（航）kmは22百万km、3,9％増、乗車（船）

人員は181百万人、4.2％の増加となっているが、事業別にみる

と軌道事業は運転kmで10百万km5.3％、乗車人員で80百万人、

4.0減少し、事業の斜陽化の傾向を表わしている。
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（3）財

　　　

務

　

（ｱ）法適用企業の経営状況

　　

（1）収益的収支の概況

　　　　

総収益は634億円、総費用は716億円で、前年度（総収益567

　　　

億円、総費用620億円）と比べると、総収益で67億円、ｎ.9･

　　　

％、総費用で96億円、15.5％増加した。その内訳は、つぎのと

　　　

おりである。

　　　　

その結果、純利益１億円（24事業）、損益Ｏ（１事業）、純損

　　　

失83億円（65事業）となった。これを前年度および前前年度と

　　　

比べると、純利益は昭和35年度13億円から昭和36年度７億円、

　　　

昭和37年度１億円へと減少し、純損失は逆に昭和35年度25億円
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から昭和36年度60億円、昭和37年度83億円へと増加し、経営内

容が急速に悪化しているのがみられる。

　

なお、交通事業における昭和37年度純損失額83億円に繰越欠

損金前年度末残高92億円を加えると累積赤字額は175億円とな

り、年間営業収益の３割に達するに至った。
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(ii)事業別収益的収支

　　　

事業別収益的収支は、つぎのとおりである。
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(iii)費用構成

　　　

費用の716億円の性費別構震は、つぎのとおりであるが、

　　

人件費の比率が前年度よりさらに高まって58.4%となったこ
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とおよび支払利息が増大しているのが目立っている。支払利

息、減価償却費が増大しているのは、主として、地下鉄建設

等に伴うものである。
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(iv)経営比率

　　　　

総収益対総費用比率は88.6％で、前年度（91.4％）より

　　　

2.%%減少し、営業収益対営業費用比率は91.9％で、前年度

　　　　

（95.2％）より3.3％減少した。事業別総収益対総費用比率

　　　

は軌道事業等86.5％（うち、軌道事業87.6％、索道事業

　　　

108.4％、その他事業81.7％）、自動車運送事業90.7％および

　　　

船舶運航事業103.5％である。

　　　　

なお、累積赤字額の増大に伴ってこれを補てんする一時借

　　　

入金が増大し、流動比率は前年度の46.5％から昭和37年度は

　　　

さらに低落して35.2％となった。

（ｲ）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）収入の概況

　　　

歳入総額は13億円で、前年度（11億円）より２億円、9.0％

　　

増加し、歳出総額は15億円で、前年度（９億円）より６億円、

　　

13.4％増加した。

　

(ii)事業別収益的収支

　　　

収益的収入は10億円で、前年度（11億円）より１億円、3.5

　　　

％減少し、収益的支出は10億円で、前年度（９億円）より1
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分

億円、15.5％増加した。その事業別内訳はつぎのとおりであ

る。
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6.5 11.1△25.0
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25.9△175.5

△3.5

　

15.5ム107.S

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費５億４千万円(51. Wo)、

　　

物件費等５億円(48. 2%)である。

　

（iｖ）経営比率

　　　

収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対す

　　

る比率は、90.9％で、前年度（n0.1％）より19.2%;減少したo

（ウ）法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　

資本的収入は、269億円（翌年度へ繰り越される支出にかかる

　　

財源充当額41億円を含む。）で、前年度(217億円）より52億円、

　　

24.0％増加し、資本的支出は337億円で、前年度（260億円）

　　

より77億円、29.6％増加した。その内訳はつぎのとおりである。、
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(ii)財政状態

　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。固定資産

　

対長期資本比率は113. 'b%で、前年度（107.4％）より6.1％増

　

加し、流動比率は34.4%で、前年度（46.0％）より、ｎ.6％減

　

少し、ともに財政状態の悪化が目立った。
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㈲

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は、３億円で、前年度（２億円）より１億円、91.4

　

％増加し、資本的支出は、３億円で、前年度（３億円）とほとん
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ど増減がない。その内訳は、つぎのとおりである。
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（4）職

　　　

員

　　

昭和37年度末の交通事業の職員数は68, 886人（うち，法適用企業

　

67,827人）で，前年度末(67, 597人）より1,289人，1.9％増加した。

４

　

電気事業

（1）事

　

業

　

数

　　

昭和37年度末の電気事業の事業数は47（法適用企業33、法非適

　

用企業14）である。

　　

径営主体別は、都道府県営33、市営１、町村営ｎ、一部事務組合

　

営２である。

（2）径営規模

　

（ア）施設の規模

　　　

昭和37年度末の発電所数はn8（法適用企業96、法非適用企業

　　

22）である。発電能力は最大出力107万1, 840KW、常時出力26

　　

万5,591KWで、前年度と比べると、発電所はｎ箇所10,3％、発

　　

電能力は最大出力８万1, 849KW、8.3％、常時出力１万7,100 K

　　

W、6.9％増加した。

　

（ｲ）利用状況
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昭和37年度中の発生電力量は38億９千万ＫＷＨで、販売電力量

　　

は38億１千万ＫＷＨである。前年度と比べると、発電能力は最大

　　

出力、常時出力とも増加し、発生電力量3.7％､販売電力量3.3％

　　

と、いずれも増加した。

（3）財

　　　

務

　

ぐア）法適用企業の経営状況

　　

（い

　

収益的収支

　　　　

総収益は153億円で、前年度(141億円）より12億円、8.3

　　　

％増加し、総費用は138億円で、前年度(125億円）より13

　　　

億円、10.5％増加した。この結果、純利益は15億円（32事業）、

　　　

損益Ｏ（１事業）、純損失は３千万円（１事業）となり、前年

　　　

度と比べると、純利益において２億円の減少、純損失において

　　　

２千万円の減少となっている。

　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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(ii)費用構成

　　

費用の138億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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(iii)経営比率

　　　

総収益対総費用比率は111.0％（前年度n3.3％）、営業収益

　　

対営業費用比率は217.4% (前年度231.3％）で、前年度と比べ

　　

ると、総収益対総費用比率では2.3％減少し、営業収益対営業

　　

費用比率では13.9%減少した。

（ｲ）法非適用企業の経営状況

　

Ｏ）概

　　　

況

　　　

歳入は、収益的収入２億円、資本的収入９億円、繰越金２億

　　　

円、歳入総額13億円で、前年度と比べると３億円、25.6％増

　　　

加し、歳出は、収益的支出２億円、資本的支出９億円、歳出、

　　　

総額はｎ億円で、前年度と比べると２億円、17.1％増加し

　　　

た。

　

(ii)収益的収支

　　　

収益的収入は２億円（前年度２億円）、収益的支出は２億円

　　　

（前年度２億円）で、前年度と変化がなかった。

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費３千万円（21.2％）、支

　　

払利息８千万円（52ユ％）、物件費等４千万円（26.7％）であ

　　

る。

　

（iｖ）経営比率

　　　

収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対す

　　

る比率は108.8％で、前年度（96.0％）より12.8％増加した。
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（やう

　

法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　　

資本的収入は182億円（翌年度に繰越される支出にかかる

　　　

財源充当額６億円を含む｡）で、前年度(163億円）より19億

　　　

円、11.9％増加し、資本的支出は249億円で、前年度（207

　　　

億円）より42億円、20.4％増加した。その内訳は、つぎのと

　　　

おりである。
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(ii)財政状態

　　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。固定資

　　

産対長期資本比率は97.7%で、前年度（96.0％）より＼.1%増

　　

加し、流動比率は161.1％で、前年度(213. Wo')より52.0％

　　

減少した。
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国

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は、９億円で、前年度（７億円）より２億円、23.2

　

％増加し、資本的支出は、９億円で、前年度（７億円）より２億

　

円、34.4^増加した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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394.4

（4）職

　　　

員

　　

昭和37年度末の電気事業の職員数は4,061人で､前年度末(4,073

　

人）より、12人、0.3％減少した。

５

　

ガス事業

　

（1）事業数

　　　

昭和37年度末の事業数は、56（法適用企業42、法非適用企業14）

　　

で、前年度（47）より９事業、19.1％増加した。経営主体別は、市

　　

営371町村営19である。

　

（2）経営規模

　　

（ア）施設の規模

　　　　

１日最大生産能力は920.821m'である。

　

導管延長は383万７

　　　

千ｍで、前年度(343万４千ｍ）より40万３干ｍ、ｎ.8％増加した。

　　

吋）利用状況

　　　　　　　　　　　　　

－168－

　

決算額構成比

37

　　　　

36



　　　

昭和37年度末のガス供給人口は89万３千人で、前年度末（77万

　　

９千人）より、11万４千人、14.6^増加した。年度中のガス生産

　　

量および購入量は２億38万９千m3であり、前年度（１億2,855万

　　

３千m3）より2,183万６千m3、55.9%増加した。ガス供給量は

　　

１億8,945万７千m3で、前年度（１億2,001万４千m3）より9,744

　　

万３千m3、57.9％増加した。

（3）財

　　　

務

　

（ｱ）法適用企業

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　　

総収益は33億円、総費用は31億円で、前年度より総収益で

　　　　

５億円、15.6％、総費用で４億円、13.8％増加した。この結

　　　　

果、純利益は２億円（25事業）、純損失は４千万円（17事業）

　　　　

となった。

　　

(ii)資本的収支

　　　　　

資本的収入は８億５千万円（翌年度に繰越される支出にか

　　　　

かる財源充当額４千万円を含む。）で、前年度（９億４千万円）

　　　　

より９千万円、10.1％減少し、資本的支出は14億３千万円

　　　　

で、前年度（13億８千万円）より５千万円、3.5％増加した。

　　

(iii)財政状態

　　　　　

昭和37年度末の財政状態は、固定資産63億円および流動資

　　　　

産９億円で資産総額は72億円であり、また､固定負債２億円、

　　　　

流動負債10億円、自己資本金11億円、借入資本金47億円およ

　　　　

び剰余金２億円で負債および資本合計は72億円である。

　

吋）法非適用企業

　　　

歳入は収益的収入２億円、資本的収入３億円、歳入総額５億円

　　

で、前年度と比べると３億円、102. Wo増加したが、歳出では収

　　

益的支出２億円、資本的支出３億円、歳出総額５億円で、前年度

　　

と比べると３億円、108.2%増加した。

（4）職

　　　

員

　　　　　　　　　　　　　

－169 －



　

ガス事業の職員の数は1,497人で、前年度末(1, 350人）より147

人、10.9％増加した。

６

　

病院事業

区

（1）事業数

　　

昭和37年度末の事業数は798 (法適用企業115､法非適用企業683)

　

で、経営主体別は、都道府県営47、大都市営５、市営233、町杜営

　

402、一部事務組合営1nである。

（2）経営規模

　

剛

　

施設の規模

　　　

昭和37年度末の病院数は1,022、病床数は163, 429床である。

　

（ｲ）利用状況

　　　

昭和37年度中の取扱患者数は、延１億934万人で、前年度より

　　

393万人、3.7％増加した。患者数のうち、外来患者は、6,244万

　　

人、入院患者は4,690万人で、前年度と比べると、外来患者はn9

　　

万人、入院患者は203万人の増加となっている。

（3）財

　　

務

　

（ア）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　　

総収益は195億円、総費用は198億円で、前年度より総収

　　　　

益で86億円、79.3％、総費用で88億円、80.3％増加した。

　　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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区

　　　

この結果、純利益は４億円（62事業）、損益Ｏ（１事業）、純

　　

損失は７億円（52事業）となった。

　　　

前年度と比べると、純利益において１億円の増加、純損失

　　

において２億円の増加となっている。

　　　

なお、昭和37年度の純損失額７億円に繰越欠損金前年度末

　　

残高９億円を加えると、累積赤字額は16億円となった。

(ii)費用構成

　　　

費用の198億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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(iii)経営比率

　　　　

総収益対総費用比率は98.4％で、前年度（98.9％）より0.5

　　　

％減少し、営業収益対営業費用比率は100.7％で、前年度

　　　　

（101.7％）より1.0％減少した。

（ｲ）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　　

歳入は、収益的収入580億円、資本的収入95億円、繰越金

　　　

20億円、歳入総額695億円で、前年度と比べると58億円、

　　　

9.1％増加し、歳出は、収益的支出571億円、資本的支出n8

　　　

億円、前年度繰上充用金36億円、歳出総額725億円で、前年

　　　

度(659億円）と比べると66億円、10.1％増加した。

　

（ii）収益的収支

　　　　

収益的収入は580億円で、前年度(536億円）より44億円、
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8.1％増加し、収益的支出は571億円で、前年度(520億円）

　　　

より51億円、9.8％増加した。

　

(iii)費用構成

　　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費280億円（49.0％）、原

　　　

材料・薬品費等291億円（51.0％）である。

　

（iｖ）経営比率

　　　　

収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対

　　　

する比率は99.4%で、前年度（100.3％）より0.9％減少し

　　　

た。

（ウ）法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　　

資本的収入は30億円で、前年度（16億円）より14億円、81.7

　　　

％増加し、資本的支出は40億円で、前年度（24億円）より16

　　　

億円、66.0％増加したが、とくに建設改良費の増加（前年比

　　　

88.7%増）が目立った。なお、その内訳はっぎのとおりであ

　　　

る。
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（ii）財政状態

　　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。固定資
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産対長期資本比率は113.1％で、前年度と変らず、流動比率

は66.5％で、前年度（66.4％）より0.1％増加しているが、

これらの比率にみられるように財政状態は悪い。
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国

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は95億円で、前年度（88億円）より７億円、8.4%

　

増加し、資本的支出はn8億円で前年度(105億円）より13億円、

　

12.6％増加している。その内訳はつぎのとおりである。
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（4）職

　　

員

　　　

昭和37年度末の病院事業の職員数は85, 565人で,前年度末(81, 237

　　

人）より4,328人，5.3％増加した。

７

　

公共下水道事業

（1）事業数

　　

昭和37年度末の事業数は159 (法適用企業17、法非適用企業142)

　

である。経営主体別は、都道府県営３、大都市営６、市営142、町

　

村営８である。

（2）経営規模

　

（ア）普及状況

　　　

昭和37年度末の現在排水人口は1,566万人で、前年度(1,059万

　　

人）より507万入、48.0％増加した。

　　　

計画排水人口に対する普及率は16.8％である。

　　　

昭和37年度末の公共下水道事業の排水面積は９万ヘクタール

　　

で、市街地面積64万ヘクタールの13.6％に相当する。

　

（ｲ）利用状況

　　　

昭和37年度中の公共下水道事業の総処理水量は13億2,625万㎡

　　

で、前年度（10億1,500万m3）より３ｲ意1,125万m3、30.7％増加

　　

した。

（3）財

　　

務

　

図

　

法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　　

総収益は61億円、総費用は65億円で、前年度より総収益で

　　　　

10億円、19.9％、総費用で14億円、27.7^増加した。

　　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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この結果、純利益５百万円（３事業）、純損失４億円（８事

　　

業）となった。これを前年度と比べると、純利益において２

　　

億円の減少、純損失において２億円の増加となっている。

(ii)費用構成

　　　

費用の65億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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(iii)経営比率

　　　　

総収益対総費用比率は94.2^で、前年度（100.3％）より

　　　

6.1％減少し、営業収益対営業費用比率では94.3％で、前年

　　　

度（99.5％）より5.2％減少した。

（ｲ）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　　

歳入は、収益的収入46億円、資本的収入204億円、繰越金

　　　

５億円、歳入総額255億円で、歳出は収益的支出47億円、資
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本的支出203億円、歳出総額250億円である。

　

(ii)収益的収支

　　　　

収益的収入は46億５千万円、収益的支出47億１千万円で、

　　　

収支差引では支出に対し収入が６千万円不足した。

　

(iii)費用構成

　　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費17億円（36.0％）、支

　　　

払利息14億円（30.6％）、動力費・材料費等16億円(33.4%)

　　　

である。

　

（iｖ）経営比率

　　　　

収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対

　　　

する比率は90.5％である。

㈲

　

法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　　

資本的収入は147億円（翌年度に繰り越される支出にかか

　　　

る財源充当額８億円を含む。）で、前年度(120億円）より27

　　　

億円、22.5%増加し、資本的支出は157億円で前年度(141億

　　　

円）より16億円、11.5％増加した。

　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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(ii)財政状態

　　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。固定資

　　

産対長期資本比率は99.1％(前年度99.0％)､流動比率は119.5
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法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は204億円であり、資本的支出は203億円である。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（4）職

　　

員

　　

昭和37年度末の公共下水道事業の職員数は7,672人で、前年度末

　　

(7, 370人）より302人、5.1％増加した。
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８

　

その他の地方公営企業

（1）事業数

　　

地方公共団体は、前述の事業のほか各種の事業を行なっている。

　

その事業数は、昭和37年度末で1,055 (法適用企業75、法非適用企

　

業980）であり、前年度末(936)より119事業、^2.l%増加した。

　　

経営主体別は、都道府県80、大都市営24、市営608、町村営327一

　

部事務組合営16である。事業別では、法適用企業は港湾整備事業

　　

（９）、市場事業（２）、と畜場事業（２）、観光施設事業（27）､宅

　

地造成事業（10）、総合開発事業、住宅事業、モーターボート事

　

業、牛乳処理事業、酪農センター事業、医薬品製剤事業、資金運用

　

事業、縫製事某、製茶事業、有線放送事業、製氷事業、授産所事

　

業、木工事業、砕石事業、機械受託事業等である。法非適用企業で

　

は港湾整備事業(114)、市場事業（62）、と畜場事業（480）、観光

　

施設事業(127)、宅地造成事業(195)等である。

（2）財

　　

務

　

（ア）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　　

総収益は107億円、総費用は93億円で、前年度より総収益

　　　　

で33億円、43.6％､総費用で25億円、37.3％それぞれ増加した。

　　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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この結果、純利益15億円（43事業）、損益Ｏ（２事業）、純損

　　　

失１億円（17事業）である。なお、13事業については建設中

　　　

であるので損益計算書は作成されていない。

　

(ii)経営比率

　　　　

総収益対総費用比率は114.9％で、営業収益対営業費用比

　　　

率はn8.2％である。

（ア）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　　

歳入は収益的収入424億円、資本的収入697億円、繰越金

　　　

229億円、歳入総額1,350億円で、前年度と比べると392億

　　　

円、40.8％増加した。歳出は、収益的支出168億円、資本的

　　　

支出975億円、前年度繰上充用金14億円、歳出総額1,157億

　　　

円で、前年度と比べると413億円、55.4^増加した。

　

(ii)収益的収支

　　　　

収益的収入は424億円で、前年度(266億円）より158億

　　　

円、59.7^増加し、収益的支出は168億円で、前年度（120億

　　　

円）より48億円、39.4^増加した。

　

(iii)事業別収益的収支

　　　　

収益的収支の事業別内訳は、つぎのとおりである。
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収益的収入の収益的支出に地方債償還金を加えたものに対

　　

する比率は190.2％で、その事業別比率は、つぎのとおりで

　　

あるが、港湾整備事業（301.8％）、宅地造成事業（216.7％）

　　

の経営状況が良好なのが目立っている。
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團

　

法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　　

資本的収入は284億円（翌年度に繰越される支出にかかる

　　　

財源充当額19億円を含む｡）、資本的支出は302億円である。

　　　　

その内訳はつぎのとおりである。
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(ii)財政状態

　　　

昭和37年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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固定資産対長期資本比率は61.7％（前年度68.0％）、流動比
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（3）職

　　

員

　　

昭和37年度末のその他の地方公営企業の職員数は、12, 569人で、

　

前年度末(9, 426人）より3,143人、33.3％増加した。
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昭和37年度の歳入決算額は2,352億円（前年度1,984億円）で、前

年度と比べると368億円、18.5％増加した。歳出決算額は2,302億円

　

（前年度1,935億円）で、前年度と比べると367億円、19.0％増加し

た。

　

歳入および歳出決算額の事業別および科目別内訳はつぎのとおり

で、前年度に引き続き競輪事業の増加が著しい。
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収益事業会計から普通会計への繰出金は271億円(前年度222億円)

で、前年度と比べると49億円、22.1%増加したが、その内訳は、つぎ

のとおりである。
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収益事業における普通会計への繰出金の状況

（ニ）国民健康保険事業
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昭和37年度における国民健康保険事業の実施団体は、3,451団体（大

都市５、特別区23、市546、町村2,874、一部事務組合３）である。

これらの団体のうち直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体は

1,178団体（大都市１、市223、町村951、一部事務組合３）である。

　

国民健康保険事業の被保険者、受診率および１人当り医療給付費に
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ついて、健康保険（政府管掌被保険者分、政府管掌被扶養者分、組合

管掌被保険者分および組合管掌被扶養者分）の状況を比較すると、つ

ぎのとおりである。
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（注）１

　

受診率とは、被保険者（被扶養者数）100人当りの受診件数（療養の給付

　　　

の診療費のみ）である。

　　

２

　

１人当り医療給付額とは、保険者負担額である。

　　

３

　

組合管掌健康保険の被扶養者分１人当り医療給付額には、家族療養付加金

　　　

を含めていない。
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事業勘定の歳入決算額は1,195億円（前年度1,012億円）で､前年度

　

と比べると183億円、18.1％増加した。事業勘定の歳出決算額は1,122

　

億円（前年度952億円）で、前年度と比べると170億円

　

17.9％増加

　

した。

　　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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5.9

100.0

　

7.4

　

88.1

　

2.0

　

2.5

100.0

　

対前年度

　

増減率

　

37

　　

36

一

　

％

　　

％

10.2

　

25､5

24.0

　

44.3

　

7.6

　

34.7
40.3

　

52.3
18.1

　

35.5

15.9

　

28.1
17.8

　

37.7
33.3

　

26.3
15.4

　

10.2
17.9

　

34.3

　　　　　　

入

保

　

険

　

税(料)
国庫支出金
普通会計繰入金

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

一一

１



　

事業勘定の形式収支は73億円の黒字であるが、その額より翌年度に

繰り越すべき財源４億円および繰入金74億円を控除し、繰出金７億円

を加えた実質上の収支は２億円の黒字（前年度２億円の赤字）であ

る。

３

　

直診勘定（直診病院を除く。）

　　

直診勘定の歳入決算額は88億円（前年度83億円）で、前年度と比べる

　

と５億円、5.8％増加した。直診勘定の歳出決算額は93億円（前年度

　

87億円）で、前年度と比べると６億円、7.0％増加した。

　　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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収
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決算額構成比増減額構成比
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54.8

　

9.5

　

55.8

0

　

20.8

　

21.6

　

7.9

　

24.0

1

　

13.7

　

13.8

　

12.7

　

11.5

4

　

13.2

　

9.8

　

69.9

　

8.7

5 100.0 100.0 100.0 100.0

2

　

41.3

　

42.0

　

31.3

　

44.0

1

　

42.7

　

32.7

　

18.6

　

31.9

3

　

16.0

　

25.3

　

50.1

　

24.1

6 100.0 100.0 100.0 100.0

見対
増
3
7

　

％

1.0

2.1

5.4

41.4

　

5.8

　

5.2

　

2.9

25.7

　

7.0

％

15.8

17.6

12.6

13.4

15.5

15.1

13.9

13.6

14.3

　

直診勘定の形式収支は、５億円の赤字であるが、その額より翌年度

に繰り越すべき財源１億円および繰入金12億円を控除した実質上の収

支は、18億円（前年度15億円の赤字）の赤字である。

（三）公益質屋事業

　

昭和37年度末の公益質屋事業の実施団体数は562団体（前年同期639

団体）で、前年度末と比べると77団体減少した。

　

公益質屋事業の歳入決算額は37億円（前年度38億円）で、前年度と比
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区

べると１億円、1.2％減少した。公益質屋事業の歳出決算額は35億円

　

（前年度35億円）で、前年度と比べると４千万円、＼.＼%増加した。

　

歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

分

歳

　　　　　　

入

　

貸付金回収金
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72.8△97.7△55.0△1.6△3.1

　

9.4

　

9.7△34.1△12.7△4.1 -i5.2

　

6.1

　

4.6 125.0　5.7 31.3　5.4

6 1　12.4　12.9 ^93. 2ム38.0 A 8.1△11.1

△1 100.0 100.0 100.0 100.0△1.2△4.0

ａ

1

0

1

0

　

13.5

　

12.6 105.4　41.7　8.9　10.9

　

78.3

　

79.0

　

10.8△84.4

　

0.1△3.1

　

8.2

　

8.4△16.2△57.3△20.0△16.7

100.0 100.0 100.0 100.0　1.1△2.9

　

公益質屋事業の形式収支は２億円の黒字であるが、その額より繰入

金２億円を控除した実質上の収支は４百万円の赤字（前年度１億円の

黒字）である。

（四）農業共済事業

　

昭和37年度末の農業共済事業の実施団体数は、564団体（市82、町

村482)である。前年度末と比べると、町村において156団体増加し

た。

　

農業共済事業の歳入決算額は26億円（前年度16億円）で、前年度と

比べると10億円、62.5％増加した。農業共済事業の歳出決算額は24億

円（前年度15億円）で、前年度と比べると９ｲ意円、60.0％増加した。
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共
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歳入および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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１

２

統

　

計

凡

表

例

　

本表の記号は、つぎによつた。

　　　　

一

　　

皆

　

無（該当なし）

　　　　

Ｏ

　　　

単位未満

　　　　

乙

　　

負

　　

数

　

都道府県決算額と市町村決算額をあわせたものは単純

合計額となるので、純計額とは合致しない。

－



第１表

　

地 方 公 共 団

　

ｓ:

　　

゛

ﾄﾞ

ﾄﾞ

|乳
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/ﾌﾚ

31
7レ3ﾔﾚ31
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道

　　

府

　　

県
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1

　　　　

46

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　

9 868　　　4 722　　　3 886　　　37り　　　3 609

　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　　

５

　　　　

５

　　　　　

市

　　　　　　　　　

281

　　　　

486

　　　　

494

　　　　

500

　　　

542

　

町

　　　　　　　

村

　　　

9 582　　　4 231　　　3 387　　　32151　　　3 062

計（普通地方公共団体）

　　　

9 914　　　4 ｱ68　　　3 932　　　3 766　　　3 655

特

　　　

別

　　　　

区

　　　　

23

　　　　　

23

　　　　

23

　　　　

23 23

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一

計（特別地方公共団体）

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

｜

（注）

　

Ｉ

　　　　

２

　　　　

３

大都市とは，大阪市，名古屋市，京都市，横浜市および神戸市をいい，

昭和28年10月１日は，町村合併促進法が施行された日である。

特別地方公共団体には，財産区を含まない。

　　　　　　　　　

第２表

　

団

　　　

体

その１

　

国勢調査人口および１団休当り面積の推移

別 人

　　　

区

　　　　　

分

　　　

昭和25年10月１日昭和30年10月１日昭和35年10月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　　

（Ｂ）

　

特

　

別

　

区（東京都23区）

　　　

５昌

　

ｊ

　　

６昌

　　

ぶ

　　

８昆

　

詣

　

大

　　

都

　　

市j

　

5815

　

イ

7 233　　8.1　　　8 378　　9.01

　　　　　　

市

　　　　　

｜

　　

20013

　

24.0

　　

36 086　40.4　　42 645　石.δ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

小

　　　

計

　

（市部人口）

　　　

31 213　J7ぷ　　　50 288　56.3　　59 333　63.5]

　

町

　　　

村（郡部人口）

　　　

51 997　∂21　　38 988　む.7　　34 085　昶.J
」

合

　　　　　　

計

　　

｜

　　　

83 210　100.0　　89 276　100.0　　　93418　100.0!

(注) １

２

昭和35年10月１日の人ロには，長野県と岐阜県の境界紛争地域の人ロ73

特別区および市町村の１団体当りの面積は，境界不明地域を除いた面積
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体
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昭

　　　　　　

昭

　　　　

フ

　

昭

　　　　　　　

比
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35. 3.31　1 36. 3.31　　ﾄﾞｲり38詰六白二㈲廓づ
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46
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100.0
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5

　　　　　　　

5

　　　　　　　

5

　　　　　　

5

　　　　　

0

　　　

100.0

　　　　　　

550

　　　　　　

550

　　　　　　

551

　　　　　

547

　　　

△4

　　　

jﾀ4.7

　　　　　

2 977　　　　　2 948　　　　　2910　　　　2 885　　　△25　　　30.1

　　　　　

3 578　　　　　3 549　　　　　3 512　　　　3 483　　　△29　　　35.1

　　　　　　　

23

　　　　　　

23

　　　　　　

23

　　　　　　

23

　　　　　

0

　　　

100.0

　　　　　

1 106　　　　　1 192　　　　　1 280　　　　1 404　　　　124　　　　　－

　　　　　

丿29

　　　　　

I 215　　　　　1 303　　　　1 427　　　　124　　　　－

　　　　　

4 707　　　　　4 764　　　　　4 815　　　　4 910　　　　951　　　　－

市とは，大都市以外の市をいう（以下各表とも同じ｡）。

□ の 推 移

　

比

　　　

較

　　　　　

１団体当り人口（人）

　　　　　　

１団体当り面積（k㎡）

　　

l

漂

一

牡ぎ賢異ﾌﾜ青戸異でで牡乱

一

冷評詰青戸詰牡乱

一

冷

］

　　　

千人

　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　

i

　　

1 341　19.2　　303 005　　361 306　　58 301　　　24.76　　　24.76　　　　　01

　　

口45

　

15.8

　

1 445 671　1 675 607　　229 936　　　38.10　　　39.89　　　　1.79j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

6 559　j∂.2　　74 414　　77 537　　　3 123　　130.53　　142.84　　　12.31

　　

9 045　j∂.Q　　98 027　　102 653　　　4 626　　128.231　　140.36　　　12.13

　

^ 4 903△12.6　　　9 021　　　11 562　　　2 541　　　69.18　　　96.41　　　27.23

　　

4 142　　4.6　　18 464　　2.6 322　　　7 858　　　76.46　　104.63　　　28.17

人および岡山県児島湾干拓第７区の人口1,200人を含まない。

を団体数で除したものである。
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第２表

　

団体別人口の推移

その２

　

都道府県別人口の推移

(つづき)

　　　

(単位人･％)

　

回
半腎聯水災旱⑤平‰万言|

　

北

　

海

　

道

　　

4 773 087　5 039 206　5 073 156　5 101 1461　　279901　　　0.∂

|

　

青

　　　

森

　　

1 382 523　1 426 606　1 429 027　1 426 413　△　2614　△　Q.2

　

岩

　　　

手

　　

1 427 097　1 448 517　1 445 176　1 440 309　・4 867　　・Q.∂

　

宮

　　　

城

　　

1 727 065　1 743 195　1 740 620　1 736 624　△　39％　　△　Q.2

　

秋

　　

田

　　

1 348 871　1 335 580　1 325 493　1 310 901　△14 592　△　l､1

1

　

山

　　

形

　

1 353 649　1 320 664　1 309 572　1 296 055　△13 517　・1.0
l

　

福

　　

島

　

2 095 237　2 051 137　2 036 610　2019 797　△16813　△　C).∂
！

　

茨

　　　

城

　　

2 063 944　2 047 024　2 053 290　2 057 865　　　4 575　　　　0.2
1

　

栃

　　　

木

　　

1 544 987　1 513 624　1 512 250　1 512 373　　　123　　　0.Q
｜

　

群

　　　

馬

　　

1 616 142　1 578 476　1 577 716　1 578 705　　　989　　　0.1

｜

　

埼

　　　

玉

　　

2 260 493 2 430 871　2 492 434　2 577 884　　85 450　　　　3､4

｜

　

千

　　　

葉

　　

2 205 153　2 306 010　2 352 681　2 419 156　　66 475　　　2.∂

　

東

　　

京

　

8 039214 9 683 802 9 986 198 10 256 883　270 685　　2.7

　

神

　

奈

　

川

　　

2919497

　

3 443 176　3 588 8％　3 763 893　　174 997　　　M

　

新

　　

潟

　

2 473 492　2 442 037　2 431 676　2417816　△13 860　・卵

　

富

　　　

山

　　

1 021 121　1 032 614　1 032 486　1 031 219　△　1 267　　△　0.j

　

石

　　

川

　　

966 187　973 418　976 148　977 049　　　901　　　0.j

　

福

　　　

＃

　　

752 758　　752 6％　　753 210　　752 042　△　1 168　　・0.2

　

山

　　　

梨

　　

807 044　　782 062　　778 888　　773 161　△　5 727　ム　0.7

　

、長

　　　

野

　　

2 019 860　1 981 433　1 975 402　1 970 507　・4 895　　・　0.2
り皮

　　　

阜

　　

1 586 3341　1 638 399　1 647 988　1 660 876　　12 888　　　0.∂

　

静

　　　

岡

　　

26504劉

　

2 756 271　2 782 568　2 814 657　　32 089　　　j.2

　

愛

　　　

知

　　

3 769 209　4 206 313　4 326 724　4 445 952　　1 19 228　　　2.∂

　

三

　　　

重

　　

1 485 582　1 485 054　1 491 637　1 498 488　　　6 851　　　　Q.5

　

滋

　　　

賀

　　

853 734　　842 695　　844 617　　847 344　　　2 727　　　Q.3

　

京

　　　

都

　　

1 933 886|　1993 403　2 007 077　2 025 775　　18 698　　　　り.ﾀ

　

大

　　　

阪

　　

4 619 583･　5 504 746　5 730 491　5 972 038　　241 547　　　　4.2

　

兵

　　　

庫

　　

36209顎

　

3 906 487　3 979 746　4 061 968　　82 222　　　2j
・奈

　　　

良

　　

ﾌﾌ6 861　　781 058　　781 9％　　786 043　　　4 047　　　卵

　

和

　

歌

　

山

　　

1 006 819　1 002 191　1 004 986　1 007 903　　　2 917　　　0.3

　

鳥

　　　

取

　　

614 259　　599 135　　595 949　　592 615　△　3 334　△　邸

　

島

　　

根

　　

929 066　888 886　879 657　867 708　・11 949　△　j.4

　

岡

　　　

山

　　

1 689 800　1 670 454　1 663 332　1 654 671　△　8 661　　△　0.5

　

広

　　　

島

　　

2 149 044　2 184 043　2 193 551　2 210513　　16 962　　　0.∂

　

山

　　　

□

　　

1 609 839　1 602 207　1 592 950　1 584 405　ム　8 545　ム　0.5

　

徳

　　　

島

　　

878 109　　847 274　　838 178　　829 794　△　8 384　△　j.ひ

　

香

　　　

川

　　

943 823　　918 867　　912 676　　907 164　ム　5512　ム　卵

　

愛

　　　

媛

　　

1 540 628!　1 500 687　1 487 398　1 473 251　△　14 147　　ム　j.ひ

　

高

　　

知

　　

882 683　854 595　845 651　835 575　.10076　ム　j.

　

福

　　　

岡

　　

3 859 764　4 006 679　4 000 693　4000305　△　　388　△　邸

　

佐

　　

賀

　　

973 749　942 874　929 120　909 055　△20 065　△　2.

　

長

　　　

崎

　　

1 747 5％　1 760 421　1 743 073　1 716 132　a 26 941　△　1.5

　

熊

　　

本

　　

1 895 663　1 856 192　1 838 286　1 817 577　ム20 709　△　1.1

　

大

　　

分

　

1 277 199　1 239 655　1 228 731　1 214 944　△13 787　△　u

　

宮

　　

崎

　

1 139 384　1 134 590　1 128 264　1 117 633　ム10631　△　0.

　

鹿

　

児

　

島

　

2 044 H2　1 963 104　1 938 361　1 905 766　ム32 591　△　1j7

　

合

　　

計

　

89 275 529 93 418 501 94 284 629 95 1ｱｱ950　893 321　　0.9

(注) １

　

昭和35年10月１日現在の国勢調査人ロのうち長野県と岐阜県の境界紛争

　

地域の人口73人は，それぞれの県の計数から除いている。
２

　

昭和36年および昭和37年10月１日現在の人口は，総理府統計局の人口推

　

計による。
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第３表

　

昭和37年度団体別決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出差引翌年度へ繰り

　

区

　　　　

分

　

|

　

歳

　　

入

　

|

　

歳

　　

出

　

|
額（Ａ）－（ＢＪ）|繰すべき財源

|
実質収支

１

　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（Ｄ）

　

（Ｃ）－（Ｄ）

　

都

　

道

　

府

　

県

　　

1 899 3391　　1 837 762　　　61 577　　　24 189　　37 388

　

市

　

町

　

村

　　

1 195 570:　　1 161 655　　　3391 17 753　　16 162

　

大

　

都

　

市

　　　

171 421　　167 551　　　3 870j　　　4 501　　△631

　　　　

市

　　　　　

564 3561　　555 255　　　9 101　　　7 081　　　2 020

　　

町

　　　

村

　　　

376 542!　　363 478　　　　13 064　　　　1911111ご

　　

特

　

別

　

区

　　　　

682
ぷ

　　　

61 206　　　7012　　　3 997　　3015

　　

一部事務組合

　　　　

15 033　　　14 165　　　　　868･　　　　　263　　　　605

　　

合

　

計

　　　

3 094 909　　2 999 417　　　95 492　　　41 942　　53 5こ

　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

－
(注)１

　

一部事務組合の決算額は，一部事務組合と一部事務組合を組織する市お

　　　　

よび町村との相互重複額は控除されていない。

　　　

２

　

歳出額には，地方自治法施行令第171条の２第２項の規定により決算上

　　　　

支出されたものとみなされる予算繰越額は含まない(以下各表とも同じ｡)，

　　　

第４表

　

昭和37年度団体別決算額と前年度との比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％:)

　　　　　　　　　　　

１

　　

レ」七

　　　

較

　

l

　

g

　　

゛

　

0374ドIf

　

４りおり詣巾

歳入総額

　

｀

　

3 087 9ｱ31　　　2 592ｱﾌ21　　　　　　495201　　17.7　23.8!

都道府県

　　

1 899 339　　1 593 9101　　　305 429　四.2　24.∂1
市

　

町

　　

村

　　　

1 188 634　　　998 862　　　　　189 772　　四.Q　刀.Ｊ

　

大

　

都

　

市

　　　　

171 421　　　　140 943　　　　　30 478　　21.6　24.7＼

　　

市

　　　　　　

564 356　　　474 559　　　　　89 797　　j∂j　22.∂|

　

町

　　　

村

　　　　

376 542　　　　323 668　　　　　52 874　　妬.3　四.5

　

特

　

別

　

区

　　　　　

68218

　　　　

54 026　　　　　14 192　　怒.3　2∂.∂|

　

一部事務組合

　　　　　

8 097　　　　　5 666　　　　　　2 431　　24.9　卯や

歳

　

出

　

総

　

額

　　　

2 992 481　　　2 472 301　　　　　520 180　　21.0　24.1

都道府県

　　

1 837 762　　　1 513 901　　　　　323 861　　21.4　　25.2＼
市

　

町

　　

村

　　　

1 154 719　　　958 400　　　　　196 319　　20.5　22.5

　

大

　

都

　

市

　　　　

167 551　　　　136 286　　　　　31 265　　22.9　25.∂

　　

市

　　　　　　　

555 255　　　　459 677　　　　　95 578　　20.8　22.5

　

町

　　　　

村

　　　　

363 478　　　　310 551　　　　　52 927　　17.0　四丿

　

特

　

別

　

区

　　　　　

61 206　　　　46 9131　　　　　14 293　　お.5　昂.j

　

一部事務組合

　　　　　

7 229　　　　　4 973　　　　　　2 256　　お.4　印.1

（注）一部事務組合の決算額は，一部事務組合と一部事務組合を組織する市および

　　

町村との相互重複額があるため，その額を便宜上一部事務組合から控除してあ

　　

る。
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区 分

弟５表

　

昭和37年度純計決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)
＝

　　　　　

㎜-

　　　　　　　　　

-→

　　　

-
¶

　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ
ｌ

　　　　

ｌ

　　　　

ｌ

　　

比

　　　　　　

較

　　　　　

｜
｜昭和37年度１

　

昭和36年度

　

。‾‾’

　　　　

ｉ

　　　　

卜。二：ｌ

　　

ｉ

　　　

ド減

　

町ぢり混か

　　

一一一一一一一一一

　　　

一‥

　　　　

一一一|

歳出純計細Ｃ匹･Ｄ･

　

2 887 366

１

　

１

　

５

　

３

　

９

　

９

　

５

　

０

　

１

　

１

　
　

０

　

２

７

　

２

　

７

　

５

　

４

　

１

　

２

　

５

　

０

　

２

　
　

５

　

０

７

　

２

　

５

　

０

　

５

　

５

　

５

　

５

　

３

　

２

　
　

５
７

２

　

１

　

１

　

９

　

３

　

０

　

６

　

１

　

２

　

１

　
　

８

　

５

９

　

８

　

１

　

４

　
　
　
　

Ｉ

　
　
　

Ｉ

　

ア

　

８

　
　

１

　

４

５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

　

４

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２

　

２

１０５□

　　　

6 450'

　　　　　　

｜

2 391 0801

一一一一一一一一一一-

－196－

　　

1 291

　　　　　

｜

　　　

327

　　

20川

　　　　　

i

471 309'

　　　　　

1

520 179,

　　　　　

｜

　

23 893.

　　

9 507

　

12 470

　　　

327,

　　

1 589'

496 286

3'1

37.1･

お.

ﾂﾞ

　　

I

Jブ

　

叫

∩

門

2ブ

３ｲ

51､31

27.31

ふう

24.6

20.8

1

jﾀ.∂I

29､3

14､３

Ｓ０.7

jδ｡5

　

7.5

－
－
－
‐
ｊ
ｌ

　

Ｏ

　

Ｉ
Ｉ

　
　

Ｉ

　
　

欄

　

４

　

ｙ

　

C
N

C
V
)

四.斤

12.8

　

9.5

38S

206.3

　

24.2

一 一

Ｌ

ｉ

歳

　

入

　

総

　

細叫

　　

3 087 973

てニ

　

都道府県支出金l

　　　

64 966°

　

寄

　

附

　

プ

　　　

4s囮

　

‰鸚入昌

｣

　

108
よ

巌

で

純計

宍

(Ａ)一

万

　　

298

ﾆｽﾞJ

,廠

　

出

　

忿

　

額

宍

　　

2 992 480:

団休間重複額

　

叫

　　　

105 114J

　

柚助交付金i

　　　　　

l

　

引言雖

　　

∩

　

ｹﾞﾋﾞ塵万万i

　　　

1二

-

一 一

- -

｜

ｊ

』



第６表

　

純計決算額の推移

　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)
/~歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　

歳

　　

‾

　　　　　　　　　　

-一一一

　

ｓ

　

゛
ゆ四

（ｍ（鸚ぎ準々溥「セ引a甘茶

一

昭和31年度

　　　

I 250 979　　　－　　皿J　　　1 206 069　　　-」　　∂.0

　

32

　　　　　　　

1 407 088　　　　－　　12.5　　　1 342 528　　　　〕　　11.3

　

33

　　　　　　　　

1 504 250　　　　－　　　∂.ﾀ　　　1455 579 -!　．．

　　　　　　　　　　　　　　　

｜
31～33平

　

均

　　　　

1 387 439　　　j叩　　　　－　　　1 334 725　　　jヤ　　　ー

　

34

　　　　　　　

1 689 352　　　j22　　12.3　　　1 623 883　　　122'　　11.6

1

　　　

35

　　　　　　

2 025 802　　　j妬l　　jﾀ.∂　　　1 924 907　　　μ丿　　認.5

　

36

　　　　　　

2 511 550　　　j∂j　　2y.01　　　2 391 080　　　j7ﾀ1　　24.21

37

　　　　

1

　

2 982 859 2ﾘ　　j∂゜∂|　　2 887 366　　　2拓|　　　2Q.∂

　　　　　　　　

一一

　　　　

一一一

第７表

　

決算規模の推移

(単位

　

百万円)
一 一 一 一 一 一

ご

か

　

;J

J･･

　　　　

I
沁入|歳出）歳元歳出

‥-一一一一
∧

＼

Ｆ

　　

Ｉ

　　

Ｉ

　
　

出
。

　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

∽

　

2
5

　

邸

　

り

　

皿

　

一

　
　

歳

一

　
　
　
　
　
　
　
　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

９
】
一

国

　

‐
。

　

一

　
　

－
―

　
　
　
　
　

－
♂
－
－

　

－
―
－
－

　

－
－
－
－
－
ｉ
―
－
―
！

　
　

入
一

　

一

　

一

　

一

　

∽

　

俘

　

む

　

お

　

妬

　
　

言

　
　
　
　

ｊ
７
ｊ
ｊ
ｒ
・

’
－
”
‐
－
－

　

－
’
－
”
’
－
－

　
　

’
－
ｊ
”
’
Ｉ
Ｉ
’
－

　

－
’

　

上

　
　

出
一

　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

凹
2
2
″
乃
お
一

方

　

歳

　
　
　
　
　
　
　
　

･
-
Ｈ

<
-
4

-
-
Ｈ

■
―
(

C
＼
l
　
一

　
　

１
１
－

　
　
　
　

－
‐
－
ｊ
Ｉ
Ｉ
’
Ｆ
‐
－
－
－
－
・
－
－
―
―
－
―
1
1
1
1
1
L

也

　

入

「

万
一

　

一

　

叩

　

認

　

妬

　

沢

　

Ｂ

　

一

分区

昭和31年度

3
2

　

3
3

31～33平均

４

　

５

　

６

　

７

Ｃ
Ｏ

C
O

C
O

C
Ｏ

（注）「地方」の歳入，歳出は純計決算額である。
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１

　　

地

　　　　

方

　　　

国

　

（一般会計）

--一一一一‥‥－一一一一一一一一一一
1歳

　　

入∩沈

　　

出

　

歳

　　

入ﾄﾞ茂

　　

山べ

　　　　　

=皿－=㎜四･〃J
ﾄ

250

り

1 206 0ﾂﾞ1 232 514　1 069う

　

1 407 088　1 342 5281　1 399 85＆　I 187 676!
j

　

1 504 250　14555791　1 453 747　1 331 562t

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

1

　

1 387 439　1 334 725!　1 362 040　1 196 141

　

1 689 352　1 623 883　1 597 213|　1 495 040

　

2 025 802　1 924 907　1 961 025　1.743

1
1

　

2 511 550　2 391 0801　2 515 932　2 063 468

1

　

2 982 8り　2 887 3ﾘ　2 947 6231　2 556 6ゾ

~ 一 一 一 一 一 一 -

-

　 　 　

一 一 一

　 　

-
一 一 一 一 一 一 ‥ - 一 一

　 　 　

-

１

ｉ

!

ｊ

｜



第８表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

団

　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

37

　　　　

年

　　　　

区

　　　　　

分

　　　

|団体数（Ａ川歳

　

入（Ｂ川歳

　

出（Ｃ）|喬一(C) (D)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

46

　　

1 899 339　　1 837 762　　　61 57

　　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　

44

　　

1 576 555　　1 518 276　　　58 27

　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　

2

　　

322 784　　　319 486　　　3 29

　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

（3詣卜1昌昌之（驚詣

　

33 91

　　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　

（3詣

　

879 759　　　835 900　　　43 85

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(404)

　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　

｜

　　　　

481

　　　

315 811　　　325 755　　　△994

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　

5

　　　

171 421　　　167 551　　　　387

，

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

2，

　　

48 846　　　46 241　　　　2 60

　　　

゛

　　　　　

7J

　　　

I団体数（Ａ川歳

　

入（Ｂ川歳

　

出（Ｃ）|喬一(C) (D)

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

46

　　

1 899 339　　1 837 762　　　61 57

1

　　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　

44

　　

1 576 555　　1 518 276　　　58 27

　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　　

2

　　

322 784　　　319 486　　　3 29

　　　　　　　　　　　　　　　　

(3 460) (1 188 634) C卜54 719)

　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　

4 864　　1 195 570　　1 161 655　　　33 91

　　　　　　　　　　　　　　　　

(3 056)

　　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

4 383　　879 759　　835 900　　　43 85

　　　　　　　　　　　　　　　　

(404)

　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　

｜

　　　　

481

　　　

315 811　　　325 755　　　△994

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　

5

　　　

171 421　　　167 551　　　　387

，

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

2

　　　

48 846　　　46 241　　　2 60
1

　　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

J

　

122 575　　　121 310　　　　1 265

　　　　　　

市

　　　　　

1

　　　　

54

J

　　

564 356　　555 255　　　9 101

　　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

4

ﾔ

　　

408 890　　　392 421　　　16 469

　　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　

1361

　　　

155 466　　　162 834 A 7 368

　　

町

　　　　　　　　

村

　　　　　

28緊

　　

376 542　　　363 478 130釧

　　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　

2 620　　339 927　　323 405　　　16 522

　　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　

1

　　　

2

よ

　　

36 615　　　40 073　　　△345

　　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　　

ム

　　　

68 218　　　61 206　　　　7oぷ

　　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　

！

　　　　

2

J

　　　

68 218　　　61 206　　　701

　　　　

赤

　

字

　

団

　

休

　

!

　　　　　

］

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

ｉ

　　

一部事務組合i

　　　

1 404　　　　15033　　　　14 165 86j

　　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　

i

　　　　

1327

1

13 878　　　　12 627 1釧

　　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

77

　　　　　

1 155　　　　1 538　　　△383

　　　　　　　　　　　　　　　　

（3506

j

（3087 973) (2 992 481)

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

4 910　　3 094 909　　2 999 417　　　95 49

　　

黒

　

字

　　

団

　　

体

　　　　

［3言

　

－

］

　

2 354 176　　　102 138

　　

赤

　　

字

　　

団

　　

休

　　　　

（惣

|

　

638 599　　　645 241 △6 64j

（注）

　

１

　　　　

２

団体数欄の（

　

）は，一部事務組合を除いた団体数である。
歳入および歳出欄の（

　

）は，一部事務組合と一部事務組合を組織する
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体

　

別

　

実

　

質

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況
(単位

　

百万円)

　　　　

度

　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　

比

　

較

　

増

　

減

翌年度へ繰り越実質収

宍

　　

．

　　　

実質収支

　

1

［１

　

体

　

数

　

実質収支

すべき財源（Ｅ）

1
（Ｄ）－（Ｅ）（Ｆ）団体数（Ｇﾊﾞ

　

（Ｈ）

　

（Ａ）－（Ｇ）

に

Ｆ）一（Ｈ）

　　　　　　

24 189　　　37 388　　　　　46　　　44 779　　　　　　－　　　△7 391

　　　　　　

19 977　　　38 302　　　　　451　　　44 862　　　　　a　l　　　△6 5.60

　　　　　　　

4 212　　　△914　　　　　　1　　　　△83　　　　　　1　　　　△831

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3 489)　　　　　　　　（△29）

　　　　　　

17 753　　　　16 162　　　　4 769　　　21 574　　　　　95　　　△5 412

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3 138)　　　　　　　　(a 82)

　　　　　　

12 686　　　31 173　　　　4 350　　　30 321　　　　　　33　　　　　852

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（351）

　　　　　　　　　

(53)

　　　　　　　

5 067　　　△15011　　　　　419　　　△8 747　　　　　62　　　△6 264

　　　　　　　

4 501　　　　a 631　　　　　　5　　　　1 132　　　　　　－　　　△1 763

　　　　　　　

1 780　　　　　825　　　　　　4　　　　1 210　　　　△　2　　　a 385

　　　　　　　

2 721　　　△1 456　　　　　　1　　　　△78　　　　　　2　　　△1 378

　　　　　　　

7 081　　　　2 020　　　　　551　　　　6 878　　　　△　4　　　△4 858

　　　　　　　

5 338　　　11 131　　　　　455　　　　11 970　　　　a 44　　　△839

　　　　　　　

1 743　　　△910　　　　　　96　　　△5 092　　　　　40　　　△4019

　　　　　　　

1 911　　　　11 153　　　　2910　　　　10616　　　　△25　　　　　537

　　　　　　　

1 382　　　15 140　　　　2 656　　　　13 873　　　　A 36　　　　1 267

　　　　　　　　

529

　　　

△3 987　　　　　254　　　△3 257　　　　　　11　　　　a 730

　　　　　　　

3 997　　　　3015　　　　　23　　　　2 369　　　　　　－　　　　　646

　　　　　　　

3 997　　　　3 015　　　　　23　　　　2 369　　　　　　－　　　　　646

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　　

263

　　　　　

605

　　　　

1 280　　　　　579　　　　　124　　　　　26

　　　　　　　　

189

　　　　

1 062　　　　1 212　　　　　899　　　　　H5　　　　　163

　　　　　　　　　

74

　　　

ム457

　　　　　

68

　　　

△320

　　　　　　

9

　　　

△

　

137

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3 535)　　　　　　　　　（△29）

　　　　　　

41 942　　　53 550　　　　4 815　　　66 353　　　　　95　　　△12 803

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3 183)　　　　　　　　（△83）

　　　　　　

32 663　　　69 475　　　　4 395　　　75 183　　　　　32　　　△5 708

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（352）

　　　　　　　　　

（54）

　　　　　　　

9 279　　　a 15 925　　　　　420　　　△8 830　　　　　63　　　ムフ095

市および町村との相互重複額を除いた額である。
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その

ー‥

区

i_.＿･__

　　

(注)

工

収支額の推移
一 一 一 一

-

　　

一一

分

　

∩a

年1
2
3
4
5
6
7

C
O
　
C
3
　
C
O
　
C
O

C
O
　
C
O
　
C
Ｏ

全
一
額

｢叩声収支額

一一‥-一一……一

団体数欄には，

第９表

　

実

　

団

一一
都道府県

体数廠支額

一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況
一

　
　
　

ズ

　
　
　
　

ー

－
－
－
－
‐

　
　

－
‐
＝
‐
‐
＝
―
‐
‐
‐
‐

一 一

区

一 一 一

一一一一一一一一一

　　　　

一一一一

分

和訓年度

　　

32

　　

33

　　

34

　　

35

　　

36

　　

37

一 一 一

分

昭和31年度

　　　　

32

　　　　

33

　　　　

3４

　　　　

35

　　　　

36

　　　　

37
一 一 一 一 －

　

総

一一
団体

　

全

－¶
額

O

<
1

<
]
乙
△
乙
乙

ｌ

一一一

団
一 一 一

体

一
市

3
3
3
3
3
3
3

町

　

村

廠支額

4
1
7
9
8
1
6

　

１

　
　

１
２
１

一一一一一

体

都道府県

　

丿

　

市

質

　　

収

総
一

一
収支額

３

－ － － ‥ 一 一 一 一 一 一

一 一 一 一 － -

町

　

村

　

‥一一

　　　　　

･一一一一一一一一一一一一一一

舅収支額呻体数収文額団体数l収支額

8耳

七タ

士

Jま
こﾂﾞ

総

　

70612

　

24 040

乙15 796

　

130で

　

２７ ８６３

　

- - 一 一

　 　

総

一 一 一 一

　 　

細

-

５4 140

4S 278

39 928

3! 074

22 490

１３ ５ﾌ3

　

9 129

　

-一一一一-

一

　

一

　

一

　

」
一

　

一

　　

34 96C a 836

　　

16819･△

　

166･

- 1 1 440乙　111

　　

10556し

　

77

　　

19 177,△　36

△

　

1 685△　301

ム

　

フ391 乙　29

一 一 一 一 一

一 一 一 一 一 一

都右略県

　

｜

額

･--一一

市

町

29 503

27 351

23 691

19 395

14 850

　

9 093

　

6573

1

　　　　

｜

乙

一 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一

一

村

24 637

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

一

　

－
Ｉ

　

－
－
－
－
－
－
－
－
－
｜
f

2 7

3 7

7 9

4 0
ｙ
J

5
1

9
2
6
6
5
5

　

一

〇
6
1
7
4
2
「

－200 －

9
9
6
9
4
5

2
4
3
4
7
7

Ｉ

　　　

黒

-一一一一一一一一一
尚尚

C
Ｏ
―
-
C
O
O
n
O
J
I
5
う
I

　

1 2
4
8
6
4
0
4
9
2
5
4
1
4

　

　
　

　

　

2
6
8
1
3
6
3

　

’
一

削O表

　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

歳入欠陥柿て

総

　　

額1都道府県

Ｃ
’
ｚ
E
1

0
6
7
4

1
1
（
Ｍ
）
7

8
6
2
9

1
1
1

6 461

2 182

一 一 一 一 一 一 一
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

- 一 一 一 一 一 一 一 一

一 一

- - = = ＝ ¬

一 一 一

一 一 一 一 一 一 一

-

-

一 一 一 一

＼

旺

｜

35 652 △143, 20 619!

　

7 221　125　19 092

　

4 356 A 153 A 12 393;

　

2 454 A　16　13030

　

8 686　　13a　24 981

　

3 213　　　ぷ　　5171

　

5412△

　

83'A

　

5 708｡

　　　　　　　

l

　　

l

一一一‥

度にU

　

15

1

　

46

1

　　

37づ

　

39 74が　4ぶ

　

に678|

　

23 9特　嫉

　

1 3 6011　36 962:　　461

　

i 3 565!　64 8251　　46

　　

353ﾘ

　

66 353'　　46，

　　

3 506:　53 550,　祠

一 一 一 一 一 一 一

に = ¬ ~ = ← ＝ - = 〃 I

- 一 一 一 一

- = = ＝ I =

一 一 一

　 　

－

一 一

一 一 一

　

-一 一 一 一 一

一 一 一 一 －一 一 一 一 一 一 - － 一 一 一 一

一 一

　 　 　 　 　

一 一 一 一 一 一 一

　 　 　 　

一 一 一 一 一

_

　 　 　 　 　 　

_

へ

-

　 　 　

一 一 一 一 一 一 一

　 　 　 　

－

　 　 　 　 　

－

　 　 　

一 一 一 一 一 一 一 → 一 一

－

｜

｜

１

」

｜

｜

｜

｜

ｊ

！

－

１

－

！

１

ｌ

ｌ

Ｊ
ｒ

｜

１

ｌ

-

一 一 一 一

一 一 一 一 一

ｉ

｜



（
川
）
４
Ｑ
Ｊ
（
ブ
（
ノ
｛
Ｕ
ト
‘

9
8
4
4
5
2
5

5
5
4
3
1
1

支

　　

の 推

　　

移

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

一一一一一一

　　　　

一一一一一

　

字

　　　

団

　　　

体

　　　

｜

　

赤

　

・団コ

　

ー－
都道府県‘市

　

町

　

村

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村
-一一
団体数|収支額団体数|収支額団体数1収支額団体数l収支額

　

団体数|収支額

　

33

　

14 639 3 057　15 317　865 △14 248　　131 △　3287　　852　a109611

　

言打ご

　

昆レぼづ払毘

　　　

nレ昌

　　

言

　

乱御

　

ここ

　

昌回帽昌

づ

図1

　

言言謙

　　　

ぬ

　

1言

　　

白川昌

　

4

　　

44 862　3 131　30 321i　352 △　8830　　　11△　　83　　　3511 a　8 7471

　

4
9

　

38 302ド0門　31 1731　400 15 925　　ヤ　　914　　　404ﾚ15011

字

△

乙

都道府県

収支額

　

△

　

△
△

　
　

ふ

－
１
１
１
‐
－
‐
－
・
‐
‐
‐
―
‐

　

2
3
8
8
7
7
0

　

4
8
0
8
8
2
6

　

／
ｏ
Ｏ
Ｎ
　
０
"
:
)
　
o
つ
v
t

C
O

U
~
J

　

2
4
1
0
8
1
6

　

1
1
1
1
1

　
　
　
　

△

　
　

△
<
3

　

r
o

m
　
ｎ
-
i

-
.
-
i
-

ｒ
＼
i
.
―
i
　
1
1
1
1

等 現

市

体
一
町

　

村

丿収支額

　
　
　

△

　
　
　
　
　
　
　

－
・
‐
－

6
7
０
0
1
3
2

6
1
5
2
3

　

8

1
1
1

　

１

７

４

１

２
６
２

総

△693

△291

△

　

61

△

　

169

△

　

34

-

-
収支額

△

△

△

49 993

　

4 948

　

3 403

　　　

2C

　

2 882

　

1011

　

7 095

在

　

高

　

の

　

推

　

移

(単位

　

百万円う

字

　　　

団

　　　

体

都道府県

団体数1収支額

△

△

△

市

　

町

　

村

団体数

」
△

△
<
j

Ｏ

1
ヤ

△
ム
乙

収支額

7
3
3

2

　
　
　

△
△

ム

　

６

(単位

　

百万円)

一一

　　　

一一一一一一一一一一一一‥一-

ん債

　　　　

交付公債（昭和27年度以前分）｜

　

借

　

替

　

債（昭和31年度発行分）

市町村

ﾚ

　　

額i都道府県|市町村1総

　

額!

　

都道府県

　　

市町村

　　　　　　　　

1

　　　　

1

　　　　

1

　　

；

　　　

i

　　

24 023　　　8 367i　　　8 343i　　　　24　　　3 650,　　　3 060!　　　　5S

　　

20 319　　　83詞　　8 343!　　　　24　　　343ぴ　　　2B姐　　　　5S

　

ぺ5 765　　　8 3671　　　8 343|　　　　24　　　2 91可　　　　2 470　　　　　斟

　　

11 308　　　7 677　　　7 655'　　　　22　　　23嶮　　　　1 999.　　　　ふ

　　

7 461　　　7 093　　　70ゴ　　　　20　　　14万　　　　1 31べ N

　　

4 362　　　6 042^　　　6 0241　　　　詞　　　　1006　　　　　　8昿　　　　　1;

　　

2 477　　　5 409　　　5 392J　　　　171　　　　57ﾀﾞ　　　　　521　　　　　　5

--

　　

一一一一一一一

　　

一一一一一一一一-

　

-‥

201

｜

ｌ

- - 一 一 - - - － - - - - - － - － 一 一 - - -

_

　 　 　 　

_

一 一 一 一

｜

｜

｜

｜

｜

ｌ

1

1

1

1

1

｜

｜

ｌ

１

１

１

｜

！

｜



その１

　

収支額の推移

第11表

　

財政再建債等を考

｜

　　　　　

｜

　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　

黒

｜

　

区

　　　

分

　

｜

　

総

　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

総

　　　

額

１

　　　　

塑陽脳

才

屍戸聶

才

師瓦やツ佃半は=額

ﾚふ‾こｽﾞﾐ

1年度
1

3 955 △38 432 46△18 151　3909△20 281　2686 ∂ﾌﾂ21 675
‘

　　　　

32

　　　　　

3 789△　8 530　　46　820　3 743△9 350　2 779　∂∂.∂,35965

　　　　

33

　　　　　

3 678 △15 977　　46△6 961　3 632△9016　2 665 72.5＼26 424

　　　　

34

　　　　　

3 601　　5 881　　46　7 892　3 555△2011　2 725　75.7＼37 703

　　　　

35

　　　　　

3 565　42 335　　46 31 614　3 519 10 721　2 944　∂2.6 60 829

　　　　

36

　　　　　

3 535　52 760　　46 35 686　3 489 17 074　3 025　∂5.6 65 798

　　　　

37

　　　　

1
3 506　44 422　　46 30 810　3 460 13 612　30H　8S.9 62 409

-
（注）団体数欄には，一郎事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

１

　　　　　　

１

　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　

黒

　　

ｘ

　

分丁ｎ

　

ｏいい

　

市こ勺ﾄﾞ

ﾑ

，ｎ

　　　　　　　　　

団叫四額

に

剛４

ｿ

皿（は司１㈱iR^H

‾ふ4‾こ‾こ

年度
レ

836

　

25 543　　－　10 335△836　15 208ﾚ50　12 436

　　　　

32

　　　　

1△

　

166

　

29 902　　－　18 971 △　166　10 931　　93　14 290

　　　　

33

　　　　

に

　

111△

　

7 447　　－ ム　7781ﾚ　111　　　334△　114△　9 541

　　　　

34

　　　　

△

　

77

　

21 858　　－　14 853 △　77　　7 005　　60　11 279

　　　　

35

　　　　

△

　

36

　

36 454　　－　23 722 △　36　12 732　219　23 126

　　　　

36

　　　　

△

　

30

　

10 425　　－　　4 072△　30　　6 353　　81　　4 969

　　　　

37

　　　　

△

　

29△

　

8 338　　－ △　4876 △　29△　3 462△　14ﾋﾞ　3 389

－

第12表

　

単 年

　　

度

一一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　

ｌ》

＿_・

゛

ト

　

（都道府（市町お

　

単

　

年

　

度

　

収

　

支

　

固

　　　　　　

△12 797　　　　△　7 39l!　　　　△ 5 406

　

責立金積立額（Ｂ）

　　　　　

15 178　　　　105131　　　　4 665

　

繰

　

上

　

償

　

還

　

金（Ｃ）

　　　　　　　

1 902　　　　　　1 416　　　　　　　486

，債立金とりくずし額（Ｄ）

　　　　　　

12710

　　　　　　

8 574　　　　　　4 136

トＵ計

（
薦よ支

　　

。8 427　　　　　△　4036　　　　　△　4391

＿_
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第15表

　

歳 入 算

　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　

算

　　　　　　

額

区

　　　

分

　

31～33平均1

　　

34

　　

1

　　

35

　　

1

　　

36

　　

1

　

37

地

　

方

　　

税

　　　

507 015　　610 937　　744 236　　　906 475　1 056 684

地方譲与税

　　　

28 422　　32 685　　36 168　　45 449　　30 793

地方交付税

　　

197 452　　259 088　　310 987　　401 704　487 459

小計（一般財源）

　　　

ｱ32 889　　　902 710　　1 091 391　　1 353 628　1 574 936

国庫支出金

　　

322 249　　413 608　　477 056　　580 757　708080

使用料，手数料

　　　　

52417

　　　

61 198　　　67 503　　　73 808　　82 232

繰

　

入

　　

金

　　　

22 343　　　25 322　　　28 389　　　43 113　　61 686

雑

　　

収

　　

入

　　　

124 538　　　149 603　　　191 022　　237 508　285 501

地

　　

方

　　

債

　　　

80 281　　　78 812　　　96 007　　　115 044　　144 450

繰

　　

越

　　

金

　　　

52 721　　　58 099　　　74 434　　　107 692　　125 974

歳入合計

　

1 387 4381　1 689 352　　2 025 802　　2 511 550　2 982 859

第16表

　

－ 般 財

　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

昭
ｓ

　　

゛

　

ｔ方

　

（むお（妨対（合

　　

お面ﾐ石i‾

都道府県

　　

575 595　　29 201　　326 204　　931000　497 725

市

　　

町

　　

村

　　　

481 089　　　　1 592　　　161 255　　　643 936　408 750

　

合

　　

計

　　　

1.056684　　　30 793　　487 459　　1 574 936　906 475

　　　　　　　　　　

1
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額 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

31～33年度平均を100とする指数

　　　　

対

　

前

　

年

　

度

　

比

　

率

34

　　

135

　　

136

　　

137

　　

,./31~33 1　35/34　1　36/35　1　37/36

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　　　

l

　　

j加

　　　

μ7

　　　

j7ﾀ

　　　

2Q∂

　　　　

120

　　　　

j22

　　　　

j22

　　　　

jjが

　　

115

　　　

j27

　　　

j卯

　　　　

扨∂

　　　　

115

　　　　

HI

　　　　

j2∂

　　　　

∂∂

　　

131

　　　

j5∂

　　　

2G

　　　

247

　　　　

131

　　　　

j加

　　　　

丿勿

　　　　

121

　　

123

　　　

149

　　　

185

　　　

215

　　　　

123

　　　　

121

　　　　

124

　　　　

116

　　

j2∂

　　　

j4∂

　　　

j∂0

　　　　

220

　　　　

j2∂

　　　　

115

　　　　

j22 j2引

　　

117

　　　

j2∂ jむ　　　　j57　　　　1171　　　　no jOﾀ　　　　　洲

　　

113

　　　

j27

　　　

jﾀ3

　　　

27∂

　　　　

jj3

1

　　　　

112

　　　　

j52

　　　　

143

　　

j加

　　　

j53

　　　

j∂j

　　　　

22ﾀ

　　　　

j20

　　　　

j2∂

　　　　

124

　　　　

j2叫

　　

戻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　

no

　　

141

　　

2り4

　　　

239

　　　

j加

　　　

j2∂

　　　

j妬

　　　

uA

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　

122

　　　

146

　　　

181

　　　　

215

　　　　

122

　　　　

120

　　　　

124

　　　　

119

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　

4

源 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

額

　　　　　

１

譲４（妨交四ﾄﾞ

　

ﾉ

ｔヵ（ｔ=旛半iこ方々･・）

　　

白

　　

43 939　　267 744　　　809 408　　77 870△　14 738　　58 460　　　121 592

　　　

1 510　　133 960　　　544 220　　72 339　　　　82　　27 295　　　99 716!

　　

45 44j　　401 704　　1 353 628　　1 50 209 △　14 656　　85 755　　　221 308?
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平均

４

　

５

　

６

　

７

３

　

３

　

３

　

３

その２

区

方

第17表

　

一

　　

般

　　

財

　　

源

税

　

二

　

ごく］

　

906 47］　　　j7ﾂ　　　2jy

　

1 056 684J　　　208　　　j∂呵

一一一‥-一一‥‥-一一一一

都道府県分

分

31～33

　

平均
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５
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３

　

３
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１
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９
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５
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０
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一一一一一一一
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地

　　　

方

　　　

税

　　　

１

　　

地方

　

譲

　

与

　

税

　

ぼ

　　　

分

　

--

　　　　

一一一一

　

‥

　

‥一一一一一一ごー一一一一一一一一

　　　　　

一一一一

|

　

‾

　　　

准い（ル

　

ｔ絣筒）ワ川ｍ

　

む個紫馴

■㎜㎜

　

-=============

　　　　

=====

　

＝

　

＝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　

l

　　　　　

i

31～33

　

平均

　　

263じろ:

　　　

拓り

　　　　

う

　　

ヅ

　　

刀ぴ

　　　　

－

　　　

34

　　　　　

308 21ｙ 召う　　　　9‘7　　　1こ7し　　　　Ｍyl　　　}3.6＼

　　　

35

　　　　　

349 644 肥Jl　　　13.4　　　　1二2ﾂﾞ　　　　乃∂I　　△4A

　　　

36

　　　　　

408 750　　　　7.55　　　　拓皿　　　1　/　　　170　　　3j

　　　

37

　　　　　

481 0ﾂﾞ　　　　防?　　　77･ｻﾞ　　　ﾄ門　　　　jﾔ　　　　5.j
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の 推 移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

－

　

決算=額卜・噌甘茶決９=（ｍ（詣甘章

　　　　　　　　　

-〃

　

S還-

　　　　　　　　　

一遍&■■■二

　　　　

旬j

l

　　　　

－

　　　　　

732889

1

　　　　

扨0

　

‾‾

　

－

　　　　

259 088　　　　131　　　15.7　　　　　902 710　　　　j2∂　　　　12.8

　　　　

310 987　　　　巧∂　　　20.0　　　　1 091 391　　　　召ﾀ　　　2り.5

　　　　

401 704　　　　2Q3　　　2ﾀ.2　　　　1 353 628　　　　j∂5　　　2y.り

　　　　

487 459　　　　2j7　　　21.3　　　　1 574 936　　　　2巧　　　　/∂ｊ

-

　　　

一一一一一一

　　　　　　　

一一~一一一一‥一一

　　　　　　

（単位

　

百万円・％）

-

　　

一一一一一一

　　

-･
障決９:額）ｔ岨VV万

一－

　

一一一一一一一一
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百万円・％)
-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜㎜㎜-¬■■■

　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

プレ^- m I m ｌ哨甘栗決諦:Ｏ指（絣跡
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･-W--四WIW-‾-四W-㎜･－－－･----→

　　　

62 628　　　　扨Q　　　　　－　　　　　326 710　　　　扨0　　　　　－

　　　

79 871　　　　j27　　　　ﾀ.5　　　　　389 3661　　　　119　　　　ﾀ．

　　　

卯8

］

　　　

j卵

　　

25.2

　　　　

450 6う　　　瑠∂l　　15.,

　　　

133 960'　　　　214　　　34.2　　　　　544 2201　　　　妬71　　　2Q.･

　　　

161 255　　　　257!　　　20.4　　　　　643 936　　　　四7l　　　j∂.，

~一一－_＿__＿＿･_二＿＿

　　　　　

_
⊃
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その１

　

道

　

府

　

県

　

税

第18表

　

昭 和

　　

37 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

調

　

定

　

額

　

収

　

入

　

額

　

収入歩合

　

収入額

　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　

｜

　

（Ｂ）

　

(B)/(A)×100

1

構成比

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

513 136　　488 587　　　　お.2　　　9.5

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　

105 785　　　99 065　　　　お,6･　　　皿∂

　　

法

　　　　　　　

人

　　　　

45 091　　　43 577　　　　％,∂　　　∂.∂

　　

個

　　　　　　　

人

　　　　

60 694　　　55 488　　　　沢.4　　　加.∂

　

事

　　　

業

　　　

税

　　　

276 146　　265 888　　　　％.3　　　皿∂

　　

法

　　　　　　　　

人

　　　　

256 160　　　248 185　　　　賀.ﾀ　　　47.5

　　

個

　　　　　　　

人

　　　　

19 986　　　17 703　　　　邱.∂　　　j.4

　

不動

　

産

　

取得

　

税

　　　　

21 221　　　19 869　　　　お.δ　　　3.∂

　

道府県たばこ消費税

　　　　

33 670　　　33 670　　　旬り.Q　　　∂,4

　

娯楽施設利用税

　　　　

5 553　　　5511　　　四.2　　　II

　

料理飲食等消費税

　　　

38 456　　34 847　　　卯.∂　　　∂.7

　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　

24 750　　　22 404　　　　印.5　　　4.3

　

鉱

　　　　

区

　　　　

税

　　　　　

1 130　　　　　909　　　　郎,4　　　　0.2

　

狩

　　

猟

　　

者

　　

税

　　　　　

601

　　　　　　

600

　　　　　

∂ﾀ.∂

　　　　

O.I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　

5 824　　　5 824　　　j叩.り　　　u

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　

608

　　　　　

558

　　　　

ﾀj.∂

　　　　

0.j

旧法による税収入

　　　　　

169

　　　　

40

　　　

2.7

　　　

0.0

日

　

的

　

税（軽油引取税）

　　　　

34 034　　　33 400　　　　昶ｊ　　　　∂.4

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

547 947　　522 585　　　　95.4　　100.0

（注）東京都が徴収した市町村税相当額(65, 595百万円）を控除し，特別区が徴収
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地

　　

方

　　

税

　　

の

　　

状

　　

況

した道府県税相当額(12,585百万円）を加算している。

－211－

(単位

　

百万円・％j)

　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　

前年度

調

(

を

)

゛げ

(

ぴ

(c)/(r

顔

oo

畷

釧

貳ｖ剽脂肪

(

晶

丿

皺率

　　

439 235　　416 643　　　　　∂4.ﾀ　　ﾀ3.∂　　71 944　91.7　　　17.3　　25.∂

　　　

71 117　　66 633　　　　　93.7　　15.0　　32 432　41.4　　　4∂.7　　27,7

　　　

40 866　　39 388　　　　　ﾀ∂.j　　　∂.9　　　4 189　　5.4　　　10.6　　25.9

　　　

30 251　　27 245　　　　　90.1　　　∂j　　28 243　36.0　　　103.7　　30.4

　　

251 458　　240 789　　　　　ﾀ5.∂　　54.2　　25 099　32.0　　　10.4　　27.6

　　

229 517　　221 538　　　　　96-5　　4ﾀ.ﾀ　　26 647　34.0　　　12.0　　27.7

　　　

21 941　　　19 251　　　　　∂7.7　　　4.3　△　1 548△　2.0　　・∂.0　　2∂.∂

　　　

18 470　　17 081　　　　　ﾀ2.5　　　3.ﾀ　　　2 788　　∂.5　　　16.3　　24.ﾀ

　　　

28 137　　28 137　　　　100.0　　　∂.3　　　5 533　　7.0　　　19.7　　25.0

　　　

4 465　　　4410　　　　　7∂.∂　　　j.0　　　1101　　1.4　　　25.0　　32.4

　　　

37 899　　34 290　　　　　ﾀ0.5　　　7.7　　　　557　　0.7　　　　j.∂　　21.1

　　　

21061

　　　

18 903　　　　　∂9.∂　　　4.a　　　3 501　　4.5　　　j∂.5　　28.9

　　　

1 162　　　　935　　　　80-5　　　Q.2　　　ム26△　0.Q　　△　2.∂　　　Q.7

　　　　

540

　　　　

539

　　　　　

99.∂

　　　

ひj

　　　　

61

　　

0-1

　　　

11.3

　　

25.5

　　　

4 926　　　4 926　　　　100-0　　　1.1　　　　898　　1.1　　　j∂.2　　20.0

　　　　

510

　　　　

474

　　　　　

92.ﾀ

　　　

0.j

　　　　

84

　　

0.1

　　　

17.7

　　

12.3

　　　　

266

　　　　

77

　　　　　

2タ.j

　　　

0.Q

　　　

△37△

　

0.Q

　　

△4∂.j

　　

1S3.3

　　

27 355　　26 984　　　　　ﾀ∂.∂　　　∂.j　　　6416　　∂.2　　　2J.∂　　56.5

　　

467 366　　444 1ｱ8　　　　95.0　　100.0　　ｱ8 407　100.0　　　17.7　　27.3



その２，市｡町

　

村

　

税
第18表

　

昭才ﾛ

　

37

　

牛

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　

．度

　　

区

　　　　　　

分

　　　

丿

調

　

定

　

額

　

収

　

入

　

額

　

収入歩合

　

収入額

　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　

｜

　

（Ｂ）

　

|

･(A)/(B)×100

1

構成比

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　　

552 683　　519071　　　　卵.ﾀ　　　呪2

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　　

213 288　　　199 736　　　　伺.∂　　　37.4

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

11 079　　　9 950　　　　卯.∂　　　j.9

　　

個

　

人

　

所

　

得

　

割

　　　　

131 650　　　122 284　　　　ﾀ2,ﾀ　　　22.ﾀ

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

1 736　　　　1 584　　　　91.2　　　0.3

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　

68 823　　　65 918　　　　％.∂　　　12.3

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　

231 735　　　213 615　　　　ﾀ2.2　　　如.0

　　

純固定資産税

　　　

217 637　　199 522　　　ﾀj.7　　37.4

　　　

土

　　　　　　

地

　　　　

63 098　　　56 735　　　　∂9.ﾀ　　　加.6

　　　

家

　　　　　　

屋

　　　　

93 080　　　84 253　　　　卯.5　　　j5.∂

　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　　

61 459　　　58 534　　　　ﾀ5.2　　　11.0

　　

交付金納付金

　　　

14 098　　14 093　　　100.0　　2.∂

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　　

8 269　　　6 995　　　　肘.∂　　　j,3

　

市町村たばこ消費税

　　　　

45 088　　　45 088　　　lOO.O　　　＆5

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　

49 257　　　49 227　　　　四.9　ヽ　ﾀ,2

　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　　

2 541　　　　2 326　　　　ﾀj.∂　　　0.4

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　　

2 505　　　　2 084　　　　∂3.2　　　0j

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　

674

　　　　　　

637

　　　　　　

94.5

　　　　　

0.1

旧法による税収入

　　　　

353

　　　　

53

　　　　　　

15.2

　　　　

Q.0

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　

15 632　　　14 337　　　　沢.7　　　2.7

　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　　　

％4

　　　　　

886

　　　　　

叫.9

　　　　

Q.2

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　

14 280　　　13 123　　　　舅.9　　　2.5

　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　

353

　　　　　　

308

　　　　　

∂7.∂

　　　　

0.0

　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　

35

　　　　　

20

　　　　

56.5

　　　

0.0

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

569 342　　534 098　　　　93.8　　100.0

（注:）東京都が徴収した特別区にかかる市町村税相当額(65,595百万円）を加算し，
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方

　

税

　

の

　

状況（つづき）ヽ
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　

・

　

l

　　

j七

　　　

較

　

１

（

賢中胎

）

叫％皆柚
j1回腸7爪綴作温灸尚凛

　　　

481 379　　448 724　　　93.2　　　97.1　　70 347　ﾀ∂.0　　　巧.7　　17.0

　　　

172 663　　160 645　　　93.0　　　34.7　　39 091　54.4　　　2.43　　25.､5

　　　　

10 614　　　9 429　　　∂∂.∂　　　　2.0　　　　521　　0.7　　　　5.5　　　j.5

　　　　

97 819　　89 825　　　ﾀj.∂　　　19.4　　32 459　45.2　　　J∂j　　2ﾀ.Q

　　　　　

1 656　　　1 470　　　∂∂.∂　　　　0.3　　　　114　　0.j　　　　7.∂　　　7.4

　　　　

62 574　　59 921　　　　ﾀ5.∂　　　13.0　　　5 997　　∂.4　　　10.0　　25j

　　　

211 577　　192 567　　　タj.0　　　41.7　　21 048　29.5　　　扨.９×　　11､8

　　　

198 682　　179 677　　　ﾀQ.4　　　3∂.9　　19 845　27.6　　　11.0　　12.3

　　　　

63 228　　56 143　　　∂∂.∂　　　12.1　　　　592　　0.∂　　　　1.1　　　∂.ﾀ

　　　　

84 787　　75 567　　　∂9j　　　　妬.4　　　8 686　12.1　　　　11.5　　U.l

　　　　

50 667　　47 967　　　ﾀ4.7　　　旬.4　　10 567　14.7　　　22.0　　18.7

　　　　

12 895　　12 890　　　lOO.O　　　　2.∂　　　1 203　　j.7　　　　ﾀ.∂　　　５.3

　　　　　

6 333　　　5 353　　　∂4.5　　　　j.2　　　1 642　　2.∂　　　30.7　　42.2

　　　　

38 697　　38 697　　　lOO.O　　　　∂.4　　　6 391　　∂.9　　　妬.5　　12.9

　　　　

46 943　　46 919　　　100.0　　　如.j　　　2 308　　3.2　　　　j.タ　　14.6

　　　　　

2613

　　　

2 430　　　9∂.り　　　　0.5　　　△104△　0.1　　△　４.3×　　５.7

　　　　　

2 553　　　2 113　　　82.8　　　　0.5　　　・29△　０.０　　△　j.4　　　7.6

　　　　　　

663

　　　　

621

　　　　

ﾀj.7

　　　　

0.1

　　　　

.16

　　

0.0

　　　　

2.∂

　　

11.7

　　　　　　

559

　　　　

84

　　　　

15.0

　　　　

0.0

　　　

a31△

　

０.０

　　

△36､９

　

△42､1

　　　　

14 218　　12 868　　　90.5　　　　2.∂　　　1 469　　2.0　　　11.4　　j∂.5

　　　　　　

840

　　　　

745

　　　

∂∂.7

　　　　

0.2

　　　　

141

　　

0.2

　　　

j∂.9

　　

俘.j

　　　　

12 982　　11 793　　　ﾀG.∂　　　　2.∂　　　1 330　　j.∂　　　11.3　　扨.7

　　　　　　

362

　　　　

312

　　　

∂∂.2

　　　　

0.0

　　　

・4△

　

0.0

　　

△

　

j.2

　　

10.2

　　　　　　　

34

　　　　

18

　　　

52.9

　　　　

Q.0

　　　　　

2

　　

0.0

　　　

11.1

　　　

＆0

　　　

496 819　　462 297　　　93.1　　　100.0　　71801　100.0　　　　15.5　　17.0

特別区が徴収した道府県税相当額(12,585百万円）を控除している．
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その１ 道府県税

第19表

　

地方税徴収率の推移
(単位

　

％)

区

　　　

分

　

|
現年度分

|
過年度分

|

　

滞納繰越分

　

トゴ

昭和32年度

　　

ｉ

　　　　　

卵
丿

　　　　　

卯

ぶ

　　　　　

31.1

　　　　　

卯.ぷ，

　　　

33

　　　　　　　　　　

96.7

　　　　　　

87.2

　　　　　　

56.6

　　　　　　　

耕

　　　

34

　　　　　　　　　　

ﾀ7.0

　　　　　　

∂ﾀ.0

　　　　　　

37.1

　　　　　　

ﾀ2.2

　　　

35

　　　　　　　　　　

97.5

　　　　　　

ﾀ0.4
゛　　　　42.∂　　　　　　94.2.

　　　

36

　　　　　　　　　　

タ7.2

　　　　　　

ﾀ2.∂

　　　　　　

4ﾀ.∂

　　　　　　

95.0:

　　　

37

　　　　　　　　　　

ﾀﾌ.3

　　　　　　

ﾀ2.5

1

　　　　　

54.9

　　　　　　

％

ツ

その２ 市町村税 (単位

　

％)

区

　　　

分

　　

|
現年度分

　

i
過年度分

　

|
滞納繰越分

　

|

　

合

　　　

計

　

’

昭和32年度

　　　　　　　

討.j

　　　　　

ﾀ2j

　　　　　

お.2

1

　　　　　

飢Q

　　　

33

　　　　　　　　　　

ﾀ4.7

　　　　　　

∂5.∂

　　　　　　

56.6

　　

:

　　　

∂7.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

34

　　　　　　　　　　

ﾀ5.7

　　　　　　

∂7.7

　　　　　　

3ﾀ.∂

　　　　　　

邱.7

　　　

35

　　　　　　　　　　

ﾀ∂.∂

　　　　　　

∂∂.4

　　　　　　

40.8

　　　　　

刄.7

　　　

36

　　　　　　　　　　

ﾀ7.0

　　　　　　

86.7

　　　　　　

40.4

　　　　　　

伺.j

　　　

37

　　　　　　　　　　

ﾀ7.1

　　　　　

86.0

　　　　　　

40.9

　　　　　　

卵.∂i
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第20表

　

昭和37年度超過課税等の状況

その１

　

道府県税 (単位

　

百万円)

臨

　

り

．

≒

ト

ド

人

づ

　

お

ﾄ

稗貴

ﾄ

　

り

　

秋

　

田

　

県

　　　　　　

15

　　　　　

78

　　　　　

93

　　　　　

58

1

　　　　

151

　

鹿児島県

　　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

37

1

　　　　

37

　

合計（Ａ）

　　

（１県)15 (1県）78（1県) 93 C2県) 951 C2県j）188

｀
昭和36年度（Ｂ）

　　

（２県)28 ( 3県) 329 (3県) 357 C7県) 358　（7県）71」

1増減（Ａ:）－（Ｂ）

　　　

△

　

13

　　　　

A 251　　　　△264　　　　△263　　　　△527

（注）１合計欄および昭和36年度欄の（

　

）は、実施県の数を示す。

　　　

２昭和36年度には、このほかに県民税の超過課税団体として秋田県、三重県

　　　　

および鹿児島県があった。
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第20表

　

昭和37年度超

その２

　

市町村民税所得割課税方式別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団４（構成

ﾉ

団４ｔ）成

］

本

　　

文

　　

方

　　

式

　　　　　　　

6

　　　　

100.0

　　　　　

215

　　　　

お.o「
た

　

だ

　

し

　

書

　

方

　

式

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

336

　　　　

∂j.ぴ
不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

う

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

6

　　　　

100.0

　　　　

551

　　　　

100.0

1

（注）東京都の特別区については，23区をｌとして大都市に計上している（以下本

その３

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

７

　　

月

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　

団４（４成

/

団４［構成

丿

|標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　

'

　　　

－

　　　　

－

　　　　

2

1

　　　

，

]

I脳轟をＡふ篇

　　　

！

　

ツ

　　

言

　　

判

｜

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

7

　　　　　

j.ぷ
｜

　　

合

　　　　　　　

十

　　　　　　　

6
1

　　　

100‘0，

　　　

551

　　　　

100‘0

その４

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

７

　　

月

｜

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　

ｌ１

　　　　　　　　　　　　

団４（構成

/

団４（構成り

　

標準税率未満

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

べ

　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

４

　　　　

卵.7

　　　　

328

　　　　

卵ぷ

　

標準税率をこえるもの

　　　　　　

２

　　　　

お.3

　　　　

219

　　　　

お.∂

　

不

　　　　

一

　　　　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

4

　　　　　

0

1

　　

合

　　　　

計

　　　　　

61

　　

100.0

　　　

刊

　　

10叫

（注）条例の制定のみで法人の現存しないものを（

　

）外書している（以下木表中
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過課税等の状況（つづき）

表中において同じ｡)。

において同じ｡)。

-117－

(単位

(単位

％）

％）

(単位

　

％)

　　

ｌ

　　

白゛

　

現

　　

在

　　　　　　

昭和36年7月１日現在

　　

Ｉ比

　　　　

較

　　

町

　　

村

　　　　　　

計

　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　

団体数

　

1

　

構成比

　　

増

　

減

　

|

　

増減率

団体数|構成比

　

団体数|構成比

　　　

3

　　　

0.j

　　　

尚

3

　　　

0.j

　　　　　　

，|

　

０.1

　　　

△

　

1

　　

△2S.０

(3)2 067　　7i.3 (3) 2 399　　69.4＼ C3) 2 463　　　71.0　　△64　　ム2.∂

　　

8で

　

2竺

　

門

　

鸞

　

9位

　

鸞
‥

パ

　

疆:g

C3)2 899　100.0(3)j 456　　100.0 (3)3461　　100.0　　　△　13　　△　0.4

　　

－

　　

.==

　

.-S･－

　

j-･･

　

■-=-=

　

●

　

j-----←－

　　

－－.aj-

　

--¶芦■|'I-W--･Vゝ-ゝWSja-.-.j--¶･■.r--･■

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　

昭和36年7月１日現在

　　　

比

　　　　

較

　　

町

　

舟

　　

１

　　　

計

　　　　

団体数

1

構成比

　　

増減

　

|

増減率
団体数|構成比

　

団体数|構成比

　　　

一

　　　

－

　　　　

2

　　　　

0.0

　　　　

19

　　　　

0.5

　　

・17

　　

△∂9.5

　

2 153　　74.2　　2 595　　　75.0　　　2 604　　　75.0　　　△　9　　△　0.3

　　

748

　　

25.∂

　　　

854

　　　

24.7

　　　　

836

　　　

24.1

　　　　

18

　　　　

2.2

　　　

1

　　　

0.0

　　　　

8

　　　　

0.3

　　　　

13

　　　　

Q.4

　　　

a

　

5

　　

△

　

3.8

　

2 902　　100.0　　3 459　　　100.0　　　3 472　　　100.0　　　△’13　　△　0.4

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　

昭和36年7月１日現在

　　　

比

　　　　

較

　　

町

　　

村

　　

１

　　　　

計

　　　　　

団体数

　

|

　

構成比

　　

増

　

減

　

|

　

増減率

団体数|構成比

　

団体数|構成比

　　

407

　　

14.0

　　　

628

　　　

j∂.2

　　　　

551

　　　　

j5,ﾀ

　　　　

ﾌﾌ

　　　

14.0

　　

2 495　　∂∂.0　　2831　　　∂j.∂　　　2916　　　∂jj　　　△85　　△2ﾀ.j

　　　　

－

　　　

－

　　　　

j

　　　　

－

　　　　　

5

　　　　

0.j

　　　

△

　

5

　　　　　

－

　　

2 902　　100.0　　3 459　　　100.0　　　3 472　　　100.01　　　△　13　　△　0.4



第20表

　

昭和37年度超

その５

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

　　　　　　　　　　

｜

　　　

・

　

・

　

37

　　

年

　　

７

　　

月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　

団ｲ木（構成比

し

４（ｔハ

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

）

　　　　

＿

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　

６

　　　　

珀QJ

　　　　　

180

　　　　

お.7
標準税率をこえるもの

　　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

368

　　　　　

∂∂､∂
不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

3

　　　　　

0.5

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

6

　　　　

100.0

　　　　　

551

　　　　

100.0

その６

　

固定資産税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

|

団体数１構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－
標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　　

6

　　　　

100.0

　　　　　

359

　　　　

弘2
標準税率をこえるもの

　　　　　　

ー

　　　　　

－

　　　　

189

　　　　

即丿
不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

３

　　　　

0.5

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

6

　　　　

100.0

　　　　　

551

　　　　

100.0

その７

　

市町村民税所得割課税方式別調定額および納税義務者数

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

１

　

市

　　

町

　　

村

　　

数

　　　　

｜

本

　　　

文

　　　

方

　　　

式

　　　　　　　　　　

628

　　　　　　　　　　　

j∂.2

だ

　

だ

　

し

　

書

　

方

　

式

　　　　　　　　　　

2 831　　　　　　　　　　　∂j,∂

不

　　

均

　　

一

　　

課

　　

税

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

3 459　　　　　　　　　100.0

（注）昭和37年７月１日現在による
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過課税等の状’況（つづき）

－219－

(単位

　

％)

(単位 ％）

(単位

　

百万円・人・％)

調

　　　

定

　　　

額

　　　　

｜

　　　　

納

　

税

　

義

　

務

　

者

　

数

　　　　

l

　　　

75 865　　　　　　　　64.4　　　　　　　9 825 825　　　　　　　　5∂ゾ

　　　

41 997　　　　　　　　∂5で　　　　　　　7006 5ﾌﾟ　　　　　　　　おう

　　

117 862　　　　　　　100.0　　　　　16 832 33ｱ　　　　　　　100.01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　

昭和36年7月１日現在

　　　

比

　　　　

較

　　

ｌ

　　

町

　　

村

　　

ｌ

　　　　

計

　　　　　

団体数

　

|

　

構成比

　　

増

　

減

　

ト｜

団体数|構成比

　

団体数|構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　

1

　　　

0.0

　　　　

1

　　　　

0.0

　　　　　

4

　　　　

0.1

　　　

△

　

3

　　

△75.0

　

2017

　　

∂ﾀ.5

　　

2 382　　　68.9　　　2 389　　　∂∂.∂　　　△　7　　△　0.3

　　

883

　　

30.5

　　

1 072　　　31.0　　　1 068　　　50.8　　　　　4　　　　Q.4

　　　　

1

　　　

Q.0

　　　　

4

　　　　

0.j

　　　　

li

　　　　

Q.3

　　　

△

　

7

　　

△６３､6

　

2 902　　100.0　　3 459　　　100.0　　　3 472　　　100.0　　　△　13　　△　0.4

　

八万≒二戸牛⊃

団体数]構成T

j

団体数]構成宍

j

　　　　

3

　　　

0.1

　　

△

　

1

　　

ムお

]

(3) 1 824　　にﾀ(3)2 010　　　58.2(3)2 152　　　62.0　　A 142　　・　∂.∂
二

　

二三

　

工二

　

言づて卜尺で|

_二

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜



その１

　

道府県税

第21表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

法

　

定

　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

∩

　

ｎｎ(詰牡レ牡‰|萱貼ｲ霞∩

　

新

　　

潟

　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　　

3

　　　

16

　　　　

－

　　　　

－19

　

和

　

歌

　

山

　

県

　　　　

13

　　　

138

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

151

　

徳

　　

島

　　

県

　　　　

－

　　　

95

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

95

　　

小

　　　

計

　　　　　

13

　　　

233 3　　　16　　　　－　　　265

　

(その他の団体)
1

岐

　　

阜

　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

21

　　　　

‐21
1

j

　

京

　　

都

　　

府

　　　　

‾

　　

263

　　　

‾

　　　

‾

　　　

T

　　　

‾

　　　

263

！

　

奈

　　

良

　　

県

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

６

　　　

６
１

愛

　　

媛

　　

県

　　　　

－

　　　　

６

　　　

－

　　　

－

　　　

∠

　　　

－

　　　

６

　　

小

　　　

計

　　　　　

－

　　

269

　　　　

－

　　　　

－21

　　　　

6

　　

296!

　　

合

　　

計(Ａ)

　　　　

13

　　　

502

　　　　

3 16　　　　21　　　　6 561

1

　

昭和36年度(Ｂ)

　　　　

11

　　　

409

　　　　

3

　　　　

7

　　　　

22

　　　　

6

　　

4581

　

増減(Ａ)－(Ｂ)

　　　　

２

　　　

９３ ０　　　　９　・　１　　　　０　　　103
Ｊ

　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

－220－



　

外

　

普

　

通

　

税

　

の

　

状

　

況

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　

ｓ
《づ;万喩

額

ﾚｸY石飛烏

|

ま

回

商品切手発行税

　　　　　

12

　　　　

199

　　　　

11

　　　　

189

　　　　

1

　　　

10

広

　

告

　

税

　　　　

7

　　　

1％

　　　　

8

　　　

183

　　

△1

　　　

13

文化観光施設税

　　　　　

2

　　　

107

　　　　

2

　　　

108

　　　

－

　　

ム１

犬

　　　　　

税

　　　　

197

　　　　

75

　　　

260

　　　　

78

　　

・63

　　

ム３

林産物移輸出税

　　　　　

9

　　　　

50

　　　　

10

　　　　

52

　　

△I

　　

ム２

立木引取税

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　

－

　　　　

－

立木伐採税

　　　　

６

　　　　　

１

　　　　　　

６

　　　　　　

１

　　　　

一

　　　　

一

真珠漁場税

　　　　

－

　　　

－

　　　　

１

　　　　

１

　　

△１

　　

ム１

砂利引取税

　　　　

１

　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　

－

　　　　

－

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

２

　　　　　

７

　　　　　　

５

　　　　　

７

　　

ａ３

　　　　

－

　

合

　　　

計

　　　　　

237

　　　

637

　　　

305

　　　

621

　　

△68

　　　

16

（注:）税目の「その他」には，砂利採取税，と畜税，ミシン税等がある。
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第22表

　

昭和37年度地方税決算額

その１

　

道府県税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭和37年度

　　　　

昭和36年度

　　

比較

ド

　　

９

　

溥ｎヤ牡し

ｿ

溥竹旧醵|（乱

ｿ

ﾆ叉

　　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）

　

（ｃ）

　

（Ｄ）

　

（Ｅ）

　

（Ｆ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

法定普通税

　

488 587 430 194　58 393 415 775 338 774　77 001△18 608

　

道府県民税

　

99 065　91 880　7 18j　66 481　54 990　H 491・4 306

　　

個

　　　

人

　

55 488　53 924　1 564　27 186　24 201　2 985△1 421

　　

法

　　　　

人

　　

43 577　37 956　　5 621　39 295　30 789　　8 506△　2 885

　

事

　　

業

　　

税

　

265 888　225 710　40 178　240 431　190 030　50 401△10 223

　　

個

　　　　

人

　　

17 703　14 905　　2 798　19 222　15 528　　3 694　・896

　　

法

　　　

人

　

248 185 210 805　37 380 221 209 174 502　46 707△9 327

　

不動産取得税

　

19 869　17 393　2 476　16 723　13 8H　　2 912　△436

　

言腐県たばこ消

　　

33 670　34 272　△602　28 137　26 360　　1 777△　2 379

　

娯楽施設利用税

　　

5 511　　4 858　　653　　4410　　4 395　　　15　　638

　

耕理飲食等消費

　

34 847　29 101　　5 746　34 290　27 294　　6 996△　1 250

j

　

自

　

動

　

車

　

税

　

22 404　20 002　2 402　18 903　16 365　2 538　△136

1

　

鉱

　　

区

　　

税

　　　

909

　　

I 027　△　118　　　935　　1 026　　△91　　a 27

　

狩

　

猟

　

者

　

税

　　

600

　　

503

　　　

97

　　

539

　　

404

　　

135

　

｡38

　

固定資産税

　　

5 824　5 448　　376　4 926　4 099　　827　ム451

法定外普通税

　　

558･

　　　　　　　　　

475

　　

353

　　

122

　　　　　　　　　　

｝

　

381

　　　

217

　　　　　　　　　　　　　　

｝

　　

18
旧法による税収入

　　　

40

　　　　　　　　　　　　

77

　　　　

0

　　　

77
員P税（怪油引取

　

33 400　30 980　　2 4201　26 984　25 525　　1 459　　　961

　　

合

　　　

計

　　

522 585 461 555　61 0301 443 31 1　364 652　78 659 ム17629
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と計画額との比較

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭和37年度

　　　　

昭和36年度

　　

比較

　

Ｓ

　

十

溥斤緬斤し

ｿ

溥升目到（乱百二よ

ｽ

　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（Ｄ）

　

（Ｅ）

　

（Ｆ）

　　　　　

、、

法定普通税

　

519071 455 635　63 436 429 137 385 098　44 039　19 397

　

市町村民税

　

199 736 159 8ﾌﾞ8　39 858 146 834 123 415　23 419　16 43j

　　

個人均等割

　　

9 950　8916　1 034　9 082　8 739 343　　　69］

　　

個人所得割

　

122 284　　93263　29 021　78 408　　67800　10 608　18 413

　　

法人均等割

　　

1 584　1 342　　242　1 329　1 224　　105　　1］

　　

法人税割

　

65 918　56 357　9 561　58015　45 652　12 363 △2 802

　

固定資産税

　

213 615 196 099　17 516 187 113 175 227　11 886　5 630

　　

純固定資産税

　

199 522　181 865　17 657　174 223　162 431　1 1力2　　5 865

　　

土

　　　

地

　

56 735　51 567 5 168

＼54

452 51 527　　2 925 2 243

　　

家

　　

屋

　

84 253　75 446　8 807　73 276　67 419　5 857　2 9］

　　

償却資産

　

58 534　54 852　　3 682 46 495 ”43 485　　3 010　　　672],

　　

P金’白14093

　

14 234　△　141　12 890　12 796　　　’94°2351:

　

軽自動車税

　

6 995　6 087　　908　5.323　4 651 672　　　236･

　

妥WI村たばこ消

　　

45 088　45 794 △706　　38］ダ36 246　2 451 A 3 151

　

電気ガス税

　

49 227　43 820　5 407　46 919　41 594　5 325　　82

　

鉱

　

産

　

税

　　

2 326　2 142　　184　2 345　2 150　　195　△11

　

木材引取税

　

2 084　1 815　　269　1 906 ’ 1 815　　:91　　178

法定外普通税

　　

637

　　

539

　　

98

　　

544 '　478　　　　66　　　　32

日

　　

的

　　

税

　

14 337　13 060　　1 277　12 868　11 612　　1 256　　　211

　

入

　　

湯

　　

税

　　　

886

　　

657

　　　

229

　　　

745

　　　

548

　　　

197

　　　

32

　

都市計画税

　

13 123　12 104　1 019　11 793　10 768　1 025　　・6

　

水利地益税

　　　　　　　

1

　　

328

　　　

299

　　　

29

　　　

330

　　　

296

　　　

34

　　

△5

　

共同施設税

旧法による税収入

　　　

53

　　　

73

　　

△2o

　　

161

　　

129

　　　

32

　

△52

　

合

　　

計

　

534 098 469 307 64 791 442 710 397 317 45 391 19 398

― 223･

釧

長

69

1

413

13

U

80包
二

865

24j

950

1

672

　　

l.

　　

｜
235

23酎

15

j

　

82･

　

111｡

　　

1

178･

　

321

　

21

　

32;

a 6･

△5

　

52，

･398



第23表

　

昭和37,年度地

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

臨

道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

１

　　　

計(A)

-

　　　　　　　　

一

　

入

　

場

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　

地方道路譲与税

　　　　　

29 170　　　　　354　　　　29 524

　

特別とん譲与税

　　　　　　

－

　　　　

1268　　　　　　　　1268

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

29 170　　　　　1 622　　　　　30 792

第24表

　

昭和37年度地方道路譲与

　　　　　　　　　　　　　

道路の延長によるあん

　

|

　

道路の面積によるあん

　

ｉ

　　

≪

回（ｃ）

　　　　　　　　

分額

　　

（Ｄ）

東

　　　　

京

　　　　

都

　　　　　　　　　　　　　

269

　　　　　　　　　　　

502

神

　　

奈

　　

川

　　

県

　　　　　　　　　　　　　

142

　　　　　　　　　　　

195

愛

　　　　

知

　　　　

県

　　　　　　　　　　　　

437

　　　　　　　　　　　

468

大

　　　　

阪

　　　　

府

　　　　　　　　　　　　　

156

　　　　　　　　　　　

201

　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

1 004　　　　　　　　　　1 366

横

　　　　

浜

　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　

62

名

　　

古

　　

屋

　　

市

　　　　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　　　　　

79

大

　　　　

阪

　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　　　　　　　

60

　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

77

　　　　　　　　　　　

201

　

合

　　　　

計（Ａ）

　　　　　　　　　　　　　

1081

　　　　　　　　　　　

1567

　

総

　　　　

額（Ｂ）

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

－

　

（Ａ）/（Ｂ）×100（％）

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

－

－224－



’‘方譲与税の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

泰ｔｔｓ ｌ 市町ＨＩ　よ（ｊｿmmm(A)-{B) I m　ａ　上t

　　　

19 254　　　　　　　－　　　　　19 254　　　　　△19 254　　　　　△　131.4

　　　

24 654　　　　　　342　　　　　24 996　　　　　　4 528　　　　　　　30.9

　　　　　　

31

　　　　　

1 168　　　　　1 199　　　　　　　　69　　　　　　　Q.5

　　　

43 939　　　　　1 510　　　　45 449　　　　　△14 657　　　　　　100.0

税における譲与制限額の状況

(単位

　

百万円)

あん分額の計

　　　

制

　　

限

　　

額

　　　

制限後の額
（Ｃ）十（Ｄ）

　

（Ｅ）

|

　　　　

（Ｆ）

　　　　

1

　　　　

（Ｅ）－（Ｆ）

　　　　　　　　　　　　　　　

771

　　　　　　　　　　　　

517

　　　　　　　　　　　　　

254

　　　　　　　　　　　　　　　

337

　　　　　　　　　　　　

225

　　　　　　　　　　　　　

112

　　　　　　　　　　　　　　　

905

　　　　　　　　　　　　

608

　　　　　　　　　　　　　

297

　　　　　　　　　　　　　　　

357

　　　　　　　　　　　　

239

　　　　　　　　　　　　　

08

　　　　　　　　　　　　　

2 370　　　　　　　　　　　1 589　　　　　　　　　　　　　781

　　　　　　　　　　　　　　　

94

　　　　　　　　　

･-

　　

14

　　　　　　　　　　　　　　

80

　　　　　　　　　　　　　　　

105

　　　　　　　　　　　　

70

　　　　　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　　

79

　　　　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　　　　　　

278

　　　　　　　　　　　　

137

　　　　　　　　　　　　　

141

　　　　　　　　　　　　　

2 648　　　　　　　　　　　1726　　　　　　　　　　　　　922

　　　　　　　　　　　　

29 459　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　

9.0

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　

－

－225－



第25表

　

昭和37年度地

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　

当
（ａ）

初

　

｜

　

第１次補正

　

｜

　

第２次補正

　

！

｜

　

国

　　

所

　　

得

　　

税

　　　　　

497 933　　　　　26 227　　　　　47 132

1

　

税

　　

法

　　

人

　　

税

　　　　　

699 964　　　　　27 931　　　　　35 000
1

　

コ

　　

酒

　　　　　

税

　　　　　

292 387　　　　　　　－　　　　　　　－

　

税

　　　　　　

計

　

（Ａ）

　　　　　

1 490 284　　　　　　54 158　　　　　　82 132

　　　　

法定繰入率％（Ｂ）

　　　　　　　

28.9

　　　　　　　

28.9

　　　　　　　

28.9

　

地

　　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　　　　　　

430 692　　　　　　15 652 23 736

　

方

　　

過年度精算額

　　　　　

17 347　　　　　　－　　　　　　』

　

ズ

　

詰雅難斤

　　　　

一

　　　　

一

　　　

－

　

付

　　

繰

　　

越

　　

分

　　　　　　　

9 850　　　　　　　－‥　　△10000，

　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｱ

　　

ﾑｰ

　　　　　　　

計

　

（Ｃ）

　　　　　　

457 889　　　　　　15 652 13 736

　

臨

　

這

　　

法定繰入率％（Ｄ）

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　

シ4y

　　　

（Ａ）×（Ｄ）

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－I

　

裂

　　

過年度精算額

　　　　　　

182

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　

な

　　　　　　

計

　

（Ｅ）

　　　　　　　　

182

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　

合

　　　

計（ｃ）十（Ｅ）1

　　　　　

458 071ﾄ‾‾　15 652　　　　　　13 736

その１

　

配分状況

第26表

　

昭和37年度地

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　

分

　　

|

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　

ﾄ品品轟品九回

　　　　　　　

交

　

付

　

額

　　

|構成比

　　

交

　

付

　

額

　　

|構成比i

　

lnF

　

呉

　　　　

?回

　

器j

　　　

ゴ

　

僣

　　

大帑市

　　　　

溜

　

ぷ

　　　　

詣

　

丿

　　

町

　　　　

村

　　　　　　　　

92 905　　2り.j　　　　　　　9 867　　乱引

しご宍

　　　　

計’

　　　　　

455 944　100.0　　　　　　31515　100.0
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方交付税の算定基礎

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　

較

‾夏‾‾悪

〕

　

当

　　

初

　

最

　　

終

|

増

　

減

　

額｜増

　

減

　

率

　　　　

（bj）

　　　　

（ｃ）

　　

｜

　　

（d）

　

（b）－（d）（ｅ）､（ｅ）/（d）×100

　　　　　

571 292　　　　366 269　　　　414 697　　　　　156 595　　　　　　　37.∂

　　　　　

762 895　　　　578 162　　　　642 700　　　　　120 195　　　　　　　j∂.7

　　　　　

292 387　　　　274 248　　　　280 248　　　　　　12 139　　　　　　　43.3

　　　　　

1 626 574　　　1 218 679　　　1 337 645　　　　　288 929　　　　　　　21､６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

28.9

　　　　　　

28.5

　　　　　　

28.5

　　　　　　　

0.4

　　　　　　　

14.0

　　　　　

470 080　　　　347 324　　　　381 229　　　　　　88 851　　　　　　　23.3

　　　　　　

17 347　　　　　5 632　　　　　5 632　　　　　　11 715　　　　　　2Q∂.0

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

1

　　　　　　　

1

　　　　

△

　　　

1

　　　　

△

　

１００.0

　　　　　　

9 850　　　　　　　　　　　　　20 679

　　　

（

△10000

）

　　　　

20 679　　（△　9 850）　　　　△　10 979　　　　△　101.4

　　　　

△

　　

150

　　　　　　　　　　　　　

10 829

　　　　　

487 277　　　　373 636　　　　397 691　　　　　　89 586　　　　　　　22.5

　　　　　　　　　

T

　　　　　　

0.3

　　　　　

ｿﾞ0.3

　　　　

△

　　

0.3

　　　　

△

　

１００心

　　　　　　　　　

－

　　　　　

3 656　　　　　4013　　　　a　4013　　　　a　100.0

　　　　　　　　

182

　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　

182

　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

ﾑ

2

　　　　　

3 656　　　　　40牛　　　△　3 830　　　　△　９Ｓ.4

　　　　　

487 4591　　　377 292J　　　401 704l　　　　　85 755　　　　　　21.3

方交付税の交付状況

－227－

(単位

　

百万円・％)

-

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　

比

　　　　　

較

　　　　

゛

　　

絡臨長轟別‰J

　

m m n

lｕ率

　

交

　

付

　

額

　

|構成比

　

交

　

付

　

額

　

1構成比

　　　

326 204　　66.9　　　　　267 744　　66.7　　　　　　　58 460　　2j.∂

　　　

161 255　　33.1　　　　　133 959　　3∂j　　　　　　　27 296　　20.4

　　　　

4 242　　　0.9　　　　　　2 922　　　Q.7　　　　　　　1 320　　45､2

　　　

54 241　　11.1　　　　　　45 182　　11.2　　　　　　　9 059　　20.1

　　　

102 772　　21.1　　　　　　85 855　　21.4　　　　　　　16917　　19.7

　　　

487 459　　100.0　　　　401 703　　100.0　　　　　　85 756　　21.3



その２

　

普通交付税算定状況

第26表

　

昭和37年度地方交

　　　　　　　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　　　　　　　

基

　

準
ﾚ

ｇ

　　　

゛

　

ｎｎａ剛ｎａＥ（

　　

ｎ

　　

Ｔ函蘇瓦聶）

;|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ
｜

　

道

　　

府

　　

県

　　　　　

544 409　　　　157 156　　　701 565･　　232 681
1

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

332 867　　　　123 ％9　　　456 836　　　　188 6511

　　

大

　

都

　

市

　　　　　

49 877　　　　75 833　　　　125710　　　　46 048
j

　　　　

市

　　　　　　　

136 455　　　　42 020　　　　178 475　　　　88 973

1

　　

町

　　　　

村

　　　　　

146 535　　　　6 116　　　　152 651　　　　53 630
1

合

　　　

計

　　　　　　

877 276　　　281 125　　　０58 401　　　　421 332

（注）

　

１

　

本表は，一般算定団体分と合併算定団体分とを単純に合計したものであ

　　　

２

　

東京都特別区については，地方交付税法第21条（都等の特例）の規定に

　　　

源超過団体として積算した。

その３

　

交付，不交付団体の状況

その４

　

基準財政需要額および収入額の状況

　　　　　　　　

１

　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　

昭

　　

和

　

区

　　　

分

　　

牛

おｵ回ｵﾚ回天４入・|（趾仁μ嘉聶ｉ

　　　　　　　　

，

　

（Ａ）

　　　　　

（Ｂ）

　　　　

X1001

　　

（Ｃ）

道

　　

府

　　

県

　　　　　

701 566　　　　443 066　　6.2　　　　587 387
市

　　

町

　　

村

　　　　　

456 836　　　　323 069　　7o］　　　　380 154

　

大

　

都

　

市

　　　　　

125 710　　　　　118 029　　9ぷ　　　　101 245

　　　　

市

　　　　　　　　

178 475　　　　　143 11 1　　郎.2　　　　149 021

　

町

　　　　

村

　　　　　

152 651　　　　　61 929　　邦.6　　　　129 888

　

合

　　　

計

　　

l

　　　　

□58 402　　　　　766 135　　66.1　　　　　967541

228 －

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　　

ダ

　

付

　

１

　

不交付

　

１

　　　

ｎ

　　　

マ

道

　　

府

　　

県

　　　　

42

　　

91.3

　　　

4

　　

∂.7

　　　

4

J

　

100.0

　　

42
市

　　

町

　　

村

　　

3 289　　ﾀ5.り　　　172　　　5.Q　　3 461　　珀り.0　　3324

　

大

　

都

　

市

　　　　

４

　　

邸.7

　　　

2

　　

お.3

　　　

6

　　

100.0

　　　

2

　　　

市

　　　　　

482

　　

∂7.5

　　　

69

　　

12.5

　　

551

　　

100.0

　　

487

　

町

　　　　

村

　　

2 803　　％.5　　101　　　j.5　　2 904　　100.0　2 835

　

合

　　　

計

　　　

3 331　　95.0　　1ｱ6　　5.0　3 507　100.0　3366



付税の交付状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

る。

基づき，東京都分と合算した場合財源超過となるので，単独では財源不足となるが財

(単位

　

％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　　

‾

　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　

基準財政需要額

　　　　　　

基準財政収入額Ｉ

皿皿べ入制（昌（ぶ・４制凛然91SU1（男然

　　　

（DJ）

　　　　

×100（Ａ）－（Ｃ）（Ｅ）

　

ｘl00（Ｂ）－（Ｄ）（Ｆ）

　

.×100

　　　　　

376 423　　64.1　　　　　114 179　　19.4　　　　　　　66 643　　17.7

　　　　　

275 905　　72.6　　　　　　76 682　　20.2　　　　　　　47 164･　　17.1

　　　　　

101 042　　∂ﾀ.∂　　　　　　24465　　24.2　　　　　　　16 987　　妬.∂

　　　　　

120 196　　∂0.7　　　　　　29 454　　j∂.∂　　　　　　　22915　　j∂j

　　　　　

54 667　　42j　　　　　　22 763　　17.5　　　　　　　7 262　　紹.j

　　　　　

652 328　　67.4　　　　　卜0 861　　19.7　　　　　　1 13 807・　17.4

－229－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　　　

不交付

　

付

　　

｜

　　

．不交付

　　

｜

　　　

計

　　　　

増減数|増減率

|

増減数|増減率

゛』□

　

4‾』:7 "" "46 ’如何’”－　－　－　－

　　

95.2

　　　

167

　　　

J.∂

　　

3 491　　加り.Q　a　35　△　1.1　　　　5　　　a.0

　　

33j

　　　　

4

　　

66.7

　　　　

6

　　

拓り.Q

　　　　

2

　　

加Q､0

　

△

　

2

　

△50.0

　　

∂∂j

　　　

64

　　

11.6

　　　

551

　　

100.0

　

z1

　　

5

　

△

　

1.0

　　　　

5

　　　

7.∂

　　

ﾀ∂.∂

　　　

99

　　　

∂.4

　　

2 934　　100.0　△　32　ム　1.1　　　　2　　　2.り

　　

95.2

　　　

171

　　　

4.8

　　

3 537　　100.0　z1　35　△　1.0　　　　5　　　2.9

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　　　　　　

財

　　　

源

　　

普通交付税額

四回団（

　　

計

　　

ﾄ

囮４額

　

ﾚ

回ｎＵ

)

　

構成゛

　　　　

210 385　　　　443 066　　　　　　53 229　　　　　311 728　　　　　　卵.4

　　　　

134 417　　　　323 068　　　　　　10 448　　　　　144 216　　　　　　31.6

　　　　

71 982　　　　118030　　　　△　3 851　　　　　　3 829　　　　　　り.∂

　　　　

54 137　　　　143 110　　　　　　12 117　　　　　　47 482　　　　　　拓.j

　　　　　

8 298　　　　　61 928　　　　　　2 182　　　　　　92 905　　　　　　20.4

　　　　

344 802　　　766 134　　　　　636ｱｱ　　　　455 944　　　　　100.0



区 分

；
∴
員

教
保
保
設
旧
策

務
活
童
皿
皿
い

義
生
児
普
災
失

一

特
炭
緊

　
　
　

委

建
そ

財

そ

　

合

　

設事業

　　

の

政

　

補

　

給

　　

の

計

費
費
費
費
費
費
般
別
者
労
金
費
他
金
他

都道府県

162 75

　

29 91

７

　

１

　

１

Ｃ
Ｏ

C
O

-
-

１

8 316

256と

　

991

i
ｎ

C
Ｄ

１

　

61 98と

558 421

第27表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

昭 和
一
市

37

-

　

町

-

261

7
8
0

3

　
　

５

19

16

15

１

２

１

１

９

　

4
8

1j

　

o

皿

　

0
0
　

年
一
村

度

純

　

計

m

r
-
.

／
ｏ
^
Ｏ

１

14 771

ご
一
一

2
8
2
3

C
Ｎ

C
Ｎ

17 663

8 841

71

706

（注）上記のほか国有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和36年度に10億円，昭

その１

　

会

　

計

　

別

第28表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

- 230 ―

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

《

都道府県

　

ｌ

　

市

　

町

　

村

　　

｜

　

純

　

計

積立金とりくずし額

　　　　

105

よ

　　

40.1

　　　　

10 552　　2ﾀ.7　　　21058

財産区からの繰入金

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　

2 345　　　∂.∂ 2 345

他会計からの繰入金

　　　　

15 699　　5ﾀ.9　　　22 584　　G.7　　　38 283

　

公営企業会計

　　　　

2 179　　∂.3　　　1 820　　5j　　　3 999

　

蓉賞用外公営企業

　　　　　　

103

　　　

Q.4

　　　　　

H3

　　　

0.3

　　　　　　

］

　

準公営企業会

　　　　　

3 464　　13.2　　　1 219　　3.5　　　461

　

収益事業会計

　　　　

9 9531　　J∂,o　　　19 312　　54.4　　　29 265,

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

ッ

　　　

ー

　　　　

12

1

　　

0.4

　　　　

120･

　

合

　　　　　

計

　　　　　

26 205　100.0　　　35 481　　100.0　　　61 686;,

１

　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　

。’

　　　　　　　　

ｉ

　　　　

ｉ

　　　　　　

ｔ

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

｜

｜

｜

１

｜

１

１

！

ｉ

ｉ

｜

－

｜

－



国庫支出金の状況

和37年度に12億円ある。

　

繰

　

入

　

金

　

の

　

状

　

況

― 231 ―

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

_

|

　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

額

　　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

ｓ

　

（副諜

　　　

34.1

　　　　　

18 889　　32.2　　　　　7 169　　3∂.∂・　　　　51.6　　115.4

　　　　

j.∂

　　　　　

1 656　　　J.∂　　　　　　689　　　3.7　　　　　　41.6　　42.3

　　　

62.1

　　　　

27 568　　64.0　　　　　10715　　57.7　　　　　　3∂.ﾀ　　32.7

　　　　

∂.5

　　　　　

3 075　　　7j　　　　　　924　　　5.0　　　　　　50.0　　27.9

　　　　

0.4

　　　　　　

390

　　　

0.9

　　　　

△

　

174

　

△

　

0.∂

　　　　

△44.6

　　

∂＆j

　　　　

7.∂

　　　　　

1 831　　　4.3　　　　　2 852　　15.3　　　　　155.∂　　j∂.j

　　　

47.4

　　　　

22 181　　51.5　　　　　7 084　　3∂.j　　　　　　3j｡ﾀ　　34.1

　　　　

0.2

　　　　　　

91

　　　

Q.2

　　　　　　

29

　　　

0.2

　　　　　　

jj.ﾀ

　　　

＆j

　　

100.0

　　　　

43 113　　100.0　　　　　18 573　　100.0　　　　　　43.1　　51.9

　　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

＼t

　　　　

む

　　

｜☆

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

減率順詰

　　

23.4

　　　　

141 768　　24.4　　　　23 605　　18.6　　　　　　扨.7　　15.4

　　　

ﾀ.∂

　　　　

60 094　　旬.4　　　　　7 666　　　∂.Q　　　　　　12.8　　21.7

　　　

2.j

　　　　　

10 894　　　j.∂　　　　　3 877　　　3.1　　　　　　35.6　　35.4

　　

5S.7

　　　　

187 055　　52.2　　　　　50 934　　40.1　　　　　　27.2　　j∂.3

　　

14.4

　　　　

88 051　　15.2　　　　　13 638　　句.7　　　　　　15.5　　　3.∂

　　　

£0

　　　　

25 868　　　4.5　　　　　2 822　　　2.2　　　　　　扨.ﾀ　　13.6

　　　

5.5

　　　　

21 339　　　3.7　　　　　2 229　　　j.7　　　　　　加.4　　　∂.2

　　　

Q.4

　　　　　

2 742　　　0.5　　　　　　131　　　0.1　　　　　　4.∂　△　∂.ﾀ

　　　

りj

　　　　　

1 787　　　0.3　　　　　　462　　　Q.4　　　　　　25.9　　　－

　　　

2.5

　　　　　

12612

　　　

2.2

　　　　　

5 051　　　4.0　　　　　　jり.4　△10.3

　　　

1.3

　　　　　

7 107　　　j.2　　　　　1 734　　　1.4　　　　　　2iA　　24.5

　　　

j.2

　　　　　

5 505　　　j.0　　　　　3317　　　2.∂　　　　　　60.3　△J4.り

　　　

Q.2

　　　　　

1 019　　　Q.2　　　　　　407　　　0.3　　　　　　3∂.ﾀ　　22.6

　　

如.j

　　　　

52 396　　ﾀ.0　　　　19 123　　15.0　　　　　お.5　　お.4

　　

100.0

　　　

579 757　　100.0　　　　127 123　　100.0　　　　　21.9　　21.8



その２

　

繰入目的別

その３

　

会計別,繰入目的別

第28表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

繰

　

区

　　　　

分

　　

ト

　

（
公営企業会計

　

峠蟹な厚

運転資金返戻

　　　　　　　

1 334　　　　　　1 055　　　　　　10

収益金繰入

　　　　　

30 150　　　　　387　　　　　94

そ

　　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

6 799　　　　　　　2 557　　　　　　　　H2

　

小

　　　　

計

　　　　　　　　　

38 283　　　　　　　3 999　　　　　　　　216

積立金繰入

　　　　　

21 058　　　　　　－　　　　　　一

財産区繰入

　　　　　　

2 345　　　　　　　　　－　　　　　　　　　一

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　

61 686　　　　　　　3 999　　　　　　　　216

－232－

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　

分

　　　　

都道府県｜市

　

町

　

村１純

　

計

　

額

１

運転資金返戻

　　　

1 225　4.7!　　　　　1091　Q. j!　　　1334　2.

j

収益

　

金繰入

　　　　

10 021　認.2　　　20 129　5∂.∂1　　30150　蔀,J.

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

4 453　17.0　　　　2 346　∂.∂　　　6 799　jj］

　

小

　　　　　

計

　　　　　

15 699　卵.タ　　　22 584　銘.7　　38 283　62.1:

積

　

立

　

金

　

繰

　

入

　　　　

10 506　如.j　　　10 552　29.7　　21 058　34.1,

財

　

産

　

区

　

繰

　

入

　　　　　　　

－

　　

－

　　　　

2 345　∂.∂　　　2 345　J.∂

合

　　　　　

計

　　　

26 205 100.0　　35 481 100.0　　61686 100.0･



入

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）
(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円)

準公営企業会計

　

トａ=ｎ会り京ｖｙ（そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　　　

181

　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　　

10

1

　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　　　　

625

　　　　　　　

29 041　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　

3 877　　　　　　　　157　　　　　　　　　83　　　　　　　　　　13，

　　　　　　　　　　

4 683　　　　　　　29 265　　　　　　　　　95　　　　　　　　　　25

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

21 058

　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

2 345

　　　　　　　　　　

4 683　　　　　　　29 265　　　　　　　　　95　　　　　　　　23 428

― 233 －

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　

’

純

　　　

計

　　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）ｊ率哩雲茶

　　　　　　　　　

723

　　　

j.7

　　　　　　　

611

　　　

∂.S

　　　　

∂j.5

　　　　

11.7

　　　　　　　

22 866　　5j?.Q　　　　　　7,284　　39.2　　　　31.9　　　　S＆a

　　　　　　　　

3 979　　　ﾀ.2　　　　　　2,820　　15.2　　　　70.タ　　　　35.7,

　　　　　　　

27 568　　∂j,∂　　　　　10,715　　57.7　　　　58.9　　　　32ツ

　　　　　　　

13 889　　32.2　　　　　　7, 169　　3∂.∂　　　　51.6　　　　115.4

　　　　　　　　

1 656　　　3.タ　　　　　　　689　　　3.7　　　　41.6　　　　42.3

　　　　　　　

43 113　　100.0　　　　　　18 573　　100.0　　　　43.1　　゛　51.9



第29表 昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　　　　

許

　　

可

　　

額

　　

ｓ

　　　

９

　

ﾚ

ｈ卜刺々卵盤卜到お

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　

81 500　　3000　84 500　81 572　23 971　105 543

　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　

15 500　　　－　15 500　15 862　　　－　15 862

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

27 800　　　－　29 800　27 868　　　45　27 913

　

義務教育施設整備事業

　

15 500!　　　－　15 500　15 337　　1 998　17 335

　

高等学校施設整備事業

　　

8000

　

3000

　

11000

　

8000

　　

7 603　15 603

　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　

4 000　　　－　4000　3 961　　880　4 841

　

一般単独事業

　

6 500　　－　6 500　8 198　12711　20 909

　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　

1000

　　　

－

　　

1000

　　

1000

　　　

－

　　

1000

　

オリンピック施設整備事

　　

1000

　　　　

－

　　

1000

　　

1000

　　　

500

　　

1 500

　

否
定資産税減収補てん債

　　　

200

　　　　

－

　　　

200

　　　

157

　　　　

－

　　　

157

　

退

　

，職

　

手

　

当

　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

189

　　　

234

　　　

423

直

　

轄

　

事

　

業

　

債

　　

13000

　　　

－

　

13000

　

12 618　　　－　12 618

準Ａ営企業債

　　　

(1 200) Cl 200)　　（1200）（1200）

　　

ぶ

　　　　　　　　　　　　

22 400　24 000　46 400　21 515　31 599　53 H4

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　

4 400　17 600　22 000　3 614　22 134　25 748

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

3 700　　　－　3700　　3 586　　　－　3 586

　

と畜場整備事業

　　

600

　　

400

　

1000

　　

615

　　

413

　

1028

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　

13 700　3 800　17 500　13700　4 794　18 494

　

宅地造成事業

　　

－

　

2 200　2 200　　－　4 258　4 258

　

公有林整備事業

　　　

－（1200）（12002）

　　

－（1200）（1200）

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

53 000　43 100　96 100　54 181　56 064　110 245

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

9700

　　

5 300　15 000　　9 700　　5 695　15 395

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　

25 900　16 600　42 500　26 598　25 066　51664

　

工業用水道事業

　

6000

　

9000

　

15000

　

6 590　9 764　16 354

　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　

8 400　　8 600　17000　　8 400　　9300　17700

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　

1 400　　1000　　2 400　　1 407　　1 020　2 427

　

その他公営企業

　

1 600　　2 600　　4 200　　1 486　　5219　　6 705

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　

17500

　　　　

－

　　

17500

　

17 500　　　　－　17 500

　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　

4000

　　　

－

　　

4000

　　

3 343　　　－　3 343

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　

7700

　　　

－

　　

7700

　　

7 862　　　－　7 862

　

厚生福祉施設整備事業

　　

5800

　　　

－

　　

5 800　　6 295　　　　－6 295

　

A

　　　　　

計

　　　

CI200) C1200)　　0 200) C1200)

　

口

　　　　　　　　　

口

　　　　

187 400　70 100 257 500　187 386　1 1 1 634 299 020

枠

　　　

外

　　　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

307

　

19 753　20 060

　

消防施設整備事業

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

2 336　　2 336

　

電

　

力

　

出

　

資

　

金

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

4 940　4 940

　

jと都高速度交通営団出資

　　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　　

＿

　　

500

　　

500

　

母子福祉資金出資金

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

307

　　　　

－307

　

住宅金融公庫借入金

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

2 977　　2 977

　

外

　　　　

貨

　　　　

債

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

9000

　　

9000

　

・

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

Cl 200) Cl 200)

　

゛

　　　　　　　　

゜

　　

187 400　70100　257 500　187 693　131 387　319 080

（注）１

　

公有林整備事業の（

　

）は，公営企業金融公庫から貸し付けるものであり外

　　　

２

　

市町村分には，一部事務組合分を含む。
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地

　

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

都道府県および五大市

政府資金

4
2
9
2
0

１
２

１

１０８

２
２

　
　

０

１

　
　
　

１

34 521

　

9 660

10057
５
８

７

２

２

107 91

108 21

-
yある。

公

　

募
-

　

18 48

７

　

９

３
１

43

　

5

16

　

7

６

　

１

　

４

只
）

　

Ｉ

４

　

9
8

計

6
0
9
2
01441

１
２

　

１

Ｉ

11 181

377

227

　　

1
C
Ｏ

―
■

―

78 04
15 33
26 91

１

１１

４

１
４

　

６

　
　
　

０

　
　
　

２

市

一
政府資金

C
-
Ｎ

i
:
^

t
'
J

I
｡
Ｎ

L
)

―
'

Ｏ
Ｊ

ｔ
j

1
3
2
6
9
8
7
0

3
1
／
0
8
7
8
6
0

9
6
7
4

　

2
5
1

C
O

.
―
≪

１

C
Ｏ

C
Ｏ

１
１

19 66〔〕

　　　

4C

16 541

　

1 270

０

　

５
４

　

０
.

1

　
　
　
　

７

79

235

-
公

　　

募
-

　

5 486

１

３１

(1
６
２

１
２

(に

　

１２

　

８

　

２

(1

１

C
Ｏ

-
-
^

４

　

3
3

村
一
計
-

４4

　

6

　

7

　

１

(１：

５
３
３

　

５
２

１

出

32

ｑ
り

　

Ｉ
―

10

５
４

C
Ｏ
　
'
―

１
４

112

(単位

　

百万円)

ｿ。。。

1 201

43 331

39 324

３

１

46



第30表

　

昭

　

和37年度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　

計

　

額

普

　　　

通

　　　

債1

　　

47 102 銘.∂1　　51 765 71.3　98 867　67.5

　

教

　

育

　

債’

　

13 478 j∂.J1　　21 130 2ﾀ.j　34 608 3.6

　

土

　　

木

　　

債

　　　　

24 267　お.∂　　　10 298　14.2　　34 565　お.∂

　

産業経済債

　　　

1 883　　2.5　　　　1 201　　j.7　　　3 084　2.j

　

読会及び労働施設

　　　　　

4 350　5.タ　　　　5 524　7.δ　　　9 874　∂.∂

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

3 124　4.2　　　13612　j∂.7　　16 736　H.4

災

　

害

　

復

　

旧

　

債

　　　　

20 637　28.0　　　　8 228　77.5　　28 865　皿７

借

　　　

替

　　　

債

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

交

　

付

　

公

　

債

　　　　

1 390　j’ﾀ|　　　　692　　j.0　　　2 082　j.4

枠

　　　

外

　　　

債

　　　　

3 297　4.ぶ　　　8 825　12.2　　12 122 ∂.3

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

回61

　

j.∂| 3 090　4.2　　　4 451　∂.j

　

合

　　　

計

　　　

73 78ｱﾉ00.01　　72 600 100.0　146 387 100.0

（注）発行総額のうち，都道府県分1,390百万円，市町村分547百万円は，交付公債の

第31表昭和37年度使用料

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　

お・府=川市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　

計

　

額

使

　　

用

　　

料

　　　　

32 281　卵.∂　　　23 718　67.1　　55 999　砥丿

　

高等学校授業料

　　　　

14 367　お.∂　　　1 393　J.9　　15 760　j幻

　

その他授業料

　　　　

435

　

0.9

　　　

1 421　4.0　　1 856　2.2

　

保育所使用料

　　　　　　

－

　　

－

　　　

3 453　9.∂　　3 453　4.2

　

公営住宅使用料

　　　　

4 723　拓.j　　　　7 740　2M　　12 463　15.2

　

発電水利使用料

　　　　　

4 860　10､４　　　　　－　　－　　　4 860　5､9

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　　

7 896　扨.∂　　　　9 711　27.5　　17 607　21.4

手

　　

数

　　

料

　　　　

14 627　31.2　　　11 606　52.9　　26 233　∂j.ﾀ

　

法令に基づくもの

　　　　　

8 959　四.j　　　　2 458　　7.0　　11 417　13.9

　

条例に基づくもの

　　　　　

5 668　12.1　　　　9 148　25.9　　14816　j∂.0

　

合

　　　　

計

　　　　

46 908　100.0　　　35 324　100.0　　82 232 100.0
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地

　

方

　

債

　

発

　

行

　

状

　

況

発行にかかるもので，歳入決算額と不突合である。

および手数料の状況

― 237 ―

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）ぬ率］蓉叢

　　　　　　

50 144　　∂7.ﾀ　　　　　　5 855　　∂ﾀ.5　　　　　11.7　　　　　∂j

　　　　　　

14 509　　19.6　　　　　　1 251　　14.9　　　　　∂.∂　　　　△Q.9

　　　　　　　

1 691　　　2.3　　　　　　　165　　　2.Q　　　　　ﾀ.∂　　　　　15.3

　　　　　　　

3 392　　　ぜ.∂　　　　　　　　61　　　Q.7　　　　　j.∂　　　　　21.7

　　　　　　

10 750　　14.6　　　　　　1 713　　20.3　　　　　巧.9　　　　　14.3

　　　　　　

4 697　　　∂.j　　　　　　　163　　　j.9　　　　　j.5　　　　　4,ﾀ

　　　　　　

15 105　　20.4　　　　　　2 502　　2ﾀ.7　　　　　16.6　　　　　U.7

　　　　　　

23 664　　32.1　　　　　　2 569　　30.5　　　　　如.9　　　　　∂.∂

　　　　　　

10 438　　14.2　　　　　　　979　　11.6　　　　　9.4　　　　　5.2

　　　　　　

13 226　　17.9　　　　　　1 590　　j∂.9　　　　　12.0　　　　　13.7

　　　　　　

73 808　　100.0　　　　　　8 424　　100.0　　　　　11.4　　　　　9.3

昭和36年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

｜

　

・

　　

減

　　

帚，

　

増減率］訟到

　　　　　

74 881　　64.5　　　　　　23 986　　7ﾀ.j　　　　52.0　　　　j5.

　　　　　

26 818　　23.1　　　　　　7 790　　25.7　　　　2ﾀ.0

　　　　48.

S

　　　　　

27 354　　2J.∂　　　　　　7211　　2J.∂　　　　26.4　　　　jタ.2，

　　　　　　

2 915　　　2.5　　　　　　　169　　　Q.5　　　　　5.∂　　　　　3.j

　　　　　　

6 154　　　5.3　　　　　　3 720　　12.3　　　　60.4　　　　45.3

　　　　　　

11 640　　旬.0　　　　　　5 096　　妬.∂　　　　4＆∂　　　　60.6

　　　　　　

29 396　　25.5　　　　　△　531　　△j.∂　　　　Zi j.∂　　　　　∂.

　　　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

1017

　　　

0.9

　　　　　　

1 065　　　3.5　　　　104.7　　　　△67.41

　　　　　　

5 578　　　4.∂　　　　　　6 544　　21.6　　　　117.3　　　　△２３.1

　　　　　　

5 193　　　4.5　　　　　△　742　　△2.４　　　　△14､3　　　　△2り.∂I

　　　　　

116 065　　100.0　　　　　　30 322　　100. 0　　　　26.1　　　　17.1



第32表

　

昭

　

和

　

37年

　

度

　

そ

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　

《

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　

計

　

額

　

財

　

産

　

収

　

入

　　　　

19 664　10.S　　　43 498　お,2　　63 162　22.1

i

　　

財

　

産

　

収

　

入

　　　　

4 269　2.∂　　　3 903　∂.Q　　8 172　2.タ

，

　

財産売払代金

　　　

15 395　∂.5　　　39 595　お.2　　54 990　扨．２
ｉ

　

分担金および負担金

　　　　

26 052　14.3　　　　9 490　　7.2　　19 676　　δ.9

1

　

寄

　　　

附

　　　

金

　　　　

11 734　∂.5　　　18 635　皿2　　25 529　∂.∂

｜

　

雑

　　　

収

　　　

入

　　　

124 287　卵,ざ　　　59 612　お.J　　177 134　62.1

1

　　

納

　　

付

　　

金

　　　　

6 246　釦　　　2 118　　j.6　　　8 364　2.9

　　

物品売払代金

　　　　

7 934　ざ.4　　　1 359　切　　9 293　M

　　

貸付金回収金

　　　

70 669　J∂,9　　　18 652　M.2　　87 761　釦.7

　　

転

　

貸

　

債

　

分

　　　　

1％9

　　

1.1

　　　　

1 749　　j.3　　　3 557　j.2

　　

年度内貸付分

　　　　

53 183　29j　　　15 675　11.9　　68 858　24.1

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

15 517 ∂.5　　　　1 228　　1.0＼　　15 346　　5.4

　　

預金利子収入

　　　　

5 357　3.Q　　　2 801　2.2　　8 158 2.9

　　

延滞金加算金等

　　　　

7 638　4.2　　　2 496　　D 10 134　　3.∂

　　

受託事業収入

　　　

10 923　∂.Q　　　6 079　4.∂　　13 199　J.6

　　

過年度収入

　　　　

738

　

0.4

　　　

716

　

Q.5

　　

1 454　0.5

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

14 782　∂.j　　　25 391　四.4　　38 771　13.6

　　

合

　　　　

計

　　　　

]81 737　100.0　　　131 235i 100.0 285 501　100.0

－238－



の

　

他

　

の

　

収

　

入

　

の

　

状

　

況

239 ―

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）ｓ率陥落U

　　　　　　

55 667　　23.4　　　　　　7 495　　15.6　　　　　２.5　　　　　扨.5

　　　　　　

7 350　　　3.1　　　　　　　822　　　j.7　　　　　11.2　　　　42.ﾀ

　　　　　　

48 317　　20.5　　　　　　6 673　　ja.ﾀ　　　　　２.∂　　　　　招.a

　　　　　　

14 703　　　∂.2　　　　　　4 973　　10.4　　　　　55.8　　　　20-7

　　　　　　

21 771　　　∂.2　　　　　　3 758　　　7.∂　　　　　17.3　　　　　μ.∂

　　　　　

145 367　　61.2　　　　　　31 767　　66.2　　　　　2j.ﾀ　　　　29.6

　　　　　　

10 151　　　4.3　　　　　△1 787　　△∂.7　　　　△17.6　　　　　j2.∂‘

　　　　　　

8 769　　　3.7　　　　　　　524　　　1.1　　　　　6.0　　　　　Q.∂i

　　　　　　

67 958　　28.6　　　　　19 803　　41.3　　　　2卵　　　　む･引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

2 991　　　j.2　　　　　　　566　　　j.2　　　　　j＆ﾀ　　　　　e.s＼

　　　　　　

54 838　　23.1　　　　　　14 020　　29.2　　　　　25.61　　　46.11

　　　　　　

10 129　　　4.J　　　　　　5217　　10.9　　　　　51.5　　　　4∂.∂1

　　　　　　

7 758　　　3.3　　　　　　　400　　　0.∂　　　　　5.2　　　　29.2^.

　　　　　　

8 042　　　∂.4　　　　　　2 092　　　4.4　　　　　26.C

　　　　26.5　　　　　　

II 991　　　5.0　　　　　　1 208　　　2.5　　　　　10.1　　　　　27.21

　　　　　　

1 497　　　0.∂　　　　　　a 43　　△０.1　　　　△2.9　　　　aj∂.9

　　　　　　

29 201　　12.3　　　　　　9 570　　19.9　　　　j2.∂　　　　お.0

　　　　　

237508

　　

100.0

　　　　　

A7 99Z　　100.0　　　　20.2　　　　24.3



第33表

　

昭和37年度目的

一

　　　

-
１

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　

37

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

１

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

純

　

計

　

額

　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

（Ａ）

lj

議

　　

会

　　

費

　　　　

6 554

パ　　22

7671　2.Q　　　　二二
1

庁

　　　　　　　

費

　　　

154 993　　∂.4　　　242 5081　21.0　　　396 953　13.7
’警

　　　

察

　　　

費

　　　

114 229　　∂.2　　　　　　－　　114 207　　4.0

　

消

　　　

防

　　　

費

　　　　

9 261　　Q.5　　　34 084　2.ﾀ　　　42 927　j.5
°土

　　　

木

　　　

費

　　　

419 360　22.8　　　164 208　14.2　　　565 946　19.6

‘教

　　　

育

　　　

費

　　　

551 741　釦.0　　　238 495　20.7＼　　　776659　26.9

　

社会及び労働施設費

　　　

138 751　7,5　　　150 501　　13.0＼　　282694　ﾀ.∂

　

保

　

健

　

衛

　

生

　

費

　　　

52 475　　2.ﾀ　　　40618　　3.5'　　　88 694　　3.1

　

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　　

239 185　13.0　　　105 319　　ﾀJ.　　307 371　10.6

|

財

　　　

産

　　　

費

　　　　

21 888　　j.2　　　28 774 2.ぷ　　　50110　　j.7
I統

　

計

　

調

　

査

　

費

　　　　　

883

　　

0.0

　　　　　　

584

　　

H

　　　

1 226　　0.0

　

選

　　

挙

　　

費

　　　　

3 903　　0.2　　　　　4912 0.4＼　　　　　6429　　0.2
1諸

　

支

　　

出

　　

金

　　　　

33 981　　j.∂　　　34 209　　3.0　　　　59314　　2.j

　

公

　　　

債

　　　

費

　　　

60 708　　3.3　　　48 105　　4.21　　　108652　j.∂

　

繰

　　　

出

　　　

金

　　　

21 368　　j.2　　　27 288　　2.y･　　　48 656　j.7

　

前年度繰上充用金

　　　　　

－

　　

－

　　　

8 209　りｙ　　　8 209　　Q.3

」

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

8 481　　0.5　　　　4 138　　り.J’　　　　　－　　－
［歳

　

出

　

合

　

計

　　

1 837 761　100.0 1 154 719　100.01　　2 887 366　100.0

その１

　

性質別内訳

第34表

　

昭

　

和

　　　　　　

(単位

37

　

年

　

度

百万円・％）

i.

　　　　　　　　　　　

昭和37年度

　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　

較

ド

　　

り

４）

　

゛

　

４゛

　

（

１４

　

［回率幄雛

，人

　　

件

　　

費

　

91 199　7ﾀ.ﾀ　77 167　郎.5　14 032　阿ｿ　　招.2　　17.3

　

物

　　

件

　

費

　

13 118　11.5　11 444　jj.ﾀ　　1 674　ﾀ］　　皿.∂　　10.4

1補

　

助

　

費

　

等

　　

1 837　　j.6　　1 550　　j.∂　　　287　　j.∂　　冰5　　10.7

｜普通建設事業費

　　

7 143　　∂.a　　4868　　5j　　2 275　と?Ｊ　　召.7　　即,∂
Ｉ

そ

　　

の

　　

他

　　　

910

　　

0.7

　　

8980

1

　　　

12

　　

0.j

　　　

j.3

　　

23.2

1;

　

合

　　　

計

　　

114 207 100.0　95 92ｱ 100.01　18 280　100.0　　19.1　　17.3
1
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別歳出決算額の状況

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

純

　

計

　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

前年度増減率

　　　

（９ﾝｰ-（八）－（ｏに俗談靉|市鯛四

万

詰|市鯛４回

　　

25 078　　j.0　　　4 241　　Q.∂　　l.l　11.9　j∂.j　妬.9　25.り　26.1　25.∂

　　　　　　　　　

＝

　

321 839 ・ 13.4　　75 114　錨j　j3.ﾀ　22.0　24.4　23.3　24.1　2∂.j　25.5

　　

95 927　　4.り　　18 280　　j.7　　J.0　jﾀ.j　　－　19.1　17.3　　－　17.3

　　

36 292 ■ 1.5　　　6 635　　j,∂　　j.0　22.5　17.4　j∂.∂　巧.Q　15.3　昂.5

　

448 8401　j∂.∂　　117 106　23.6　2j.∂　26.4　27.2　2∂.j　56.0　30.9　34.8

　

640 082　2∂.∂　　136 577　27.5　25.3　25.0　17.3　21.3　迦.j　24.7　21.1

　

234 666　　∂.∂　　48 028　　∂.7　　ﾀ.∂　22.0　19.4　20.5　26.8　25.5　24.4

　　

61 257　　2.6　　27 437　　5.5　　3.∂　57.7　2∂.Q　jj.∂　52.ﾀ　21.5　56.8

　

254 781　10.7　　52 590　10.6　珀.4　21.9　12.2　20.6　24.0　jﾀ.7　25.5

　　

49 138　　2.1.　　972　　0.2　　2.2　　4.0　　Z.4　, 2.0　50.5　S∂.∂　25.4

　　　　

954

　　

Q,0 .　　　272　（λj△Q.∂　40.2　2∂j　2∂.5　67.9△70.7△∂2j

　　　

2 293　　0.j　　　4 136　　Q.∂△Q.4　610.9　151.6　j∂ひ.4△76.5 A　4.Q△42.S

　　

45 924　　j.∂　　13 390　　2.7　　0.4　む.Q　22j　29.2　13.8　　ざ.3　　3.7

　　

123 603　　5.2　△14 951 △5.0　　4.∂△20.5　　j.∂△12.11 2ﾀ.∂　j∂.∂　23.0

　　

41 480　　j.7　　　7 176　　j.4　　2.0　　7.5　26.3　17.3　35.1　22.6　2∂j

　　　

8 926　　0.4　　△717△Q.j△Q.4△loo.a△7.4△∂.Q△皿.2　14.1△j∂.∂

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－．

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

2 391 080　100.0　496 286　100.0　100.と）　21.4　20.5　20.8　25.2　221　24.2
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛

　

｜

警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　

昭和37年度

　　

昭和36年度

　　

－

　　

比

　　　　　　　

較

二

万

一計

　

額

　　

純

　

計

　

（

じ

減

　

（皺率順詰

国庫支出金

　

4 249　3.7　3 824　4,0　　425　2j　　皿j　　4.4

使用料，手数料’3 645　s.2　乱56　J.3　　489　2.7　　巧.5　　3.∂

雑

　

収

　

入

　　

1 018　0.ﾀ　　1 193　j.2　△175　△伺　△皿.7　　即.ﾀ

その他特定財源

　　

1 134　　ムQ　　　685　　Q.7　　　449　　2.5　　65.5　　23.6

一般財源等

　

104 161　ﾀﾑ2　87 069　卯.∂　17 092　お.5　　19.6　　拾4

合

　　

計

　　

114 207 100.0　95 927 100.0　18 280 100.0　　卜.1　　17.3

－
－
－
―
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第35表

　

警 察 職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国家警察職員または地方警察官

区

　　　　　　　

分

　　

ﾍﾟ

察

　

（事務職（

　

お

昭

　　

和

　　

８

　　

年

　　　　　　

65 462　　　　　57％　　　　　71258

　　　　　　　

23

　　　　　　　　　

30000

　　　　　

16 955　　　　　46 955

　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　　

270

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

270

　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　

260

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

260

　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　

260

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

260

　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　

260

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

260

　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　

280

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

280

　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　

280

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

280

　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　

300

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

300

　　　　　　　

38（定員）

　　　　　　　

300

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

300

（注）

　

１

　

昭和33～35年は５月１日現在，昭和36～38年は５月31日現在である。

　　　　

２

　

昭和38年の地方警察官および昭和38年（定員）の地方警察職員は警察庁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第36表刑法犯年次主要

　　　　　　　　　　　　　　　

仝

　　

刑

　　

法

　　

犯
区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

殺人件数

　

強姦件数

　　　　　　　　　　　　　

件

　　　　

数

　

｜

　

指

　　

数

昭

　

和

　

31

　

年

　　　　　　　

1 410411　　　　100.0　　　　2617　　　　3 749

　　　　　

32

　　　　　　　　　

1 426 C29　　　　101.0　　　　2 524　　　　4 121

　　　　　

33

　　　　　　　　　

1 440 259　　　　拓2j　　　　2 683　　　　5 988

　　　　　

34

　　　　　　　　　

1 483 258　　　　105.2　　　　2 683　　　　6 140

　　　　　

35

　　　　　　　　　

1 495 888　　　　106.1　　　　2 648　　　　6 342

　　　　　

36

　　　　　　　　　

1 530 464　　　　jO∂.5　　　　2619　　　　6 487

　　　　　

37

　　　　　　　　　

1 522 480　　　　107.9　　　　2 348　　　　6 125

(注) １

２

警察庁刑事局調であり，暦年で調査したものである。

14才未満の件数は除いてある。

　　　　

第37表

　

交通事故等発生の状況

区

　　　　　　

分

　　

）ヅ警ヂ（交通事故件数

　

昭

　

和

　

25

　

年

　　　　　　　　　　　

8 618　　　　　　　　　　33 212

　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　　　　　

36 072　　　　　　　　　　　93 869

　　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　　　　　

56 339　　　　　　　　　　　122 691

　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　　

71 600　　　　　　　　　　　146 833

　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　　

86 329　　　　　　　　　　　168 799

　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　　　　

100 466　　　(371 763) 201 292

　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　

117 071　　　　　　　　　　　449 917

　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　

129 549　　　　　　　　　　　493 693

　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　

137 696　　　　　　　　　　　479 825
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員 数 の

調，その他は自治省調による。

　

罪種別発生の状況

推 移

(単位

　

人)

（注）

　

１

　

警察庁調であり，暦年で調査したものである。

　　　　

21

　　

「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和31年以降の件数には，14才

　　　　

未満の者の件数を除いてある。

　　　　

３

　

「交通事故件数」の昭和35～36年には，軽微な事故を含んでいる。

　　　　

なお，昭和34年の（

　　

）内件数は，東京都と大阪府の軽微な事故を含ん

　　　　

だ件数である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－243－

放火件数

|

強盗件数

|

窃盗件数

|

暴行件数

|

傷害件数

|

　

脅迫件数

　

|

　

恐喝件数

　　　

1 607　　　5 285　1 007 649　　36 039　　66 883　　　　7 181　　　　27736

　　　

I 520　　　5 029　1 005 101　　38 038　　70 023　　　　6 964　　　28 269

　　　

1 720　　　5 442　　990 602　　45 787　　73 985　　　　8 088　　　38 684

　　　

1 662　　　5 192　1 027 992　　46 794　　73014　　　　7 354　　　41 599

　　　

1 743　　　5 198　1 038 418　　44･250　　68 304　　　　6 717　　　41 060

　　　

1 757　　　4 491　1 051 874　　45 65０　　68 321　　　　6 807　　　４5 306

　　　

1 567　　　4 14２　1 055 237　　４3 167　　63 918　　　　5 966　　　４5 03４

　

自治体警察職員または地方警察職員

　　　　　

合

　　　　　　　　　

計

警察官

　

｜

　

事務職員

　

｜

　　

計

　　

|

　

警察官

　

｜

　

事務職員

　　　　

計

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

65 462　　　　57％　　　　71258

　　　

95000

　　　　

15000

　　　

110000

　　　

125 000　　　31 955　　　　156 955

　　　

125 725　　　　19２４４　　　144969　　　125 995　　　19 244　　　　145 239

　　　

121 940　　　　19085　　　141 025　　　122 2００　　　19 085　　　　141 285

　　　

123 983　　　　19956　　　143 939　　　124 243　　　　19956　　　　144 199

　　　

126 816　　　19 529　　　146 345　　　127 076　　　19 529　　　　146 605

　　　

129 482　　　19 833　　　149 315　　　129 762　　　　19833　　　　149 595

　　　

132 661　　　　20433　　　153 094　　　132 941　　　　20 433　　　　153 374

　　　

137 227　　　21 476　　　158 703　　　137 527　　　21 476　　　　159 003

　　　

137410

　　　　

21 414　　　158 824　　137 710 21 414!　　　159 124



第38表

　

昭和37年度消防費の状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)

｜

　　　　　

・・37

　　

年

　

度

　　　

昭和36年度

　　

比

　　　　

較

匹

　

゛

　

ｕ皿|市・おﾄﾛt穆

よ

計額

ﾚ

扉(尹晨峯

|

人件費

　

6 893 74.4 19 277 56.6 26 170にj,り21 692 59.8 4 478 ∂7.石加.∂　j卵

物件費

　

598 6.5 5 469 16.0 6 067 14.1 5 709 15.7　358 5.4 ∂ｊ　錨
|補助費等

　　

1491 1-6　1 521　j.5　1 279　＆Q　1 124　3.1　　155　2.3＼13.8△10£

掌逼s
t
圭賞1 343ﾚ4.5＼ 7 080 20∂8 398 jﾀ∂6 814 j∂∂1 584 2J∂ 23.2 15.1

その他

　

278｢ふり

　

737

　

2.j

　

1 013　2.∂　953　2.∂　　60　り.∂　∂.3　41.0

合

　　

計9 261 100.034 084 100.042 927 1〔x〕.036 292 100.0 6 635 100.018.3　15.5

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭

　

和

　

37

　　

年

　

度

　　　

昭和36年度

　　

比

　　　　

較
Ｓ

　

り

Ｕ皿|市･J剛むt

い

４々額

し

減剛燃箔詰

国庫支出金

　　

2o

!

Q.2　656　j.9　676　M　654　j.∂　　22　Q.3　J.4　5,5

:詐言

　

8

　

0j

　

872

　

2.∂

　

･880

　

2.0

　

869

　

2.4

　　

111

　

0.2

　

j.3

　　

j.0

地方債

　

250 2.7 2 031 6.0 2 281 5.3 1 834 5j　447 6.7＼24.4　初

そ2他特定

　　

74y∂.j

　

1 202　J.5　1 799 - 4.2　1 236　3.4　563　∂.5 j5.∂△　∂.5財源

　　　　　　

，

一般財源等

　

8 236 認,ﾀ29 323 肪.0 37 291 肪.ﾀ31 699∂7.J　5 592 84.3 17.6　n.i

.

合

　　　

計

　

9261 100.034 084 脆0 42 927 100.036 292 皿0　6 635 10a°018‘3l　iリ

区

一

昭

　

和

分

年

　

2
0
3
4
5
6
7
8

8
2
3
3
3
3
3
3
3

第39表

　

消防職員数の推移

　

(単位人)

消

　

防

　

職

　

員

　

数

　

3 702

21 683

31 194

34 771

36 222

37 763

39 ０12

41 987

44 152

― 244 ―

（注）

　

１

　

自治省調による。

　　　　

２

　

昭和33～35年は５月１日

　　　　

現在，昭和36～38年は５月

　　　　

31日現在の職員数である。

｜

｝

１

１



第40表

　

火災発生の状況

　　　　　　　　　

(単位百万円・人)

・

　　　　　　　　　

総出火件数

　

総損害額

　

死傷者数
１

　

９

　　

分

　

ト

　

副m m ^　m＼m m人　員m wl

-
Ｉ

　

昭

　

和

　

31

　

年

　　　

33 312　　拓Q　　37 128　　ioo＼　　8 151　　句り

　　　　

32

　　　　　　

34 650　　　珀4　　26 251　　　7j　　　7 939　　　97
1

　　　　　　

33

　　　　　　

36 178　　　拓j　　21 750　　　5∂　　　8 167　　　扨0

，

　　　　　

34

　　　　　　

36 913　　　Hj’　20 803　　　5∂･　　　8 592 jθ5

1

　　　　　

35

　　　　　

43 679　　131　　24 434　　　卵　　88931　　j四
1

　　　　　　

36

　　　　　　

47 106　　　141　　43 020　　　j拓　　　9 580　　jj∂
i

　

，

　　　

37

　　　　　　

49 644　　　j4∂　　40200　　　扨a　　　9 471　　j妬

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

１

（注）消防庁調により、暦年で調査したものである。

第41表

　

消防施設の状況

(単位

　

台・隻j)

l･

　　

区

　　　　

分

　　

|

　

昭和37年度末

　　

昭和36年度末

　　　　　　　

，

し．

　　　　　　

現在希有芦

|

現在保有数

）

　

・

１
｜

　

ポンプ自動車

　　　　　　

13 799　　　　　12 916　　　　　　883

！

　

オート三輪ポンプ

　　　　　　　

2 235　　　　　　　2 377　　　　　　・142

　

手引動力ポンプ

　　　　　　

12612

　　　　　　　

13 986　　　　　　△　1374

1
；

　

可搬動力ポンプ

　　　　　　

43 946　　　　　　　　41512　　　　　　　2 434
i
i･梯

　

子

　

車

　　　　

81

　　　　　　　　　　　

82

　　　　　　　　

ム

　

１

ト

　

学

　

車

　　　　

88

　　　　　　　　　

71 17

1･

　

救

　　

急

　　

車

　　　　　　　

303

　　　　　　　

276

　　　　　　　

27

1
1

　

その他の自動車

　　　　　　　

2 090　　　　　　　2 397　　　　　　△307

1
1

　

腕用ポンプ

　　　　　

7 830　　　　　　　10 289　　　　　　　タ　2459

1’J

　

合

　　　　　

計

　　　　　　

82 984　　　　　　83 906　　　　　△922
卜

１

　

消

　　

防

　　

艇

　　　　　　　　

60

　　　　　　　　　

77

　　　　　　　

△

　

17

(注) 自治省調による。
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参考表（1）消防施設整備費補助金による

　　　　　

消防施設の整備計画

その１

　

全体計画 (昭和38年３月31日現在・単位

　

台・％)

二‾･

　　　　

全

　　　

体

　　　

計

　　　

画

　　　　　　　　　

1

　

l

　　　

゛

ト

　

タ）

　

（c高計晶）充j1引

　

諮

　

消防ポフプ自動車

　

j

　　　

18 906　　　13 274l　　　　5632　　　7圃

　

丿

　

|

手引動力ポンプ

　

j

　　　　

4 650　　　　4 548　　　　　102　　　　37.81

　

プ

　

小型動力ポンプ

　

1

　　　

65 447　　　34 823　　　30 624　　　　M2･

火報

　

発

　　

信

　　

機

　

1

　　　

22 676　　　　8 063　　　14 613　　　　お.j
球

に

信

　　

（

　

227

　　　　　

125

　　　　　

102

　　　　　

5

ゾ

消

　

防

　

専

　

用

　

無

　

線

　　　　　

8 187　　　　2 955 5 232　　　　おぷ

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　

1

　　

536 346　　　512 391　　　23 955　　　　％.j

（注）消防庁総務課調による。

その２全体計画消防施設整備費補助

　　　　　

昭和31年度

　　

昭和32年度

　　

昭和33年度１

　

区

　　　　

分

　　

ｔ量）助金

　

数量）お

宍

ｔ量）ｈ

］

消

　

詔梁ポンプ自

　　　

369

　　

183 230 395　　182 050　　　516　　269 5401
い

語白グ自

　

・

　

11 470　　　23　　　8 220　　　44　　　170001

ご

　

手引動カポン

　　　

6o

　　

8 920　　　47　　　5 850　　　26　　　4副
ﾊﾞ

ﾂﾞ呂９琵

　

730

　　

48 620　　　830　　58 370　　1 160　　　82090

該に；：で二9ド:ドで月

｛に

　

；

　

ﾆU

　

二

　

。

ﾑ

　

二

　

二

　

Ｕ

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　　

1 331　　121 700!　1 565　　133 300　　1 883　　155 7う

　

合

　　　　　

計

　　　　

－

　

381 0001　　　－　396 490　　　－　545 8j

（注）消防庁調による。

-
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-



第42表

　

水防管理団体の状況

　　　　　　　　　　　

(昭和35年3月31日現在)

１

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

１

　

団

　　　　　　

体

　　　　　　

数

　

市

　　　　　　

町

　　　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　

３Ｈ１
１

　　　　

指

　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　

1 412

　　　　

一

　　　　　　　　　　

般

　　　　　　　　　　　　　　　　

1699

　

水防事務組合または水害予防組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　

97

　　　　

指

　　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

87

1

　　　　

一

　　　　　　　　　　

般

　　　　　　　　　　　　　　　　

10

1

　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　

3 208

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

(注) １

　

建設省調による。

２

　

指定とは，水防法により重要な地域にある水防管理団体を都道府県知事

　

が指定したものである。

金による消防施設の整備状況 (単位

　

千円)

　

昭和34年度

　

昭和35年度

　

昭和36年度

　

昭和37年度

・量しﾛｶ

ﾂ

ｉ量）ｊ

ﾖ

ｔ量）助金

　

数量）お金

　　　

581

　　

305 768　　　558　　308 569　　　605　　338 940　　　685　　　369 272

　　　

25

　　　

9 550　　　21　　　8 140　　　　8　　　3 140　　　10　　　　3800

　　　

17

　　　

3 160　　　18　　　3 460　　　　8　　　1 550　　　　5　　　　1010

　　

1 279　　91 810　　1 565　　113 805　　1 571　　123 661　　1601　　　126 238

　　　

246

　　　

4 920　　　235　　　3 900　　　264　　　5'280　　　H7　　　　2 340

　　　　

4

　　　　

800

　　　　

2

　　　

1 200　　　　2　　　　400　　　　2　　　　　400

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一

　　　　　

一

　　　　

1

　　　　　

250

　　　

160

　　

11 264　　　231　　　14 860　　　277　　22 680　　　322　　　22 855

　　

2 425　　185 549　　2 269　　168 923　　1 805　　149 657　　1 840　　　150 122

　　　　

－

　　

612 821　　　　－　　622 857　　　　－　　645 308　　　　－　　　676 287

－247－



その１

　

日的別内訳

(注)

第43表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

都市下水路費は，都市計画費に含めている

その２

　

性質別内訳

区 分

費
費
費
費
費
費
他

　
　
　
　
　
　
　

ト

　
　
　

業
業
業
i
l
l
m

　

修
経
事
事
事

　
　
　

設
旧
策

件
補
的
建
復
対
の

　
　
　

通
１
　
業

　

持
資
普
災
失

　
　
　
　
　
　
　

合

物
維
投

　
　
　

そ

その３

　

財源内訳

　

区

　　　　　　　

分

合 計

　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　　

2 191

　

20 038

388 084

303 744

　

80 014

　　

4 326

　　

9 047

419 360

都

　

道

　

府

昭

一
県

U
i
t
o
O
i
t
o
C
M
d
'
-
ｓ
Ｃ
Ｍ
０

　

・
Ｉ
Ｉ
－
Ｉ
Ｉ
い
・
I

C
M
O
'
＾
Ｏ
Ｃ
Ｍ
Ｏ
ｉ
Ｃ
ｏ
^
０

４

　
　
　
　
　
　

Ｊ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

－248－

和
一
市

和
一
市

37
－
町

　

4 52C

　

14 467

140 101

118 135

　

21 417

　　

5

164

37
－
町

年
一
村

3.1

年
一
村

度
一
純

度
一
純

計

-

6 711
i
n
　
＼
ｏ
　
^
-
　
Ｃ
Ｄ

〇
i
n
　
I
D
　
C
Ｏ

5
8
7
2

4
1
5
1

3
1
0
0

　

５
４
１

　

４

１２

計

4
4
7
6
7
6

1

　

1

　

1
i
n

つ
｀

　

19 981

229 037

56j 9贋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

ｉ

　

純

　　

十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

道路橋りよう費

　　　

147 147　j?5j　　　　65938　40.1　　　　205473
河

　　　　

川

　　　　

費

　　　　

50 784　12.1　　　　6268　j.∂　　　558川
砂

　　　　

防

　　　　

費

　　　　

14 922　j?.5　　　　110　0.j　　　14 99が
港

　　　　

湾

　　　　

費

　　　　

27 161 ∂.5　　　12895　7.ﾀ　　　36 419
海

　　　　

岸

　　　　

費

　　　　

16 520　3.ﾀ　　　2 636　　j.∂　　　18957
都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　　

72 899　17.4　　　47 826　2卵　　　116 530
水

　　　　

防

　　　　

費

　　　　　

287

　

り.j

　　　　

310

　

0.2

　　　　

579
災

　

害

　

土

　

木

　

費

　　　　

80 068　jﾀ.j　　　21 717　13.2　　　101564
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

9 572　2.3　　　6 508　4.0　　　15 556

　

合

　　　　　　

計

　　　　

419 360 100.0　　　164208　100.0　　565 946

支

　

出

　

金
，手

　

数

　

料
担金，寄附金

　　

収

　　

入
収

　　　　

入
方

　　　　

債
特定財源
財

　

源

　

等

国

　

庫
使

　

用

　

料
分担金，負

財

　　

産
雑
地
その他
一

　

般

･ -

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｒ

　 　 　 　 　

「

．

　　　　　

．

　　

ｊ

　　　　　　　　　

「

　　　　　　

「

｜

｜

｜

－

｜

｜

ｊ

－

－

｜

｜

｜



土

　

木

　

費

　

の

　

状

　

況
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(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭和36年度

　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

箔

う

４

　　

゛

　　

゛

　

し

　　

ｓ

　　　

（・ｓ率呻年度増減率

　　　

おり

1

　　

172613

　　

J∂.5

　　　

41 828　　お.7　　　　24.2　　　　31.0

　　　

0.ﾀ1

　　　　

4 205　　　0.9　　　　　706　　　0.∂　　　　　扨.∂　　　　　　20X

　　　

3.j

　　　　

11 430　　　2.∂　　　　5 874　　　5.0　　　　51.4　　　　　　43.∂

　　　

1.1

　　　　

6 082　　　j.4　　　　　193　　　0.2　　　　　∂.2　　　　　　2.3

　　　

∂.0

　　　

14 490　　　3.2　　　　2 577　　　2.2　　　　　j7.∂　　　　　　∂2.∂

　　　

10.1

　　　

49 543　　召.0　　　　7 387　　　∂.3　　　　　14.9　　　　　　13.7

　　　

3.5

　　　　

14 882　　　3.3　　　　5 099　　　4.4　　　　　34.3　　　　　　57.∂

　　　

40.4

　　　

175 595　　3ﾀ.j　　　53 442　　45.6　　　　30.4　　　　　　4j.ﾀ

　　

100.0

　　　

448 840　　100.0　　　117 106　　100.0　　　　26.1　　　　　　34.8

　　　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

５

/

゛

　　

゛

　　

゛

　

し

　　

ｓ

　　

m I mum ＼m年度増減率

　　　

j.2

　　　　

5 994　　　j.4　　　　　717　　　0.∂　　　　　12.0＼　　　　　26.3

　　　

∂j

　　　

26 130　　　5.8　　　　8 375　　　7.j　　　　　32.1　　　　　　25.4

　　　

90.4

　　　

406 392　　タQ.5　　　105 464　　90.1　　　　　26.0　　　　　　55.7

　　　

71.7

　　　

309 979　　69.1　　　95 772　　∂j.∂　　　　∂Q.ﾀ　　　　　　46.2

　　　

j7.ﾀ

　　　

91 305　　20.3　　　　9 925　　　∂.5　　　　　扨.9　　　　　　j0.∂

　　　

0.∂

　　　　

5 108　　　1.1　　　△　233△　　0.2　　　a　4.∂　　　　　　2.5

　　　

2.3

　　　

10 324　　　2j　　　　2 550　　　2.2　　　　24.7　　　　　　27.9

　　

100.0

　　　

448 840　　100.0　　　H7 106　　100.0　　　　26』　　　　　34.8

　　　　　　

昭和36年度

　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　

J

‾ii‾

〕

　

４

　　

゛

　　

゛

ト

　　

ｓ

　　

ｎ）４率半々皺率

　　　

お.3

　　

158 361　　お.J　　　47 112　　邦.J　　　　2ﾀ.71　　　　む.∂

　　　

ﾀ

j

　　　

42 206　　　ﾀ.4　　　13 665　　11.7　　　　J2哺　　　　　27.7＼

　　　

2.∂

　　　

13 546　　　3.0　　　　1 451　　　j.2　　　　　10.6　　　　　　31.1

　　　

δ.4

　　　

31 041　　　∂.9　　　　5 378　　　4.∂　　　　　17.3　　　　　　3∂.7

　　　

∂.4

　　　

12 141　　　2.7　　　　6816　　　5.∂　　　　52.7　　　　　　ﾀり.5

　　　

20.6

　　　

85 700　　jﾀ.j　　　　30 830 訪.J　　　　36.0＼　　　　　邱.ざ

　　　

0.1

　　　　

1 032　　　Q.2　　　z1　453　△０.4　　　△　43.ﾀl　　　　　130.0

　　　

j∂.0

　　　

91 624　　20.4　　　　9 940　　　∂.5　　　　　拓.∂　　　　　　ﾀ.ﾀ

　　　

2,7

　　　

13 189　　　j.り　　　　2367　　　2.Q　　　　j7,91　　　　△５.0

　　

100.0

　　　

448 840　　100.0　　　117 106　　100.0　　　　26.1　　　　　　34.8

　　　　　

，

　　　　　　　　　　

｜



(注) 街路事業費を除く。

第44表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

道

　

路

第45表

　

道 路

　　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　

道

　　　　

都

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

レ

　

級レ

　

（

　

や

　

ﾚ

玩云

実

　　　

延

　　　

長（Ａ）（Ｋｍ）

　　　　

7 723　　12 366　　20 089　　24 453

（Ａ）のうち舗装延長（Ｂ）（Ｋｍ:）

　　　　

3 543　　　　3779　　　7 322　　　4 496

舗装率（Ｂ）/（Ａ）×100

　

（％）

　　　　　

郷｡召

　　　

お｡∂

　　　

屁.j

　　　

j∂.j

　

（前

　　

年

　　

同

　　

期

　

％）

　　　

（４５.５）

　

（29.2）

　

（３４.9し）

　　

（-）

（AJ）のうち改良済延長（Ｃ）（Ｋｍ）

　　　　

4 749　　　5 702　　10 451　　U 321

改良率（Ｃ）/（Ａ）×100

　

（％）

　　　　

61.5

　　　

邨.j

　　　

52.0

　　

召ｊ

　

（前

　　

年

　　

同

　　

期

　

％）

　　　　

（５８.9）

　

（４５､９）

　

（５０萄

　　　

（-）

詣宣ﾀﾞ
l
j3自動車交通不（Ｋｍ）

　　

17

　　

80

　　

97

　

470

自動車腿付票E（％）

　　　　　

Q.2

　　　　

o.∂

　　　　

0.5

　　　　

D

　

（前

　　

年

　　

同

　　

期

　

忽）

　　　　

（０.０）

　　

（Ｏ絢

　　

(.0.4-)

　　

（丿

　　　　　

新設実延長（Ｋｍ）

　　　　

617

　　　

1 337　　　1 954　　　　70

P計

（

回・延長（－）

　

435

　　　　

494

　　　　

929

　　　　

562

　　　　　

改良延長（Ｋｍ:）

　　　　　

362

　　　　　

408

　　　　

770 453

賢謳診大扨（Ｋｍ）

　　　　

276

　　　　

405

　　　　

681

　　　

1 418

（注）

　

１

　

自治省調による。

　　　

２

　

地方公共団体が維持管理しているもののみである。

　

したがって、国道中

　　　

３

　

前年同期の「一般市町村道」および「合計｜の比窓は「省臨路肝缶揺1

一器O－

ｌ

　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　

ｆ口37

　　

年

　　

度

ｌ

　　

ｓ

　　　　　　

゛

　

ｌ

　

ｔ道

　

府

　

県

　

ｉ

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計
ｌ

普通建設事業費

　　　

127 327　砧.5　　49 472　75.0　　169 610

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

91 055　61.9　　　　8 161　　12.4:　　　　99216

　　

単独事業費

　　　

33 383　22ﾂﾞ　　36 902　邱.R　　63 096
・維令飛事必嘗

　　

詰卜銘

　　

ぷに詣

　

，昌

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

2 172　j.51　　　4 102　紅 5 851

1

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

147 147　100.0　　　65 938 ツ　205473



橋

　

り

　

よ

　

う

　

費

　

の

　

状

　

況

の 現 況

4こは国の直轄管理分は含まれていない。
4こよる。
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(単位

　

百万円・％)

(昭和38年３月31日現在)

道

　

府

　

県

　

道

　　　　　

市

　　

町

　　

村

　　

道

　　　　　　　　　　

主要地方道

　

罵讐副

　

々

　

ﾚ

ｎコヅ門い

　

お

　

ト

　

り

（再

　

ｍ）

　　　

94 556　　1 19 009　　　　149　　832 609　　832 758　　　971 856　　　24 602

　　　　

6 838　　11 334　　　　141　　20 646　　20 787　　　39 443　　　　4 637

　　　　　

7.2

　　　　

ﾀ.５

　　　

ﾀ4.∂

　　　　

2.5

　　　　

2.5

　　　　　

4.∂

　　　　　

j∂.∂

　　　　

（５.9）

　　

（-）

　　

（-）

　　

（1､７）

　　

（-）

　　　

(3.5)

　　

（石ﾀ）

　　　

21 045　　32 366　　　　140　　90 815　　90 955　　　133 772　　　　11 461

　　　　

22.3

　　　

27.2

　　　

94.0

　　　

10.9

　　　

扨.ﾀ

　　　　　

２.∂

　　　　

46.6

　　　

（21.０:)

　　　

（-）

　　

（-）

　　

（8､８）

　　

（-）

　　

（12､l）

　　

（４５､3）

　　　　

7 550　　　8 020　　　　　1　　386 637　　386 638　　　394 755　　　　　471

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

2.7

　　　　

∂.7

　　　　

0.7

　　　

46.1

　　　

j∂ｊ

　　　　　

ぎり.∂

　　　　　

1.9:

　　　

CiO.2)

　　

（-）

　　

（-）

　

（拓.7j）

　　

（-）

　　

(40.6')

　　　

（2.3）

　　　　　

970

　　　

I 040　　　　　－　　　5 531　　　5 531　　　　8 525　　　　　70

　　　　　

823

　　　

I 385　　　　　4　　　2 583　　　2 587　　　　4 901　　　　　566

　　　　　

883

　　　

1 336　　　　　3　　　3 553　　　3 556　　　　5 662　　　　　456

　　　　　

496

　　　

1 914　　　　　5　　　4 436　　　4 441　　　　7 036　　　　1 423

　　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

匹

に

　

計

　

額

ぺ

　

減

　

ｎ）ｓ率半々:ｕ率

　　　

∂2.5

　　　

131109

1

　　

∂2.∂

　　　

38 501　　∂1.7　　　　29.4　　　　　　47.∂

　　　

48､3

　　　

82 282　　51.9　　　　16 934　　35.9　　　　　20.6　　　　　　50.0

　　　

50.7

　　　

42 869　　27.1　　　　20 227　　42.9　　　　　47.2　　　　　　41.4

　　　

＆5

　　　　

5 958　　　J.∂　　　　1 340　　　2.9　　　　22.5　　　　　　∂∂.3

　　　

μ.∂

　　　

22 527　　14.2　　　　7 485　　j5.ﾀ　　　　53.2　　　　　　24.3

　　　

2.ﾀ

　　　　

4 725　　　3.0　　　　1 126　　　2.4　　　　23.8　　　　△　2.0

　　

100.0

　　　

158 361　　100.0　　　47 112　　100.0　　　　29.7　　　　　　41.8



第46表

　

橋
り よ

　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　　　　　　　　

道

　　

区

　　　　　　

分

　　　

１

　　　　　　　　

級

　　　

２

　　　　　　

級

　　　　　　　　　

橋

　

剛延

　

長

し

［延

　

J

］

ｊ‾二に

全橋りょう（Ａ）（ｍ）

　　

73

j

　

135 151　　11 569　181 694　　18 963

　

永

　

久

　

橋（Ｂ）（ｍ）

　　　

6 570　　126 030　　10 250　　167 248　　16 820

　

木

　　　　

橋

　

（ｍ）

　　　　

813

　　　

7 321　　　1 299　　12 307　　　2112

　

混

　

合

　

橋

　

（ｍ）

　　　

川

　　

1800

　　　　

20

　　　

2 139 31ドリル帽t（％）

　

心

　

泗.3

　　　

肪.∂

　　　

ﾀ2.0

　　　

88.7

　

（前年同期％）

　　

（∂7.ﾀﾞ）

　

（92.3）

　

（87.９）

　

（到ｊ）

　

(87.9)

荷重制限橋（Ｃ）（ｍ:）

　　　

538

　　

5 580　　　827　　10 304　　1365
荷筒

）
悶詰Jt（％）

　　　　

7.∂

　　　　

4.j

　　　　

7.j

　　　　

5.7

　　　　

7j

　

（前年同期％）

　　

（∂.7）

　

（:i-2-)･

　

C8.0)

　

（５.3）

　

(8.3)

　

昭事

　　　　

永久橋（ｍ）

　　　　

166

　　　

3 383　　　　270　　　7 864　　　436

　

‰詔
|

木橋（耐

　　

－

　　

－

　　

，

　

・

　

２

　

年｀

|

　　　

混合橋（ｍ：）

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

ｊ

　

度量

　

改

　　　　

築（ｍ）

　　　　

26
1

　　　

1oつ

　　　　

145

　　　

2 619　　　　171

　　　　　　　　　　　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　

区

　　　　

分

　　　

主要地方道

　　　

‾般市町村道

　　　　　　　　　

橋

　

（延

　

ﾉ

橋

　

（・

　

嗣

全橋りょう（Ａ）（ｍ:）

　　　　　

81

　　　　　

2 117　　　447 551　　　3 201 639

　

永

　

久

　

橋（Ｂ）（ｍ）

　　　　　　

72

　　　　　

2 039　　　227 437　　　1 301 890

　

木

　　　　

橋

　

（ｍ）

　　　　　　

9｀

　　　　　

78

　　　

214 969　　　1 826 537

　

混

　

合

　

橋

　

（ｍ）

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

5 145　　　　73 212
サJ

/几）‰卜）

　　

∂∂.ﾀ

　　　　　

9∂j

　　　　　

5り.∂

　　　　　　　

40.7＼

　

（前年同期％）

　　　

（88.６）

　　

C96.3:)

　　

(48.6)

　　

（38.3）

荷重制限橋（Ｃ）（ｍ）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

85 778 676 064
荷重

丿C)/CA)>
片Jt（％）

　　

－

　　

－

　　

j∂2

　　

21.1

　

（前年同期％）

　　　　

（-）

　　

（-）

　　

（18.1）

　　　

（19.9）

昭事

　　

．

　

永久橋（ｍ）

　　　　　　　

1

　　　　　　

26

　　　　

5 279　　　　57 600頻半

日回

　　

-

　

-

1

　

2.322

　　　　　

29 553

年‘d

　　　

混合橋（ｍ）

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

163

　　　　　

3 270

度量

　

改

　　　　

築（ｍ）

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

3 4981　　　　34 027

(注) １

　

自治省調による。

２

　

地方公共団体が維持管理しているもののみである。したがって国道中に
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￥
つ の 現 況

(昭和38年３月31日現在)

　　　　　　　　　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　

道
丁

　

主要地方道

　　

一般都道府県道

　　　　　　

計

丁て橋

　

到延

　

長

じ

（延

　

宍

橋

　

（延

　

長

　　

316 845　　21 644　　313 152　　79 269　　972 675　　　100913　　1 285 827

　　

293 278　　18 104　　259 706　　54 992　638 518　　　73 096　　898 224

　　　

19 628　　　3 480　　47 163　　24 048　　312 894　　　27 528　　　360 057

　　　

3 939　　　　60　　　6 283　　　　229　　21 263　　　　　289　　　27 546

　　　　

92.6

　　　

∂J.∂

　　　

∂2.9

　　　

卵.4

　　　

砧.∂

　　　　　

72.4

　　　　

69.

　　

C92.0)

　　

（-）

　　

（-）

　

（銘.の

　　

（61.８）

　　　

（-）

　　　

（-）

　　

15 884　　　2 120　　29 784　　13 245　　179 347　　　　15365　　　209 131

　　　　

5.0

　　　　

∂.∂

　　　　

ﾀ.5

　　　

妬.7

　　　

j∂.4

　　　　　

15.2

　　　　　

16.3

　　　

(4.8)

　

（jj.2）

　

Ci2.5)

　

（20.８）

　

(23.0

　　

（19よ）

　　

(20.2)

　　　

11 247　　　　493　　　9 819　　　1 777　　34 235　　　　2 270　　　44 054

　　　　

45

　　　　

24

　　　　

348

　　　　

185

　　　

3 494　　　　　209　　　　3 842

　　　　　

－

　　　　　

3

　　　　

438

　　　　　

1

　　　　

39

　　　　　　

4

　　　　　

4ｱ

1

　　　

3 644　　　　227　　　4 877　　　　935　　19 136　　　　1 162　　　24 0131

　

道

　　　

計

　　　　　　　　

合

　　　　　　

計

　　　

主要地方道（再掲う

　

橋

　

（延

　

/

橋

　

（延

　

長

　

橋

　

（延

　

長

　　　

W 632　　3 203 756　　　567 508　　　4 806 428　　　21 725　　　315 269

　　　

227 509　　1 303 929　　　31 7425　　　2 495 431　　　　18 176　　　261 745

　　　

214 978　　1826 615　　　244 618　　　2 206 300　　　　3 489　　　47 241

　　　　

5 145　　　73 212　　　　5 465　　　　104 697　　　　　60　　　　6 283

　　　　　

50.8

　　　　

40.7

　　　　　

55.9

　　　　　　

51.9

　　　　　

邱.7

　　　　

甜.θ

　　　

C48.6)

　　

(38.3)

　　

C53.6)

　　　

(49.5)

　　

（８０.４）

　　

（∂加）

　　　

85ｱﾌ8

　　　

676 064　　　102 508　　　　901 079　　　　2 120　　　29 784

　　　　　

汐.2

　　　　

21.1

　　　　

18.0

　　　　　

18.7

　　　　

∂.7

　　　　

∂.4

　　　

（18よ）

　　

Cl9.9)　　Cl 7.9)　　　(19.0)　　(13.2}　　（12､3）

　　　　

5 280　　　57 626　　　　7 986　　　　112 927　　　　　494　　　　9 845

　　　　

2 322　　　29 553　　　　2 533　　　　　33 440　　　　　24　　　　　348

　　　　　

163

　　　　

3 2ｱO1　　　　　16ｱ　　　　　3 747　　　　　　3　　　　　438

　　　　

3 498　　　34 027　　　　4 831　　　　　61684　　　　　227　　　　4 877

は国の直轄管理分は含まれていない。
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その１ 事某費および整備の目標

参考表（2）道

　

路

　

整

　

備

　　　　　　　

（単位

　

億円）

！

　

区

　　　　

分

　　

IW昌勁り‰昌能）)／(お）

　

，

１

　

一

　

般

　

道

　

路

　　　　　

13 0001　　　　22 OOOi　　　1.69二⊇ぷみでｙ

　

有

　

料

　

道

　

路

　　　　　

4 500i　　　　□000　　　　　2.33　　は38年度9宍

　

小

　　　　　　

計

　　　　　　

17 500･　　　　33000　　　　　1.86　切られ新５ヵ
１

　

地方単独事業

　　　　　

35001

　　

，

　　

８０００

　　　　　

2.43

　

昌宍戸

1i合

　　　

計

　　　

21 0001　　41 000， 1.95　　　　　｀○

(参考)
-

　

１

２

　

３

４

　

５

-
-

　

１

２

３

　

４

旧

国道の建設を完了。東海道幹線自勁車国道および国土開
，中央自動車道の要緊急区間の建設に着手。

良舗装を概成。

良舗装を概成｡5ヵ年間中に大都市およびその周辺の路線，
線，国際観光上緊急に整備を要する路線の重点区間整備。
市町村道

路，重要産業地帯の必要路線，都市整備上の要緊急路線，
光上の必要路線，その他国の施策上要整備路線に重点を

の整備。踏切除却事業の推進。積雪寒冷特別地域における

整備を大巾に促進する
び東名高速道路を完成
ついても建設に着手す
全ならしめるため，お

とくに，国道および都道府県道については，舗装に重点を置いてそ
促進するものとする。
内における交通混雑の緩和を図るため，首都高速道路，阪神高速道
および交差点の立体化に重点を置いて幹線街路の建設を促進する。
通の安全対策の強化，雪寒事業の拡大強化等を図る。

（注）建設省調による。

その２

　

旧道路整備５ヵ年計画の負担区分および財源

　

（単位 億円）

区

　　　　　

分

　

１

　　　

国

　　　

｜

　

地

　　　

方

　

｜

　

公

　　　

団

　

｜

　　　

計

１瀬乗い§§t

　　　　

ヅ

　　　

ヅ

　　　

よ

　　　

1昌

斟方単独事
ft

　　　

loぶ

　　　

2昌

　　　

3610

　　

2溜

　

竺ム与雪

　　

9昌

　　　

二

　　　　　

二

　　　　

で

ｊ

　

斜塔鸚

　　　　　　　

二

　　　　　

溜

　　　　　　

二

　　　　　

混

〕

　　　　　　　　　　　　　　

二

　　　　　

謡言

　　　　　　

二

　　　　　

摺
源

　

j｛団借入金It

　　　　　

10 46j　　　　　692j
1雷　　2溜

（注:）建設省調による。
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に結ぶ幹線自動車道路網の整備を大

　

（東京～富士吉田間）および東名高
国土開発縦貫自動車道等にっいても
一体となってその機能を十全ならし
るため，一般道路網の整備を従来に
および都道府県道については，舗装

　

そ

　　

の

　　

他

　　

首都高速道路の整

　

道路交通の確保。
新５ヵ年計画の大綱

　

主要拠点都市を相互
名神高速道路，中央道

とともに，前記以外の

　

幹線自動車道路網と

地域格差の是正に資す
進する。とくに，国道
の整備を促進するもの

　

大都市内における交
路の建設および交差点

　

道路交通の安全対策

５ヵ年計画

高速自動車国道

　

名神高速自動車国道の建設を完了
発縦貫自動車国道，中央自動車道の
一

　

級

　

国

　

道

　

５ヵ年間中に改良舗装を概成。
二

　

級

　

国

　

道

　

10ヵ年間中に改良舗装を概成｡5力
重要産業地帯の路線，国際観光上緊

都道府県道および市町村道

　

重要地方幹線道路，重要産業地帯
資源開発および観光上の必要路線，

おいて整備。

巾に促進するため
速道路を完成する
建設に着手する。
めるため，および
引き続き強力に促

に重点を置いてそ



　

５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

その３

　

旧道路整備５ヵ年計画実施後の道路整備状況（単位

　

Ｋｍ・％）

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

末

　

現

　

在

　　　　　　　　

１

　

区

　　　

分

　

|

実

　

延

　

長

|

　　

改良済延長

　

｜

　

舗装済延長

　　　　　　　　

(Ａ)

　　　　　

(Ｂ)

　

!(Ｂ)/(Ａ)×1001

　　

(cj)

　　

回[ホ

]

国

　

‾

　　

級

　　　　

9 980　　　　6 651　　　　　66.6　　　　5 490　　　　　　邱咽

　　

|

二

　　

級

　　　　

15 029　　　　6 267　　　　　41.7　　　　3 897 25.91

道

　　

計

　　　　　

25 009　　　12918　　　　51.7　　　9 387　　　　即湖

主要地方道

　　　

27 472　　　12 449　　　　お.3　　　4 506　　　　16.4

一般地方道

　　　

94 890　　　19 821　　　　即.ﾀ　　　5919　　　　∂洲

　

合

　

計

　　　　

147 371　　　45 188　　　　30.7　　　19812　　　　13.4,

一

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

末

　

現

　

在

　　　　　　　　

Ｉ

　

区

　　　

分

　

実

　

延

　

長

　　

改良済延長

　

｜舗装済延長

　

j

　　　　　　　　

(Ｄ)

　　　　　

(Ｅ)

　

|(Ｅ)/(Ｄ)×100

　

(Ｆ)

　

(F)/(D)×1001

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

国

　

一

　　

級

　　　　

12 940　　　7 794　　　　卯.2　　　6 635　　　　5j刈

　　

|

二

　　

級

　　　　

15 356　　　　6 329　　　　　41.2　　　　3 944　　　　　訪.7

道

　　

計

　　　　　

28 296　　　14 123　　　　四.ﾀ　　　10 579　　　　37.41

主要地方道

　　　

24 520　　　11 723　　　　47.∂4 385 17.9＼＼

一般地方道

　　　

94 601　　　20 057　　　　21.2　　　6 124　　　　∂洲

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　

合

　

計

　　　　

147 4ﾘ　　　45 903　　　　31.1　　　21088 14.31

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

末

　

現

　

在(見込)

　　　　　　

･1

　

区

　　　

分

　　　

38年度実施延長

　　　

実施

　

後

　

の

　

延

　

長

　　

I

　　　　　　　

改良延長

　

｜舗装延長

|

改良済延長｜舗装済延長

　

･
1

・丁

訓

　

945

　　　　　　

660

　　　　　　

8 739 7 2951

　　

|

二

　　

級

　　　　　　　

458

　　　　　　

427

　　　　　　

6 787　　　　　　4 371
j

道

　　

計

　　　　　　　

1 403　　　　　1 087　　　　　15 526　　　　　1 1 666
1

主要地方道

　　　　　

326

　　　　　

401

　　　　　

12 049　　　　　4 786
I

一般地方道

　　　　　

261

　　　　　

224

　　　　　

20 318　　　　　6 348 i

　

合

　

計

　　　　　　

1 990　　　　1 71　　　　　47 893　　　　　22 800 1
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参考表（2）道

　

路

　

整

　

備

その３

　

旧道路整備５ヵ年計画実施後の道路整備状況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

Ｋｍ・％）

　　　　　　　　　

旧

　　

５

　　

ヵ

　　

年

　　

計

　　

画

　　　　　

昭和35年

　

事

　

業

　

量

　　　　

昭和40年度末現在の状況

　

区

　　　　

分

　

度末実延改良済

　

舗装済

　

改良済延長

　　

舗装済延長

　　　　　

長（｀）卜長延長（Ｌ寸言

ｿ

［め収個

ｌ国‾

　　

級

　　

9 902　　4 233　　5 359 9 584　　ﾀ∂.∂　　9 48l|　　　ﾀ5.7ブ

級

　　

15 036　　2 889　　2819　　9 101　　印.5　　6 473　　む,j

！

　

道

　　　

計

　　　　

24 938　　7 122　　808　18 685 μ］　15 9541　　64.0

1主要地方道

　

27 473　2 078　2 493　14 005　　51.0　6514　　お.7
1

一般地方道

　　

94 545　1 898　1 380　21 261　　22.5　7 047　　7.5

1

　

合

　　

計

　　

146 956　11 098　12 051　53 951　　36.7　29 515　　20』

17｀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

（注）

　

１

　

昭和35年度および昭和36年度の実延長等は「道路統計年報」により，

　　　　

昭和37年度および昭和38年度の実延長等は，建設省道路局道路総務課調

　　　　

による。

　　　　

２

　

旧５ヵ年計画の事業量等については,昭和36年10月27日閣議決定の「道

　　　　

路整備五ヵ年計画」による。

その４

　

主要国の道路整備状況

Ｊ

　　　　　　　　　

道路延長舗装道

　

舗装率|人口当り道路延長面積当り道路延長
ド

　　　

り

（お

1

‰

引

訃100人ロド叙面

　

（≒し

　

日

　　　　

本

　

968 441　34 138　　お.3　95 178　　皿2 369 661　2.620

　

ベ

　

ル

　

ギ

　

ー

　　

93018

　

42 968　　部.2　　9 053　　10.3　30 507　　3.049

　

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

　

1 233 207 294 278　　32.0　44 585　　27.6 551 203　2.237

，西

　

ド

　

イ

　

ツ

　

374 967 243 970　砧j　52 150　　7.2 247 960　1.512

1

　

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　

314 163　314 163　　100.0　51 985　　∂.4　244 016 j.2∂7

J
iイタ

　

リヤ

　

189 093　84 086　召.5　48 735　　J.ﾀ301 226　0.62∂

　

スウェーデン

　　

95 760　17 065　　jﾀ.∂　　7 415　　12.9　449 682　　0.213

‘

　

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　

819 134　113 295　　召.∂　17 048　　^8.0 9 974 375　　0.0∂2

‘

　

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　

5 793 480 2 092 090　　お.j　174 782　　53J9 363 387　　り.619

jイ

　

ン

　

ド

　

64 5011 81 490　　12.7　397 390 j.∂32633731　　0.196

（注）世界道路統計資料(1962年）による。
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５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

　

（つづき）

その５

　

主要国の自動車保有台数および自動車１台当り人口

国

　　　　

別

　

｜

　

乗

　

用

　

車

　

ﾚ゛ス｀トラック

　　　

計

　　

］１台当り人口

　　　　　　　　　　　　　　　　

千台

　　　　　　

千台

　　　　　　

千台

　　　　　　　

人
ア

　

メ

　

リ

　

カ

　　　　　

65 644　　　　12 987　　　　78 631　　　　　2.2

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　　　

6012

　　　　　

1 379　　　　　7 391　　　　　　7.0

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

　　　　　　　

5 970　　　　　1 647　　　　　7617　　　　　　5.9

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　　　　　　

4 326　　　　　057　　　　　5 483　　　　　　3.1

西

　

ド

　

イ

　

ッ

　　　　　　　

6 335　　　　　　884　　　　　7219　　　　　　7.2

オーストラリヤ

　　　　　　　

2 185　　　　　　869　　　　　3 054　　　　　　3.２

イ

　

タ

　

リ

　

ヤ

　　　　　　　

2 444　　　　　　499　　　　　2 943　　　　　　16.6

スウェーデン

　　　　　　

1 425　　　　　140　　　　　1565　　　　　4.7

南アフリカ連邦

　　　　　　　

1 045　　　　　　250　　　　　1295　　　　　11.1

プ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　　　　　

561

　　　　　　

597

　　　　　

1 158　　　　　54.2

日

　　　　　

本

　　　　　　　

652

　　　　　

1 238　　　　　1890　　　　　50.4

（注）

　

１

　

世界道路連盟1962年資料による。

　　　

２

　

この数字には，二，三輪車，軽自動車および特殊自動車は含まない。

　

参考表（3）旧積雪寒冷特別地域道路交通確保５ヵ年計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

Ｋｍ・百万円）

事

　　

事

　　

種

　　

別

　

｜

　

事

　　

業

　　

量

　

１

　

事

　

業

　

費

　

１

　

予

　

算

　

額

一

　　

級

　　

国

　　

道

　　　　　　　

16 702　　　　　22J　　　　　1 830

　

除

　　　　　　　

雪

　　　　　　　

16 500　　　　　　969　　　　　　918

　

防

　　　　　　　　

雪

　　　　　　　　　

22

　　　　　　　

298

　　　　　　　

253

　

凍雪害の防止

　　　　　　

180

　　　　

988

　　　　　

659
二

　　

級

　　

国

　　

道

　　　　　　　

21 971　　　　　　8 470　　　　　6015

　

除

　　　　　　　

雪

　　　　　　　

20 700　　　　　　689　　　　　　595

　

防

　　　　　　　

雪

　　　　　　　　

21

　　　　　　

790

　　　　　　

440

　

凍雪害の防止

　　　　　

1 250　　　　6 991　　　　4 980
主

　

要

　

地

　

方

　

道

　　　　　　　

21 973　　　　　6 022　　　　　3471

　

除

　　　　　　　

雪

　　　　　　　

21 000　　　　　　519　　　　　　311

　

防

　　　　　　　　

雪

　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　

184

　　　　　　　

101

　

凍雪害の防止

　　　　　　　

％0

　　　　　

5319

　　　　　

3 059
誘戮舞漕詣恚

　　　

21 142　　　　　　7 453　　　　　　3 830

　

除

　　　　　　　　

雪

　　　　　　　

19 800　　　　　　503　　　　　　264

　

防

　　　　　　　

雪

　　　　　　　　

12

　　　　　　

228

　　　　　　

120

　

凍雪害の防止

　　　　　

1 330　　　　6 722　　　　3 446
合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

81 788　　　　　24 200　　　　　15 146

　

除

　　　　　　　　

雪

　　　　　　　

78000

　　　　　　

2 680　　　　　　2 088

　

防

　　　　　　　

雪

　　　　　　　　

68

　　　　　

1 500　　　　　　914

　

凍雪害の防止

　　　　　　

3 720　　　　20 020　　　　12 144
除雪機械の整備

　　　　　　　

－

　　　　

5 150　　　　3 350
総

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　

81788

　　　　　

29 350　　　　　18 496

（注）建設省調による。
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第47表

　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

37

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

ｌ

　

純

　　

計

　　

額

　

普通建設事業費

　　　

47 696　　ﾀJ1　　5 106　　剛ﾒ　　51 753　　ﾀ2.6＼

　　

補助事業費

　　

42 030　　∂2j　　1 355　　2j.∂　　43 384　　77.7

　　

単独事業費

　　　

4 244　　＆∂　　3 639　　卵1　　6 8351　j2.

　　

受託事業費

　　　

1 422　　2.∂　　　112　　j.∂　　1 534　　2，

　

維持補修費

　　　

1 133　　　　2.2　　　　　726　　　11.6　　　1859　　　3.

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

1 955　　3.9　　　436　　∂.9　　2 259　　4.j

W

合

　　　　

計

　　　　

50 784　　100.0　　　6 268　　100.0　　　55 8711　1001

第48表

　

河川施設の整備状況

(単位

　

ｍ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

事

　

業

　

量

　

区

　　　　

分

　

|

　

適用河川

　　

準用河川

　

|その他の河川|

　　　

計

帽にに:

　　　　　

二

　　　　

二

　　　　

二

　　　

二

川ここに

　　　　　　

二

　　　　

二

　　　　

二

　　　

ニ

(注) 自治省調による。

― 258一



河

　　

川

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況
(単位・百万円・％)

参考表（４）治山治水事業10ヵ年計画

その１

　

治水事業10ヵ年計画投資規模 (単位

　

億円・％2)

　

区

　

り賢司福川概言劉ＯＵ

治

　

水

　

投

　

資

　　　

659

　

4000

　　

ﾀ.

　　

5 200　　2.ﾀ　9 200　　7.2

　

治水事業

　　

580

　

3 650　　11.0　4 850　　2.∂　8500　　8.2

　

そ

　

の

　

他

　　　

79

　　

350

　　

∂.Q

　　

350

　　

4.j

　　

700

　　

2.8

治

　

山

　

事

　

業

　　　

87

　　

550

　　

jj･

』

　　

750

　　

∂.3

　　

1300

　　

8.7

　

合

　　

計

　　　　

746

　

4 550　　10.0　5 950　　2.9　10 500　　7.4

（注）１

　

建設省調による。

　　　

２

　

治水投資のうち，「その他」は災害関連事業および都道府県の単独事業

　　　　

である。

― 259 ―

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

１

　　

較

純

　　　

Ｆ

　　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）減鯛四回

y

　　　　

38 580　　　　沢.4　　　　　13 173　　　ﾀ∂.4　　　　　34.1　　　　2ﾀ.

　　　　

32 494　　　　　77.Q1　　　　10 890　　　7ﾀ.7　　　　　s∂/　　　　2∂.7

　　　　

5 434　　　　　12.9　　　　　I 401　　　　加.2　　　　　25,ぺ　　　　34.2i

　　　　　　

652

　　　　　

j.5

　　　　　　

882

　　　　

∂.5

　　　　

jJ5ぷ

　　　　

2ﾀ.∂

　　　　　

1 589　　　　　J.∂　　　　　　270　　　　2.Q　　　　　17.0　　　　3∂.5

　　　　　

2 037　　　　　j.∂　　　　　　222　　　　j.∂　　　　　10.9　　　△　４､1

　　　　

42 206　　　　100.0　　　　　13 665　　　100.0　　　　　32.4　　　　27.7



　　　　　　　　　　

参考表（４）治

　

山

　

治

　

水

　

事

　

業

その２

　

治水事業10ヵ年計画に対する実績

　　　　　

前期５ヵ

　

後期

　

カ

　

計10ヵ年

　　　　　

実

　　　　　　　

績
ｇ

　

り

゛(‰・

)

響画

ﾄﾞ

ﾉ

ﾘ

ｎ。伴ｏ。蝉BaS]374p≫

河

　　　

川

　　　　

2 040　　　2760　　　4800　　　330　　　415　　　502

ダ

　　　

ム

　　　　

810

　　　

960

　　　

1 770　　　135　　　136　　　149

砂

　　　

防

　　　　

730

　　　

1040　　　070　　　111　　　　145　　　160

建設機械

　　　　

70

　　　

90

　　　

160

　　　

11

　　　

13

　　　

14

　　

計

　　　　　

3 650　　4 850　　8 500　　　587　　　ｱ09　　　825

（注）建設省調による。

その３

　

治山事業10ヵ年計画

　

（1）年次計画 (単位

　

億円・％)

　

区

　　　　　　

分

　　

|言言宋|言宍即叫合・

民

　　　

有

　　　

林

　　　　

550

　　　

11.6

　　　

750

　　　

ふj
l

　　

1300

　　　

うち荒廃地復旧

　　　　　

434

　　　

12.C

　　　557　　　　1.3　　　991

国

　　　

有

　　　

林

　　　　

179

　　　

2.2

　　　

188

　　　　

－

　　　

367

　　　

うち荒廃地復旧

　　　　　

140

　　　　

3.7

　　　　

150

　　　　

－

　　　

290

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

729

　　　　

9.2

　　　　

938

　　　　

2.8

　　　

1667

　　　

うち荒廃地復旧

　　　　　

574

　　　　

∂.∂

　　　　

707

1

　　　　

7.Q

　　　

1 281

（注）林野庁調による。
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10

　

ヵ

　

年

　

計

　

圖（つづき）

(単位

　

億円・％)

‾‾‾TR・≒

　

温Ｔぐ昌副畠縁鍵画然ヨカ

　

監ヵｑ

万万

〕

度額

ﾖ

（ﾂ押）Ｌ
に

ｻﾞ

果丿）

ﾚ

詰問。

|

翫
似1。

　　　

1 247　　　　589　　　1 836　　　　204　　　2 964　　　　ﾀG.0　　　　3∂.J

　　　　

420

　　　　

205

　　　　

625

　　　　

185

　　　

1 145　　　　　77.2　　　　35.3

　　　　

416

　　　　

189

　　　　

605

　　　　

125

　　　

1 165　　　　　∂2.∂　　　　34.2

　　　　　

38

　　　　　

6

　　　　

44

　　　　

26

　　　　

116

　　　　

62.9

　　　　

27.5

　　　

2 121　　　　989　　　3 110　　　　540　　　5 390　　　　85.2　　　　36.6

（2）事業内訳 (単位

　

億円)

ｓ

　　　　　

゛

　

し

業剛うち皿

ﾚ

事業１

し

業利うちｎ

計（前期５ヵ年計画）

　　　

550

　　　

355

　　　　

179

　　　

729

　　　

534

－261－



区 分

普通建設事業費

　

補助事業費

　

単独事業費

　

受託事業費

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　

計

第49表

　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

都

　

道

　

府

14 572

14 007

　　

499

14

　
　
　
　
　
　
　
　

C
T
)

Ｃ
ｏ

L
o

c
n

o

－
－

　

７

　
　

’

　

゛

　

”

　

゛

言

Ｅ
Ｊ

　

０

　

２

　

Ｅ

市 町

４１

村

討

純 計 額

第50表

　

治

　

山

　

お

　

よ

　

び

　

砂

　

防

　

施

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　

治

　

山

　

施

　

設

　　　　　

砂

　

防

　

施

　

設

　　　　　　　　　　　　　　

・所（面積等

　

箇所（面積馴

え

　　

ん

　　

堤

　

（m3）

　　　　　

2 340　　　577 316　　　　1 545　　　961 410

山

　

腹

　

工

　

事

　

耶）

　　

200

　

･80

五回

　　

407 28謡謝

護

　　　　　

岸

　

（ｍ）

　　　　　　

333

　　　

24 515　　　　1 198　　　269 765:

床

　　　　　

止

　

（m3）

　　　　　

1 441　　　226 295　　　　　868　　　111 9図

第51表

　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

－262－

　

ｇ

　　

゛

　

し

４府

ｽﾞｽﾞ

　

ﾘ

　

ﾄ１

　

計

　

副

普通建設事業費

　　　　

24 897　　91.7　　H 518　　釣.3　　33 006　　卯］

　

補助事業費

　　　

17 389　　a.0　　5 401　　む.9　　22 749　　62.4i

　

単独事業費

　　　　

5 150　　jﾀ.0　　5 450　　む.∂ 7 232 jﾀ,ﾀ|

　

受託事業費

　　　　

2 358　　∂.7　　　667　　5.j　　3 025　　∂,ぷ

そ

　　

の

　　

他

　　　　

2 264　　8j　　　I 377　　皿7　　　3413　　卵

　

合

　　　

計

　　　　

27 161　　100.0　　12門　100.0　36 4191　100ス

14 598

14011

　　

516

　　　

71

　　

399

14 997

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｓ

　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

● ● -

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

，

| |

1 1

1 1

「

1

」

－

！

｜

－

｜

－



砂

　　

防

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

設

　

等

　

の

　

整

　

備

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

(昭和38年３月31日現在・単位

　

ｍ)

　　　

区

　　　　　　

分

　　　

｜

　　

箇

　　

所

　　

数

　　

｜

　　

延

　　　　　　

長

自白
に

　

で

　　　

で2ｽﾞ

　　　

ニ

（注）

　

自治省調による。

港

　　

湾

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

― 263 ―

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

∩

増

　　　

減

　　　

‘額

　

｜

　

増減率

　

1前年度増減率

　　　　

27 573　　　∂∂.∂1　　　　　5433　　　101.0　　　　　19.7　　　　　45.7

　　　　

18 641　　　　60.0　　　　　4 108　　　76.4　　　　22.0　　　　4ﾀ.2

　　　　

6 451　　　20.8　　　　　　781　　　　14.5　　　　　12.1　　　　　27.0

　　　　

2 481　　　　∂.Q　　　　　　544　　　　扨j　　　　　21.9＼　　　　∂3.∂

　　　　

3 468　　　11.2　　　　△　55　　△　j.0　　△　　j.∂　　　　　0.5

　　　　

31 041 .　100.0　　　　　5 378　　100.01　　- - 17.3　　　　38.7

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

|

増

　　　

減

　　　

額

　

１

　

増減率

　

!前年度増減率

-

　　　　　　

13 2071 ﾀ7.5　　　　　1 391 95.91　　　jﾊﾞ　　　31.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

12 806　　　ﾀj.5　　　　　I 205　　　∂3.j　　　　　9.4＼　　　　32.6

　　　　　　　

350

　　　　

2.∂

　　　　　　

166

　　　

11.4

　　　　　

47.4＼

　　　　

24.6

　　　　　　　

339

　　　　

2.5

　　　　　　

60

　　　　　

4j

ﾚ

　　　　　

17.7

　　　　　

U.I

　　　　　　

13 546　　　100.0　　　　　1 451　　　100.01　　　　10.6　　　　31.1



管理者別港湾数

第52表港湾施設の状況

　　　　　　　　　　

(昭和38年12月31現在)

匹

　

与ぼ副市り十詰jtﾄﾞ回ﾄづﾓ･tﾄｔ

（注）

　

１

　　　　

２

運輸省港湾局管理課調による。

　

「その他」とは，港湾管理者の未定のものである。

第53表港湾施設の整備状況

　　　　　　　　　

(昭和38年3月31日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　

訳

　　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　

1

総

　　

計

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県|市町村

　　　　　　　　　　　　　

総

　

延

　

長（Ｋｍ）

　　　

3 506　　　2 614　　　892
防波堤等外かく施設

｜

　　　　　　　　　　　　　

改良済延長（Ｋｍ）

　　　

1 877　　　1 526　　　351

大型船けい船岸の延長

　　　　　

（Ｋｍ）

　　　　

111

　　　　

55

　　　　

56

小型船けい船岸の延長

　　　　　

（Ｋｍ）

　　　

648

　　　

459

　　　

189

　　　　　　　　　　　　　

道路橋りよ（Ｋｍ）

　　　

539

　　　　

346

　　　　

193
臨

　　

港

　　

交

　　

通
｛

う

　　　　　　　　　　　　　

鋏道軌道（Ｋｍ）

　　　

238

　　　

125

　　　　　

113

港湾役務提供用船舶

　　　　　　

（隻）

　　　

249

　　　　　

185

　　　　　

64

　　　　　

防波堤等外かく施設新設延長（Ｋｍ）

　　　　

51

　　　　

36

　　　　

15

　　　　　

防波堤等外かく施設改良延長（Ｋｍ）

　　　　

109

　　　　　

101

　　　　　

8
昭和37年

　　　　　

大型船けい船岸の新設改良延長

　　　　　　　

９

　　　　　

６

　　　　

３
度事業量

　　　　　　　　　　　　　　

（Ｋｍ）

　　　　　

小型船けい船岸の新設改良延長

　　　　　　　

１４

　　　　　　

９

　　　　　

５

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　

（Ｋｍ）

　　　　　

浚

　　　

せ

　　　

っ

　　　

量（千が）

　　

28 678 23 480　　　5 198

（注）

　

自治省調による。
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参考表（５）港湾整備前期５ヵ年計画

その１

　

国民所得倍増計画による港湾事業の行政投資額

　　　　

10ヵ年計画（昭和36～45年度) 5,300億円

その２

　

前期５ヵ年計画（昭和36～40年度) 2,500億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

レ

カ年日lin
（ふ詣計画関連起債

外国貿易港湾の整備

　　　　　　

64 099　　　　　　33 963

産

　

業

　

港

　

湾

　

の

　

整

　

備

　　　　　　　

88 139　　　　　　　24 204

内国貿易港湾の整備

　　　　　

46 971 6 495

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　　　　

8 791　　　　　　　　　　　一

調

　　　

整

　　　

項

　　　

目

　　　　　　　

25 000　　　　　　　　　－

　

小

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

233 000　　　　　　　　64 662

地

　

方

　

単

　

独

　

事

　

業

　

等

　　　　　　　

17000

　　　　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

250 000　　　　　　　　64 662

（注）運輸省港湾局計画課調による。

265



普

区

そ

　

合

分

費
費
費
費
他

某
業
業
業

計

都 道府県

８
１
６

　

４

　

2

6
5
1

　
　
　

７

第54表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

市 町 村

渥 ５
８
５

　

２

　

7

4
2
1

　
　
　

４

（庄）街路事業費および都市下水路費を含む。

　　　　　　　　　

第55表都市計画の状況

‐
ｉ

　

ｌ
・
ｉ

t
ｏ
　
O
　
Ｃ
Ｔ
>
　
Ｎ
.
　
'
^

O

　

9
一
一

　

一
ｌ

　
　

ｌ

ｊ
０
２
ｊ
５

　

０

ａ
ニ
り
３

　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　

１
‐

純

　

計

109 93

　

80 11

　

28 21
Ｉ
／
○

116

その１

　

都市計画法適用市町村数

　　　

（昭和38年1月１日現在・単位

　

％）

　

区

　　　

分

　

｜

　

市町村数

　

ｌ

　

法適用数

　

｜

　

指

　

定

　

率

　　

市

　　　　　

1

　　　　　　　　

559!

　　　　　　　　

559l 100.0

町

　　　

村1

　　　　

2 891 753　　　　　　　　26.0

　

合

　　　　　

計

　　　

1

　　　　　　　

3 450」 1 312　　　　　　　　38.0

（注）東京都の特別区は，23区を１市として計上した。

その２

　

都市計画地域地区指定状況

　　

地域地区名

　　　

|都市数li

　　

地

　

域

　

区

　

名

　　

｜都市数

　　　　

用

　

途

　

地

　

域

　　　　

272

　　　　　　

，

　

防

　

火

　

地

　

域

　　　　　

123

　　　　

住居専用地区

　　　

58

　

防

　

火{準防火地域

　　　　

246

　　　　

|

工業専用地区

　　　　

32

1

　　　　

能

　

空

　

地

　

地

　

区

　　　　　

34

用

　　

途

　

特別工業地区

　　　　

５

　

形

　

憩{高

　

度

　

地

　

区

　　　　　　

６

　　　

゛文

　

教

　

地

　

区

　　　　　

５

　　　　　　

美

　

観

　

地

　

区

　　　　　

４

　　　　

事務所地区

　　　　

２

　

美観風致{風

　

致

　

地

　

区

　　　　

174

　　　　

|

小売店舗地区

　　　　

４

　　　　

わ

　

臨

　

港

　

地

　

区

　　　　

13

　　　　

緑

　

地

　

地

　

域

　

|

　　　

11

　　

その他{駐車場整備地区

　　　　　

８

（注）建設省都市局都市計画課調による。

１

　

自冶省調による。
２

　

昭和38年５月31日現在の「計画」は，都市計画法および土地区画整理法

　

の規定に基づく都市計画事業として決定された計画面積または計画延長で

　

ある。したがって，昭和38年５月31日現在すでに工事に着手しているもの

　

および工事に着手していないものも含めている。
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その３

　

都市計画事業の状況

　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

　

区

　　　　　　

分

　　

1潔皆准ぽ貨

）

ﾚ品品几

o

営営：

区画整理実施面積（千m2）

　　　

948 016　　　361 408　　　　　認j　　　52 685
街路新設改良延長（km）

　　　

174 574 6 624　　　　　　J.∂　　　　　599
芸帯雫衆論（言言

　　

昌

1

　

詣

　　

な

　　

ぷ

都市公園面積（千m2j）

　　

349 814　　100019　　　　　認.∂　　　5 650

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

。｜
－

－

～

Ｕ



都市計画費の状況
(単位

　

百万円・％)

　　　

参考表（6）道路整備５ヵ年計画中の街路事業

その１

　

旧道路整備５ヵ年計画中の街路事業の進捗状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）

　　　

区

　　　

分

　　

｜街

　　　

路｜区画整理１

　　

計

Ｓ

　　　

旧５ヵ年計画

　　　　

214 000　　　　65 500　　　279 500

　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　

36444　　　　　8 277　　　　　44 721

　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　

50693　　　　　8 799　　　　　59 492

‘

　

昭和38年度見込

　　　　　

69 328　　　　12 468　　　　81 796

　

昭和38年度までの計

　　　　　

156465　　　　　29 544　　　　186 009

:

　

昭和38年度までの進捗率

　　　　　　

73.1%

　　　　　

45.1%

　　　　　

66.6%

(注)調査費は含まない。

その２

　

旧道路整備５ヵ年計画中の街路事業の工事種別一覧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

km－百万円)

　　　

区

　　　　　

分

　　　

｜

　

事

　

業

　

量

　

ｉ

　

事

　

業

　

費

　

｜

　

摘

　　　　

要

　

改

　　　　　　　　　

良

　　　　　　　

1292　　　　　160234
jﾕjﾐぱMVWy?

，橋

　　

り

　　

よ

　　

う

　　　　　　　　

25

　　　　　

13 656

　

舗

　　　　　　　　

装

　　　　　　　

1 750　　　　　40 110

　

区

　　

画

　　

整

　　

理

　　　　　　　　

－

　　　　　

65 500

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

3 067 279 500

（注）建設省都市局街路課および区画整理課調による。
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昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較
訓

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

４

　

（宸講

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

皿.3

　　　　

80 513　　ﾀ3.ﾀ　　　　　29 421　　95.4　　　　　　36.5　　65.5

　

∂∂.7

　　　　

57 501　　67.1　　　　　22 613　　73.∂　　　　　　39.3　　∂0.2

　

24.2

　　　　

21 740　　25.4　　　　　6 474　　21.0　　　　　　29.8　　37.4

　　

j.4

　　　　　

1 272　　　1.4　　　　　　334　　　1.1　　　　　　26.3　　59.5

　　

5./

　　　　　

5 187　　　∂.j　　　　　1 409　　　4.∂　　　　　　27.2　　∂j.1

　

100.0

　　　　

85 700　　100.0　　　　30 830　100.0　　　　　36.0　　66.4



その１

　

日的別内訳

その２

　

性質別内訳

区 分

費
費
費

　
　
　

修

件
件
補

　
　
　

持

人
物
維

扶助費，補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業

そ

　　　

の

　

合

　　　　　

計

費
他

都道府県

456

　

18

　　

2

　　

5

　

66

　　

1 406

551 741

第56表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

昭

∂2

12.1

和
一
市

６
４
７

　

4
0

5
4

　
　
　

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

238

37
－
町

年
一
村

度

純

　

計

-

513 13（

6
2
９

！
’
‘
ｊ
７
７

δ
δ
ｊ

　
　
　

４

　

17 031

166 722

　

5 US

　

2 05;

― 268

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

・

《

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　　

純

　

計

教育委員会費

　　　　

8 167　　j.5　　16 650　　7.0

　　24

608

幼

　

稚

　

園

　

費

　　　　　　

28

　　

0.0

　　　

4 729　　2.り　　　4 747

小・中学校費

　　　

368 341　　蘭.∂　　157 827　　邱.2　　51770j

　　

小

　

学

　

校

　

費

　　　

223 383　　如.5　　　84 110　　お.3　　302 658

　　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　

144 958　　26.5　　　73 717　　釦.ﾀ　　215 043

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　　

140 967　　25j　　　19 930　　∂.∂　　　157 672

　　

全

　　

日

　　

制

　　　　

123 624　　22.4　　　　17 274　　　7.2　　　　137970

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

定

　　

時

　　

制

　　　　

17 343 3.j　　　　　2656　　　　1.1　　　19702

盲ろう学校費

　　　　

7 736　　j.4　　　　549　　0.2　　　8 258

大

　　　

学

　　　

費

　　　　　

7 687　　　j.4　　　　3 326　　　1.4　　　10 967

社会教育

　

費

　　　　

3 039　　0.5　　　14 733　　6.2　　　17 292

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　　　

4318

　　　

0.∂

　　　

14 669　　　∂.j　　　18 393

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

11 458　　　2.j　　　　6 082　　　2.∂　　　17 021

　

合

　　　　

計

　　　　

551 741　　100.0　　238 495　　100.0　　7766が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１

　 　 　 　 　 　 　

㎜

｜

－

,

l
｜

,

i

l

)

1

－

－

！

１

）

ｉ

－

１

－

－

｜

－

－

－

－



教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

－269－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

ﾉ

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

額

　　　　

純

　　

額

　　

計

　　

｜

　　

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

ｓ

　

（離諜

　　

肪.j

　　　　

433 630　　∂ｱ.7　　　　　79 500　，5∂.2　　　　　　j∂.3　　17.4

　　　

∂.j

　　　　　

53 265　　　∂.3　　　　　9 575　　　7.Q　　　　　　j∂.0　　妬.∂

　　　

j.2

　　　　　

7 941　　　j.3　　　　　1 828　　　j.∂　　　　　　23.0　　四.4

　　　

2.2

　　　　　

14 789　　　2.3　　　　　2 242　　　j.∂　　　　　　15.2　　34.6

　　

21.5

　　　　

123 503　　四.3　　　　43 219　　31.7　　　　　　35.0　　屁j

　　　

0.∂

　　　　　

5700

　　　

0.９

　　　　

△585

　

4

　

Q.4

　　　　　

△10.3

　　

∂＆4

　　　

0.3

　　　　　

1 254　　　0.2　　　　　　798　　　Q.∂　　　　　　63.6　　23.4

　　

100.0

　　　

640 082　　100.0　　　　136 5ｱｱ　　100.0　　　　　21.3　　21.1

　　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
☆

純

　　

計

　　

額

　　

１

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

４率端昌

　　　

J.2

　　　　

21 211　　　3.3　　　　　3 397　　　2.5　　　　　　16.0　　j∂j

　　　

0

1

　　　　　

3 901　　　0.∂　　　　　　846　　　0.∂　　　　　　21.7　　22j

　　

66.6

　　　　

449 995　　70.5　　　　　67 706　　49.6　　　　　　15.0　　j∂.S

　　

3∂.∂

　　　　

257 213　　40.2　　　　　45 445　　∂∂j　　　　　　17.7　　拓.9

　　

27.7

　　　　

192 782　　30.1　　　　　22 261　　j∂j　　　　　　11.5　　2ﾀ.∂

　　

20.3

　　　　

110 666　　17.3　　　　　47 006　　34.4　　　　　　42j　　2∂.∂

　　

j7.∂

　　　　

93 028　　14.5　　　　44 942　　32.9　　　　　　4∂.J　　29.7

　　　

2.5

　　　　　

17 638　　　2.∂　　　　　2 064　　　j.5　　　　　　11.7　　招.j

　　　

1.1

　　　　　

6 177　　　j.0　　　　　2 081　　　j.5　　　　　　55.7　　26.2

　　　

j.4

　　　　　

9 402　　　j.5　　　　　1 565　　　j.2　　　　　　錨.∂　　jり.2

　　　

2.2

　　　　　

13 552　　　2.j　　　　　3 740　　　2.7　　　　　　27.6　　21.3

　　　

2.4

　　　　　

12 056　　　j.ﾀ　　　　　6 337　　　4.∂　　　　　　52.7　　174.9

　　　

2.2

　　　　　

13 122　　　2.0　　　　　3 899　　　2.∂　　　　　　29.7　　25.3

　　

100.0

　　　

640 082　　100.0　　　　136 577　　100.0　　　　　21.3　　21.1



その３

　

財源内訳

区 分

費
費
費
費
費
他

　
　

缶
業
業

　
　

ｆ
事
事

件
件
補
設
旧
の

　
　
　

建
復

　
　

持
通
害

人
物
維
普
災
そ

合 計

都道府県

354 83
４

　

７

368 341

第56表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

第57表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

昭

0.1

2.j

和
一
市

37
－
町

20 732

33 58ど

　

6 851

86 502

　

3 94;

157

年
一
村

度

純

　

計

375 564

　

38 521

　

7 045

　

86　５６'?

　

3 943

　

6 061

517 701

第58表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

－270－

｜

　

区

　　　　　

分

　　

｜

　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

計

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

81 919　　卵］　　　7 535　　37.8　　　89 454

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　　

7 710　　5,5　　　　1 041　　　5.2　　　8 751

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　　

1 453 1.0＼　　　　　139　　0.7　　　　1 592

　

普通建設事業費

　　　　

48 730　　艮.∂　　　9 983　　印j　　　56 235

　

災害復旧事業費

　　　　　

888

　　

0.∂

　　　　

108

　　

0.∂

　　　　

996

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

267

　　　

0.2

　　　　

1 124　　　　5.∂　　　　　644

　　

合

　　　　

計

　　　　

140 967　100.0　　　19 930　　100.0　　157 672

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度∩

　

・

　

都道府県

　

｜

　

市田J村ｉ純や

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

167 882　　30.4　　　19 6％|　　∂.j?　　　187578

　

使用料，手数料

　　　

15 772 2°∂1　　　　40401　　　j.7　　　19812

　

律UjE金，負担金，寄

　　　　　

6 461　　　つ　　　　5 677　　　2.4　　　　8 302

　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　

14 495　　　2.∂　　　25 254　　拓.∂　　　39 749

　

その他特定財源

　　　　

15 039　　2.∂　　　31 529　　13.2　　　36 827

　

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　

332 092　　印.2　　　152 299　　卵.∂　　484 391

　　

合

　　　　　

計

　　　　

551 741　　100.0　　238 495　100.01　　ｱｱ6659

－

｜

｜



教育費の状況（つづき）

小・中学校費の状況

高等学校費の状況
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(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　

゛

　

ｉノ

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

減率護醤

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

　　

56.7

　　　　

75 047　　∂7.∂　　　　　14407　　30.6　　　　　　19.2　　lel

　　　

5.∂

　　　　　

6 693　　　6.0　　　　　2 058　　　4.4　　　　　　50.7　　M.＆

　　　

j.0

　　　　　

1 059　　　j.0　　　　　　533　　　1.1　　　　　印.3　　拡州

　　

35.7

　　　　

26 127　　23.6　　　　　30108　　64.1　　　　　　115.2　　7∂.川

　　　

Q.∂

　　　　　

1 210　　　1.1　　　　　△214　△　0.5　　　　　△17.7　　J∂.71

　　　

0.4

　　　　　　

530

　　　

0.5

　　　　　　

114

　　　

Q.∂

　　　　　　

21.5

　　　

3.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

100.0

　　　

110 666　　100.0　　　　47 006　　100.0　　　　　42.5　　26.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1;

　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　

j，

☆

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

ｓ率|監剔

　　

72.5

　　　　

319 412　　71.0　　　　56 152　　∂2.ﾀ　　　　　　17.6　　16.3＼

　　　

7.4

　　　　　

33 735　　　7.5　　　　　4 786　　　7.j　　　　　　μ.2　　15.6
＼

　　　

j.1

　　　　　

5 931　　　j.3　　　　　1 114　　　j.7　　　　　　j∂.∂　　jﾀ.3

　　

扨.7

　　　　

81 868　　j∂.2　　　　　4 699　　　6.ﾀ　　　　　　5.7　　26.6!

　　　

Q.∂

　　　　　

4 094　　　0.9　　　　　△　151　△　0.2　　　　△　∂.7　　3O.ii

　　　

j.2

　　　　　

4 955　　　1.1　　　　　1 106　　　j.∂　　　　　　22.3　　aj.91

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

J

　　

100.0

　　　　

449 995　　100.0　　　　6ｱｱ06　　100.0　　　　　　15.0　　18.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　　

ｉ／

純

　　

十

　　

額

　　

ｌ

　

ｉ

　

ｓ

　

額

　

）

　

４

　

（監釧

　　

24.1

　　　　

161 651　　25.3　　　　　25 927　　jﾀ.Q　　　　　　16.0　　j∂.

　　

2.5

　　　　　

18 041　　　2.∂　　　　　1 771　　　j.3　　　　　　ﾀ.∂　△　０.2

　　

1.1

　　　　　

6 445　　　j.0　　　　　1 857　　　j.4　　　　　　2∂.∂　　　2.Q

　　

5.j

　　　　　

28 951　　　4.5　　　　　10 798　　　7.9　　　　　　37.3　　4j.

　　

4.∂

　　　　

30 250　　　4.7　　　　　6 577　　　4.∂　　　　　　21.7　　2ﾀ.

　　

∂2j

　　　　

394 744　　61.7　　　　　89 647　　65.6　　　　　　22.7　　2j.

　　

100.01

　　　

640 082　　100.01　　　136 5ｱｱ　　100.0　　　　　21.3　　21.1



その1

　

/」 学

　　

校

第59表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　

員

　　　　　

数

・

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　

本

　　　　

務

　　　　　　

兼

　　　　

務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｔ・（人川セ

ノ

ｔ

　　　

（tl l

；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　　　　

人
ｌ

　　

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　　　　　　

342 113　　　－　　　　　　ロ35　　　－

｜
1

　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　

348 304　　　扨0　　　　　　1 325　　　旬0

　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　

360 617　　　扨j　　　　　　1 752　　　82

　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　

364 612　　　扨5　　　　　　1 593　　　j加

　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　

357 154　　　扨∂　　　　　　1 453　　　j扨

｀

　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　

345 391　　　ﾀ9　　　　　　1 455　　j扨

j

　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　

337 247　　　∂7　　　　　　1 321　　　j卯

j

　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　

336 659　　　∂7　　　　　　1 740　　131

その２

　

中

　　

学

　　

校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　

員

　　　　　

数

　　　　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　

本

　　　　

務

　　　　　　

兼

　　　　

務

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

　

値（Ａ）1指

　

数

　

数

　　　　

値

　

|指

　

数

　　

ｌ

　

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　　　　　　

1925

こ

　　　

－

　　　　　　

30

ぬ

　　　

－

1

　　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　　

187 734　　　拓Q　　　　　　　　2 996　　　j卯

1

　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　　

179 602　　　　％　　　　　　　　2 897　　　　97

1

　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　　

180 897　　　　％　　　　　　　　3 128　　j（M

I

　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　　

197 589　　　j05　　　　　　　　3 891　　　j∂0

　　　　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　

222 554　　　jj∂　　　　　　　　3 802　　j27

1

　　　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　　

236 736 j2∂　　　　　　　403　　　j昶

　　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　　　　　　

236 294 j2∂　　　　　　　3 635　　　121

1

― 272 ―



推

　

移（公立学校分）

― 273 ―

(各年５月１日現在)

(各年５月１日現在)

　　　

生

　

徒

　

数

　　　　　

学

　

級

　

数

　　　　

１

　

学級

　　

１学級

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　

り

　

教

　

当り生
数

　　　　

値

　　　　　　　

数

　　　　

値

　　　　　　

員

　　　

数

　　

徒

　　

数

　　　

（Ｂ）

　　　　

卜

旨

　

数

　　　　

（ｃ）

　　　　

ﾚ

゛数留

一

　

器ト

　　　　　　　

千人

　　　　　　　　　　　　　

級

　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　

人

　　　　　　

5 746　　　－　　　　　122 939　　　　－　　　　　　1.57　　　　46.7

　　　　　　

5 504　　　扨Q　　　　　119 688　　　扨O

　　　　　1.57　　　　46.0　　　　　　

5004

　　　

ﾀj

　　　　　

112 788　　　ﾀj　　　　　　1.59　　　　44.0

　　　　　　

4 969　　　9Q　　　　　113 554　　　ﾀ5　　　　　　j.５ﾀ　　　　43.8

　　　　　　

5 657　　　103　　　　　126 511　　　jO∂　　　　　　1.56　　　　4i.7

　　　　　　

6 643　　　121　　　　　144 610　　　121　　　　　　1.54　　　　45.9

　　　　　　

7 031　　　j2∂　　　　　154 539　　　j2ﾀ　　　　　　1.53　　　　45.5

　　　　　　

6 691　　　j22　　　　　152 550　　　j27　　　　　　1.55　　　　j3.ﾀ

　　　

児

　

童

　

数

　　　　　

学

　

級

　

数

　　　　

ｌ

　

学級

　　

１学級

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　

り

　

教

　

当り児

数

　　　　

値

　　　　　　　

数

　　　　

値

　　　　　　

員

　　　

数

　　

童

　　

数

　　　

（Ｂ）

　　　　

ﾚ

旨

　

数

　　　

（ｃ）

　　　　

ﾚ

“゛個

･

　

｛訃

　　　　　　　　

千人

　　　　　　　　　　　　　

級

　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　

人

　　　　　　

12 529　　　　－　　　　　282 836　　　－　　　　　　1.21　　　　　44.3

　　　　　　

12 866　　　100　　　　　289 857　　　扨O　　　　　　1.20　　　　44.4

　　　　　　

13 398　　　扨4　　　　　301 833　　　104　　　　　　1.19　　　　U.4

　　　　　　

13 279　　　103　　　　　304 103　　　扨5　　　　　　1.20　　　　43.7

　　　　　　

12 496　　　∂7　　　　　296 286　　　j02　　　　　　1.21　　　　　42.2

　　　　　　

11 717　　　ﾀj　　　　　285 296　　　ﾀﾀ　　　　　　1.21　　　　　41.1

　　　　　　

10 962　　　∂5　　　　　276 982　　　ﾀ∂　　　　　　1.22　　　　jﾀ.∂

　　　　　　

10 377　　　∂j　　　　　275 395　　　ﾀ5　　　　　　1.22　　　　37.7



その３

　

高

　

等

　

学

　

校

第59表教員数等

　

の推

（注:）1

　

文部省「学校基本調査」による。

　　　　

２

　

小学校および中学校の指数は，（公立義務教育諸学校の学級編成及び度）

　　　　

を100としたものである。

　　　　

３

　

入学率は，国立，公立および私立の全体の率で，当該年度の高等学校入

その１

　　　　　　

参考表（７）各

　

国

　

に

　

お

　

け

　

る

各国における義務教育の就学率

　　　

国

　　　　　

名

　　

ト

　

（就

　

学

　

年

　

数

　

贈苧釧おり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年

　　　　　

才

　　　　　

％

　　

アメリカ合衆国

　　　

1957

　　　

9（州により異なる）

　

7～16

　　　　

即･

　　

西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　　

1955

　　　

8（邦により異なる）

　

6～14

　　　　

卯･

　　

イ

　　　

ン

　　　

ド

　　　

1958

　　　

5（州により異なる）

　

6～11

　　　　

δj･

　　

タ

　　　　　　　

イ

　　　

1958

　　　

4

　　　　　　　　　

1

　

7～11

　　　　

巧.ひ

ｰ

― 274 ―

　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　

員

　　　　

数

　　　　　　　　

生

　　

徒

　　

区

　　　　　

分

　　　　

本

　　　　

務

　　　　

兼

　　　　

務

　　

‾

　　　　　　　　　　　　

数

　

値し旨数

|

数

　

値ﾚ旨数

　

数

　

値

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　

千人

　

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　　　

92 904　　　－　　　9 905　　　－　　　2 120

　　　　　

32

　　　　　　　　　

94 579　　　扨0　　　　10 883　　　珀0　　　　2 186

　　　　　

33

　　　　　　　　　

96 650　　　如2　　　　11 258　　　扨∂　　　　2 242

　　　　　

34

　　　　　　　　　

98 904　　　如5　　　11 739　　　jO∂　　　　2299

　　　　　

35

　　　　　　　　　

100 875　　　拓7　　　　11 886　　　扨ﾀ　　　　2 301

　　　　　

36

　　　　　　　　

102 943　　　扨∂　　　　11306　　　扨4　　　　2 236

　　　　　

37

　　　　　　　　　

107 853　　　114　　　　10 947　　　扨j　　　　2 324

　　　　　

38

　　　　　　　　

121 240　　　j2∂　　　　12100　　　Ill　　　　2 683



移（公立学校分）（つづき）

(各年５月１日現在)

教職員定数の標準に関する法律（昭和33年法律第116号）」の施行の前年度（昭和32年

学者数を前年度の中学校卒業者で除して得た率である。

　

義

　

務

　

教

　

育

　

等

　

の

　

状

　

況

　　

その２

　

各国における初等，中等学校の教員１人当り生徒数

　

国

　　　　　

名

　　

１年

　　　

度｜初等学校｜中等学校１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

人i
日

　　　　　　　　　

本

　　　　

1960

　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　

25･
アメリカ合衆国

　　　

1％0

　　　　　　　　

28 22
イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　　　　

1958

　　　　　　　　　　

29

　　　　　　　

21
西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　　　　

1958

　　　　　　　　　　

36

　　　　　　　

22’
ソ

　　　　　　　　　　

連

　　　　　

1959

　　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　

13
イ

　　

タ

　　　

リ

　　　

ア

　　　　　

1958

　　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　

13‘
イ

　　　　

ン

　　　　　

ド

　　　　　

1958

　　　　　　　　　　　

34

　　　　　　　　

291
セ

　　

イ

　　

ロ

　　

ン

　　　　

1959

　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　

－
ス

　

ウ

　

Iエ

　

ー

　

デ

　

ン

　　　　

1959

　　　　　　　　　　

19

　　　　　　　

15
デ

　

ン

　

マ

　

ー

　　

ク

　　　　　

1959

　　　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　

13
ス

　　

ペ

　　

イ

　　　

ン

　　　　　

1958

　　　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　

－
ブ

　　

ラ

　　　

ジ

　　

ル

　　　　　

1％0

　　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　

15
アラブ連合（エ

　

プト）

　　　　

1959

　　　　　　　　　　

3

1

15

　　　　　　　　　　　　

｜

(注J) 文部省「日本の成長と教育」による。

－275－

　　

数

　　　　　

学

　　　　

校

　　　　

数

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

うち公立

　　　　　　　

本

　　　　

校

　　　　

分

　　　　

校

　　　

入

　

学

　

率

　

指数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入

　

学

　

率’

　　　　　　

数

　

値|指数

1

数

　

値|指数

　　　　　　　　　　　

丿

　　　　　　　　　　　

校

　　　　　　　　　　

校

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　

－

　　　　

2 401　　　　－　　　　1 239　　　　－　　　　　52.5　　　　　　Jﾀ.∂

　　　

加0

　　　　

2 431　　　扨0　　　　1 193　　　100　　　　　52.6　　　　　　∂∂.1

　　　

j昭

　　　　

2 472　　　扨2　　　　1 322　　　Ill　　　　　55.7　　　　　　40.1.

　　　

加5

　　　　

2 499　　　扨3　　　　1 099　　　ﾀ2　　　　56.8　　　　　　3ﾀ.41

　　　

扨5

　　　　

2 514　　　扨J　　　　1 044　　　∂7　　　　5ﾀ.9　　　　　　42.4＼.

　　　

j02

　　　　

2 543　　　加5　　　　　984　　　∂2　　　　66.3　　　　　　49.11

　　　

j叱1

　　　　

2619

　　　

扨∂

　　　　　

915

　　　

77

　　　　

6j.∂

　　　　　　

43ぶ

　　　

j23

　　　　

2 791　　　115　　　　　858　　　72　　　　∂7.ﾀ　　　　　　u.n

　　　　　

1



その１

　

義務教育学校施設

第

　

60

　

表

　　

教

　　

育

　　

施

　　　　　　

(昭和38年５月１日現在)

　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

小

　

学

　

校

　

｜

　

中

　

学

　

校

　

学

　　　　　

校

　　　　　

数（Ａ）

　

（校）

　　　　　　

26 189　　　　　11 804

　　　

本

　　　　

校

　　　　

数

　　　　

（校）

　　　　　

22 467　　　　　11 215

　　　

分

　　　　

校

　　　　

数

　　　　

（校）

　　　　　　

3 722　　　　　　　589

　

学

　　　　　

級

　　　　　

数（Ｂ）

　

（級）

　　　　　　

275 375 152550

　

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（Ｃ）（千m2）

　　　　　

47 279　　　　　26 908

　　　

木

　　　　　　　　　

造

　　　

（千m2）

　　　　　

39 498　　　　　20 652

　　　

非

　　　　

木

　　　　

造（Ｄ）（千m2）

　　　　　　　

7 782 6 256

　

講堂，屋内運動場面積（Ｅ）で千m2）

　　　　　　

6 549　　　　　　　3929

　

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積（Ｆ）（千m2）

　　　　　　　

8 624 1 921

　

学校校舎不足面積

　　

（干m2）

　　　　　

4 692　　　　　　　4942

　

児

　　

童

　　

生

　　

徒

　　

数（Ｇ）（千人）

　　　　　　

10 377　　　　　　6 691

　

教

　　　　　

員

　　　　　

･数（Ｈ）（千人）

　　　　　　　

337

　　　　　　　　

236

　

非木造構造比率（Ｄ）/（Ｃ）×100

　

（荒）

　　　　　　　

j∂.5

　　　　　　　

3.2

　

危険校舎比率（Ｆ）/（Ｃ）×100

　

（％）

　　　　　　

拾2

　　　　　　

7j

　

児童生徒１人当り校舎面積（Ｃ）／（Ｇ）（ｍり

　　　　　　　

4.56

　　　　　　

4.02

　

児童生徒Ｉ人当り講堂屋内運動場面積

　　　　　　　　　　

0.63

　　　　　　　

0.59

　

1白ＨｍＥ生ｎ衣副廓（昌

　　

396

　　　　　　　

566

　

1学級当り児童生徒数（Ｇ）／（Ｂ）

　

（人）

　　　　　　　

37.7

　　　　　　　

43.9

1

　

教員１人当り児童生徒数（Ｇ）／（Ｈ）

　

（人j）

　　　　　　　

30.8

　　　　　　　

28.3

1

　　　　　

土地｛取

　　　　　　　

得（千m2）

　　　　　　

32

1

　　　　　　

4 563
1

　

昭和37

　　　　

処

　　　　　　　

分（干m2）

　　　　　　

5聡

　　　　　　

1 140

　

年度事

　　　　

新

　

築，

　

改

　

築（千ｍy）

　　　　　　

1 688　　　　　　1973

　

業

　

量

　

建物

　

購

　　　

入

　　　

等（干m2）

　　　　　　　

20

　　　　　　

23

1

　　　　

'±m {用　　　更による増（千m2）　　　　　　　　90　　　　　　　41

、

　　　　　　　

処

　　　　　　

分（千゛2）

　　　　　　

924

　　　　　　

548

（注）

　

１

　

学校数，学級数，児童生徒数および教員数は，文部省「学校基本調査」

　　　　

による。

　　　　

２

　

校舎面積，講堂，屋内運動場面積，危険校舎面積および学校校舎不足而

　　　　

積は，文部省管理局助成課調による。

　　　　

３

　

昭和37年度事業量は，自治省調による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－276－



設

　

の

　　

状

　

況

　

その２

　

高等学校施設 (昭和38年５月１日現在)

　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　

｜

　　

高

　

等

　

学

　

校

　　　

学

　　　　　　

校

　　　　　　

数（Ａ）

　　

（校）

　　　　　　　　　　　　

3 649

　　　　　

本

　　　　　

校

　　　　　

数

　　　　

（校）

　　　　　　　　　　　　

2 791

1

　　　　

分

　　　　　

校

　　　　　

数

　　　　　

（校）

　　　　　　　　　　　　　

858
S
，

　

課

　　　　　　

程

　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7 098

1
，

　　　

通

　　　

常

　　　

課

　　　

程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 166
1J

　　　

定

　　

時

　　

制

　　

課

　　

程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 932

:

　　

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（Ｂ）（千m2）

　　　　　　　　　　　

13 545

　　　　　

木

　　　　　　　　　　　

造

　　　

（千m2）

　　　　　　　　　　　　

9 052

！

　　　　

非

　　　　　

木･

　　　　　

造（Ｃ）（千m2），

　　　　　　　　　　　

4 493

，

　

危

　

険．校

　　

舎ヽ面

　　

積（Ｄ）（千m2）

　　　　　　　　　　　　

1 531

j

　　

生

　　　　　　

徒

　　　　　　

数（Ｅ）

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　

2 773

,「

　　　　

通

　　　

常

　　　

課

　　　

程（Ｆ）

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　

2 252

，

　　　

定

　　

時

　　

制

　　

課

　　

程

　　　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　

425

　　　　　

専

　　　　　

攻

　　　　　

科

　　　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　

２

ｉ

　　　　

別

　　　　　　　　　　　

科

　　　

（千人j）

　　　　　　　　　　　　　

4

　　　　　　

小

　　　　　　　　　

計（Ｇ）

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　

2 683

1じ

　　　　

通

　　　

信

　　　

教

　　　

育

　　　

（千人j）

　　　　　　　　　　　

，90

1

　　

教

　　　　　　

員

　　　　　　

数（Ｈ）

　

（千人）

　　　　　　　　　　　　　

121

　　　

非木造構造比率（Ｃ）/（Ｂ）×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

33.2

　　　

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率（DJ）/（Ｂ）×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　　

11.3

　　　

生徒Ｉ人当り校舎面積（Ｂ）／（Ｅ）（ｍり

　　　　　　　　　　　

4.88

　　　

1校当り通常課程生徒数（Ｆ）／（Ａ）

　

（人）

　　　　　　　　　　　　

617

　　　

教員１人当り生徒数（Ｇ）／（Ｈ）（人j）

　　　　　　　　　　　　

22

　　　

水

　　

産

　　

実

　　

習

　　

船

　　　　　

（隻）

　　　　　　　　　　　　　　　

65

　　　

保

　　　　

有

　　　　

船

　　　　

舶

　　

（総トン）

　　　　　　　　　　　　

8700

’

　　　　

土地｛取

　　　　　　　　　　

得（千m2)

　　　　　　　　　　　　

8 022

ミ

　

昭和37

　　　　

処

　　　　　　　　　　

分（干m2）

　　　　　　　　　　　　

510

‘

　

年度事

　　　　

新

　　

築，

　　

改

　　

築（千m2）

　　　　　　　　　　　　

1 791

　

業

　

量

　

建物

　

購

　　　　

入

　　　　

等（千m2)

　　　　　　　　　　　　

155

　　　　　

1

’

1

用途変更による増（千m2）

　　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　

処

　　　　　　　　　

分（千m2）

　　　　　　　　　　　　

282

1

(注) １

　

学校数，課程数，生徒数（通信教育を除く。）および教員数は,文部省「学

　

校基本調査」による。

２

　

校舎面積および危険校舎面積は，文部省管理局助成課調による。

３

　

生徒数のうち通信教育，水産実習船，保有船舶および昭和37年度事業量

　

は，自治省調による。
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参考表(８)高等学校(公立)生徒急

　

区

　　　　　　　

分

　　

1

全体事業量

　

全体事業費

1

36

/E度

一般校舎屋内運動場

　　　　　　　

鴛

　　　　　　

463

　　　　　　

38’

一

　　

般

　　

設

　　

備

　　　　　　　　　　

］

　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

-|

産業教育振

　

施

　　　

設

　　　　　　　　

20

　　　　　　　

108

　　　　　　　

5
興施設整備

｛
設

　　　

備

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

91

　　　　　　　　

5，

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

②

　　

（昌）

　　

②j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

90

　　　　　　　

ｱ00

　　　　　　　

481

(注) １

２

３

文部省調による。

合計欄の（

　

）の上欄は昭和37年１月26日閣議了解事業費，下欄は昭和3＆

昭和40年度は，昭和39年度の積算に用いられた構造比率および単価によ

　　　　　　　　　　

第61表

　

昭

　

和

　

37年度社

第62表社 会

　　

教 育

　

区

　　　　　　　

分

　　　

１

ご

ｏ田皿

六

白員

しこ

ミ

　

叉

　

呂

　

千万U

　

回

　

万

万

公

　　　

会

　　　　

堂

　　　　　

669

　　

4 980 366　　　　1085　　　　　16
犯行り

　　　

肇立

　　　

≒

　　　

回j

(注) １
２
３

る。
用者数」欄は，収容定員である。
は，昭和37年度の月平均利用者数である。
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昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計‘

物

　　　

件

　　　

費

　　　　　

976

　

32.1

　　　　

3 546　24.0　　　4 522
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　　　

500

　

妬.5

　　　

2 060　皿.0　　　2 241
普通建設事業費

　　　

10％

　

お.j

　　　

5 669　お.5　　　66叫
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

46

1

　

15.3

　　　　

3 458　2.5　　　　3 926･
合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　

3 039　100.0　　　　14733　100.0　　　17 292ヽ



増に伴う施設整備計画(改定)
(単位

　

億円)

　　

の

　　　　

年

　　　　

次

　　　　

計

　　　　

画

37

　

年

　

度

　　

1

　　

38

　

年

　

度

　　

1

　　

39

　

年

　

度

　　

｜

　　

40

　　

年

　

度

　　　　　　

168

　　　　　　　　

140

　　　　　　　　　

117

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

15

　　　　　　　　　

14

　　　　　　　　　　

9

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

16

　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　

22

　　　　　　

13

　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　

19

　　　　　

（晶

　　

［

］

　　

（佛）

　　

Ｇ）

　　　　　　

212

　　　　　　　　

212

　　　　　　　　　

187

　　　　　　　　　　

41

年１月22日閣議了解事業費である。
つて推計したものである。

　

会

　

教

　

育

　

費

　

の

　

状

　

況

施

　　

設 の

　　

状 況

(単位

　

百万円・％)

(昭和38年３月31日現在・単位

　

人)

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

利用者数｜

　

専任職員

|

箇所数｜利用者数｜専任職員

　　　　　　　　

828

　　　　　　　

30

　　　　　

2 846　　　　　270 518　　　　　9 504

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

11 090　　　　7 982 374　　　　　6 163

　　　　　

1 581 323　　　　　　1 597　　　　　　760　　　　4 618 633　　　　　2 650

　　　　　　

298 466　　　　　　1 1

j　　　　　　72　　　　　778

884　　　　　　383

　　　　　　

320 461　　　　　　　186　　　　　　653　　　　4 659 905　　　　　　899

　　　　　

1 877 329　　　　　　188　　　　　　245　　　　2 688 547　　　　　　379

　　　　　　

852 235　　　　　　152　　　　　1 002　　　　3 187 228　　　　　　390

　　　　　　

22 117　　　　　　1241　　　　　　97　　　　　　62 530　　　　　　66

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

38

　　　　　

106 593　　　　　　93
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昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

司

/

゛

　　

゛

　　　

（

増

　　

減

　　

額

　

）減蛸四回皿

　　

26.1

　　　　

3 837　　2∂.3　　　　　685　　18.3　　　　　17.9　　　　　　圃.0

　　

召.0

　　　　

2 003　　μ.∂　　　　　238　　　∂.4　　　　　jj.ﾀ　　　　　　10.8

　　

3∂.2

　　　　

4 353　　32j　　　　2 250　　60.2　　　　　51.7　　　　　　18.7

　　

22

1

　　　　

335

1

　　

24.∂

　　　　　

567

　　

j5

1

　　　　

妬.9

　　　　　　

40.5

　　

100.0

　　　

13 552　　100.0　　　　3 740　　100.0　　　　27.6　　　　　　21.3



その１

　

日的別内訳

区

　　　　　　

分

費
費
費
費
費
費
他

護
祉

　

助

　

策

保
福
宅
救
働
対
の

活
童

　

害

　

業

生
児
住
災
労
失
そ

合 計

その２

　

性質別内訳

区

　　　　　　

分

計

等
費
費
費
費
金
他

その３

　

財源内訳

第63表昭和37年度社会

都

　

道

　

府

　

県

39 859
／
ｒ
Ｑ
ｃ
ｔ
こ
し
″
ｚ
ｌ
ｃ
し

５
４
１
６
７
４

９
８
４
５
５
５

３
０

　

０
８
４

１
４

　

―
―
―

138 751

都

　

道

　

府

一一

　

53 420

　

61 912

　

43 356

　　　

16こ

　

18 391

　

13 27S

　

10 141

138 751

昭

2∂

　

昭

一
県

－280－

和
一
市

和
一
市

９
６
４

　

1
4

4
1
3

　
　

３

37
-

町

13 63a

150 501

37
-

町

２
５
９

　

4
2

6
7
3

　

３

年
一
村

23､I

年
一
村
-

でj

ｊ

度
一
純

度
一
純

計

8
8
2
8
7
5
１１

計

11061

135 933

　

81 972

　

０4C

　

52 821

　

15 774

　

20 372

282 694

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

１

　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

l

　

j屯

　　

計

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

58 944　42.5　　　74 257　49.3　　　133 201
使

　

用

　

料，手

　

数

　

料

　　　　

2％5

　

2j

　　　　

4 904　S.∂　　　7 869
雑

　　　

収

　　　

入

　　　　

12 509　ﾀ.0　　　6 768　4.5　　　18 223･
地

　　　

方

　　　　

債

　　　　

5 482　4.Q　　　7 171　　4.∂1　　　12653
その他特定財源

　　　

12 287　∂.9　　11 736　7.∂　　18 609
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　

46 564　お.5　　　45 665　お.∂　　　92 139

　

合

　　　　　　

計

　　　　

138 751　100.0　　150 501　100.0　　282 694

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

Ｉ

　 　 　 　 　 　

Ｆ

　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

Ｆ

１

　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　

１

　　　　　　

，

　　

１

　　　　　　

。

Ｉ

｜

｜

1

1

1

1

－

－

S

S

1

1

1

－

｜

１

｜

１

！

－

－

１

－

－

－

｜

一

一
－



及び労働施設費の状況

－281－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

‾こ

ﾚ

゛牛

　

゛

　

増ｙ

　

減

　

祁

　

｜

　

増減率

　

1前年度増減率

　　　

47.1

　　　

111 746　　47.6　　　21 455　　44.7　　　　　19.2　　　　　　20-9

　　　

2.∂

　　　　

7 326　　　3.j　　･，　543　　　1.1　　　　　7.4　　　　　　7.a

　　　

∂.4

　　　

16 116　　　∂.ﾀ　　　　2 107　　　4.ざ　　　　　j＆j　　　　　　27.ﾀ

　　　

4.5

　　　　

9 600　　　4j　　　3 053　＝　∂.4　　　　　3j.∂　　　　　　∂.91

　

J

　

∂.∂

　　　　

14 452 ｀　　砲　　　　4 157　　1　∂.∂　’1　　2∂.8･　　　　　　　65.9

　　　

32.6

　　　

75 426　　∂2.1　　　16 713　　34.∂　　　　　22.2　　　　　　27.^1

　　

100.0

　　

234 666 100.0　　　48028　　100.0　　　　20.5　　’　‘24.41

　　　　　　

昭和36年，度

　

ゝ

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

‾

い

゛

　　

゛

　　

゛

　

ト

　　

４

　　

額

　

）４率）回と皺率

　　　

aﾀ.7

　　　

96 670　　41.2　　　　13 945　　2ﾀ.Q　　　　　14.4　　　　　　25.6

　　　

48.1

　　　

103 452　， 44.1　　　　32 481　　67.6　　　　　31.4　　　　　　25.9

　　　

29.0

　　　

55 555　　25.7　　　26 417　　55.0　　　　　47.6　　　　　　34.5

　　　

0.4

　　　　

2 462　　　1.0　　　△1 322　△　２.8　　　△53.７×　　　　　25､6

　　　

j∂.7

　　　

45 435　　19.4　　　　7 386　　15.4　　　　　扨.S　　　　　　扨.∂

　　　

5.5

　　　

14 959　　　∂.j　　　　　815　　　j.7　　　　　5.j　　　　　　ぎり.∂

　　　

7.3

　　　

19 585　　　∂.∂　　　　　787 ，　j.7　　　　　4.0　　　　　　4.j

　　

100.0

　　

234 666　　100.0　　　48 028　　100.0　　　　20.5　　　　　24.4

　　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

‾‾ｙ

ｌ

゛｜

　

（

ｌ

　

ｓ

　

（わいい四回お

　　

31.3

　　　

77 908　　33.2　　　　10700　　22j　　　　　13.7　　　　　　21.0

　　

10.1

　　　

22 481　　　9.∂　　　　6016　　12.5　　　　2∂.∂　　　　　　24.5

　　

2∂.7

　　　

54 892　　23.4　　　20 537　　42.∂　　　　　37.4　　　　　　J2.∂

　　　

0.2

　　　　

3 114　　　1.3　　　a 2 374　　△4.ﾀ　　　△76.2　　　　　255.0

　　　

4.2

　　　　

8 748　　　3.7　　　　3 027　　　6.3　　　　　34.6　　　　　　55.4

　　　

j∂.∂

　　　

45 651　　19.5　　　　7 490　　15.6　　　　　扨.4　　　　　　妬.ﾀ

　　　

∂.7

　　　

21 872　　　ﾀj　　　　2 632　　　5.4　　　　　12.0　　　　　　14.0

　　

100.0

　　

234 666　100.0　　　48 028　100.0　　　　201　　　　　24.4



第64表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

生

　

活

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　

《

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

扶助費，補助費等

　　　

38 139　　％.7　　47 788　　％.ﾀ　　85 469　　卵.5

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

1 720　　4.3　　1 554　　幻1　　3 139　　3.5

1

　　

合

　　　　

計

　　　　

39 859　　100.0　　49342 100.01　　88608　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

第65表

　

被

　　

保

　　

護

　　

者

　　　　　　　　　　　　　　

被

　

保

　

護

　

実

　

数

　　　　　

生

　

活

　

扶

　

助

区

　　　　　

分

　　

|

　　　　　　　　　　　　

保護率

　　　　　　　　　　　　

実

　

(指(晋押Ａ

　

員卜゛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　　　　　　

千人

　　　　　　

千人
昭和30年度平均

　　　　　　　

1 929　　j00　　21.6　　　　　1 704　　j00

　　

31

　　　　　　　　　　　　

1 776　　　∂2　　jﾀ.7　　　　　1 561　　　ﾀ2

　　

32

　　　　　　　　　　　　

1 624　　　∂4　　j7.∂　　　　　1 431　　　∂4

　　

33

　　　　　　　　　　　　

1 628　　　∂j　　17.7　　　　　1 438　　　∂j

　　

34

　　　　　　　　　　　　

1 669　　　∂7　　18.0　　　　　1 470　　　屁

　　

35

　　　　　　　　　　　　

1 628　　　∂4　　17.4　　　　　1 425　　　肘

　　

36

　　　　　　　　　　　　

1 643　　　∂5　　17.4　　　　　1 471　　　邱

　　

37

　　　　　　　　　　　　

1 674　　　∂7　　j7.∂　　　　　1 524　　　∂ﾀ

（注）生活保護速報（厚生省社会局保護課調）による。

第66表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

児

　

童

　　

ｇ

　　

《

‥

バソ;

　

ｊ

　

乱１

　

・

　

額

」人

　　

件

　　

費

　　　　

118

　　

0.∂

　　　

331

　　

2.0

　　　

449

　　

j,∂

　

扶助費，補助費等

　　　　

8 671　　62.1　　100081　　61.6　　17 338　　卯.∂

　

普通建設事業費

　　　

3 057　　21.9　　3 029　　j∂.7　　5 725　　加ｊ

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

2 110　　15.2　　2 875　　17.7　　4 985　　17.5

　　

合

　　　

計

　　　　

13 956　100.0　　16 2431　100.0　　28 49ｱ　100.0

－282－



保

数

護

　

費

　

の

　

状

　

況

の 推 移

(単位

　

百万円・％)

（１ヵ年平均）

住

　　

宅

　　

扶

　　

助

　　　　

教

　

育

　

扶

　

助

　　　　　

医

　

療

　

扶

　

助

人

　　

員

　

ﾚ

旨

　

数

|

人

　　

員1指

　

数

　

人

　　

員

ﾚ

旨

　

数

　　　　　　　

千人

　　　　　　　　　　　　

千人1

　　　　　　　　　　　　

千人

　　　　　　　

845

　　　　

100

　　　　　　

585

　　　　

j00

　　　　　　

386

　　　　

扨0

　　　　　　　

748

　　　　

∂ﾀ

　　　　　　

543

　　　　

ﾀ3

　　　　　　

372

　　　　

ﾀ∂

　　　　　　　

614

　　　　

7J

　　　　　　

496

　　　　

∂5

　　　　　　

365

　　　　

95

　　　　　　　

629

　　　　

74

　　　　　　

500

　　　　

∂∂

　　　　　　

389

　　　　

100

　　　　　　　

664

　　　　

79

　　　　　　

510

　　　　

∂7

　　　　　　

433

　　　　

刀2

　　　　　　　

656

　　　　

7∂

　　　　　　

496

　　　　

∂5

　　　　　　

460

　　　　

jjﾀ

　　　　　　　

677

　　　　

∂Q

　　　　　　

513

　　　　

∂∂

　　　　　　

477

　　　　

j24

　　　　　　　

702

　　　　

∂S

　　　　　　

521

　　　　

∂∂

　　　　　　

488

　　　　

j2∂

福 祉

　

費

　

の

　

状

　

況

－283－

(単位

　

百万円・％)

　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

_

でしこ

　

゛

　

ﾄ

i

　

ｓ

　

ｎ

　

ト目口（・年度増減率

　　　　　　

682

　　　　

3.0

　　　　　

ム233

　

ム

　　

3.9[

　

△

　

34.2

　　

△

　

５９.7

　　　　　

13 597　　　60.5　　　　　3 741　　　62.2　　　　27.5　　　　iO.7

　　　　　　

3 479　　　15.5　　　　　2 246　　　37.3＼　　　　64£Ｘ　　　　４６.4

　　　　　　

4 723　　　21.0　　　　　　262　　　　4.4　　　　　5.1　　　　　9.∂

　　　　　

22 481　　　100.0　　　　　6 016　　　100.0　　　　26.8　　　　24.5

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

（

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　

75 157　　　96.5　　　　　10312　　　ﾀ∂.4　　　　　13.7　　　　　2j.ﾀ

　　　　

2 751　　　　∂.5　　　　　　388　　　　a.∂　　　　　14.1　　　　　θ.J

　　　

78 908　　　100.0　　　　　10700　　　100.0　　　　　13.7　　　　21.0



第67表

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

施

　

設

｜

　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

昭

　

和

　

33

　

年

　　

１

昭

　

和

　

34

　

年

１

　

助

　　　

産

　　　

施

　　　

設

　

1

　　　　　　　　　

1 318　　　　　　　　　1 306

　

ミ

　

。

≒

　

ミ

　　　

三

　　　

づ

　

情

　

神

　

薄

　

弱

　

児

　

施

　

設

　　　　　　　　　　　

3 029　　　　　　　　　2 904

　

ドブ｝∵ﾐ

　　

］ﾃﾞ

　　

］E

　

ド

自

ゾく

　　

］H

　　

;

ﾐ

　

二二二こ丁

　　　

ぬ

　　　

づ

(注う

　

厚生省調による。

第68表

　

社 会

　　

福 祉

ｊ

　

区

　　　　　

分

　　　　　

ｓ

　

所

　

丿

卜Ｌｔ員ﾄ

;

在職員

　

養

　　

老

　　

施

　　

設

　　　　　　　

487

　　　　　

31 251　　　　　　4o］

　

付余塗Λ呪諮

　　　

岨

　　

な

　　

昌

　

皆

　

］7

　

霖

　　　

ヅ

　　

47昌

　　

ワ

　

助

　

産

　

施

　

設、

　　　　　　

66

　　　　　　　　

1 004　　　　　　　513
1

　

精神薄弱児施設、

　　　　　

96

　　　　

6 366　　　　　　　　1377

（注）

　

自治省調による。
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の

　

収

　

容

　

定

　

員

　

の

　

推

　

移
(各年末現在・単位

　

人j

昭

　

，和

　

35

　

年

　　

１

昭

　

和

　

36

　

年

　　

｜

昭

　

和

　

37

　

年

　　

d

　　　　　　　　　　　　

1 196　　　　　　　　　　　1 229　　　　　　　　　　　1 420

　　　　　　　　　　　　

1 532　　　　　　　　　　　14501　　　　　　　　　　　1 390

　　　　　　　　　　

424 092　　　　　　　　　　441 710　　　　　　　　　　461 561

　　　　　　　　　　　　

7 606　　　　　　　　　　　7 325　　　　　　　　　　　7 598

　　　　　　　　　　　　

3 664　　　　　　　　　　　4 217　　　　　　　　　　　4 716

　　　　　　　　　　　　　

930

　　　　　　　　　　　

1 296　　　　　　　　　　　1 580

　　　　　　　　　　　　

1 390　　　　　　　　　　　1 220　　　　　　　　　　　1 330

　　　　　　　　　　　　

2 131　　　　　　　　　　　　1 984　　　　　　　　　　　2214

　　　　　　　　　　　　　

664

　　　　　　　　　　　　

664

　　　　　　　　　　　　

564

　　　　　　　　　　　　

2 399　　　　　　　　　　　2 933　　　　　　　　　　　3 238

　　　

バ，

　　　　

5493

　　　　　　　　　　　

, 5 540　　　　　　　　　　　5 641

　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

150

　　　　　　　　　　

451 097　　　　　　　　　’恥9 568　　　　　　　　　491 402

　　　　　　　　　　　

10 627　　　　　　　　　　10619　　　　　　　　　1038j

　　　　　　

S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　　　

／

　　　　

｜

施

　　

設 の 状

　　

況

(昭和38年３月3旧現在・単位

　

人)

　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

箇fiFf IS; I )R容ｎｌ専Ｅ鰻|‾ｉｙｎｌ匹ｎｌ軒E職n

　　　　　　　

41

1

　　　　

5 767　　　　　658　　　　　446　　　25 484　　　　3 369

　　　　　　　　

9

　　　　　

365

　　　　　

24

　　　　　

267

　　　　

9 668　　　　　706

　　　　　　　

41

　　　　

4 996　　　　1010　　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　　　

36

　　　　

3 315　　　　1 387　　　　　　1　　　　　131　　　　　　19

　　　　　　　

13

　　　　　

850

　　　　　

61

　　　　

6 675　　　491 063　　　29 727

　　　　　　　

39

　　　　

1 645　　　　　138　　　　　475　　　　11 680　　　　1 135

　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　

66

　　　　

1004

　　　　　

513

　　　　　　　

52

　　　　

4２95　　　　　999　　　　　44　　　　2 071　　　　　378
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第69表

　

昭

　　

和

　　

37

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　

年

　　

度
・

《

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

普通建設事業費

　　　　

33 561　　∂2.2　　30 803　　銘.5　　64 256　　砧,2
災害復旧事業費

　　　　　

156

　　　

0.∂

　　　

943

　　　

2.7

　　　

1 099　　　j.5

貸

　　

付

　　

金

　　　　

5 063　　12.4　　　1 264　　　＆∂　　6 327　　∂.4
そ

　　

の

　　

他

　　　　

2 065　　　5.j　　　l 795　　　5.2 3 747 4.∂

　

合

　　　

計

　　　　

40 845　　100.0　　34 805　　100.0　　75 429　100.0

第70表

　

公営住宅等の建設状況

　　　　　　　　

(昭和38年3月31日現在･単位戸)

Ｉ

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

|公営住宅

　

1
改良住宅

　

|

　

単

　　

独

　

|

　

合

　　

計

乙゛

　

７

　

：

　

二

　

二

　

二1

　

ニ:

｜

　　　　

非

　　　

木

　　

造

　　　　

248 856　　　8 549 851j　　　265916

　

昭和37年度新築戸数

　　　　

53 630　　　3 403　　　2 005　　　59 038

（注）１

　　　

２

自治省調による。

昭和37年度新築戸数の公営住宅分は、建設省調による。
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住

　　

宅

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

参考表(９)公営住宅建設３ヵ年計画

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位戸･％)

　　　　　　　

第１期(昭和27～29年度)

　　　

第２期(昭和30年～32度)

　

Ｉ

区

　　　

分

卜

今更尹画|実
(Ｂ)

績|(Ｂ)/固X100

卜

輿ｽﾞﾔ画|実
(Ｂ)

績(B)/(A)X100

第

　

１

　

種

　　

135000

　　

99 051　　　73.4　100000　　80 190　　　郎.2

第

　

２

　

種

　　　

45 000　　24 969　　　55.51　　　55000　　62 005　　　　112.7]

合

　　

計

　　

180 0001 124 020 68.6　155 000 142 195　　　91.7

　　　　　　　

第３期(昭和33～35年度)

　　　

第４期(昭和36～38年度)

区

　　　

分

卜

輿ｽﾞﾔ画1実
(Ｂ)

績|(Ｂ)/(Ａ)ｘl00

1

3今ｽﾞﾔ圓|実
(Ｂ)績|(B)/(A)×1001

第

　

１

　

種

　　　

67 000　　61 637　　　卯.2　　66 000　　64 873　　　98.3

第べ11

　　

9。．(8ｽ昌

　

(ツj

　

105000

　　

96 423　　　ﾀ1.8]

合

　

ft

　

15ｱooo(で詣(鸚

　

171000

　

161 296　　　94.3

　　　　　　　　　　　　

第５期(昭

　

和

　

39～41

　

年

　

度)
区

　　　

分

1

　

3ヵ年計画(Ａ)

　　

｜

　

昭和39年度CB)

　

(Ｂ)／(Ａ)×１００

　

１

第

　

１

　

種

　　　　　　　　

80000

　　　　　　　

24 000　　　　　　　　昶.0

第

　

２

　

種

　　　　　　　　

120000

　　　　　　　

36000

　　　　　　　　

お.0

合

　　

計

　　　　　　　

200 0001　　　　　　60 000　　　　　　　　30.0
.

（注）

　

１

　

建設省調による。

　　　

２

　

過年災および予備費補正予算支出当年災の災害公営住宅を含まない。

　　　

３

　

（

　

）は、改良住宅を加算した戸数および率である。

　　　

４

　

昭和39年度は、計画戸数である。
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昭．和バ36年度

　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　

１

純

　　

計

　　

∩

増

　　　

減

　　　

額

　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率|

　　　

44 210　　　∂0.５　　　　　２０‘046　　　ﾀﾌ.∂　　　　45.3　　　　31.7

　　　　

2 152　　　　3.タ　　　△　1 053　　△　５.j　　　△ぎり.Q　　　　　17.0

　　　　

5 324　　　　ﾀ.7　　　　　1003　　　　ざ.9　　　　　j∂.∂　　　　7∂.∂1

　　　　

3 206　　　　5.タ　　　　　　541　　　　2.∂　　　　　j∂.ﾀ　　　　　9.洲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　

54 892　　　100.0　　　　20 537　　　100.0　　　　34.7　　　　32.8,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j



第71表

　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

災

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

区

　　

分

　

|

都道府県｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額

扶助費，補助費等

　　　　

242

　　

5∂,3

　　　　

180

　　

お.7

　　　

346

　　

必.∂

そ

　　

の

　　

他

　　　　

173

　　

41.7

　　　　

232

　　

56.3

　　　　

394

　　

品.2

　

合

　　　

計

　　　　　

415

　　

100.0

　　　

412

　　

100.0

　　　

740

　

100,0

その１

　

適用団体数

第72表

　

災

　　

害

　　

救

　　

助

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和34年度

　　　　

昭和35年度

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

し

引戸乳脛

臨

対Ｐ鼎晶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ
火

　　　　　　　　　　　　　　

災

　　　　

10

　　

10

　　

11

　　　

6

　　

6

　　

7

水害（台風，豪雨，津波，高潮）

　　　

11

　　

48

　

776

　　

10 26　　78

震

　　　　　　　　　　　　　　

災

　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

１

　　　

１

　　

】

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

１

　　

ｌ

　　

ｌ

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

21

　　

58

　

787

　　

18

　　

34

　　

87

その２

　

主な被害状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　

的

　　

発生年月日

　　　　　

災

　

害

　

の

　

種

　

類

　　

1

救助法適用団体

ﾚ

;R三下ﾜﾓy」

昭和37年７月２日

　　

豪雨による水害

　　　　　　　

２県

　

3市町

　　　　

１

　　

－

　　　

７．４～７． ８　　豪雨による水害（九州豪雨）　４県　27市町村　　65　　7

　　　

7.27

　　　　　

台風第７号による風水害

　　　

２県

　

3町

　　　　　

７

　　

－

　　　

８．３～８． ５　　台風第９号による水害　　　　１道　35市町村　　　8　　11

　

38. 1.24～2.23　昭和38年１月豪雪　　　　　Ｈ県110市町村　　90　　－

（注）

　

１

　

厚生省社会局施設課調による。

　　　

２「その２

　

主な被害状況」は，被害戸数2,000戸以上のものである。
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害

　　

救

　　

助

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

法

　　

の

　　

適

　　

用

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　

’昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

件

　　

数

　

|都道府県数|

　

市町村数

　

|

　

件

　　

数

　

|都道府県数|

　

市町村数

　　　　　　　

15

　　　　　

16，

　　　　

20

　　　　　　

7

　　　　　　

7

　　　　　　

7

　　　　　　　　

7

　　　　　

42

　　　　　

492

　　　　　

11

　　　　　　

16

　　　　　

75

　　　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

１

　　　　　　

１

　　　　　　

７

　　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

6

　　　　　

16

　　　　　

114

　　　　　　　

22

　　　　　

58

　　　　　

512

　　　　　

25

　　　　　

40

　　　　　

203

被

　

害（人）

　　　　　　　　　

住

　　

家

　　

の

　　

被

　　

害（戸）

負

　

（

　

計

し

壊）

　　

（半壊陽

　

副審

　

剽

　

p

　　　

1

　　　　

2

　　　　

6

　　　　　

－

　　　　

10

　　　

1 047　　　2 775　　　3 838

　　

360

　　

432

　　

411

　　　　

29

　　　

406

　　

11 774　　33 450　　46 070

　　　

9

　　　

16

　　　

26

　　　　　

2

　　　　

55

　　　　

480

　　　

1 890　　　2 453

　　　

7

　　

26

　　　

52

　　　

309

　　　

498

　　

13 907　　14 160　　28 926

　　

597

　　

687

　　　

463

　　　　　

－

　　　

1 671　　　1 471　　　　　－　　　3 605

― 289 ―

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　

ﾚ

・増

　　

減

　　

額

　

｜増減率|前年度増減率

　　　

1 309　　　42.0　　　　△％3　　△如.∂　　　△73.6　　　　20∂.0

　　　

1805　　　お.0　　　△　1411　　△卯.j　　　△７８恋　　　　253.ﾀ

　　　

3 114　　　100.0　　　　a･　2374　　　100.0　　　aｱ6.2　　　　233.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜



その１

　

日的別内訳

その２

　

性質別内訳

第73表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

第74表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

－290

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

《

都道府県

　

１

　

市

　

町

　

村

　　

１

　

純

　

計

物

　　

件

　　

費

　　　　

12 774　　叙.∂　　　14 568　　お.ﾀ　　　27 342
扶助費，補助費等

　　　　

30 767　　卵.∂　　　7 799　　皿2　　　35 173
普通建設事業費

　　　　

7 414　　14.2　　　16 707　　召.j　　　23 115
そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

1 520　　　2.∂　　　　1 544　　　3.8　　　　3 064

　

合

　　　　

計

　　　　　

52 475　100.0　　　40 618　100.0　　　88 694

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

≪

都道府県

　

｜

　　

市

　

町

　

村

　　

｜

　　

純

　

計

一一

　

保

　

健

　

所

　

費

　　　　　

3007

　　

5.7

　　　　

762

　　

j.9

　　　

3 720

　

伝染病予防費

　　　　

2 973　　5.7　　　4 749　　11.7　　　6 290

　

結

　

核

　

予

　

防

　

費

　　　　

20 145　　お.4　　　　5 580　　13.7　　　24 532

　

その他予防費

　　　　

6 315　　12.0　　　2 062　　5.j　　　8 020

　

清

　

掃事業費

　　　　

7 420　　14､2　　　20 491　　屁.5　　　27 598

　

その他環境衛生費

　　　　

1 588　　　　3.0　　　　　4483　　　11.0　　　　5505

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

11 027　　21.0　　　　2 491　　　∂j　　　13 029

　

合

　　　　

計

　　　　　

52 475　　100.0　　　40 618　　100.0　　　88 694

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　

度

　

区

　

≪

都道府県

　

｜

　

市日ｴお

　

｜

　

純

　

計

失業対策事業費

　　　　

18 391　　卯.Q　　　34 430　　四.∂　　　52821

　

補助事業費

　　　

15 444　お.2　　28 426　∂2.2　　43 870

　

単独事業費

　　　

2 947　j5.∂　　　6 004　17A　　8 951
そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

180

　　　

切

　　　　

154

　　　　

0.4

　　　　　

320

　

合

　　　　

計

　　　　　

18 571　　100.0　　　34584　100.0　　　53 141



失業対策費の状況

保健衛生費の状況
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(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

ｿ

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

額

　　　　

純

　　

計

　　

額

　　

｜

　　

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

ｓ率順談

　　

∂Q.∂

　　　　

24 912　　40.7　　　　　2 430　　　∂.9　　　　　　ﾀ.∂　　32.3

　　

59.7

　　　　　

18 538　　30.5　　　　　16 635　　60.6　　　　　　∂ﾀ.7　　ﾀQ.∂

　　

26.1

　　　　　

15 137　　24.7　　　　　7 978　　29.1　　　　　　52.7　　41.5

　　

3.4

　　　　　

2 670　　　4.3　　　　　　394　　　j.4　　　　　　jj.∂　△51.6

・

　

100.0

　　　　

61257

　　

100.0

　　　　

27 437　　100.0　　　　　44.8　　36.8

　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較
☆

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

減率曜雛

　　

£2

　　　　　

3 055　　　5.Q　　　　　　665　　　2.4　　　　　　2j.∂　△j2.∂

　　

7.j

　　　　　

6 338　　10.3　　　　△　48　△　０.2　　　　△　0.∂　　jﾀ.0

　　

27.7

　　　　　

13871

　　

22.7

　　　　　

10 661　　J∂.∂　　　　　　76.9　　∂∂.0

　　

!?.0

　　　　　

5 271　　　∂.∂　　　　　2749　　10.0　　　　　　52.2　　∂∂.∂

　　

31.1

　　　　　

19 434　　31.7　　　　　8 164　　2ﾀ.∂　　　　　　42.0　　27.7

　　

∂.2

　　　　　

4 759　　　7.∂　　　　　　746　　　2.7　　　　　　15.7　　2ﾀ.∂

　　

14.7

　　　　　

8 529　　j3.ﾀ　　　　　4500　　16.4　　　　　　52.∂　　j7.∂

　　

100.0

　　　　

61257

　　

100.0

　　　　

27 437　　100.0　　　　　44.8　　36.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
☆

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

４率端醤

　　

ﾀﾀ.4

　　　　

45 435　　ﾀﾀ.5　　　　　7 386　　9∂.∂　　　　　　16.3　　扨.∂

　　

∂2.∂

　　　　

40 199　　∂∂.j　　　　　3 671　　4ﾀ,0　　　　　　9.j　　14.1

　　

j∂.∂

　　　　　

5 236　　11.4　　　　　3 715　　49.6　　　　　　71.0　　42.∂

　　

0.∂

　　　　　　

216

　　　

0.5

　　　　　　

104

　　　

j.4

　　　　　　

4∂.j

　　

41.2

　

100.0

　　　　

45 651　　100.0　　　　　7 490　　100.0　　　　　　16.4　　16.9



その３

　

財源内訳

その１

　

診療所および隔離病舎

第74表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

第75表

　

保

　　

健

　　

衛

　　

生

　　

区

　　　　　

分

　　　

｜

　

診

　

療

　

所

　

｜

　

隔離病舎

施

　　　　　

設

　　　　　

数

　　　　　　　　　

2 149　　　　　　　　1438

建

　　

物

　　

面

　　

積（千m2）

　　　　　　　　　　

993

　　　　　　　　　

701

　　

木

　　　　　　

造（千m2）

　　　　　　　　　　

973

　　　　　　　　　

589

　　

非

　　

木

　　

造（千m2）

　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　

112

病

　　　

床

　　　

数

　

（床）

　　　　　　　　　　

7 751　　　　　　　　26712

(注) 自治省調による。

第76表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

― 292 ―

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

・

≪

都道府県

　

１

　

市|日Jお

　

｜

　

純

　

計

扶助費，柿助費等

　　　　

18 425　　91.5　　　　4 453　　79.8　　　21 685

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

1 720　　　∂.5　　　　1 127　　即.2　　　　2 847

　

合

　　　　　

計

　　　　　

20145

　　

100.0

　　　　

5 580　　100.0　　　24 532

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

《

　　　　　　　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

計

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　

24 160　　邦.o　　　　4415　　皿ﾀ　　　28 575

使用料，手数料

　　　　

4 876　　9j　　　6 491　　扨.o　　　11 367

地

　　　

方

　　　

債

　　　　　　

943

　　　

j.∂

　　　　

5 376　　13.3　　　　6 319

その他特定財源

　　　　

2713

　　

5.2

　　　

6 728　　扨.5　　　5 664

一般

　

財

　

源

　

等

　　　　

19 783　　57.7　　　17 608　　む.3　　　36 769

　

合

　　　　

計

　　　　　

52 475　100.0　　　40 618　　100.0　　　88694



保

　

健

　

衛

　

生

　

費

　

の

　

状

　

況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円･％）

施

　　

設

　　

の

　　

状

　　

況

その２

　

衛生車両 (単位

　

台)

ｌ

　　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　

｜

　　　　

保

　

有

　

台

　

数

ｉ

　　

レ

　　

ン

　　

ト

　　

ゲ

　　

ン

　　

車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

364

！

　　

患

　　

者

　　

輸

　　

送

　　

車

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 188

J

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1908

111

　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 460

結核予防費の状況

－293－

(単位

　

百万円・％)

-

　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

．

1

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　　

増

　

減

　

率

　

濁醤

　　

∂∂.4

　　　　　

10 885　　78.5　　　　　10800　　101.3　　　　　　ﾀﾀ.2　　110.8

　　

11.6

　　　　　

2 986　　21.5　　　　△　139　△　j.3　　　　　△　4.7　　50.2

　

100.0

　　　　　

13 871　　100.0　　　　　10 661　　100.0　　　　　　7b.9　　86.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
☆

純

　　

計

　　

額

　　　　

１

　

４

　

ｎ

　

）

　

ｓ

　

［麟談

　　　　　　　　　

l

　　

l

　　　　　　

l

　　

32.2

　　　　　

14 996　　24.5　　　　　13 579　　4ﾀ.5　　　　　　卯.6　　109.6

　　

j2.∂1

　　　　

10 02]　　拓.j　　　　　1 338　　　4.ﾀ　　　　　　詔.∂　　10.5

　　

7j1

　　　　　

4 475　　　7.J　　　　　1 844　　　∂.∂　　　　　　れ.2　　｀∂5.2

　　

∂.4

　　　　　

4 937　　　∂.0　　　　　　727　　　2.∂　　　　　　14.7　　22.1

　　

41.5

　　　　

26 820　　jJ.∂　　　　　9 949　　36.2　　　　　　∂7j　　21.4

　

100.0

　　　　

61 257　　100.0　　　　27 437　　100.0　　　　　　44.8　　36.8



第77表

　

昭和37年度結核

　　

区

　　　　　　　

分

　　

04≒ｸﾞ

　

Ｕ゛≒ｸ

　

（

丁二

　

j

　　　　　

94 157 3う10j

　　　

使

　　

用

　　　

者

　　　　　　　　　　

20 246　　　　　　　　　5 0671

　　　

学

　　

校

　　

長

　　　　　　　　　　

22 252　　　　　　　　　17 939

　　　

施

　

設

　

の

　

長

　　　　　　　　　　　

897

　　　　　　　　　　

5

リ

　　　

仁

　

斐

　

苗

　

昌

　　　　　　　　　　

50 7621　　　　　　　　14 543

　

定

　　　　

期

　　　　

外

　　　　　　　　　　　　

3 468　　　　　　　　　　　1278･

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

97 625　　　　　　　　3938011

(注) １

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

２

　

結核死亡者および死亡率（10万人対比）は，33年度36, 274人(39.4人），

　

37年度27,781人(29. 2人）である。

第78表結核医療費公費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被

　

用

　

者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　

、

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本

　　　

人

　　

’

　　　　　　　　　　　　　　　

申

　

請

　

｜

　

合

　

格

　

１

　

承

　

認

　

l申請|合格|承認

昭

　

和

　

29

　

年

　

度

　　　　　

1 085　　　1 009　　　693　351　327　119･

　　　　　

30

　　　　　　　　　

1 021　　　965　　　617　357　336　　姻

　　　　　

31

　　　　　　　　　　

1 006　　　　956　　　　596　　333　315　　6針

　　　　　

32

　　　　　　　　　

1 217　　　1 165　　　　767　　384　366　　80:

　　　　　

33

　　　　　　　　　

1 310　　　1 260　　　　781　　384　368　　37，

　　　　　

34

　　　　　　　　　

1 324　　　1 283　　　　842　367　355　　3j

　　　　　

35

　　　　　　　　　　　

1 343　　　1310　　　　866　　355　346　　26;

　　　　　

36

　　　　　　　　　

1 277　　　1 248　　　　833　　334　326　　171

　　　　　

37

　　　　　　　　　

1 173　　　1 147　　　　791　　333　326　　161;

(注) １

２

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

合格とは，結核予防法第34条の規定による公費負担の基準に合格したも，

　　　　　　　　　　　　　　

第79表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

（注）本表は清掃事業費およびその他環境衛生費を合算したものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－294－

　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

≪

都道府県

　

！

　

市

　

町

　

村

　　

｜ ･4お

普通建設事業費

　　　　

3 614　　40.1　　　　14297　　57.3　　　　17390

そ

　　

の

　　

他

1

　　　

5 394　　5ﾀ.9　　　10 677　　42.7　　　157131

　

合

　　　　

計

　　　　　

9 008　　100.0　　　24974　　100.0　　　　33103



健服診断の天地状況

(単位

　

千人・％)

で

Ｂ)/(

で

)×10

r

　

l

　

発

　

号

Ｃ

尹

　

数

　

｜

　

患

((

1

/(

1

)

こ

OD

率

　　　　　

白

　　　

]

　　　　

]

　　　　　

∂0.∂

　　　　　　　　　　　　

18

　　　　　　　　　　　　　　

0j

　　　　　

;ﾖ

　　　

ｊ

　　　　

ご

　　　　　

∂∂.∂

　　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　　　　　　　　　

j.0

　　　　　

40.3

　　　　　　　　　　　　

106

　　　　　　　　　　　　　

0.3

34年度32, 992人(35.5人), 35年度31,959人(34.2人），36年度27,841人(29.5人），

負担件数等の状況
(単位

　

千人)

のであり，承認とは，合格したもののうちから公費負担が承認されたものである。

　

環境衛生費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

－295－

-

　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　

ド

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

ｓ率順詰

　　

52.5

　　　　　

11 182　　46.2　　　　　6 208　　∂ﾀ.7　　　　　　55.5　　57.9

　　

47.5

　　　　　

13011

　　

53.S

　　　　　

2 7021　　∂01　　　　　20.∂　　10.2

　

100.0

　　　　

24 193　　100.0　　　　　8 910　　100.0　　　　　　36.8　　28.1

　

保

　

険

　　　　　　　　　　　　　　

国民健康保険

　　　

生活保護

　　　

そ

　

の

　

他

　　

家

　　　

族

申請|合格|承認

　

申請|合格|承認

　

申請|合格|承認

　

申請|合格1承認

　

160

　

148

　　

125

　　

116

　　

109

　　

99

　　

177

　　

168

　　

125

　

281

　　

257

　

225

　

178

　

167

　　

135

　　

140

　　

133

　　

119

　　

191

　　

182

　　

124

　　

155

　　

147

　　

14２

　

180

　

169

　　

135

　　

165

　　

157

　　

1４1

　　

183

　　

175

　　

117

　　

145

　　

140

　　

135

　

211

　　

200

　　

173

　

233

　

224

　

204

　　

234

　

225

　　

164

　　

155

　　

150

　　

146

　

226

　

217

　　

180

　

288

　

２77

　

250

　

265

　

256

　　

177

　　

147

　　

142

　　

137

　

228

　

218

　　

194

　

343

　

333

　

314

　

272

　

265

　　

188

　　

11４

　　

112

　　

110

　

223

　

216

　　

19４

　

417

　

４06

　

384

　

268

　

263

　　

186

　　

80

　　

79

　　

76

　

205

　　

198

　　

185

　

４48

　

438

　

４16

　

245

　

241

　　

173

　　

45

　　

４5

　　

４2

　

193

　　

187

　　

182

　

431

　　

422

　

415

　　

183

　　

180

　　

1４8

　　

33

1

　　

32

　　

31



その１

　

し尿処理施設

第80表

　

環 境

　　

衛

(昭和38年３月31日現在)

生

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　

ｉ

　

事

　　　　　

項

特

　

別

　

清

　

掃

　

地

　

域

　

人

　

口

　

（Ａ）

　

（千人）

　　　　　　　　　

55 254

計

　

画

　　

収

　　

集

　　

人

　　

□

　

（Ｂ）

　

（千人j）

　　　　　　　　　

48 492

普

　　　　

及

　　　　

率

　

（Ｂ）/（Ａ）×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

∂7.∂

年

　　

間

　　

総

　　

排

　　

出

　　

量

　

（Ｃ）

　

（千k1）

　　　　　　　　　　

22 389

年

　　

間

　　

収

　　

集

　　

量

　

（Ｄ）

　

（千kl）

　　　　　　　　　　　

16884

　　　　

下水道マンホール投入

　　　　　

（千k1）

　　　　　　　　　

1 816
（Ｄ）

　　　

し尿消化そう等処理施設

　　　　　　

（千kl)

　　　　　　　　　　

4 324
の方

　　

農

　　

村

　　

還

　　

元

　　　　　

（千k1）

　　　　　　　　　　

3 012
処,ヽ･

　

|

海

　　

洋

　　

投

　　

棄

　　　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　

4 580
理法

　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

（千k1）

　　　　　　　　　　

3 152

自

　　

家

　　

処

　　

理

　

（Ｃ）一（Ｄ）（Ｅ）（千k1）

　　　　　　　　　　　

5 505

（Ｅ）

　

終末処理施設のある下水道への放流（千k1）

　　　　　　　　　　　

1 539
の訳

　

|し

　

尿

　

浄

　

化

　

そ

　

う

　　　　　　

（千kl）

　　　　　　　　　　

1030

内

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

（千k1）

　　　　　　　　　　　

2 936

　　

収

　　　

集

　　　

率

　

（Ｄ:）/（Ｃ）×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

75.4

運器

　　

バ

　

キ

　

ュ

　

ー

　

ム

　

車

　　　　　　　

（台）

　　　　　　　　　　　

3 076
搬

　

｛
運搬用

　

ト

　

ラ

　

ツ

　

ク

　　　　　　

（台）

　　　　　　　　　

391
用材

　　

海

　

洋

　

投

　

棄

　

船

　　　　　　　

（隻）

　　　　　　　　　　　　

136

(注) 自治省調による。

その１

　

日的別内訳

第81表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

（注j）農業費には蚕業費を含め，林業費は造林費，林道費およびその他林業費の合

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－296－

　

ｇ

　　

゛

ｌ

　

ｔ・お県

万ｯﾄﾞﾐｽﾞﾀﾞ八

お

農

　　

業

　　

費

　　　　

35 080　　14.7　　　28 012　　26.6　　　53 369

耕地事

　

業費

　　　　

61 066　　25.5　　　28 493　　27.1　　　73 297

開

　

拓

　

事

　

業

　

費

　　　　

1102

1

　　

4.∂

　　　　

1 280　　　j.2　　　11441

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　　

9 232･　　　3.9　　　　4 415　　　4.2　　　12 126

治

　　　

山

　　　

費

　　　　

12 391　　5.2　　　　428　　　Q.4　　　12 773

林

　　　

業

　　　

費

　　　　　

22 832　　　ﾀ.5　　　　9 362　　　∂.9　　　27 758

水

　

産

　

業

　

費

　　　　　

17 629　　　7.4　　　　9 310　　　∂.∂　　　24319

商

　

工

　

業

　

費

　　　　

69 929　　2ﾀ.2　　　24 019　　22.∂　　　92 288

　

合

　　　　

計

　　　　

239 185　100.0　　105 319　100.0　　307371

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

¶



施

　　

設 の

その２

　

ごみ処理施設

状

　　

況

(昭和38年３月31日現在)

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

｜

　

事

　　　　　

項

年

　

間

　

総

　　

排

　　

出

　　

量

　

（Ａ）

　

（千t）

　　　　　　　　　　

12 326

年

　　

間

　　

収

　　

集

　　

量

　

（Ｂ）

　

（千t）

　　　　　　　　　　

10 224

　　　　

焼

　　

却

　　

施

　　

設

　　　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　

4 440
（Ｂ）

　　

高速堆肥化処理施設

　　　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　

168

　

の

　　

農

　　

村

　　

堆

　　

肥

　　　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　　

153

　

偕

　　

埋

　　　　　　　　　

土

　　　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　

5060

　

嘉

］

　　　　　　

”

　　　

（９）

　　　　　　

68

　　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

（千t）

　　　　　　　　　　　

335

自

　　

家

　　

処

　　

理

　

（Ａ）-（Ｂ）（Ｃ）（千t）

　　　　　　　　　　

2 102

収

　　　　

集

　　　　

率

　

（Ｂ）/（Ａ）XI00

　

（％）

　　　　　　　　　　　

82､９

自

　

家

　

処

　

理

　

率

　

（Ｃ）/（Ａ）×100

　

（％）

　　　　　　　　　　　

17.1

41器｛特

　

殊

　

運

　

搬

　

車

　　　　　　　

（台D

　　　　　　　　　　　

1 716

用材

　

運

　

搬

　

ト

　

ラ

　

ツ

　

ク

　　　　　　

（台）

　　　　　　　　　

4 074

産業経済費の状況

計額とし，水産業費には漁港費を含めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 297 ―

(単位

　

百万円・％)

_

|

　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　

額

　　　　

純

　　

計

　　

額

　　

｜

　　

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

４

　

（離諜

　　　

17.4

　　　　

46 943 .　j∂.4　　　　　6 426　　12.2　　　　　　13.7　　j5.ﾀ

　　　

23.∂

　　　　

64 341　　25.3　　　　　8 956　　17.0　　　　　　13.9　　14.6

　　　　

j.7

　　　　　

8 953　　　3.5　　　　　2 488　　　4.7　　　　　　27.∂　　2∂.7

　　　　

4.0

　　　　　

9 784　　　∂.ﾀ　　　　　2 342　　　4.5　　　　　　23.ﾀ　　43.1

　　　　

4.2

　　　　　

11 312　　　4.4　　　　　1 461　　　2.1　　　　　　12.9　　27.9

　　　　

ﾀ.0

　　　　

24 006　　　9.4　　　　　3 752　　　7.j　　　　　　15.6　　16.4

　　　　

7.ﾀ

　　　　　

18 604　　　7.J　　　　　5 715　　j0.∃　　　　　50.7　　　ﾀ.4

　　　

30.0

　　　　

70 838　　27.8　　　　　21 450　　ぎり.∂　　　　　　30.5　　43.6

　　

100.0

　　　　

254 781　　100.0　　　　52 590　　100.0　　　　　20.6　　23.5



その２

　

性質別内訳

その３

　

財源内訳

区

（注）蚕業費を含む。

分

第81表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

産

　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

―
一
自
1
1

2
j
5
δ
０

　

２

　

２
０

　
　
　
　
　
　

１

和
一
市

37
－

町

5
6
4
9
8

　
　

１
３
３

９１１

105 3

年
一
村

度
一
純

　

計

-

101 986

　

8 635

　

71 lOS

　

23 852

101 781

307 37】

第82表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

－298－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　

匹

　

区

　　　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

人

　　　　

件

　　　

費

　　　　　

461

　　

1.3

　　　

6 894　討.∂　　　7 355
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20.4

　　　　

2 352　　2∂ｊ　　△　　18△　　0.7　　△　　0.∂　　　　　　23.・

　　

100.0!

　　　

8 953　　100.0　　　　2 488　　100.0　　　　27.8　　　　　　28.7

　　　　

i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；



第89表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

（庄）本表は造林費，林道費およびその他林業費の合算額である。

－304－

,1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

「

１普通建設事業費

　　　

15 577　卵,2　　　6 556　加.Q　　19 500

j

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

11 957　52.4　　　3 538　57.8　　　13 603

1

　　　

造

　　

林

　　

費

　　　　

6 153　26.9　　　　　224　　2.4　　　　　6048
」

l

　　　

林

　　

道

　　

費

　　　　

5 583　24.5　　　3 239　討.∂　　　7 267

1

　　

その他林業費

　　　　

221

　　

1.0

　　　　　

75

　　

0.∂

　　　　　

288
1
J

　　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　

3 554　15.5　　　2 885　釦.∂　　　5 698

1

　　　

造

　　

林

　　

費

　　　　

1 741　　7,∂　　　1 336　掻∂　　　3 059

1

　　　

林

　　

道

　　

費

　　　　　

708

　

3.j

　　　

1 439　15.4　　　1 439

1

　　

その他林業費

　　　　

I 105　ざ.∂　　　110　1.1　　　1 200

1

　　

受

　

託

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

66

　

（7.∂

　　　　　

133

　　

j.4

　　　　

199
j災害復日事業費

　　　

1 757　7.7　　　1 318　14.1　　　2117

1

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

1 727　7.∂　　　1 194　j2.∂　　　1 982

1

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　　

30

　

0.j

　　　　　

124

　　

1.3

　　　　　

135

1

　

受託事業費

　　　　

－

　

－

　　　

－

　

－

　　　

－

|’貸

　　　　

付

　　　　

金

　　　　

1 240　　5.4　　　　　　19　　0.2　　　　　1259

1’そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

4 258 j∂.7　　　　1469　15.7　　　　4 882

！

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

22 832　100.0　　　　9 362　100.0　　　27758



林

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

－305－

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

|

昭和36年度

1

　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

m

　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　

70.5

　　　

16019

　　

66.8

　　　　

3 481　　92.8　　　　　21.7　　　　　　19.6

　　　

4ﾀ.0

　　　

II 950　　49.8　　　　1 653　　44.1　　　　　j3,∂　　　　　　21.3

　　　

21.8

　　　　

4 942　　20.6　　　　1 106　　29.5　　　　　22j　　　　　　10.0

　　　

26.2

　　　　

6 778　　2∂.2　　　　　489　　13.0　　　　　7.2　　　　　　53.6

　　　　

j.0

　　　　　

230

　　　

j.0

　　　　　

58

　　　

j.∂

　　　　

25.2

　　　　　

△20j

　　　

20.5

　　　　

3 958　　妬.5　　　　1 740　　・j∂j　　　　　44.0　　　　　　15.4

　　　

11.0

　　　　

1 650　　　∂.∂　　　　1 409　　37.6　　　　　∂5.4　　　　　　4.2

　　　　

5.2

　　　　

1 213　　　5.Q　　　　　226　　　∂.0　　　　　18.6　　　　　　47.7

　　　　

4j

　　　　

1095

　　　

4.∂

　　　　　

105

　　　

2.∂

　　　　　

9.∂

　　　　　　

∂.∂

　　　　

り.∂

　　　　　

111

　　　

0.5

　　　　　

88

　　　

2.3

　　　　　

79j

　　　　　

△

　

∂.5

　　　　

7.∂

　　　　

2315

　　　

ﾀ.∂

　　　

a

　

198

　

△5.3

　　　

a

　

∂.∂

　　　　　　

3.∂

　　　　

７.j

　　　　

2 121　　　∂.∂　　　△　139　△3.7　　　△　∂.∂　　　　　　J.9

　　　　

(λ5

　　　　　

194

　　　

0.∂

　　　

△

　　

59

　

△j.∂

　　　

△30.4

　　　　　　

0.5

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

4.5

　　　　　

939

　　　

3.∂

　　　　　

320

　　　

∂.5

　　　　　

34j

　　　　　　

37j

　　　

17.6

　　　　

4 733　　jﾀ.7　　　　　149　　　j.0　　　　　3.1　　　　　　10.1

　　

100.0

　　　

24 006　　100.0　　　　3 752　　100.0　　　　　15.6　　　　　　16.4



第90表

　

造 林

　　

事 業

区

　　　

分

　

!

　　　

事

　　　　　　　　

項

　　　　

総

　　　

数

　

‾

　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　

国

　　　

営

　　　　　　

１

　

昭和31年

　　

総

　　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

561

　　　　　　

144

　　　　　　　　　

人

　　

工

　　

造

　　

林

　　　　　　　

361

　　　　　　

63

　　　　　　　　　

天

　　

然

　　

更

　　

新

　　　　　　　

200

　　　　　　

81

　　

32

　　　

総

　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

521

　　　　　

137

　　　　　　　　　

人

　　

工

　　

造

　　

林

　　　　　　　

337

　　　　　　

70

　　　　　　　　　

天

　　

然

　　

更

　　

新

　　　　　　

184

　　　　　　　　

67

　　

33

　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

507

　　　　　　

125

　　　　　　　　　

人

　　　

工

　　　

造

　　　

林

　　　　　　　

361

　　　　　　

76

　　　　　　　　　

天

　　　

然

　　　

更

　　　

新

　　　　　　　

146

　　　　　　

49

　　

34

　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

498

　　　　　　

114

　　　　　　　　　

人

　　　

工

　　　

造

　　　

林

　　　　　　　

364

　　　　　　

76

　　　　　　　　　

天

　　　

然

　　　

更

　　　

新

　　　　　　　

134

　　　　　　

38

　　

35

　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

544

　　　　　　

133

　　　　　　　　　

人

　　　

工

　　　

造

　　　

林

　　　　　　　

395

　　　　　　

84

　　　　　　　　　

天

　　　

然

　　　

更

　　　

新

　　　　　　　

149

　　　　　　

49

　　

36

　　　

総

　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

536

　　　　　

132

　　　　　　　　　

人

　　

工

　　

造

　　

林

　　　　　　　

3％

　　　　　　

87

　　　　　　　　　

天

　　

然

　　

更

　　

新

　　　　　　　

140

　　　　　　

45

　　

37

　　　

総

　　　　　　　　　　　　

数

　　　　　　　

532

　　　　　

142

　　　　　　　　　

人

　　　

工

　　　

造

　　　

林

　　　　　　　

387

　　　　　　　　

82

　　　　　　　　　

天

　　

然

　　

更

　　

新

　　　　　　　

145

　　　　　　

60

（注:）農林省統計調査部調による。

　　　　　　　　　

第91表

　

昭

(注)

和

　　

37 年

木表は，漁港費およびその他水産業の合算額である。

　　　　　　　　　　　　　

－306－

度 水

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

＜

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

物

　　　

件

　　　

費

　　　

1 808　　10.3　　　184　　2.り　　　1 992　　∂.2
普通建設事業費

　　

10951

　　

∂2j

　　

5 041　　討.2　　13700　　S6.4

　

補助事業費

　　

9412

　

卵.4

　　

3 243　討.ﾀ　11 454　47.1

　　

漁

　　

港

　　

費

　　　

7 683　　に.∂‘　　2 616　　2∂.j　　　9 580　　おｊ

　　

その他水産業費

　　　

1 729　　　ﾀ.a　　　　627　　　∂.∂　　　1874　　　7.7

　

単独事業費

　　

1 411　　∂j　　1 638　17.6　　1 958　　∂ｊ

　　

漁

　　

港

　　

費

　　　　

499

　　

2.∂

　　　

1 188　　j2.∂　　　674　　2.∂

　　

その他水産業費

　　　　

912

　　　

5.2

　　　　

450

　　　

4.∂

　　　

1 284　　　M

　

受託事業費1

　　

128

　　

り.7

　　

160

　　

j.7

　　

288

　　

j.2
災害復旧事業費

　　　

1 392　　7.ﾀ　　3 002　　52.2　　4 362　　17.9

　　

漁

　　

港

　　

費

　　　

1 222　　∂.∂　　2917　　31.3　　4 120　　16.9

　　

その他水産業費

　　　　

170

　　　

M

　　　　

85.

　

0.∂

　　　　

242

　　　

j.り
貸

　　　

付

　　　

金

　　　

1 551　　　∂.∂　　　374　　4.0　　　1 925　　7.ﾀ
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 927　　扨.∂　　　709　　7.∂　　2 340　　M

　

合

　　　　　

計

　　　

17 629　　100.0　　9310　　100.0　　24 319　100.0



の

　　

爽

産 業

厖

　　

状

費

　　

の

況

状

　　

況

307

(単位

　

千町歩)

(単位

　

百万円・％:)

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

|

増

　　　

減

　　　

額

　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　　　

1 748　　　　∂.j　　　　　　244　　　　4.j　　　　　14.0　　　　　0.0

　　　　　

10 456　　　5∂.2　　　　　3 244　　　56.7　　　　31.0　　　　　17.0

　　　　　

8 713　　　4∂,∂　　　　　2 741　　　　4∂.j　　　　31.5　　　　　15.4

　　　　　

7 607　　　jQ.ﾀ　　　　　1 973　　　34.5　　　　25.9　　　　　15.4

　　　　　

1 106　　　　5.∂　　　　　　768　　　　j.5　　　　∂∂.4　　　　　15.4

　　　　　

1 504　　　　∂.j　　　　　　454　　　　7.ﾀ　　　　30.2　　　　　22.4

　　　　　　

431

　　　　

2.3

　　　　　　

243

　　　　

4.

S

　　　　

56.4

　　　　　

43.7

　　　　　

1073

　　　　

5,∂

　　　　　　

211

　　　　

j.δ

　　　　　

四.7

　　　　　

15.5

　　　　　　

239

　　　　

j.3

　　　　　　

49

　　　　

Q.∂

　　　　

20.5

　　　　　

51.3

　　　　　

3 258　　　17.5　　　　　1 104　　　jﾀ.自　　　　33.9　　　a　4.7

　　　　　

2 957　　　15.9　　　　　1 163　　　20.3　　　　39.3　　　　S＆7

　　　　　　

301

　　　　

j.∂

　　　　

△

　

59

　　

△

　

1.0

　　　

△四.∂

　　　

△75j

　　　　　

1 257　　　　∂.∂　　　　　　668　　　11.7　　　　　55.i　　　　　迦.∂

　　　　　

1 885　　　扨.j　　　　　　455　　　　∂.Q　　　　　24.1　　　　　∂.り

　　　　　

18 604　　　100.0　　　　　5715　　　100.0　　　　30.7　　　　　9.4

　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　　

内

　　　　　

訳

　　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　

訳

回匹（モ・ｲi

ト

　

り

回皿）・せ

ト

　

１

　　　　　　　

141

　　　　　　

3
1

　　　　　

56

　　　　　

17

　　　　　

39

　　　　　

361

　　　　　　　

61

　　　　　　

2

　　　　　

46

　　　　　

16

　　　　　

30

　　　　　

252

　　　　　　　

80

1

　　　　　　

1

　　　　　　

10

　　　　　　

1

　　　　　　

9

　　　　　

109

　　　　　　　

136

　　　　　　

1

　　　　　

53

　　　　　

18

　　　　　

35

　　　　　

331

　　　　　　　

69

　　　　　　

1

　　　　　　

42

　　　　　

15

　　　　　

27

　　　　　

２25

　　　　　　　

67

　　　　　　

0

　　　　　

11

　　　　　　

3

　　　　　　

8

　　　　　

106

　　　　　　　

12

1

　　　　　　

1

　　　　　

51

　　　　　　

16

　　　　　

35

　　　　　

331

　　　　　　　

75

　　　　　　

1

　　　　　

4２

　　　　　

1４

　　　　　

28

　　　　　

243

　　　　　　　

49

　　　　　　

0

　　　　　　

9

　　　　　　

2

　　　　　　

7

　　　　　

88

　　　　　　　

113

　　　　　　

1

　　　　　　

48

　　　　　

19

　　　　　

29

　　　　　

336

　　　　　　　

75

　　　　　　

1

　　　　　

42

　　　　　

17

　　　　　

25

　　　　　

246

　　　　　　　

38

　　　　　　

0

　　　　　　

6

　　　　　　

2

　　　　　　

4

　　　　　

90

　　　　　　　

131

　　　　　　

2

　　　　　

57

　　　　　

19

　　　　　

38

　　　　　

354

　　　　　　　

82

　　　　　　

2

　　　　　

47

　　　　　

16

　　　　　

31

　　　　　

264

　　　　　　　

49

　　　　　　

0

　　　　　

10

　　　　　　

3

　　　　　　

7

　　　　　

90

　　　　　　　

129

　　　　　　

3

　　　　　

57

　　　　　

21

　　　　　

36

　　　　　

347

　　　　　　　

84

　　　　　　

3

　　　　　

４9

　　　　　

19

　　　　　

30

　　　　　

２60

　　　　　　　

45

　　　　　　

0

　　　　　　

8

　　　　　　

2

　　　　　　

6

　　　　　

87

　　　　　　　

138

　　　　　　

4

　　　　　

58

　　　　　

21

　　　　　

37

　　　　　

332

　　　　　　　

78

　　　　　　

4

　　　　　

52

　　　　　

18

　　　　　

34

　　　　　

253

　　　　　　　

60

1

　　　　　　

0

　　　　　　

6

　　　　　　

3

　　　　　　

3

　　　　　

79



　　　　　

第92表

　

漁

その１

　

管理者別漁港数

港

　

施

　

設

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　

(昭和38年３月31日現在)

　　

区

　　　　　　　　

|第１種|第２種

　

第３種

　

第４種

　

Ａ

　

＝

　　　　　　　　

分

　　

漁

　　

港

　

漁

　　

港

|

漁

　　

港

|

漁

　　

港

|

゜

　

計

　

漁港管理者指定済漁港

　　　　

2 179　　　406　　　　94　　　　73　　　2 752

　　　　　　

都道府県

　　　　　

230

　　　　

225

　　　　

89

　　　　

73

　　　

617

　

漁港管理者
｛

　　　　　　

市町村

　　　

1 949　　　181　　　　5　　　0　　2 135

　

漁港管理者未指定漁港

　　　　　

14

　　　　　

0

　　　　　　

0

　　　　　

0

　　　　　

14

　　

合

　　　　　

計

　　　　

2 193　　　406　　　　94　　　　73　　2 766

－
（注J）水産庁漁港部計画課調による。

その２

　

漁港施設の整備状況 (昭和38年３月31日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　

訳

　　　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

1

総

　　

計

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県|市町村

　　　　　　　　　　　　

総

　

延

　

長

　　

（Ｋｍ）

　　　　

2 419　　　　755　　1 664

　　

防波堤等外かく施設

｛

　　　　　　　　　　　　

改良済延長

　　

（Ｋｍ）

　　　　

872

　　　　

341

　　

531

　　

け

　

い

　

船

　

岸

　

の

　

延

　

長

　　　　　

（Ｋｍ）

　　　　

701

　　　　

252

　　

449

　　　　　　

防波堤等外かく施設延長

　　

（Ｋｍ）

　　　　　

48

　　　　

23

　　　

25

　　

翠萱草

　

防波堤等外かく施設改良延長（Ｋｍ）

　　　　　

33

　　　　

18

　　　

15

　　

業量

　

U

ﾅい船岸新設改良延長

　　　

（Ｋｍ）

　　　　　

21

　　　　

10

　　　

11

1

　　　　　

浚

　　　

せ

　　　

っ

　　　

量（千m3）

　　　

1 855　　　1 275　　580

（注）自治省調による。

－308－



参考表(10)漁

　

港

　

整

　

備

　

計

　

画

　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

第２次整備計画（30～37）

　　

昭和30～37年度支出額

　

進捗率

　　

ｇ

　

゛

ﾋﾟ

l（劈から国

丿

玩祠驚影お国

ｽﾞ

ﾄ00

　

内

　　　　

地

　　　

510

　

42 668　25 084　　469　30 563　18 117　　71.6

i

　

本

　　　

土

　　　

387

　

33 025　15 844　　348　23 553　11 605　　71.3

1

　

離

　　　

島

　　　

123

　

9 643　9 240　　121　　6 802　6 408　　河.5

　　

監

　

督

　

費

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

208

　　

104

　　　

－

‘

　

北

　

海

　　

道

　　　

94

　

11 959　11 959　　　90　8 761　　8549　　忽7

　　

合

　　

計

　　　　

604

　

55 065　37 043　　559　39 324　26 666　　71.4

(注) 水産庁漁港部計画課調による。

309 ―



第93表

　

昭 和

　　

37 年

　　

度 商

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

区

　　　　

分

　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

町

　

村｜純

　

計

　

額｜

補助費等

　　　

5 575 ∂.0　　　6510　　27.1　　　10 852　　　j舗

普通建設事業費

　　　　

60口

　　　

∂.∂

　　　

4 272　　j7.∂　　　9 863　　皿7’

貸

　　

付

　　

金

　　　

53 583　　7∂.∂　　10 547　　43.9　　64 130　　∂ﾀ,51

そ

　　

の

　　

他

　　　　

4 754　　　∂.∂　　　2690　　11.2　　　7 443　　∂･川

　

合

　　　

計

　　　　

69 929　　100.0　　240汐　　100.0　　92 288　100j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11

第94表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

性

　

質

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

|

　

純

　

計

　

額

　

，

人

　　　

件

　　　

費

　　

701 514　お.2　295 377　25.6　996 891　34.5

物

　　　

件

　　　

費

　　　

92 712　5.Q　127 006　11.0　219 718　7.∂

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

27 660 j.5　　28 054　　2.j　　55 714　　j.ﾀ･

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　

66 928　3.∂　　63 048　5.4　　129 976　4.5

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

76 377　4.2　　73 502　∂.4　　103 098　∂.∂･

普通建設事業費

　　

549 617　29.9　361 296　乱J　867 973　30.11

　　

補助事業費

　

373 633　20j　156 862　2.∂　519 273 j∂,0，

　　

単独事業費

　　

175 984　∂.∂　204 434　17.7　348 70012.1

災害復旧事業費

　　

107 537　　5.ﾀ　　49 704　　4.3　　142 009　j息

失業対策事業費

　　

23 025　j.2　34 996　∂.0　58 021　2.Q

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　

21 368　j.2　　27 288　2.4　　48 656　j,刀

積

　　　　

立

　　　

金

　　　

12 645　0.7　　n 832　　切　　24 477　0,∂j

出

　　　　

資

　　　

金

　　　

7 851　　0.j　　5 987　0.5　　13 838　0.5･

貸

　　　

付

　　　　

金

　　　

89 819　4.9　　20 315　　j.∂　　110134　J.∂，

公

　　　

債

　　　

費

　　　

60 708　j.3　　48 105　4.2　108 652　j.∂

前年度繰上充用金

　　　　

－

　　

－

　　

8 209　0.7　　8 209　0ぷ

歳

　　

出

　　

合

　　

計

　　

1 837 761　100.0　1 154 719　100.0　2 887 366　100.0゙
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工

　　

業 費

　　

の 状

　　

況
(単位

　

百万円・％)

別

　

歳

　

出

　

決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円・％）
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較

wiﾘ?乗姦

　

ｌ

　

ｓ

　

づ゛

　

゛

　

束1

　

前年度増滅率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

詰|市

－311－

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

∩

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率|前年度増減率

　　　　

8 867　　　12.5　　　　　1 985　　　　ﾀ.3　　　　22.4　　　　56.4

　　　　

6 433　　　　∂.j　　　　　3 430　　　j∂.Q　　　　　53.3　　　　50.7

　　　　

49 387　　　69.7　　　　　14 743　　　∂∂.7　　　　　2ﾀ.ﾀ　　　　　jﾀ.7

　　　　

6 151　　　　∂.7　　　　　1 292　　　　∂.0　　　　21.0　　　　　扨.3

　　　　

70 838　　　100.0　　　　21 450　　　100.0　　　　30.3　　　　43.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

ヽ



第95表

　

昭 和

　　

37 年
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和
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年

　　

度

　

区

　

《

都

　

道

　

府

　

県

　

ｉ

　

市

　　

町

　　

村
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純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

701 514　　J∂.2　295 377　　25.6　996 891　　3^.5

　

特別職報酬給与

　　　

5 570　　0.3　　26 020　　2.J　　31 590　　l.l
｜

　

職

　　

員

　　

給
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i

　

そ

　　

の

　　

他
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i扶

　　　

助

　　　

費
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債
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｜
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計
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1

歳
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額

　

1 837 761　　100.0　1 154 719　　lOO.O　2 887 366　　100.0
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4

299

年

　　

度

度
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1
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昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　

分
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道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

ｌ

　

純

　　

計

　　

額

　

国庫支出余

　　

171 914　　24.H　　5 041　　j.7　176 955　　j7.∂

　

使用料，手数料

　　　　

16 922　　　2.4　　　9 882　　　3.4　　26 804　　2.7･

1

　

その他特定財源

　　　　

9 031　　　7.3　　　53％　　　j.∂　　14 427　　M
l
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503 641　7j.1　275 0ﾘ　ｇ]　778 701　7∂ｊ
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計

　　　　

701 514　　100.0　　295 377　　100.0　　996 891　　100.0
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務

　　

的

　　

経

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

人

　　

件

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

－313－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

Ｏ

増

　　

減

　　

額

　　

ｌ

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　

151 080　　　j∂.j　　　　　25 875　　　15.7　　　　　17.1　　　　　扨.4

　　　　

23 759　　　　2.9　　　　　3 045　　　　j.ﾀ　　　　　j2.∂　　　　　j.9

　　　　

15 672　　　　j.9　　　△　1 245　　△　0.∂　　　△　7.ﾀ　　　　23.0

　　　

642 093　　　77.1　　　　136 612　　　∂j.2　　　　21.3　　　　　四.2

　　　

832604

　　　

100.0

　　　　

164 287　　　100.0　　　　　19.7　　　　　18.2

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

丿

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率

　

1前年度増減率

　　　　　

18 885　　　　2.3　　　　　3 932　　　　2.4　　　　20.8　　　　　7.4

　　　　　

7 687　　　　Q.ﾀ　　　　　1 085　　　　Q.7　　　　　14.1　　　　　j∂.∂

　　　　

719 4341　　　86.4　　　　135 695　　　∂2.∂　　　　　j∂.ﾀ　　　　　j∂.5

　　　　

512 949　　　61.6　　　　　81 022　　　49.3　　　　　j5.∂　　　　　妬.7

　　　　

198 590　　　23.ﾀ　　　　　54 445　　　55.2　　　　27.4　　　　24.6

　　　　　

7 895　　　　Q.9　　　　　　228　　　　O.I　　　　　2.ﾀ　　　△　０.7

　　　　　

19 786　　　　2.4　　　　　4 179　　　　2.5　　　　21.1　　　　　17.1

　　　　　

25 113　　　　3.Q　　　　　7 173　　　　j.4　　　　2∂.∂　　　　　12.1

　　　　　

30 997　　　　3.7　　　　　11 958　　　　7.3　　　　J∂.∂　　　　　12.2

　　　　　

10 702　　　　1.3　　　　　　265　　　　O.I　　　　　2.5　　　　63.2

　　　　

832 604　　　100.0　　　　164 287　　　100.0　　　　　jﾀ.7　　　　　18.2

　　　　

15 322　　　　　－　　　　　3 049　　　　　－　　　　　jﾀ.9　　　　22.9

　　　　

847 926　　　　－　　　　167 336　　　　一　　　　19.7　　　　18.3

　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　

Ｉ

　　

都道府県

　

）

　

ｌ=ｒ

　

≪■ I* ft n mm　（皺引窓諜

　

592 867　3ﾀ.2　239 737　25.0　832 604　3j.∂　164 287　33.1　　jﾀ.7　　　j＆2

　　

4 078　　0,J　22 495　　2.3　26 573　　1.1　　5017　　1.0　　j∂.ﾀ　　　拓.4

　

528 878　34.ﾀ　190 556　jﾀ.9　719 434　30.1　135 695　27.3　　j∂.ﾀ　　　18.5

　　

59 911　　4.Q　26 686　　2.∂　86 597　　3.∂　23 575　　4.∂　　27.2　　　17.9

　　

45 690　　3.0　51 804　　5.4　97 494　　4.j　32 482　　∂.5　　35.5　　　31.6

　　

76 353　　5.j　47 364　　j.ﾀ　123 603　　5.2△14 951 △　3.0　a 12.1　　　2S.0

　

714910

　

47.3

　

338 905　35.31053 701　44.1　181 818　36.6　　17.3　　　19.9

1 513901　100.0　958 400　lOO.OU 391 080　100.0　496 286　100.0　　2Q.∂　　　24.2



第97表

　

昭和37年度人件

　　　　　　　　　　　

一

　　　

般

　　　

職

　　　

員

　　　

等

　　　　　　

事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

区

　　　

分

　　　

基

　　

本

　　

給

　　　　

その他の手当

　　　

基

　　　　　　　　

鴛劃市回|

　

や

　

箭劃市瞬|

　

々

　

爾Ｔ

一

　

般

　

職

　

員

　

88 821　123 389　212 210　40 888　56 055　96 943　9 791

　

企

　

画

　

総

　

務

　

13 061　39 241　52 302　　6 218　18 462　24 680　　　19

　

税

　　　　　

務

　　

8 820　16 214　25 034　　4 693　　7 434　12 127　　　－

　

教

　　　　　

育

　　

3 997　　7 664　11 661　　1 674　　3 309　　4 983　　　17

　

土

　　　　　

木

　

11 113　15 429　26 542　　4 617　　7 077　11 694　6 173

　

社

　

会

　

民

　

生

　　

8 677　16 3％　25 073　　3 937　　7 040　10977　　　24

　

労

　　　　　

働

　　

3 132　　080　4 312　　1 464　　567　　2 031　　394

　

衛

　　　　　

生

　

14 289　15 390　29 679　　7 079　　7 158　14 237　　　23

　

商

　　　　　

工

　　

3 731　　2 696　　6 427　　1 644　　1 208　　2 852　　　－

　

農

　

林

　

水

　

産

　

22 001　　9 179　31 180　　9 562　　3800　13 362　3 141

教

　

育

　

関

　

係

　

289 945　28 922　318 867　111 002　11 410　122412　　　1

　

学

　

校

　

関

　

係

　

288 978　26 459　315 437　1 10 585　10 294　120 879　　　－

　　

教

　　　　

員

　

277 013　　7 645　284 658　105 568　　2 999　108 567　　　－

　　　

高等学校

　

46 505　4 106　50 611　17 934　1 648　19 582　　－

　　　

義務教育

　

227 751　　169 227 920　86 608　　55　86 663　　　－

　　　

そ

　

の

　

他

　　

2 757　　3 370　　6 127　　1 026　　1 296　　2 322　　　－

　　

そ

　

の

　

他

　

11 965　18814　30 779　　5017　　7 295　12 312　　　］

　　　

高等学校

　　

7 285　　833　8 118　3 081　　360　3 441　　　-，

　　　

義務教育

　　

3 846　16 708　20 554　1 571　6 406　7 977　　　1

　　　

そ

　

の

　

ｲ也

　　　

834

　　

1 273　　2 107　　365　　529　　894　　　づ

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

％7

　　

2 463　　3 430　　　417　　1 116　　1 533　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜回

　

察

　

職

　

員

　

56 049　　　－　56 049　26 439　　　－　26 439　　　－

　

警

　　

察

　　

官

　

50 049　　　－　50 049　23 719　　　－　23 719　　　-，

　

そ

　　

の

　　

他

　　

6000

　　　　

－

　　

6000

　　

2 720　　　　－　　2720　　　ゾ

消

　

防

　

職

　

員

　　

4 268　10700　14 968　　1 861　　5 380　7 241　　　-I

　

合

　　

計

　

439 083 163 011 602 094 180 190 ｱ2 845 253 035　9 792

― 314 ―



費中の職員給-の状況
(単位

　

百万円)

　

業

　

費

　

支

　

弁

　

職

　

員

　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　

計

　

本

　

給

　　　　

その他の手当

　　　

基

　　

本

　　

給

　　　　

その他の手当

てT‾

ﾊﾞ

肺背卜診劃腎ﾄ

ﾚ

劃腎ト

　

2 945 12 736　4 368　1 263　5 631　98 612 126 334 224 946　45 256　57318　102 574

　　　

17

　　

36

　　

12

　　　

9

　　

21

　

13080

　

39 258　52 338　6 230　18471　24 701

　　　

一

　　

一

　　

－

　　

－

　　

－

　

8 820　16 214　25 034　4 693　7 434　12 127

　　　

27

　　

44

　　

10

　　

14

　　

24

　

4 014　7 691　11 705　1 684　3 323　　5007

　

1 493　7 666　2 775　616　3 391　17 286　16 922 34 208　7 392　7 693　15 085

　　　

45

　　

69

　　

13

　　

19

　　

32

　

8 701　16 441　25 142　3 950　7 059　1 1 009

　

1 232　1 626　201　　555　756　3 526　2 412　5 938　1 665　1 122　　2 787

　　　

28

　　

51

　　

26

　　

11

　　

37

　

14 312　15 418　29 730　7 105　7 169　14 274

　　　　

1

　　　

1

　　　

－

　　　

0

　　　

0

　

3 731　2 697　6 428　1 644　1 208　　2 852

　　

102

　

3 243　1 331　　39　1 370　25 142　9 281　34 423　10 893　3 839　14 732

　　　　

3

　　

4

　　

－

　　　

0

　　　

0 289 946　28 925 318 871 H1 002　n 410　122 412

　　　　

2

　　　

2

　　

－

　　　

0

　　　

0 288 978　26 461 315 439 1 10 585　10 294　120 879

　　　　

一
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－

　　

－
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一

　　

一

　　

一
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－
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設事業費の状況（つづき）
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(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

昭和36年度

　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　

較

‾聶

/

　

゛

　　

゛

　　

゛

ト

　　

ｓ

　　

ｎ

　

）ｓ率半々回率I

　　　

27.6

　　　

186 766　　28.7　　　53 201　　24.5　　　　28.5　　　　　　37.1＼

　　　

a.∂

　　　

29 565　　　j.5　　　　1 922　　　Q.9　　　　　∂.5　　　　　　42.51

　　　

3.0

　　　

21 979　　　3.4　　　　3 921　　　j.∂　　　　　j7.∂　　　　　　ﾀ.冶

　　　

12.1

　　　

78 082　　12.0　　　26 856　　12.5　　　　34.4　　　　　　30.9

　　　

10.0

　　　

69 868　　10.7　　　　16 504　　　7.∂　　　　23.6　　　　　　41.9

　　　

43.7

　　　

2石5021　　40.7　　　114 288　　52.7　　　　　43.1　　　　　　3∂.71

　　

100.0

　　　

651 281　　100.0　　　216 692　　100.0　　　　33.3　　　　　36.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

循

/

４

　

゛

　

゛

ト

　

４

　

ｎ）４率田回:お剽

　　　

46.7

　　　

309 979　　47.6　　　95 772　　U.2　　　　　jQ.タ　　　　　　46.2

　　　

19.5

　　　

131 109　　20.1　　　38 501　　j7.∂　　　　　2ﾀ.4　　　　　　47.8

　　　　

∂.0

　　　

38 580　　　5.∂　　　　13 173　　　∂.j　　　　　34.1　　　　　　29.5＼

　　　　

j.7

　　　　

13 207　　　2.0　　　　1 391　　　0.∂　　　　　扨.5　　　　　　31.7

　　　　

J.∂

　　　

27 573　　　4.3　　　　5 433　　　2.5　　　　　jﾀ.7　　　　　　45.が

　　　

12.6

　　　

80 513　　12.4　　　29 421　　8.∂　　　　　36.5　　　　　　∂5.が

　　　　

3.j

　　　　

18 997　　　2.タ　　　　7 853　　　∂.∂　　　　41.3　　　　　　19.8

　　　

jﾀ.2

　　　

123 503　　jﾀ.0　　　43 219　　20.0　　　　　35.0　　　　　　36.1

　　　　

4.7

　　　

28 614　　　4.4　　　　12 447　　　5.∂　　　　　43.5　　　　　　4.7

　　　　

5.2

　　　

53i254

　　

∂.2

　

・

　

7 747　° 3.∂　　・　14.5　　　　　42.6･

　　　　

δ.5

　　　

26 127　　　4.0　　　30 108　　13.9　　　　115.2　　　　　　7∂j

　　　　

2.∂

　　　

15 508　　　2.4　　　　840　　　3.タ　　　　　54.2　　　　　　38.1

　　　　

9j

　　　

55 555　　　∂.5　　　26417　　12.2　　　　　47.6　　　　　　34.5

　　　　

7.4

　　　

44 210　　　6.∂　　　20 046　　　ﾀj　　　　　45.3　　　　　　31.7

　　　　

2.0

　　　　

11 345　　　j.7　　　　6 371　　　2.ﾀ　　　　　56.2　　　　　　46.3゛

　　　　

2.7

　　　　

15 137　　　2.3　　　　7 978　　　J.7　　　　　52.7　　　　　　41.5･

　　　　

j,∂

　　　　

9 467　　　j.4　　　　6 100　　　2.∂　　　　64.4　　　　　　62.7

　　　　

0.ﾀ

　　　　

5 670　　　0.9　　　　1 878　　　0.ﾀ　　　　　33.1　　　　　　16.2･

　　　

14.5

　　　

98 895　　15.2　　　26 511　　12.2　　　　　2∂.∂　　　　　　2Q.∂

　　　　

5.2

　　　

37 132　　　5.7　　　　7 493　　　3.4　　　　　20.2　　　　　　14.4!

　　　　

j.3

　　　

10 079　　　j.5　　　　1 507　　　0.7　　　　　15.0　　　　　　30.5

　　　　

2.2

　　　

16019

　　　

2.5

　　　　

3 482　　　j.∂　　　　21.7　　　　　　jﾀ.∂

　　　　

j.∂

　　　

10 456　　　j.∂　　　　3 244　　　j.5　　　　　31.0　　　　　　俘.Q

　　　　

4､2

　　　

25 209　　　S.9　　　　10 785　　　5.0　　　　　42.8　　　　　　30.5

　　　　

2.7

　　　

15 531　　　2.4　　　　8 077　　　3.7　　　　　52.0　　　　　　41.1

　　　　

j.∂

　　　

14 068　　　2.2　　　　1 584　　　0.7　　　　　11.3　　　　　　23.0

　　　　

3.Q

　　　

18 613　　2.∂　　　7 134　　3.3　　　　お.3　　　　　3.5

　　　

100.0

　　

651 281　　100.0　　216 692　　100.0　　　　33.3　　　　　36.5
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昭和37年度普通建設
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3
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４
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５

　
　

４

　

２
２

　
　
　
　

１

　
　
　
　

1
5

年
一
村

度
一
純 計

247 652

　

84 417

　

79 989

　

68 516

　

14 784

　

48 638

　

57 683

　

50 069

　

7 235

　

4 597

　

83 740

　

31 485

　

7 316

472 142
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昭和37年度普通建設
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事業費中の補助事業費の状況

事業費中の単独事業費の状況

－325－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・頭)

　　　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

躍

丿

坤

　　

゛

　　　

(

・

　　

減

　　

額

　

）減柏前年度増減率

　　　

33.2

　　　

82 145　　36.1　　　29 610　　27.2×　　　　36.01　　　　　33.7

　　　

j∂.7

　　　

42 869　　18.8　　　20 227　　j∂.δ　　　　47.2　　　　　　41.4i

　　　　

∂j

　　　

21 740　　　∂.5　　　　6 474　　　∂.0　　　　29.∂　　　　　　371

　　　

29.0

　　　

57 568　　25.3　　　39 955　　36.6　　　　69.4　　　　　　5j.ﾀ

　　　

12.2

　　　

18 429　　　∂.j　　　22 810　　20.9　　　　j23.∂1　　　　　ﾀ2.j

　　　

11.2

　　　

27 939　　12.3　　　　9 766　　　ﾀ.り　　　　55.0　　　　　　42:5

　　　　

∂.ﾀ

　　　

15 683　　　∂.タ　　　　7 553　　　∂.ﾀ　　　　4∂.2　　　　　　25.6

　　　　

＆9

　　　　

9 964　　　4.4　　　　3 189　　　2.9　　　　52.0　　　　　　16.2

　　　　

4.7

　　　　

9 302　　　4j　　　　6 565　　　∂.Q　　　　即.∂　　　　　　S6.3＼

　　　　

∂.∂

　　　　

6 101　　　2.7　　　　4.858　　　ぜ.5　　　　7∂1　　　　　72.2i

　　　　

ﾀ,2

　　　

22 079　　　∂.7　　　　8 822　　　∂ｊ　. , 40.0　　　　　　お.白

　　　　

2.0

　　　　

4 828　　　2.j　　　　1 745　　　j.∂　　　　3∂.j　　　　　　44.9

　　　

17.0

　　　

40 875　　j7.ﾀ　　　16 517　　15.2　　　　40.4　　　　　　22占

　　　

100.0

　　

227 652　　100.0　　　109 022　　loo.p　　，　A7.9　　　　　35.61

　　　　　　　

昭和36年度
|

　　　

比

　　　　　　　　　　

較

滝一純

　

計

　　

額

　

｜増

　　

減

　　

額｜増減率|前年度増減率

　　　

52.5

　　　

191 198　　50.7　　　56 454　　59.5　　　　2ﾀ.5　　　　　　52.7

　　　

j7.ﾀ

　　　

ﾌ0 399　　j∂.7　　　　14018　　皿.7　　　　　jﾀ.ﾀ　　　　　　4∂.2

　　　

16.9

　　　

57 393　　15.2　　　22 596　　23.7　　　　　3ﾀ.4　　　　　　∂Q.タ

　　　

14.5

　　　

65 554　　17.4　　　　2 962　　　3.1　　　　　4.5　　　　　　2i.9

　　　　

3.1

　　　　

7 575　　　2.0　　　　7 209　　　7.∂　　　　95.2　　　　　　52.5

　　　

扨.a

　　　

53 752　　14.3　　△　5 114　△　5.4　　　△　∂.5　　　　　　19.7

　　　

12.2

　　　

39 056　　10.4　　　　18 627　　19.5　　　　47.7　　　　　　3ﾀj

　　　

10.6

　　　

33 507　　　∂.タ　　　　16 562　　17.4　　　　4ﾀ.j　　　　　　3＆2

　　　　

j.5

　　　　

5 825　　　j.5　　　　1 410　　　j.5　　　　24.2　　　　　　23.0

　　　　

j.0

　　　　

3 366　　　Q.タ　　　　1 231　　　j.3　　　　　36.6　　　　　　j＆Q

　　　

17.7

　　　

68 039　　j∂j　　　　15 701　　　扨.5　　　　23j　　　　　　扨.j

　　　　

6.7

　　　

26 773　　　7j　　　　4 712　　　び.9　　　　　17.6　　　　　　∂.∂

　　　　

j.∂

　　　　

7 222　　　j.9　　　　　94　　　0.1　　　　　1.3　　　　　　＆5

　　　

100.0

　　　

376 894　　100.0　　　95 248　　100.0　　　　23.3　　　　　36.5



その１

　

性質別内訳

その２

　

日的別内訳

その３

　

財源内訳
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昭
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年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分
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府

　

県

　

１
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村
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純

　　

計
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庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

78 054　72.6　　　19 H8　お.5　　　97 17

・地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　　

19 395　捨Q　　　　7 724　15.5　　　27 11

　

その他特定財源

　　　

4 661　4.3　　16 723　お.δ　　　637

　

一

　

般
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源

　

等

　　　　

5 427　5j　　　　6 139　12.4　　　11 33
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計
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害復旧事業費の状況

－327－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

_

|
昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

　

額

　　　

純

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　

６８.4

　　　

87 994　　65.7　　　　9 178　　114.6　　　　　10.4　　　　　　j.3

　　　

四.j

　　　

27 085　　20.2　　　　　34　　　0.4　　　　　0.j　　　　　　扨.ﾀ

　　　

j.5

　　　　

7 583　　　5.∂　　△　1 204　" 15.0　　　△錨.∂　　　　　　71.3

　　　

∂.Q

　　　

11 341　　　∂.5　　△　　　2　△　0.0　　　j　0.0　　　　　　∂7.∂

　　

100.0

　　　

134 003　　100.0　　　　8 006　　100.0　　　　　6.0　　　　　　12.4

　　　　　　

昭和36年度

　　　　

丿七

　　　　　　　　

較

　　

｜

‾Ｒ‾

ﾄ

゛

　

゛

　　

゛

ト

　　

４

　　

額）減率廉々誠率

　　

71.3

　　　

91 305　　68.1　　　　9 925　　123.ﾀ　　　　　10.9　　　　　　扨.∂

　　　

J.6

　　　　

5700

　　　

4.3

　　

△

　　

585

　

△

　

７.3

　　　

△10.3

　　　　　　

33.4

　　　

0.∂

　　　　

2 471　　　j.∂　　△　1 331　△妬.6　　　△53.ﾀ　　　　　　26.1

　　

24.0

　　　

33 335　　24-9　　　　　745　　　∂.3　　　　　2.2　　　　　　扨.2

　　　

0.a

　　　　

1 192　　　0.9　　△　　748　・9.3　　　△∂2.∂　　　　　2∂3.3

　　

100.0

　　　

134 003　　100.0　　　　8 006　　100.0　　　　　6.0　　　　　　12.4

　　　　　

昭和36年度

　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

ﾐ

ﾉ

゛

　

゛

　

゛

　

増

　

ｓ

　

ｕ）ｓ率|四回皿

　　

86-5

　　　

113 110　　84.4　　　　9 626　　120.3　　　　　∂.5　　　　　　∂.4

　　

11.0

　　　　

17 115　　12.8　　△　1 440　△18.0　　　△　∂.4　　　　　　j9.∂

　　　

り.5

　　　　

1 493　　　1.1　　△　　775　・ﾀ.7　　　△51.9　　　　　416.6

　　　

2.Q

　　　　

2 285　　　j.7　　　　　595　　　7.4　　　　　26.0　　　　　　86.2

　　

100.0

　　　

134 003　　100.0　　　　8 006　　100.0　　　　　6.0　　　　　　12.4



その１公共土木施設
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災

　

古

　

復

　

旧

　

柚

　

助

　　　　　　

(単位

　

百万円･％)

　

区

　　　　

分

　　

卜

事皿［八
万鸚皿Ｐ昌卜二元二副

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｆ

昭和

　

33

　

年災害

　　　　　　　　

42 178　　　　　　　42 178 j叩.01

昭和

　

34

　

年災害

　　　　　　　

105 728　　　　　　105 728　　　　　　　100.01

］レズ::

　　　　　　　　

二

　　　　　　　

二

　　　　　　　　

ゴ

昭和

　

37

　

年災害

　　　　　　　　

47 436　　　　　　11 795　　_＿__ﾌﾟで１

（注）建設省調による。

その２

　

港湾施設 (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　

分

　　

卜
事皿(お|鸚具胆言|‰)恭)。引

昭和

　

33

　

年災害

　　　　　　　　

□ご

　　　　　　　

1 782　　　　　　　j卯｡0

Ξﾚ二

　　　　　　　　　

二

　　　　　　　

二

　　　　　　　

二

言ズ二

　　　　　　　　　

二

　　　　　　　

驚

　　　　　　　　

ﾆﾕ

（注）運輸省調による。

その１

　

性質別内訳
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昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

失

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　

ｌ

　　

区

　　　　

分

　　　

お道府

　

（市

　

HI

　　

（４

　

十

　

）

　

補助事業費

　　　

20 078　　87.2　　28 992　　∂2.∂　　49 070　　∂j］

　　

一

　　　　

般

　　　

14 178　　∂j｡∂　　26 783　　7∂｡5　　40 961　　7邸‘

　　

特

　　　　

別

　　　　

5 900　　25.6　　2 209　　∂j　　8 109　　13.9

　

単独事業費

　　　

2 947　　　j2.∂　　　　6004　　　17.2　　　8951　　15.5＼

　　

合

　　

計

　　　　

23 025　100.0　　34 996　100.0　　58 021　　100.0

-

－328－



事

　

業

　

の

　

進

　

捗

　

状

　

況

その３

　

農地および農業用施設 (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　

分

　　

卜
事兼(Ａり談論Ｐ昌ﾚ‰

)/
浅

)
ゴ]I

昭和

　

33

　

年災害

　　　　　　　　

11 168　　　　　　11 168　　　　　　　100.0

昭和

　

34

　

年災害

　　　　　　　　

29 375　　　　　　　29 375　　　　　　　lOO.OV

昭和

　

35

　

年災害

　　　　　　　　

8 202　　　　　　　6 831　　　　　　　お.∂

昭和

　

36

　

年災害

　　　　　　　　

31 299　　　　　　19 222　　　　　　　61.4

昭和

　

37

　

年災害

　　　　　　　　

16 179　　　　　　　4 140　　　　　　　25.6

（注）農林省調による。

業

　

対

　

策

　

事

　

業

　

費

　

の

　

状

　

況

― 329

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

/

　　　　

45 485　　　∂9.5　　　　　3 585　　　む.∂　　　　　7.∂　　　　　12.21

　　　　

37 935　　　74.6　　　　　3 026　　　42.0　　　　　∂.0　　　　　∂.21

　　　　

7 550　　　M.9　　　　　　559　　　　7.∂　　　　　7.4　　　　　37.6y

　　　　

5 339　　　　10.5　　　　　3 612　　　50.2　　　　67.7　　　　45.4

　　　　

50 824　　　100.0　　　　　7 197　　　100.0　　　　　14.2　　　　　15.0



その２

　

日的別内訳

第108表

　

昭和37年度失

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度≫

　

《

．道

　

府

　

県

　

ｌ

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

「

　　

道路橋りよう費

　　　　

1 406　　　∂.j　　　　71　　　0.2　　　1 477　　2.∂

　　

河

　　

川

　　

費

　　　　

1 530　　∂.∂　　　　I　　　Q,0　　1 531　　2.∂

　　

港

　　

湾

　　

費

　　　　

588

　　

2,∂

　　　

217

　　

0.∂

　　　

805

　　

7.j

11

　

都市計画費

　　　　

335

　　　　

1.4

　　　　　

258

　　　　

0.7

　　　　

593

　　　

j.0
,1
1

　

失業対策費

　　　

18391

　　

7ﾀ.9

　　

34 430　　認.j　　52 821　　弘o

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

775

　　　　

3.j

　　　　

19

　　　

0.1

　　　　

794

　　　

7.j

　　

合

　　　

計

　　　　

23 025　　100.0　　34 996　　100.0　　58 021　　100.0

その３

　

財源内訳

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度○

　

゛都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

国庫支出金

　　　

n 830　　51.4　　16 788 j＆Q　　28 618　　の.3
j

その他特定財源

　　　　　

925

　　　

4.0

　　　

985

　　　

2.∂

　　　

1 910　　　3j

　

一般財源等

　　　

10 270　　封.∂　　17 223　　四.2　　27 493　47.4

｜

　　

合

　　　

計

　　　　

23 025　　100.0　　34 996　　100.0　　58 021　　100.0

その１

　

会計別内訳

第109表

　

昭

　　

和

　　

37

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

１

　　

区

　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

　

公営企業会計

　　

11 575　　5jJ　　3 489　　12.8　　15 064　　乱0

｀

　

法適用外の公営企

　　　　

346

　　　

j.∂

　　　

1 913　　　7.0　　　2 259　　が

　

業会計

5’

　

準公営企業会計

　　　

9 393　　44.0　　15 369　　邱.J　　24 762　　認.9
，収益事業会計

　　　　

54

　　

Q.2

　　　

38

　　

0.j

　　　

92

　　

Q.2

　

国民健康保険事業

　　　　　

－

　　　

－

　　　

6 130　　22.S　　　6 130　　12.6

　

会計
’公益質屋事業会計

　　　　　

－

　　　

－

　　　

231

　　　

0.∂ 231　　　　0.5
「

　

農業共済事業会計

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

118

　　　　

Q.4

　　　　

118

　　　

0.2

　　

合

　　　　

計

　　　　

21 368　　100.0　　27 288　　100.0　　48 656　100.0

－330－



業対策事業費の状況（つづき）

繰

　　

出

　　

金

　　

の

　　

状

　　

況

－331－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％:)

(単位

　

百万円・％)

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　　

10 736　　　25.9　　　　　4 328　　　60.5　　　　40.3　　　　67.1

　　　　

2 570　　　　6､2　　　　　△311　　△　4.3　　　△12.1　　　　　2∂.∂

　　　　

22 174　　　53.5　　　　　2 588　　　S∂j　　　　　11.7　　　　　14.4

　　　　　　

91

　　　

（λ2

　　　　　　　

1

　　　　

Q.0

　　　　　

1.1

　　　

△25.

1

　　　　

5 654　　　　13.6　　　　　　476　　　　∂.∂　　　　　∂.4　　　　34.9

　　　　　

176

　　　　

0.j

　　　　　　

39

　　　　

0.∂

　　　　

31.3

　　　　　

5j

　　　　　　

79

　　　　

Q.2

　　　　　　

55

　　　　

0.5

　　　　

卯.4

　　　　　

71.7

　　　　

41 480　　　100.0　　　　　7176　　　100.0　　　　　17.3　　　　28.3

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）減率晰回心

|

　　　

25 788　　　5Q.∂　　　　　2 830　　　aﾀ.3　　　　　11.0　　　　　召.7

　　　　

2 051　　　　4.0　　　△　　141　　△　j.ﾀ　　　△　∂.∂　　　　jj?.0

　　　

22 985　　　45.2　　　　　4 508　　　62.6　　　　　jﾀ.∂　　　　　15.0

　　　

50 824　　　100.0　　　　　7汐ｱ　　　100.0　　　　　14.2　　　　　15.0

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

　　　　

ｉ

純

　　

計

　　

額

　　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

１

　

増減率丿前年度増減率

j

　　　　

1707

　　　　

3.J

　　　

△

　　

230

　　

△

　

S.2

　　　

△13.5

　　　　　

14.6

　　　　

1 410　　　　2.∂　　　　　　121　　　　j.7　　　　　∂.∂　　　△　9.6

　　　　　

698

　　　　

j.で

　　　　　　

107

　　　　

j.5

　　　　　

巧.3

　　　　

378.1

　　　　　

795

　　　　

j.5

　　　

△

　　

202

　　

△

　

2､8

　　　

△25.4

　　　　

195.5

　　　　

45 435　　　89.4　　　　　7 386　　　W2.6　　　　　拓.3　　　　　妬.∂

　　　　　

779

　　　　

j.5

　　　　　　　

15

　　　

（λ2

　　　　　

j.タ

　　　

△57.5

　　　　

50 824　　　100.0j　　　　　7 19ｱ　　　100.0　　　　　M,2　　　　　15.0



その２

　

日的別内訳

区

転
務
設
債
字

　

合

運
事
建
公
赤
そ

分

資
財
財
財
て

　

計

　

費
費
費
槌
の

金
源
源
源
ん
他

　　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

1 191

2 533

4 661

21

その３

　

会計別，繰出目的別内訳

第109表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

｜市

　

田丁

　

村∩屯

　

計

　

額

■
―
'
U
J

M
J

-
^

M
J

O
U

8
3
5
4
5
8

1
8
2
0
2
2

5
1
4
3
2
r
ｓ
｡

　

―
'

C
Ｍ

　

２

　

６

２４

　

８

　

３

　

３

４８

371

917

681

２
ｊ
ｊ
Ｊ
δ
7
0

　

1
1
1
1
申
Ｉ
Ｉ

･
^
　
c
v
i
　
o
　
o
n
　
t
^
　
t
o
０

　

ｊ
５
ｊ

　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　

１

｜

　　　　

区

　　　　　

分

　　　

｜
総

　　

額

　　

|公営企業会計

　

|塵詮胆

　　　

運

　

転

　

資

　　

金

　　　　　　　　　

2 060　　　　　　1 101　　　　　　　80
:

　　

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　　　

6 372　　　　　　　340　　　　　　　235
1

　　

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　　

24 371 9 065　　　　　　　　965

　　　

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　　　　　　　

8917

　　　　　　　　

3 074!　　　　　709

　　　

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　　　　　　　

3 681　　　　　　　389　　　　　　　199

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　

3 255　　　　　　1 095　　　　　　　71
.

　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

48 656　　　　　15 064　　　　　2 259

その１

　

増加状況

第110表

　

昭

　

和

　

37年度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

37

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　

積

　　　　

立

　　　　

額

　　　　　　

積立金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市町村

　

ｌ

　

合計(Ａ)

　

都道府県

　

歳出決算積立金

　　　

12 645　　1 1 832　　24 477　10 506

　　

減債基金等積立金

　　　　

10513

　　　

4 665　　　15 178　　8 574

　　

その他特定目的積立金

　　　　　

2 132　　　　7 167　　　　9 299　　　1 931
！

　　

歳計剰余金処分積立金

　　　　　　

884

　　　　　

510

　　　　

1 394　　　　－
｜

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

13 529　　　12 342　　　25 8ｱ1　　10501!

1

（注）

　

１

　　　　

２

一部事務組合を含む。

減債基金等積立金は，基本財産積立金，財政調整資金積立金および減{j

－332－

｜

｜

｜

－

｜

－－

－

－

－

1

1

1

1



繰

　

出

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円)

お皿お
りｎｕお|昌昆到鈴胆勺難肘い

　　　　　　　　

382

　　　　　　　　

53

　　　　　　

363

　　　　　　

71

　　　　　　　

10.1

　　　　　　　

3 243　　　　　　　　33　　　　　2 358　　　　　　80　　　　　　83

　　　　　　

14 126　　　　　　　　1　　　　　　208　　　　　　　5　　　　　　　H

　　　　　　　

5 050　　　　　　　　－　　　　　　　57　　　　　　27　　　　　　　－

　　　　　　　

1 360　　　　　　　　－　　　　　1 675　　　　　　44　　　　　　　14，

　　　　　　　　

601

　　　　　　　　

5

　　　　　

1 469　　　　　　　4　　　　　　　10’

　　　　　　

24 762　　　　　　　　921　　　　　6 130　　　　　　231　　　　　　118

積

　

立

　

金

　

の

　

状

　

況

基金積立金の合計額である。

(単位

　

百万円)

－333－

　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

とりくずし額

　　　　　　　　

ﾚ

屯積立額

　

積立額

　

積享金とり

　

純積立額Ｉ

　

市田J

　

（合計（Ｂ）

　

（Ａ）－（Ｂ）

　

（Ｃ）

　　

くｽ五もy

　　

（Ｃ）－（Ｄ）

　　　

1昌之

　　

昌?§

　　　

昌X

　

、
謡帽

　　

1漂で

　　

1A麗

　　　

6ヅ

　　　

83竺

　　　

ぶ1

　　

囃回

　　　

4ワ

　　　

昌j

　　　

10 552　　　21058　　　　4813　　　27 241 13881　　　13 352、

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

ｌｔｓ斜１年度増減率

　　　　　

1 643　　　　J.0　　　　　　417　　　　5.∂　　　　25.4　　　　　27j

　　　　　

4719

　　　　

11.4

　　　　　

1 653　　　23.0　　　　j5.り　　　　　20.6

　　　　

22 465　　　54.1　　　　　1 906　　　2∂.6　　　　　∂.5　　　　　31.9

　　　　

6 471　　　　15.6　　　　　2 446　　　34.1　　　　　∂7.∂　　　　　j∂.4

　　　　

3 125　　　　7.5　　　　　　556　　　　7.7　　　　　17.8　　　　56.9

　　　　

3 057　　　　7.4　　　　　　198　　　　2.∂　　　　　∂.4　　　　　29.∂

　　　　

41 480　　　100.0　　　　　7 176　　　100.0　　　　　17.3　　　　　28.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1



その２

　

現在高の状況

第110表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

積

　　　　　　　　　　　　　　

昭和37年度末現在高

　　　　　　

１

区

　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜市

　

回J

　

（

　

合

　　　

計

基

　

本

　

財

　

産

　　　　　

572

　　　

M

　　　

3825　　μ.∂　　4 397　　∂.5

財政調整資金

　　　

27 382　　卵.j　　6 488　　25j　　38 870　　50､4

減

　

債

　

基

　

金

　　　　

5 813　　14.1　　　1157　　4.5　　6 970　　皿j

その他特定目的

　　　　

7 643　　j∂j　　14 355　　55.6　　21 998　　32.V

　

合

　　　

計

　　　　

41 410　　100.0　　25825　　100.0　　67235　100,0

（注）一部事務組合を含まない。

その３現在高の推移

　　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　

総

　　　　　　

額

　　　　　

基

　

本

　

財

　

産

　　　　　　　　　　　　　　　　　

積立金店甘茶

し

立金治甘菜

，昭

　

和

　

33

　

年

　

度

　

末

　　　　　　

27 943　　　　　－　　　　　2 872　　　　＿

　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　　

32 773　　　　17.3　　　　　2 952 2.∂

｜

　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　　

49 386 50.7　　　　　　4049　　　S7.2

　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　　

62719

　　　

27.0

　　　　　

4 315　　　　δj

　　　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　　　

67 235　　　　7.2　　　　　4 397 1.9

（注）一部事務組合を含まない。

－334－



立

　

金

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　

財政調整資金

　　　　　　

減

　

債

　

基

　

金

　　　　　

その他特定目的

積立柏jM甘栗積立則譜甘栗積立（譜背革

　　　　　

4 752　　　　　－　　　　　12067　　　　　－　　　　　8 252　　　　　-l

　　　　　

6 855　　　44.3　　　　　12 195　　　　1.1　　　　　10 771　　　　50.5

　　　　　

18 569　　　170.9　　　　　n 713　　△　4.0　　　　　15 055　　　39.8[

　　　　　

28 960　　　５６.0　　　　　8 455　　△27.∂　　　　　20 989　　　39.4

　　　　　

33 870　　　俘.Q　　　　　6 970　　△17.6　　　　　21 998　　　　4.8

― 335 ―

‾⊇完謡

１末

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　

１

　　　

現

　　　

在

　　　

高

　

|

　　

増

　

減

　

率

　　

１

　

増減率1前年度増減率゜

　　　　　　　

4 315　　　　∂.9　　　　　　82　　　　j.∂　　　　　j.∂　　　　　6.6＼

　　　　　　

28 960　　　46.2　　　　　4910　　　即∂.7　　　　　17.0　　　　　56.0

　　　　　　　

8 455　　　　8.5　　　△　1 485　　A 32.9　　　△17.６　　　△27.∂･

　　　　　　

20 989　　　33j　　　　　1009　　　22.4　　　　　4.∂　　　　Sﾀ.4

　　　　　　

62 719　　　100.0　　　　　4 516　　　100.0　　　　　7.2　　　　27.0



その１

　

日的別内訳

第1n表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　

≪

都道府県

　

１

　　

市

　

町

　

村

　　

｜

　　

純

　

計

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　　　　　　　　　

3 034　　　　　　　　　　929　　　　3％3

　　

商

　

工

　

業

　

費

　　　　　　　　　　

1 158　　　　　　　　　664　　　　1 822

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

1 876　　　　　　　　　265　　　　　2 141
財

　　　

産

　　　

費

　　　　　　　　　　

1 636　　　　　　　　　1 515　　　　3 151
庁

　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　　

58

　　　　　　　　　　

94

　　　　　

152
土

　　　

木

　　　

費

　　　　　　　　　

1 989　　　　　　　　　854　　　　2 843

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　

1 134　　　　　　　　2 595　　　　3 729

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

ア851

　　　　　　　　　

5 987　　　13 838

（注）一部事務組合を含む。

その２

　

現在高の状況

　　

ｓ

　

゛

穴水石工愕儡

　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　

都道府県|市町村1

　

計

　

都道府県

公社等に対するもの

　　

6 098　　払7　2 241　　840　3081　　　0

　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　

1 692　　　4.4　　　32　　　54　　　86　　　－

　　

観光交通関係

　　

2 602　　∂.7　1 720　　245　1％5　　－

　　

開

　

発

　　

関

　　

係

　　　　

737

　　　

j.9

　　　

157

　　　

139

　　　

2％

　　　

－

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 067　　　2.7　　　332　　　402　　　734　　　0
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

32714

　　

84.3

　　

5610

　　

5 135　10 745　　194

　　

商

　

工

　　

関

　　

係

　　　

5 733　　皿.∂　　　874　　　424　　1 298　　　93

　　

農林水産関係

　　

4 417　　11.4　1 634　　339　1 973　　59

　　

電

　

力

　　

関

　　

係

　　

14 628　　S7.7　　1 240　　2 449　　3 689　　　－

　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　　

451

　　　　

1.1

　　　　

15

　　　　

18

　　　

33

　　　

－

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

7 485　　四.3　　1 847　　1 905　　3 752　　　42

　

合

　　　　　　　

計

　　　

38 812　　100.0　　7 851　　5 975　13826　　194

（注）一部事務組合を含まない。

その１

　

日的別内訳

　

区

　　　　　

分

教

　　　

育

社会及び労働施設

　　

住

　　

宅

　　

労

　　

働

　　

そ

　　

の
産

　

業

　

経

　

済

　　

商

　

工

　

業

　　

そ

　　

の
そ

　　　

の

　

合

　　　　　

計

第112表

　

昭

　

昭

　　

和

　　

37

都道府県

費
費
費
費
他
費
費
他
他

（注）一部事務組合を含む。

　

125

1327

　

506

　

32C

89 81

市 町

　

５

銘

－336－

　

581

2 496

1 264

　

501

　

731
2
0
2
4

1
1

20

和

　

37

　

年

　

度

年

　　

度

純

　

計

６

1
5
6
3
5
4
4
0
8
0

　
　

1

　
　
　

7
A
）
１
１
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

｜

ｌ１

｜



出

　

資

　

金

　

の

　

状

　

況

貸

　

付

　

金

　

の

　

状

　

況

337

(単位

　

百万円・％)

(単位 百万円・％）

(単位

　

百万円・％)

☆
昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　

ｉ

　

額

　　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

減刈監皐

　　　

j.7

　　　　　

1 214　　　j.3　　　　　　619　　　∂.j　　　　　　51.0　　30.1

　　

14.3

　　　　　

14 959　　16.3　　　　　　815　　　4.j　　　　　　5.j　　37.4

　　　

5.7

　　　　　

5 324　　　5.∂　　　　　1004　　　5.5　　　　　　j∂.ﾀ　　78.8

　　　

3.4

　　　　　

2 543　　　2.∂　　　　　1 160　　　∂j　　　　　　45.6　　141.0

　　　

5.2

　　　　　

7 092　　　7.7　　　△　1 349　△　７.4　　　　　△jﾀ］　　　j.4

　　

67.6

　　　　　

58010

　　

65.2

　　　　　

16 470　　90.0　　　　　　2∂.4　　50.9

　　

j∂.2

　　　　

49 387　　53.8　　　　　14 743　　∂0.5　　　　　　2∂､9　　5∂ｊ

　　　

９､4

　　　　　

8 623　　　ﾀ.j　　　　　1 727　　　∂.5　　　　　　20.0　　25.8

　　

扨.4

　　　　

17 642　　四.2　　　　　405　　2.2　　　　　2.3　　jG.り

　　

100.0

　　　　

91 825　100.0　　　　18 309　100.0　　　　　19.1　　55.8

年度回収額(Ｃ)

　　

昭和37年度末現在高CA)十(Ｂ)－(Ｃ)

　　　

比

　　　　　

較

　

市回lｔ

ﾚ

道皿|市回|

　

々(ｐ

ｿ

(
原型皺訓監肇

　　　　

43

　　　

43

　　

6 954　　2 182　　9 136　　17.8　　3 038　　4∂.∂　　む.j

　　　　　

－

　　　

－

　　

1060

　　　

718

　　

1 778　　　j.5　　　　86　　　5,j　　　∂.8

　　　　

11

　　　

11

　　

4 136　　　420　　4 556　　　∂.∂　　　1 954　　75j　　30.il

　　　　　

0

　　　　

0

　　　

722

　　　

311

　　

1 033　　　2.0　　　2％　　ぎり.2　　55.6

　　　　

32

　　　

32

　　

1 036　　　733　　1 769　　　3.4　　　702　　∂5.∂　　65.6

　　　

1 209　　1 403　23 823　18 233　42 056　　∂2.2　　9 342　　2＆∂　　27.ﾀ

　　　　

157

　　　

250

　　

4 792　　2 009　　6 781　　j＆3　　　1 048　　j∂.∂　　17.8

　　　　　

5

　　　

64

　　

5 339　　　987　　6 326　　12.4　　　1 909　　43.2　　ﾀ∂.ﾀ

　　　　

248

　　

248

　　

7 824　10 245　18 069　　∂5j　　3 441　　23.5　　　∂.∂

　　　　　

2

　　　　

2

　　　

196

　　　

286

　　　

482

　　　

Q.ﾀ

　　　　

31

　　　

∂.ﾀ

　　　

７.Q

　　　　

797

　　　

839

　　

5 672　　4 706　10 398　　20.3　　2913　　S∂.ﾀ　　32.0

　　　

1 252　　1 446　30 777　20 415　51 192　　100.0　　12 380　　31.9　　24.81

　　　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
言

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

・率｜雛

　　

2∂.7

　　　　　

3 397　　39.7　　　　　　566　　扨.7　　　　　　弱.7　　163.9

　　

13.2

　　　　　

1 261　　　14.7　　　　　　561　　　10.6　　　　　　44.5　　25j

　　

15.5

　　　　　

2 136　　25.0　　　　　　　5　　　0j　　　　　　Q.2　　665.6

　　

22,∂

　　　　　

1 528　　j7.∂　　　　　1 623　　30.∂　　　　　jQ∂.2　　69.4

　　　

1.1

　　　　　　

120

　　　

j.4

　　　　　　

32

　　　

0.６×　　　　　２６.７

　

△88､4

　　

20.5

　　　　　

1 625　　jﾀ.0　　　　　1 218　　2＆j　　　　　　75.0　　107.3

　　

26.9

　　　　　

1 895　　22.1　　　　　1 834　　34.8　　　　　　ﾀ∂.7　　　7］

　　

100.0

　　　　　

8 565　　100.0　　　　　5 273　　100.0　　　　　　61.6　　48.5



その２

　

現在高の状況

第112表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

’

　　　　　　　　　　　　　

昭和36年度

　　

昭和37年度貸付額（Ｂ）

　　

昭和37

　　　

区

　　　　　

分

　　　　

末現在高（Ａ）都道府県

1
市町村

1

　

計

　

ぶ⊇ぷＪ

転貸債にかかるもの

　　

33 989　　討.∂　1 114　1 848　2 962　　759
預託金にかかるもの

　　

6 420　　∂.∂　45 029　10 206　55 235　45 005

:

　　

商

　　

工

　　

関

　　

係

　　

5 197　　5.3　36 339　8 446　44 785　36 643
1

　

農林水産関係

　　　

646

　　

0.7

　

4 390　　929　5 319　4 175

　　

社会及び労働施設関係

　　　

497

　　　

0.5

　　

3 016　　　500　　3 516　　2 944
1

　　

住

　　

宅

　　

関

　　

係

　　　　

52

　　　　

0.j

　　　

560

　　　

120

　　　

680

　　

519

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

28

　　　

Q.0

　　

724

　　

211

　　

935

　　

724

預託金以外のもの

　

57213

　　

認.∂

　

43 676　8 261　51 937　22 549

　

公社等に対するもの

　　

13 143　　13.5　8 408　2 192　10600　4 362

　　

住

　　

宅

　　

関

　　

係

　　

8 899　　　9.j　　2 675　　663　　3 338　1 543

　　

観光，交通関係

　　

300

　　

0.J

　　

480

　　

118

　　

598

　

250

；

　　

開

　　

発

　　

関

　　

係

　　　

3 531　　　j.∂　　5128　　502　　5 630　2 532

1

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

413

　　　

0.5

　　

125

　　

909

　　

1 034　　　37

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

44 070　　45.1　35 268　6 069　41 337　18 1871

　

合

　　　　

計

　　

97 622　100.0 89819 20 315 110 134 68313

（注）一部事務組合を含まない。

その１

　

性質別内訳

その２

　

財源内訳

第113表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

－338－

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都道府県

　

１

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

計

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　

320

　　

0.5

　　　　

1 106　　2.3　　　142
使用料，手数料

　　　　　

565

　　

0.9

　　　

2 192　　4.6　　　2 757
その他特定財源

　　　　

4 156　　6.9　　　3 171　　∂.6　　　7 166
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　

55 661　　9j]　　　416ﾘ　　閲･1　　　97301

　

合

　　　　　

計

　　　　　

60 708　　100.0　　　48105　　100.0　　108652

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度ヒ

　

＜

都道府県

　

１

　　

市

　

町

　

村

　　

ｌ

　　

純

　

計

　

通常債元利償還金

　　　　

56 593　　犯.2　　　41 824　　肪.ﾀ　　　98 417

　

元

　　　　　

金

　　　　

32 107　　52.9　　　23 225　　祁.3　　　55 332

　

利

　　　　　

子

　　　　

24 486　　邦j　　　18 599　　認.∂　　　43 085

　

借替債元利償還金

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　　　

一

　

繰上償還元利償還金

　　　　　

1 416　　　2.3　　　　485　　　j.0　　　　1 901

　

転貸債元利償還金

　　　　　

1 918　　3.2　　　　1 729　　J.6　　　3 486

　

一時借入金利子

　　　　　

781

　　

j.3

　　　

406

1

　　

∂.5

　　　

4 8481

　

合

　　　　

計

　　　　　

60 708　loo'.o　　　48 105　100.0　　108652



貸付金･の状況（つづき）

公

　

債

　

費

　

の

　

状

　

況 ’
－
Ｉ
・
－

339 ―

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭和36年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較言

純

　　

計

　　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

）減蛸鼠諜

　　

j.3

　　　　　

1 019　　　0.∂　　　　　　407　　　2.7　　　　　39.ﾀ　　△12.6

　　

2.5

　　　　　　

678

　　　

0.6

　　　　　

2 079　　13.9　　　　206.6　　△７０､4

　　

∂.∂

　　　　　

10 802　　　∂.7　　　△　3 636　△24.３　　　△3＆7　　　∂∂.2

　　

田.

I

　　　　

H□04

　　

∂9.

1

　　　

△13 801　△ﾀ2.1　　　a j21　　　21.7

　

100.0

　　　　

123 603　　100.0　　　△14 951　　100.0　　　i 12.1　　　23.0

　　　　　　

昭柚36年度

　　

レ

　　　

比

　　　　　　　　

較
⊇

純

　

計

　

額

　

ﾄ

・

　

ｓ

　

嶺

　

）ｓ（監L

　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

90.6

　　　　

110 693　　∂∂.∂　　　△12 276　i∂2.j　　　　△，　11.1　　ム　20.!;

　　

50.9

　　　　

68 322　　55.3 ■　△12 990　△∂∂.ﾀ　　　a　19.0　　　29.5

　　

S9.7

　　　　

42 371　　34.3　　　　　　714　　　4.∂　　　　　j.7　　　　9.3

　　　

－

　　　　　　

620

　　　

0.5＼･　　△　　620　△　ざ.j　　　・如り.0　　△　11､0

　　　

j.7

　　　　　

5817

　　　

4.7

　　　

.△

　

3916

　

△26.2

　　　

△

　

67.3

　　

，j∂0.2

　　　

j.2

　　　　　

3 094　　　2.5　　　　　　392　　　2.∂　　　　　12.7　　　11.6

　　　

4.5

　　　　　

3 379　　　2.7 ・　　　　1 469　　　∂.∂　　　　43.5　　’△　0.7

　　

100.0

　　　　

123 603　　100.0＝　　△14 951　　100.0　　　△　12.1　　　　23.0

年度回収額(Ｃ)昭和137年度末現在高固十{B)-(C)

　　

比

　　　　　　

較

‾⊇可二

ﾖ

ｏ卜叩]

　

ﾔ

　　

ﾄ

ｓ(ｓり孤影

　　　

747

　　

1 506　18 695　16 750　35 445　2ﾀ.j　1 456　　∂.0　　　4.3　　10.4

　　

10 055　55 060　　6 120　　　475　6 595　5.4　　175　　0.7　　　2.7　　99.2

　　

8 338　4498j　　4 690　　　311　5001　4.j△　196ム　0.∂　　a　3.∂　　121.2

　　　

916

　

5 091　　804　　　79　　874　0.7　228　0.9　　35.3　　71.7

　　　

498

　　

3 442　　550　　　21　　571　0.5　　74　　0.3　　　j4.ﾀ　　　3.∂

　　　

103

　　　

622

　　　

76

　　　

34

　　

110

　

0.j

　　

58

　　

0.2

　　

111.5

　　

273.3

　　　

200

　　

924

　　　　

-1

　　　

39 39　0.0　　11　　0j　　　59.3　　　23.5

　　

6 792　29 341　74 281　　5 528　79 809　65.5 22 596　ﾀ3.a　　　3ﾀ.5　　51.9

　　

2 084　　6 446　16 920　　　377　17 297　14.2　4 154　17.2　　　31.6　　∂4.∂

　　　

591

　　

2 134　　9 787　　　316　10103　∂.3　1 204　　5.0　　　13.5　　35.2

　　　　

93

　　　

343

　　　

530

　　　

25

　　

555

　

0,5

　

255

　　

1.1

　　　

∂5.0

　　　

3.3

　　　

496

　　

3 028　　6 123　　　10　6 133　5.0　2 602　10.8　　　73.1　　246.2

　　　

904

　　

941

　　　

480

　　　

26

　　

506

　

0.4

　　

93

　　

0.a

　　　

22.5

　　

196.0

　　

4 708　22 895　57 361　　5 151　62 512　51.3 18 442　7∂j　　　41.8　　4∂.4

　　

17594

　

85 907　99 096　22 753 121 849 100.0 24 227　100.0　　24.8　　36.3



第114表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

-

　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

昭。和

　

37

　

年

　

度

　　　　

｜

　　　　

区

　　　　　

分

　　　

臨

道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

普

　　　

通

　　　

債

　　　　　　

16 359　　　　　13 606　　　　　29 965

　　

教

　　　

，育

　　　　

債

　　　　　　　　

1 159　　　　　　6516　　　　　　7 675

　　

警

　　　

察

　　　

債

　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　

251

　　

消

　　　

防

　　　

債

　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

187

　　　　　　　

191

　　

保

　

健

　

衛

　

生

　

債

　　　　　　　　

286

　　　　　　　

603

　　　　　　　

889

　　

上

　　　

木

　　　　

債

　　　　　　　

901

　　　　　　

2 236　　　　　　U 407

　　

産

　

業

　

経

　

済

　

債

　　　　　　　

2 768　　　　　　　461　　　　　　3 229

　　

公有林整備事業債

　　　　　　　　

9

　　　　　　　

3

　　　　　　

12

　　

社会及び労働施設債

　　　　　　　

2 645　　　　　2 605　　　　　5 250

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　

268

　　　　　　　

993

　　　　　　

1 261

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

債

　　　　　　

8 065　　　　　4 472　　　　　12 537

　　

土

　　　　　　　

木

　　　　　　

7 247　　　　　1 613　　　　　8 860

　　

農林水産（農地を除く｡）

　　　　　　　　

261

　　　　　　　

1 187 1 448

　　

農

　　　　　　　

地

　　　　　　　

105

　　　　　　

426

　　　　　　

531

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　

452

　　　　　　

1 246 I 698

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　

3 473　　　　　　　　3920　　　　　　7 393

　　

戦

　

災

　

復

　

旧

　

債

　　　　　　　　

274

　　　　　　　

352

　　　　　　　

626

　　

転

　　　

貸

　　　

債

　　　　　　　　

756

　　　　　　　

685

　　　　　　

1 441

　　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

　　　　　　　

1600

　　　　　　

1 955　　　　　　3 555

　　

歳

　

入

　

欠

　

陥

　

債

　　　　　　　　

572

　　　　　　　　　

664

　　　　　　

I 236

　　

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　　　　　　

271

　　　　　　　

264

　　　　　　　

535

　　

辺地対策事業債

　　　　　　　

－

　　　　　　

０

　　　　　

０

　

借

　　　　

替

　　　　

債

　　　　　　　　

364

　　　　　　　

62

　　　　　　　

426

　

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　　　　

5111

　　　　　　　

199

　　　　　　

5310

　

枠

　　　　

外

　　　　

債

　　　　　　　

900

　　　　　　　　

2_130

　　　　　　

3 030

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

34 272　　　　　24 389　　　　　58 661

－340



地方･債償還額の状況

昭和36年度

32

　

7

１１

　

４

５

　

１

　

４

　

８

　

２

　
　
　
　
　
　

２

　

１

　

２

１１

１

７

　

３

乃

　　　　　

比

増

　　

減

　

額

△

　

２

61

31

ａ

　

△

△

△

△

　

△

　

△

　

△

ａ

△

△

51 △

ａ

△

　

△

　

△

ｎ

９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

△

　

△

　

△

　

△

　

Ｑ

△

　

4 099

△

△

△

z1 1７

△

ａ

0｡

３

67

△

　

ｊ

△

　

４

△２２

△

　

７

△

ａ

△

△

　

3.
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(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

増

　

減

　

率

　　　　　

△

　

６.5

　　　　　　

0.j

△

　

△

△

　

4

・21

△

　

△

△

△

10.

△５Ｚ，

△36

△37

△

　

3

△3j

△ク４

A 53

　

j2

△

前年度増減率

　　　　　

42

27

2J

△

△



その１

　

日的別内訳

第115表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭和37年度末現在高

　　

区

　　　　　

分

　　　

し

道府（市田I

　

（

　　

ft

　

l

普

　　　

通

　　　

債

　　　　　

231 003　　　　259 508　　　　490 511

　

教

　　　

育

　　　

債

　　　　　　

30 350　　　　131 897　　　　162 247

　

警

　　　

察

　　　

債

　　　　　　　　

972

　　　　　　　　

5 977

　

；

健

Ｗ

生

１

　　　　

よ

　　　

二

　　　

詣

　

ムバJ。1

　　　

1二

　　　

二

　　　

に

　

ｽﾞﾆ銘ﾐ謔

　　

二

　

二

　

二

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　

7 850　　　　　25 358 33 208:

災

　

害

　

復

　

旧

　

債

　　　　　　

132 999　　　　　　54 044 187 043

　

土

　　　　　　　　

木

　　　　　　

123 590　　　　　21 319　　　　　144 909:

　

農林水産（農地を除く｡）

　　　　　　

2 298　　　　　　12 046　　　　　14 344!

　

農

　　　　　　　　

地

　　　　　　　　

887

　　　　　　

4 631　　　　　　5 518'

　

そ

　　　　

の

　　　

’他

　　　　　　　

6 224　　　　　　16 048　　　　　　22 272

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　

22 396　　　　　26216　　　　48 612

　

戦

　

災

　

復

　

旧’債

　　　　　　　　

1 627　　　　　　3 331　　　　　　49よ

　

転

　　　

貸

　　　

債

　　　　　　

18 723　　　　　17 235　　　　　35 958;

　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

　　　　　　　　

681

　　　　　　

2 517　　　　　　3 198

　

歳

　

入

　

欠

　

陥

　

債

　　　　　　　　

855

　　　　　　　　

1 544　　　　　　2 399I

　

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　　　　　　

510

　　　　　　　　　

791

　　　　　　

I 301 ,

　

辺地対策事業債

　　　　　　　

－

　　　　　

798

　　　　　

798

借

　　　　

替

　　　　

債

　　　　　　　　

521

　　　　　　　

53

　　　　　　

5741

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　　　　

63 745　　　　　　4 692　　　　　68 437･

枠

　　　　

外

　　　　

債

　　　　　　　　

9 212　　　　　　23 103　　　　　　32315

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

459 876　　　　　367 616　　　　　827492
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地方債現在高の状況

昭和36年度末

現

　

在

　

高

421 6C

135 31

　

12813

158 569

　

33 469

　

2 251

5
2
2
5

　

7□

　

22 1

738 6

増

6
8

　

2
6

減

ａ

△

△

　

4 949

23 157

　　

145

　

1 184

　

4 624

　

8 201

16 328

14 287

２

△

　　

6K

　　

1 562

△

　

3 541

ａ

　

１

△

△

ａ
３

88

比

-

　

額

△

△

ａ

△

ａ

△

77

2６.

1６.1

　

1.1

△

△

　　

ｊ

－343－

増

(単位百万円・％)

　　

較

　

率

　

｜

　

前年度増減率

　　

。|

　

｀１　　　１．

△

△

△刀.j

△

△

μ

△

ａ

△

　

Ｊ

△ｊ７

△

ａ

ａ

△

△

△2j

ａ

△



その２

　

利率別内訳

その３

　

借入先別内訳

第115表昭和37年度地方

－344－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和37年度末現在高

　　

区

　　　　　　　

分

　　

1

　

都

　

道

　

府

　

埠tl市

　

田J

　

お）ヽ

　

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　

351 644　7∂〕　　310 593　豚5　　662 237

　　　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　　

212912

　

必.3

　　

201 885　54.ﾀ　　414 797

　　　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　　

138 732　お.2　　　108 708　29.6　　247 440

　

公営企業金融公庫

　　　　

390

　　

0.1

　　　　

3 467　　0.∂　　　　38571

　

市

　　

中

　　

銀

　　

行

　　　　

28 131　　U　　　25 452　∂.ﾀ　　　53 583

　

保険会社その他金融機関

　　　　　

1 603　　0.3　　　　7 223　　2.0　　　　8 826、

　

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　

63 745　jJ.ﾀ　　　4 692　j.3　　　68 437

　

市

　

場

　

公

　

募

　

債

　　　　　

10 549　　2j　　　　6 815　　j.9　　　17 364

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

3 814　　Q.∂　　　　9 374　　2.5　　　13 188

　　

合

　　　　　　

計

　　　　

459 876　100.0　　367 616　100.0　　827492

ｌ

　

区

　　

・｜

　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　

／

　　

６

　

分

　

３

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　　　　

241 832　　　　　　　　52.61

　　

言

　

ﾚこ

　

二

　　　　　　　　　　　　　　

二

　　　　　　　

ご

○

　

ﾚﾌﾞ1

　

1

　　　　　　

22で

　　　

ﾂ

，



債現在高の状況（つづき）

－345－

(単位

　

百万円・％ﾐ)

(単位

　

百万円・％)

_

|

　

昭和39年度末

　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

　　　

計

　　

現

　　

在

　　

高

　

|

　

増

　　

減

　　

額

　

｜

　

増減率

　

前年度増減率

　　　

郎.0

　　　

594 419　　80.5　　　67 818　　76.3　　　　　11.4　　　　　　7.9

　　　

印.j

　　　

371 239　　50.3　　　43 558　　jﾀ.0　　　　　11.7　　　　　　7.3

　　　

29.9

　　　

223 180　　30.2　　　24 260　　27.3　　　　　扨.∂　　　　　　9.j

　　　　

0.4

　　　　

2 650　　　0.∂　　　　1207　　　j.ざ　　　　45.5　　　　　457.9

　　　　

6.5

　　　

36 135　　　4.9　　　17-448　　jﾀ.∂　　　　4∂.3　　　　△11.7

　　　　

1.1

　　　　

7 021　　　j.0　　　　1 805　　　2刃　　　　25.7　　　　　　7j

　　　　

∂.J

　　　

71 665　　　ﾀ,7　　△　3 228　・∂.∂　　　△　4､5　　　　△　5j

　　　　

2.j

　　　　

17 643　　　2.4　　z1　　279　△　０.3　　　△　Z.6　　　　　　10.9

　　　　

j.∂

　　　　

9 135　　　j.2　　　　4 053　　　4.∂　　　　UA　　　　　　25.3

　　

100.0

　　　

738 668　　100.0　　　88 824　　1て)0.0　　　　　12.0　　　　　　5.9

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

｜

　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

202 73D　　　　　　55.1　　　　　　　444 562　　　　　　53.7

　　　　

122 538　　　　　　　33.3　　　　　　　　303641　　　　　･，36.7

　　　　　

33 510　　　　　　∂.j　　　　　　　651て)1　　　　　　7.9

　　　　　

3947　　　　　　　l.l　　　　　　　　　7048　　　　　　　0.∂

　　　　　

4 118　　　　　　　1.1　　　　　　　　　6367　　　　　　　Q.∂

　　　　　　

773

　　　　　　　

Q.3

　　　　　　　　　　

773

　　　　　　　

0.1

　　　　

367 616　　　　　　100､0　　　　　　　　827492　　　　　　100.01



第116表

　

地

　

方

　

債･現

　　　　　　　　

現を

り
戸

　

゛
雌警到詐言昌

昭

　

和

　

31

　

年

　

度

　　　　　　

575 700　　　　　　一　　　　　　一 47.∂

　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　

599 481　　　　　　－ 4.1　　　　　む.∂

　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　

620 528、　　　　一　　　　　　3.5　　　　　42.6

　　

31～33

　

平

　

均

　　　　　　

598 570　　　　　100　　　　　－　　　　　＿

　　　　

34

　　　　　

ヽ

　　　　　　　

656 222　　　　　j拓　一丿、ヽ5.∂　　　　　如j

　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　

697 294　　　　　j妬 ∂.∂　　　　　昶.2

　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　

738 668 123　　　　　　5.ﾀ　　　　　釦.9

　　　　

37

　　　　　　　　　　　　　

827 492 jJ∂　　　　　　12.0　　　　　2∂.7

第117表

　

庁

　

舎

　

お

　

よ

　

び

　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　　　

計

　　　

｜j

　　

区

　　　　　

分

　　

建物面積

　

ｻﾞ
改

　　　　　

訳

　　

比

　　　　　

率

i

　　　　　　

(Ａド‰(ま木

宍

(８)ﾀﾞﾍﾟ001迦゜構

　

本

　　

庁

　　

舎

　　

引64 ， 2 727　　3 437　　44.2　　即.7

庁

　

斎笑単赫h

　　　

5 086　　　1994　　　71.9　　　おｊ

舎

ト

ドブズ＼

．
ﾜ22jﾄ

,
ﾄ
.,

ｽﾞでで乱ごご

職

　　

員

　　

公

　　

舎

　　　

3％9

　　　

3 538　　　431　　　89.1　　　22.3

　

合

　　　　　　

計

　　　　

17ｱ57

　　

11635　　6 122　　　65.6　　100.0

（注）自治省調による。
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在

　

高

　

の

　

鮭

　

移=

(単位二百万円・％l)

　　　　　　　　　

内

　　

丿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

Ｉ

　　　

．

　　

･ｊ

　　　

Ｉ

　　

ｒ

　　　　　　　

４ｊ¶１

'

　

交

　　　

付

　　　

公

　　

一債

　　　　　　

交

　

付

　

公

　

債

　

以

　

外

戸乖(無響伺

レ

ムト(汗疹回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　

42 526　　　－　　　－　　3.∂　　　533 174 ，　　－，　一　　盈.2

　　　　

50 552　　　　－　　･j∂.9　　　3.∂　　　　548 929　　　1-　　　3.0　　40.8

　　　　

6l'l63

　　　　

－

　　

21.0

　　　

4.2

　　　　

559 365　　　　－　　　j.9　　38.4

　　　　

51･414

　　

j叩

　　　

－

　　　

－

　　　

547 156　　j00　　　－　　　－

　　　　

76 977　　　150　　25.∂　　　4.7　　　　579 243　　　扨∂　　　3.5　　お1

　　　　

75 499　　　j47　△　j.9　　　3.9　　　　621 795　　　114　　　7.3　　52.51

　　　　

71 665　　　j39　△　5.j　　　3.0　　　　667 003　　　j22　　　7.2　　27.ﾀ1

　　　　

68 437　j∂J　△　4.5　　　2.4　　　　759 055　　　j39　　j∂.∂　　2∂]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

公

　

舎

　

の

　

状

　

況

(昭和38年３月31日現在・単位 千ｍ゛・％）

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

建物面積

　

内

　　

訳

　　

止

　　　

‾√

建物面積

　

（

　

浪

　

・比

　　　

率

　

｜

　

(ﾐｃ)

　

‰

舟

木

ル

サ)゛00

匪定(町‰≠木

丿

小

ザ0
尚宣

犬

　　　　　　

Ｔ

　　　　　　

十

　　　

犬二

　　　

l

……122W
，

万万7 1122、に11 12J:17;で7 2U; 2 で1:・ｽﾞ;11 j 2;12

　

‾t

　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　

゛

　　　　　　　　　　　

j･

二二二卜尚乱乱乱工1で尚|;J;:

,

でIL

1

　

2 279　1 931　348　　　∂J.7　26.2　　1 690　1 607　　83　　　昶.j　j∂.7

　

8 702 5 606 3 096 , 64.4 40　9 015 6 029 3 0?6
ご::ﾔ6

100'01
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その１

　

総一一括

第n8表

　

昭

　

和

　

37年

　

度

　　

回

　　

・Ｏ１・４

　

‥Ｏ２・４

　

半

　

期

　　

歳

　　　　　　　　

入

　　　　　

564058　　即.4　　　565146　　卯.2

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　

214092

　　

ぉ.ﾀ

　　　

245197　　ぉ,j
゛鸚龍o肖゛

　　

214207　　∂4.0　　　　118084　　j∂.9

　　　

国庫支出金

　　　

72484

　

.Jj.5

　　

119860　jﾀ.j

　　　

都道府県文出金

　　　　　

1257

　　

り.2

　　　　

3825

　　

邸

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

62018

　　

ﾀ.∂

　　　　

78180

　　

j2.5

宍肢節詰詰監ふ

　　　　

11754

　　　

j.ﾀ

　　　　　

9 111　　　j.5

　

|

一時借入金

　

入額

　　　　　

54859

　　

∂.7

　　　

52129

　　

∂.s

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　

6306ｱ1　　100.0　　　626386　100.0

　　

歳

　　　　　　　　

出

　　　　

486999　　∂j.5　　　574600　　託ﾀ

　　　

庁

　　　　　　

費

　　　　　

85018　　扨,Q　　　　78527　　j2,∂
文

　　　

土

　　　

木

　　　

費

　　　　　

43H6

　　　

∂.j

　　　　

102447

　　

j∂.∂

　　　

教

　　

育

　　

費

　　　　

154690　　2∂j　　　154028　　24.∂

　　　

公

　　　

債

　　　

費

　　　　　　

11527

　　　

2.j

　　　　

31449

　　　

M

　　　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

192648　　昶.2　　　208149　　ぉ.4

市
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資

　

金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位百方円・％)

第３・４半，期

　

|

第４・４半期

　

|

　

出納

'
整血期

　

|

　　　

計

　　

783 200　∂∂.∂　　　684 937　86.4　　　413 269　!?り.4　　　3010610　88.3

　　

292 999　32.5　　　238 424　30.2　　　65 972　14.4　　　1 056 684　31.0

　　

115 246　j2.∂　　　70 056　　∂.∂　　　　　659　　り.j　　　　518 252　15.2

　　

225 682　25.0　　　197 528　24.9　　　91 327　20.0　　　　706 881　20.7

　　　

12 266　　j.3　　　　10 737　　j.4　　　36 881　　∂.j　　　　64 966　　j.∂

　　

137 007　15.2　　　168 192　21.2　　　218 430　47.∂　　　　663･８２７　19.5

　　　

13 305　　j.5　　　　12 266･　　j.5　　　37 113　　∂.j　　　　83 549　　2.5

　　

105 7113　11.7　　　95 495　12.1　　　　6 696　　j.5　　　　314 892　　9.2

　　

902 218　100.0　　　792 698　100.0　　　457 078　100.0　　　3 409 051　100.0

　　

882485

　

9＆2

　　　

648 295　81.0　　　432 824　∂3.5　　　3 025 203　∂∂.4

　　

118 522　12.5　　　84 836　如.∂　　　33 153　∂.4　　　400 056　11.7

　　

181 692ご19.2　　116 775　14.6　　139ヽ539　26.9　　　583 569　17.0

　　

245 191　25.9　　165 534　20.7　　　70 793　13.7　　　790236　2幻

　　　

15 188　j.6　　　39 089　4.∂　　　11 560　2.2　　　1携813　3.2

　　

321 892　34.0　　　242 061　30.2　　　177 779　34.3　　　1 142 529　33.4

　　　

16 440　　j.7　　　　14917　　j.ﾀ　　　21 982　　4.2　　　　83 704　　2.4

　　　

47 806　5.j　　　137 465　17.1　　　63 629　12.3　　　314517　∂.2

　　

946 731　100.0　　　800 6ｱｱ　Ｍ〕0.0　　　518 435　100.0　　　3 423 424　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

第３・４半期

　

|

第４・４半期

　

|

出納整理期

　

|

　　　

計

　　　　　　　　　

26.0

　　　　　　　　

22.8

　　　　　　　　

扨.7

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　

22.6

　　　　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

22.2

　　　　　　　　

13.5

　　　　　　　　　

0.j

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

3j.タ

　　　　　　　　

27.9

　　　　　　　　

j2.ﾀ

　　　　　　　　

茄0.り

　　　　　　　　　

18.9

　　　　　　　　

16.5

　　　　　　　　

5∂.∂

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

20.6

　　　　　　　　

25j

　　　　　　　　

52.9

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

巧.9

　　　　　　　　

14.7

　　　　　　　　

召.4

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

お.∂

　　　　　　　　

釦.3

　　　　　　　　　

2.j

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

26.5

　　　　　　　　

23.2

　　　　　　　　

13.4

　　　　　　　　

lOO.Oi

　　　　　　　　　

29.2

　　　　　　　　

21.4

　　　　　　　　

皿.3

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

2ﾀ.∂

　　　　　　　　

21.2

　　　　　　　　　

∂.3

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

31.1

　　　　　　　　

20.0

　　　　　　　　

2∂.ﾀ

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

31.0

　　　　　　　　

20.9

　　　　　　　　　

ﾀ.Q

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

14.0

　　　　　　　　

35.9

　　　　　　　　

10.6

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

2∂.2

　　　　　　　　

21.2

　　　　　　　　

15.5

　　　　　　　　

如0刃

　　　　　　　　　

19.6

　　　　　　　　

j7.∂

　　　　　　　　

26j

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

15.2

　　　　　　　　

43.7

　　　　　　　　

20.3

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　

23.4

　　　　　　　　

15.1

　　　　　　　　　

100.0
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その２

　

都道府県

第U8表

　

昭

　

和

　

ﾌﾟ37

　

年

　

度

　　　

区

　　

・Ｏ第

　

ｌ・４

　

半

　

期

　

）

２・４

　

半

　

期

　

≒

　　

歳

　　　　　　　　

入

　　　　　

363 120　　97j　　　　345 168　　卵丿

　　　　　

地１

　

方

　　

税

　　　

123 717　おｊ　　.123 507　即.4

I･収

　

二jyjl斉祉税および地

　　　　　

146 442　:お.2　　　　83 746　　23.3

　　　　

’国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

59 567　」5.ﾀ　　　、99 841　　27.8

　　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　

33 394 .‘　∂.∂　　　38 074　旬､∂

　

入

肢欝鯖皿謔帽

　　　

4 847 1.3　　　　22面　　卵

　　　

|

一時借入金借入額

　　　　　

5 987　　j.∂ 11 888 S.3

　　　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

373 954 レ100.0　　　359 345　100.0

　　　

歳

　　　　　　　　　

出

　　　　　

305 203　　部.∂　　　345 753　　弧2

　　　　　

庁

　　　　　　

費

　　　　　

33 618　　10.7　　　　29 439　　＆2

　

支

　　

～土

　　　

木

　　　

費

　　　　　　

28 772　　　9.j　　　　　77 073　　21.5

　　　　　

教

　　　

育

　　　

費

　　　　　

120 835　　おj　　　　105 703-　29.4

　　　　　

公

　　　

債

　　　

費

　　　　　　

6 635　　2.j　　　　15 550　　4.J

　　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

115 343　　お.∂　　　　117 988　　32､8

　

出

肢靉付金および他会

　　　　　　

5 408　　　　j.7　　　　　2 732　0 .∂

　　

|

一時借入金

　

済額

　　　　　

4 851　　j.5　　　　10 804　　3.Q

　　　　

合

　　　　　　

計

　　

1

　　　

315 462　　100.0　　　359 289　100.0

　　　

区

　　　

・

　

し

１・４

　

‥Ｏ２・４

　

半

　

期

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝

　　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　　　　　

19.6

　　　　　　　　　　

18.6

　　　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　　　　　

21.5

　　　　　　　　　　

21.5

　　　

゛

　

言難汐肖

　　　　　

41.2

　　　　　　　　　　

3.∂

　

ｚ

　　　

国庫支出金

　　　　　　　　

如.7

　　　　　　　

j7.∂

　

各

　　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　　　　　

却.4

　　　　　

歳計金貸付金回収金

　

期

　　　

および他会計繰出金

　　　　　　　　　　　

皿j

　　　　　　　　　　

∂.7

　　　

入

　

返還金

　　

l

　　

l

一蒔借入金

　

入額

　　　　　　　　　　

7.j

　　　　　　　　　　

皿.2

　

別

　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

18.9

　　　　　　　　　　

18.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀

　　　　　　　　　　

＝』

　

構

　　　　

歳

　　　　　　　　

出

　　　　　　　　　　　　

妬.j

　　　　　　　　　　

拾5

　

≒ヽ

　　　

庁

　　　　　

費

　　　　　　　　　　

21.7

　　　　　　　　　

19.0

　

成

　

支

　　

土

　　

木

　　

費

　　　　　　　

l

　　　　

∂.9

　　　　　　　　　　

j町

　　　　　

教

　　

育

　　

費

　　　　　　　　　　　

21.9

　　　　　　　　　　

j幻

　

比

　　　　

公

　　

債

　　

費

　　　　　　　　　　　

μλ9

　　　　　　　　　　

2M

　

・

　　　

そ

　　

の‥

　

他

　　　　　　　　　

17.0

　　　　　　　　

17.4

　　　　

歳計金貸付金および

　　　

出

　

他会計繰出金｀

　　　　　　　　　　　　

j5.∂

　　

・、

　　　　　　

∂､Q

　　　　

|

一時

　

入金返済

　　　　　　　　　　　　

5.∂

　　　　　　　　　

12.9

i

　

”

　　　

合

　　　　

レ計

　　　　　　　　

..

　　　

15.9

　　　

一一

　　　　　　

18.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝J㎜㎜
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資金収支

　

の

　

状況．(つづき)

(単位

　

百万円・％l)

第３・４半期

　

|

第４・４半期

　

|

　

出，納整理期

〕

　　　　

計

　　　

494 679　ﾀ2.ﾀ　　　431 863　92.4　　　221 621　ﾀj.∂　　　1 856 451　ﾀ4j

　　　

160 595　30.2　　　127 869　27.4　　　39 907　妬.5　　　　575 595　2ﾀ.2

　　　　

81 970　15.4　　　43 247　　ﾀ.3　　　　　　－　　－　　　　355 405　j∂.剛

　　　

181 014　34.0　　162 309　即.7　　　55 691　認j　　　558 422　2∂.3，

　　　　

71 100　13.3　　　98 438　21.0　　126 023 7 52.2　　　367 029　18.61

　　　　

6 131　　1.1　　　　4 090　　0.9　　　16 901　　7.0　　　　34 258　　j.が

　　　　

31 690　　∂.0　　　31 444　　∂.7　　　　2 840　　1､2　　　　83 849　ヽ4J

　　　

532 500　100.0　　　467 397　100.0　　　241 362　100.0　　　1 974 558　100.01

　　　

557 042　m.7　　　403 588　∂7､0　　　253 869　ﾀ2.4　　　1 865 455・ﾀ4.0

　　　　

47 231　　∂.S　　　33 584　　7.2　　　11 12!　　4.0　　　　154 993　　7.∂，

　　　

133 335　23.4　　　84 749　・j∂.3　　　95 432　34.7　　　　419 361　.21.1

　　　

170 490　3り.0　　　118 553　25.6　　　36 160　8.2　　　　551 741　27.∂’

　　　　

8 257　　j.4　　　， 21 188　　4.∂　　　　9 078　　3.∂　　　　60 708　　3.μ

　　　

197 729　討.∂　　　145 514 ・ お.4　　　101078　37.2‘　　　　678 652　34.21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

gil

　

’ ゝ　　　　｜

　　　　

6 664　　j.2　　　　6 926　　j.5　　　12 528　　j.∂　　　■ 34 258 . ■.1.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

¶

　　　

』

　　

l、

　　　　

6318

　　

1.1

　　　

・ 53 518　召.5　　　　8 273 3.0ふン　　83 76-4　　4.ポ

　　　

570024

　

100.0

　　　

464 032 丿00.0　　　274 670　100.0　　　1 983 477　1 00.0･

第３・４半期

　

|

第４・４半

　

期

　

i

　

出納整理期

　

|

　　　

計＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

L

　　　　　　　　　　

26.6

　

・

　　　　　

23.3

　　　　　　　　

召.9

　　　　

，

　　　

lOO.Oi

　　　　　　　　　　

27.9

　　

し

　　　　　

22.2

　　　　　　　　　

∂.9

　　　

:

　　

；

　　

扨0.び

　　　　　　　　　　

2幻

　　　　　　　

丿卵

　　　　　　

’一･

　　　　　

ト

　

I;lOO.Ol

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

,..

　　

／

　　　　　

i

　　　

l
‘

　　　　　　　

32.4

　　　　　　　　

29.1

　　　　　　　　

りθ.0

　　　　　　　　

･l 100､０.

　　　　　　　　　　

19.4

　　　　　　　　

2∂.∂

　　　　　　　

34.3

　　　　　　　　

j 100.01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

・

　　　　　　　　　

l

　　　

，

　　　　　　　　　　

17.9

　　　　　　　　

jj.ﾀ

　　　　　　

∧”49.4

　

‥‥‥‥‥

　　　

'　１００.び

　　　　　　　　　　

37.∂

　　　　　　　　

37.5

　　　　　　　　

3.4

　　

プ

　　　　　

l 100.び

　　　　　　　　　　

27.0

　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　

12.2

　　　　　　

・

　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2ﾀ.ﾀ

　　　　　　　　

21.6

　　　　　　　　

13.6

　　　　　　　　　

加Q皿

　　　　　　　　　　

30.5

　　　　　　　　

21.7

　　　　　　　　　

7.j

　　　　　　　　　

100.01

　　　　　　　　　　

31.8

　　　　　　　　

20.2

　　　　　　　　

22.7

　　　　　　　　

100.0'

　　　　　　　　　　

∂Q.ﾀ

　　　　　　　　

21.5

　　　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　　

1 100.0

　　　　　　　　　　

13.6

　　　　　　　　

34.9

　　　　　　　　

15.0

　　　　　　　　　

100.び

　　　　　　　　　　

29.1

　　　　　　　　

21.4

　　　　　　　　

15.1

　　　　　　　　　

lOO.Oi

　　　　　　　　　　

jﾀ.5

　　　　　　　　

20.2

　　　　　　　　

36.5

　　　　　　　　　

100.ぴ

　　　　　　　　　　　

7.5

　　　　　　　

卵.ﾀ

　　　　　　　

9.9-

　　　　　　　

j 00.01

　　　　　　　　　　

28.7

　　　　　　　　

23.4

　　　　　　　　

13.9

　　　　　　　　　

100.0･
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その３

　

市町村

第n8表

　

昭

　

和

　

37

　

年度

　　

回

　　

・Ｏ１・４

　

回Ｏ２・４

　

半

　

期

　　

歳

　　　　　　　　

入

　　　　

200938

　　

78.∂

　　　

219978　　∂2j

　　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　

90375

　　

ぉ.2

　　　

121690

　　

邸.∂
゛

　

鸚能o肖湊

　　　

67765　　2∂.4　　　　　34338　　j2.∂

　　　

国

　

庫文

　

出

　

金

　　　　　

12917

　　

5.0

　　　　

20019

　　

7.∂

　　　

都道府県支出金

　　　　　

1257

　　

0.5

　　　　

3825　　j.4

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

28624 jj.2　　　　　40106　　j5.(ﾌ

宍肢靉詰mにJ

　　　　

6907

　　　

2.7

　　　　　

6822　　　2.5

　

|

一時借入金借入額

　　　　　

48872

　　

扨.o

　　　

4o241

　　

j5,j

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

256ｱ17

　　

100.0

　　　

26ｱ041

　　

100.0

　　

歳

　　　　　　　　

出

　　　　　

181796　　卵.ﾀ　　　228847　　邱.Q

　　　

庁

　　　　　　

費

　　　　　

51400

　　

ぉ.7

　　　　

49088

　　

jM
文

　　

土

　　

木

　　

費

　　　　　

14344　　∂｡∂　　　　25374　　ﾀ.5

　　　

教

　　

育

　　

費

　　　　　

33855

　　

貧.∂

　　　　

48325　　j∂.2

　　　

公

　　

債

　　

費

　　　　　

4892　　2j　　　　l5 899　　切

　　　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　　

77305　　ぉ.7　　　　90161　　ぉ.9

肖

－352－



資

　

金

　

収．支

　

のご状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

第３・４果期

|

第４゛ヤ半期

〕

　

出納整理期

　

|

　　　

計

　　　

288 521　7∂.0　　　253 074　77.∂　　　191 648　∂∂.∂　　　1 154 159　80.5

　　　

132 404　∂5溥　　　110 555　34.0　　　26 065　12.1　　　　481 089　35.5

　　　

33 276　　9.0　　　26 809　　∂.∂　　　　　659　　Q.3　　　　162 847　H.4

　　　

44 668　12.1　　　35 219　j0.∂　　　35 636　16.5　　　　148 459　扨.4

　　　

12 266　　3.3　　　　10 737　　3.3　　　36 881　17.1　　　　　64 966　　4.5

　　　

65 907　j7.∂　　　69 754　21.4　　　92 407　42.8　　　　296 798　20.7

　　　　

7 174　　2.0　　　　8 176　　2.5　　　20 212　　ﾀ.4　　　　　49 291　　3.4

　　　

74 023　加.0　　　64 051　19.7　　　　3 856　　j.∂　　　　231 043　妬j

　　　

369 718　100.0　　　325 301　100.0　　　215 716　100.0　　　1 434 493　100.0

　　　

325 443　86.4　　　244 707　72.7　　　178 955　73.4　　　1 159 748　∂0.∂

　　　

71 291　j∂.ﾀ　　　51 252　15.2　　　22 032　　9.り　　　　245 063　17.0

　　　

48 357　12.8　　　32 026　　タ.5　　　44 107　j∂.j　　　　164 208　n.4

　　　

74 701　19.9　　　46 981　8.9　　　34 633　皿.2　　　　238 495 ■ 16.6

　　　　

6 931　　j.∂　　　17 901　　5.4　　　　2 482　　j.0　　　　48 105　　3.4

　　　

124 163　33.0　　　96 547　28.7　　　75 701　31.1　　　　463 877　52.2

　　　　

9 776　　2.∂　　　　7 991　　2.4　　　　9 454　　3.ﾀ　　　　49 446　　a.4

　　　

41 488　11.0　　　83 947　24.9　　　55 356　22.7　　　230 753　扨.Q

　　　

376 707　100.0　　　336 645　100.0　　243 765　100.0　　　1 439 947　100.0

第３・４半期

　

|
第４・４半期

　

|
出‘｀納整理期

　

|

　　　

計

　　　　　　　　　　

25.0

　　　　　　　　

2j.ﾀ

　　　　　　　　

16.6

　　　　　　　　　

扨り.0

　　　　　　　　　　

27.5

　　　　　　　　

23.0

　　　　　　　　　

5.4

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

20.4

　　　　　　　　

妬.5

　　　　　　　　　

Q.4

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

50.2

　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　

24.0

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

j∂.9

　　　　　　　　

16.5

　　　　　　　　

56.8

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

22.2

　　　　　　　　

23.5

　　　　　　　　

31.1

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

14.6

　　　　　　　　

妬.∂

　　　　　　　　

む.0

　　　　　　　　　

扨り.0

　　　　　　　　　　

32.1

　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

25.8

　　　　　　　　

22.7

　　　　　　　　

15.0

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2∂.7

　　　　　　　　

21.1

　　　　　　　　

15.4

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2ﾀ.j

　　　　　　　　

20.∂

　　　　　　　　　

∂.0

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2タ.4

　　　　　　　　

19.5

　　　　　　　　

26.9

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

31.3

　　　　　　　　

19.7

　　　　　　　　

14.5

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

14.4

　　　　　　　　

37.2

　　　　　　　　　

5.2

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2∂.∂

　　　　　　　　

20.∂

　　　　　　　　

扨丿

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

j∂.∂

　　　　　　　　

扨.2

　　　　　　　　

jﾀｊ

　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

j∂.0

　　　　　　　　

鍋.4

　　　　　　　　

24.0

　　　　　　　　　

joQ

］

　　　　　　　　　　

26.2

　　　　　　　　

23.4

　　　　　　　　

16.9

　　　　　　　　　

100.0
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１第119表

　

昭和37年度純計決算額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

入

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

純計決算額

　

1

　

計

　

画

　

額

　

|

　

差

　　

引

１

　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　

1 056 684　　　　　930 862　　　　125 822

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　　　

1008 948　　　　　886 822　　　　122 126

1

　　

日

　　　　

的

　　　

税

　　　　　　

47 736　　　　　44 040　　　　3 696

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　

30 793　　　　　31 206　　　・　413
1

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　

487 459　　　　458 071　　　　29 388

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　　

1 574 936　　　　1 420 139　　　154 797

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

708080

　　　　

618 585　　　　89 495

　　

義務教育費国庫負担金

　　　　　　

165 373　　　　　152 363　　　　13 010

　　

その他の普通補助負担金

　　　　　　

164 298　　　　　155 954　尚　・　8 344

　　

公共事業費補助負担金

　　　　　　

348 519　　　　　279 863　　　　68 656

　　　　　　　　　　　　　　　

｀

　

jll

　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　

”I

　　

失業対策事業費補助金

　　　　　　

28 690　　　　　29 205　　　△　515

　　

騎胆胆゛を爽

　　　

1 200　　　　　　1 200　　　　　　　0

　

使

　

用

　

料，手

　

数

　

料

　　　　　　

82 232　　　　　54 937　　　　27 295

　

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　　　

144 450　　　　　87 900　　　　56 550

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　　　

125 974　　　　　　　－　　　125 974

　

繰

　　　　　

入

　　　　　

金

　　　　　　　

61 686　　　　　　　　－　　　　61686

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　

285 501 103512　　　　181 989

　　　

（雑

　

収

　

入

　

他）

　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

2 982 859　　　　2 285 073　　　　697786

（注）不交付団体における平均水準をこえる必要経費については，純計決算額では
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と地方財政計画との比較
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

出

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

純計決算額

　

ﾚ
計

　

画

　

額

　

|
差

　　

引

　

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　　　　

996 891　　　　843 989　　　152 902

　

一

　

般

　

行

　

政

　

費

　　　　　　

576 765　　　　466 134　　　110631

　　

≒

。

/≒

。

:

　　

二

　　

：

　　

：

　　

出

　

資

　

金，貸

　

付

　

金

　　　　　　

123 971　　　　　　　　－　　　　　　　－

　

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　　　　

108 652　　　　　95 312　　　　13 340

1

　

維

　

持

　

柿

　

修

　

費

　　　　　　　

55 714　　　　　　57 368　　　△　1 654

1

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　　　　

1068003

　　　　

794 430　　　273 573

　　

直轄事業負担金

　　　　　

34 817　　　　35 255　　・　４］

　　

:こてこて;こ

　　　　　　　

二

　　　　　

二

　　　　

二

　　

失業対策事業費

　　　　　

58 021　　　　44 757　　　13 264

　

訃賢麓言牡

　　　　

27 840　　　a 27 840

　

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　　　　

24 477　　　　　　　－　　　　24 477

　

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　　　　　

48 655　　　　　　　－　　　　48 655

　

繰

　

上

　

充

　　

用

　　

金

　　　　　　　　

8 209　　　　　　　　－　　　　　8 209

1

　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　　

2 887 366　　　　2 285 073　　　　602 293

各科目に含まれている
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第120表地方財議ﾌと瀧

　　　　　　　　　

分配国民所得

　

｜

　

歳

　

出

　

総

　

額

　　　

国から地

　

地方から

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

方に対す

　

国に対す

　　　　　　　　　

実

　　

数

　

|
指数

　　

国

　　

|

　

地

　　

方

　　

る支出

　　　

る支出Ｉ

　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（Ｄ）

　　

（Ｅ）

昭和10年度

　　　　

14 440　－　　　　2 206　　　　2 117　　　　255　　　　13

　　　

16

　　　　　　

35 835　－　　　　8 1341　　　　3 088　　　　1 063　　　　23

　　　

31

　　　　　

7 627 557　－　　1 082 275　　1 206 069　　　483剛4　　　2 286

　　　

32

　　　　　

8 285 802　－　　1 225 599　　1 342 528　　　553 918　　　3416

　　　

33

　　　　　

8 518 966　－　　1 364 001　　1 455 579　　　606 663　　　3 895
31～33平均

　　

8 144 108 100　　1 223 959　　1 334 725　　　526 736　　3 199

　　　

34

　　　　

10 037 208 j23　　1 527 725　　1 623 883　　　705 381　　　6 287

　　　

35

　　　　

11 937 100 147　　1 758 6371　　1 924 907　　　824 211　　　7 302

　　　

36

　　　　

14 196 400 174　　2 120 003　　2 391 080　　1 028 166　　　9915

　　　

37

　　　　

15 782 500 194　　2 587 267　　2 887 366　　1 226 156　　44 460

(注) １各年度の分配国民所得は，経済企画庁の推計によるものである。

２国の歳出額は,一般会計,交付税および譲与税配付金特別会計（昭29設定）

３地方の歳出額は，普通会計純計決算額である。

４「国から地方に対する支出（Ｄ）」は,地方交付税（地方分与税,地方財政平

　

与税（国の歳出計数による）ならびに国庫支出金（地方の歳入計数による｡）

５「地方から国に対する支出（Ｅ）」は地方財政法第17条の２の規定による地

　

収入の計数による｡）。

第121表

　

国 民

　　

総 生

　

区

　　　

分

　　

昭和

CA)

昭和

CB)

昭和36な

国

　　

民

　　

所

　　

得

　

i

　　　　

100373　　　119 371　　　141964
陽万万万

　

詣づレjjl

汗水諭ﾚ

　

回

　

鏃

　

回

嘸二ケ

　

三鷲回
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の財政の累年比較
(単位 百万円・％）

,との純計決算額である。

衡交付金および臨時地方財政特別交付金を含む。国の歳出計数によるｊおよび地方譲

の合算額である。

方公共団体の負担金をいう（国の歳入のうち公共事業費負担金および地方債証券償還

産

　　

と 総

　　

支 出

(単位 億円・％）

　　　　　　　　　

対

　

前

　

年

　

比

　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比

゛3ツ

臨

押）言（馴言（ｃ

ﾄ

（（（（（［m

　　　

157 825　　　118.ﾀ　　jj∂.9　　111.2　　　7∂.∂1　　∂1.4　　so.o＼　　∂j］

　　　

17 425　　　118-7　　118.4　　104-9　　　ﾀ.4　　　ﾀ.ﾍﾞ　　　ﾀﾂﾞ　　　9.4

　　　

22 590　　　121.9　　134-5　　如タ.∂　　10-0　　扨.5　　11.6　　11.7'

　　

a

　

4 688　　　　　一　　　　一　　　　－　　　0.∂　△　0.51　△　j.0　△　2.4

　　　

193 152　　　116.7　　120.9　　108.9　　100.0　　100.0　　100.0　　100.01

　　　

102 607　　　111.9　　115.9　　jj5､り　　54.7　　52-5　　50.5　　53.1:

　　　

18 590　　　114-1　　jj∂.3　　U7.0　　　ﾀ.4　　　9.2　　　∂.ﾀ　　　9.∂

　　　

71 821　　　127.4　　135-2　　　94-6　　55.0　　38.2　　42.8　　57.2,

　　　

21 719　　　112.8　　104-5　　114.0　　j2.ﾀ　　12.4　　扨.7　　1L3:

　　　

214 737　　　117.0　　121.4　　107.4　　112.0　　112.3　　112.7　　111.2

　　　

21 585　　　120-0　　125-5　　　∂5j　　12.0　　12.3　　12.7　　11.2.

　　　

193 152　　　1 16.7　　120.9　　108.9　　100.0　　100.0　　100.0　　100.0!

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

－357－

　　

歳

　　　

出

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

純計構成比

　　

回芝草得に対す

　　

国

　　　　

地

　　　

方

　　

合

　　　

計

　　

（Ｆ）（Ｇ）（Ｆ）（Ｇ）（Ｈ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一

（９づ

汁

゛（ｃ）て酔゛（ｏて帛）×１００×100XI00×100 XlOO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

1 951　　二　　　2 104　＿　　　4 055　　－　4∂.j　sJ　13.5　14.6!　2∂J

　　

7071

　

－

　　　

3 065　－　　10 136　　－　∂ﾀ.∂　30.2　jﾀ.７　　8.6　2∂J

　　

598 461　－　1 203 783　－　1 802 244　　－　53.2　∂∂.∂　　7.∂　15.8「　23.6

　　

671 681　－　1 339 112　－　2 010 793　　－　33.41　66.6　　∂■1＼　16.2＼　2ぜ.|

　　

757 338　－　1 451 684 －　2 209 022　　－　34-3　65-7　　8.91　j7‘0|　25’ﾀ1

　　

697 223 j叩　1 331 526 100　2 028 749　j卯　34.4　65.6　　∂.∂　妬.3　24ぶ

　　

822 344 jj∂　1 617 596 121　2 439 940　j20　53.7　66.3　　∂.2　　圃1　24J

　　

934 426 j34　1 917 605　j44　2 852 031　jむ　32.∂　67.2　　∂jｱ　　le.ii　23.ﾀ!

　

1 091 837 j57　2 381 165 j79　3 473 002　171　31-4　68-6　　7.7　扨.∂1　24.5

　

1 361 111　jﾀ5　2 842 906 2jず　4 204 017　2り7　32.4　67.6　　∂.∂l　j∂.01　26.e



第122表

　

国 民

　

区

　　　　　　　

分

　　　

トニソｏプレ

付jド∧｛

　　

ぬ

　

皿|

　

ヨ

癌回具足WI

　

回，回｝

　

し

（ｍミｕ）

ｽｼ

　　　

］回

　　

とﾌﾟﾐ

　　

］ご

第123表

　

国民所得に

　　　　　　　　　　　

分配国民所得

　　　　　　　　　　

租

　　　　

税

　　　　

負

区

　　

分

　

実

　　

額

ﾚ

旨数

|

国

　　

税

卜

旨数

l

地方税

卜

旨数

１

昭和10年度

　　　　　

14 440　　－　　　　　1 202　　－　　　　　635

　　　

16

　　　　　　　　

35 835　　－　　　　　4 931　　　－　　　　　　879　　－

　　　

31

　　　　　　

7 627 557　　－　　　1 086 773　　－　　　　449 924　　－

　　　

32

　　　　　　

8 285 802　　－　　　1 201 765　　1　　　　527 190　　－

　　　

33

　　　　　　

8518966

　　

－

　　　

1 190818　　－　　　　543 932　　－，
31～33平均

　　　　

8 144 108　j00　　　1 159 789　扨0　　　　507 015　j叫

　　　

34

　　　　　　

10 037 208　　123　　　1 372 371　　月白　　　　610937　j2り

　　　

35

　　　　　　

H 937 100　皿白　　　1801 467　　j55　　　　744 2361　147

　　　

36

　　　　　　

14 196 400　j74　　　2 227 728　　四2　　　　906 475　j79

　　　

37

　　　　　　

15 782 500　　扨41　　　2 400 223　207　　　1 056 6841　2卵

（注）１租税の限界負担率は，つぎのとおりである。

　　　　　　　　

36年度

　

3,134,203― 2,545,703 C租　　税）＝260％

　　　　　　　　　　　　　　

14,196,400―11,937, 100 (国民所得）　　・　゛

　　　　　　　　

ｓ７左府

　

3･456･907一 3, 134,203 (租　　税）。つｎ９訟

　　　　　

｀－

　

15,782,500―14, 196,400 (国民
２租税の国民所得に対する弾性値はつぎのとお

　　　　　　　　

3,124,203　　　　..

36年度

　

２･545･703

　

‾1（租

　　

税）

＝1.22
14,196,400

11,937, 100
１（国民所得）

　　　

3,456,907　－1（租　　税）

37年度

　

3･134･203

　　　　　　　　　

=0.92

　　　

1ド回器－1（ｎｎ）

　　　　　　

－358一

-



総 支 出

(単位 億円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
、

　　　　　　　　

対

　　

前

　　

年

　　

比

　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比

　

o3ﾌﾞ

ﾚ

戸）詐言）聯（ｃ

ﾄ

（（（（（（ピ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

102 607　　　111.9　　115-0　　115.0　　5j､7　　52.5　　50.3　　53.1

　　　　

49 491　　　130.0　　137.2　　　∂4.4　　26-2　　2ﾀ.j　　53.0　　25-6

　　　　

5 413　　　124.1　　131.2　　120.4　　　2.2　　　2.3　　　2.5　　　2.∂

　　　　

38 284　　　141.6　　招∂.り　　　93.7　　17.3　　20.ﾀ　　23.0　　jﾀ.∂

　　　　

5 794　　　101.8　　155.3　　　43.6　　　∂.7　　　5.ﾀ　　　７.5　　　3.Q

　　　　　

134

　　　

j∂ｊ

　　　　

－

　　　　

－

　　　

0.∂

　　　

0.j

　

△

　

2.0

　　　

0j

　　　　

40 920　　　n7.り　　123.5　　123.5　　j∂.2　　j∂.S　　j∂.7　　21.2

　　　　

21 679　　　115.2　　122.7　　124.7　　　∂.∂　　　∂.ｱ　　　ﾀ.∂　　11.2

　　　　

19 241　　　jjﾀ.2　　124.3　　122.2　　　∂.j　　　∂.∂　　　S.ﾀ　　扨.0

　　　

193 152　　116.7　　120.9　　108.9　100.0　100.0　100.0　100.0

対する租税負担率

うち国税18.9％

うち国税10.9％

地方税T.＼%

地方税9.4％

うち国税1.24

　

地方税1. 15

うち国税0.69

　

地方税1.48

(単位

　

百万円)

－359－

　　　

担

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　

租

　

税

　

負

　

担

　

率（％）

ｌ

こ

引市

こ］

　

ﾄ

　

ﾄ

湊ｌ

☆

斑

づ七道|

　

゛

　　　　

256

　　　　

379

　　　　

1 837　　－　　∂.3　　4.4　　j.∂　　2.∂　　　　　12.7

　　　　

229

　　　　

650

　　　　

5810

　　

－

　

jj.∂

　　

2.5

　　

0.7

　　

j.∂

　　　　　

扨.J

　　

185 H6　　264 808　　1 536 697　　－　皿.3　　5.∂　　2.j　　3.5　　　　20.2

　　

230 195　　296 995　　1 728 955　　－　μ.5　　∂j　　2.∂　　J.∂　　　　20.ﾀ

　　

227 382　　316 550　　1 734 750　　－　Ｍ.0　　∂.4　　2.7　　3.7　　　　　20.4

　　

214 231　　292 784　　1 666 804　　拓0　皿.2　　∂.2　　2.∂　　j?.∂　　　　20.5

　　

263 863　　347 074　　1 983 308　　jj∂　13.7　　6.j　　2.∂　　∂.5　　　　　19.8

　　

348 948　　395 288　　2 545 703　　j53　15.2　　∂.2　　2.9　　3.3　　　　21.3

　　

444 178　　462 297　　3 134 203　　j∂∂　巧.7　　6.j　　∂j　　J.3　　　　22-1

　　

522585

1

　　

534 099　　3 456 90ﾘ　207　j5.21　　∂.1　　∂.3　　∂.4　　　　2L9



第124表租枕収入の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

租

　　　　

税

　　　　

内

　　　　

訳

区

　　　

分

　　

租税総額

　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　

国

（

こ

　

|

　

道府県税

　

｜

　

市町村税

　

１

　

小計CB)

　　　　　　　　　　　

（ｊ叩.Q）

　　

（６５､（

　　（jJ）　　Q20.6:)　　（∂Ｍ）

昭和10年度

　　　　　

1 837　　　　1 202　　　　256　　　　379　　　　635

　　　　　　　　　　　

C200.0)

　　

（∂4.9)

　　

C5.9)

　　

(.4.2-)

　　

（15.1）

　　

16

　　　　　　　

5810

　　　　

4 931　　　　　229　　　　　650　　　　　879

　　　　　　　　　　　

口匹の

　　

（70.7）

　　

（12.1）

　　

Ci7.2)

　　

（29.3）

　　

31

　　　　　　

1 536 697　　1 086 773　　　185 116　　　264 808　　　449 924

　　　　　　　　　　　

Cioo.o)

　　

（69.５）

　　

(13.3)

　　

O7.2)

　　

(3o.5:)＼

　　

32

　　　　　

1 728 965　　1 201 775　　　230 195　　　296 995　　　527 190

　　　　　　　　　　　

（１００.0）

　　

（６８.６）

　　

（13.1）

　　

（j∂.3）

　　

C31.4-)

　　

33

　　　　　

1 734 750　　1 190818　　　227 382　　　316 550　　　543 932

　　　　　　　　　　　

(100.の

　　

(65.6)

　　

（12.８）

　　

Ci7.6)

　　

(i30.i-)＼

31～33平均

　　　

1 666 804　　1 159 789　　　214 231　　　292 784　　　507 015

　　　　　　　　　　　

cioo.o:)

　　

（６９.2）

　　

Ci5.S)

　　

Ci7.5)

　　

C30.∂）1

　　

34

　　　　　

1 983 308　　1 372 371　　　263 862　　　347 075　　　610 937

　　　　　　　　　　　

(100･の

　　

(70.∂）

　　

（13.７"）

　　

（15.Ｓ）

　　

（2ﾀ.2）

　　

35

　　　　　

2 545 703　　□

　　　　　　　　　　　

Ooo.o'}

　　

（71､1）

　　

（14.２）

　　

（j4.7）

　　

C28.9)l

　　

36

　　　　　

3 134 203　　2 227 728　　　444 178　　　462 297　　　906 475

　　　　　　　　　　　

（１００.０）

　　

（６９､4）

　　

（巧よ）

　　

Ci5.5)

　　

00.6)

　　

37

　　　　　

3 456 907　　2 400 223　　　5２2585　　　534 099　　1 056 684

（注）１「国から地方への交付額」中「地方交付税」は，国税三税（所得税，法人

　　　　

たものである。また，地方譲与税は国の決算によった。

　　　

２（

　

）は，構成比を示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第125表地方財政財貨

ｉ

　

区

　　　　　　

分

　　　

１昭和35年度

　

ｌ昭和36年度

　

｜昭和37年度‾

1
|国民総支出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

個

　

人

　

消

　

費

　

支

　

出

　　　　　　

76 942　　　　　89 196　　　　102 607

　　

個

　　

人

　　

住

　　

宅

　　　　　　　

3 427　　　　　　4 495　　　　　　5 413

　　

設

　　

備

　　

投

　　

資

　　　　　

30 727　　　　　40 867　　　　　38 284

　　

在

　　

庫

　　

投

　　

資

　　　　　　　

8 582　　　　　　13 277　　　　　　5 794

　　

経

　

常

　

海

　

外

　

余

　

剰

　　　　　　　　

206

　　　　　

ム

　

3 566　　　　　　　134

　　

政府財貨サービス購入

　　　　　　

26 830　，　　33 136　　　　　40 920

　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

146 714　　　　1ｱｱ405　　　　193 152

　

政府財貨サービス購入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　

中

　　　　　　　　　

央

　　　　　　

14 164　　　　　17 386　　　　　21 679

　　

経

　　

常

　　

支

　　

出

　　　　　　

5 841　　　　　　6％7　　　　　8 332

　　

資

　　

木

　　

形

　　

成

　　　　　　

8 323　　　　　10419　　　　　13 347

　

地

　　　　　　　　

方

　　　　　　

12 666　　　　　15 750　　　　　19 241

　　

経

　　

常

　　

支

　　

出

　　　　　　

7 588　　　　　8917　　　　　10 258

　　

資

　　

本

　　

形

　　

成

　　　　　　

5 078　　　　　6 833　　　　　8 983

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

26 830･　　　　　33 136　　　　　40 920

　　

経

　　

常

　　

支

　　

出

　　　　　　

13 429　　　　　15 884　　　　　18 590

　　

資

　

本

　　

形

　　

成

　　　　　　

13401

1

　　　　　

17 252| 22 330

360



実質的配分状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　

国から地方への交付額

　　　　　　

地方から国

　

実

　

質

　

的

　

分

　

配

む四ｌ

卜

方四

千

i庫万金

ﾄ

　

おべ）負ｏｃＡ）?‰

］高

十

涜

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　　

十（Ｄ）

　　

‾（Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（52.３）

　　

i47.T)

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

255

　　　　

255

　　　　

13

　　　　　

960

　　　　　

877

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(.67.0')

　　

（３３.０で）

　　　　

423

　　　　　

－

　　　　

640

　　　

1 063　　　　23　　　　3 891　　　　1 919

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３９.０で）

　　

C6i.o)

　　

172 591　　21 777　　295 H 1　　489 479　　　2 286　　　599 580　　　937 1 17

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（お.j）

　　

(61.ﾀ）

　　

195 178　　29 412　　321 422　　546 012　　　3 416　　　659 179　　1 069 786

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（討.∂）

　　

（６５.4~

　　

292 213　　32 648　　350 214　　595 075　　　3 895　　　599 638　　1 135 112

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

C37.2)

　　

(62.∂）

　　

193 327　　27 946　　322 249　　543 522　　　3 199　　　619 466　　1 047 338

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（34.５）

　　

（６Ｓ.Ｓ）

　　

246 326　　32 689　　413 608　　693 273　　　6 287　　　685 385　　1 297 923

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(37.9)

　　

（６２.1）

　　

331 666　　36 218　　477 056　　844 940　　　7 302　　　963 829　　1 581 874

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(39.J)

　　

（∂Q･の

　　

385 202　　45 253　　580 757　1 on 252　　　9915　　1 226 391　　1 907 812

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(36.7:i

　　

（６４.３）

　　

470080

　　

31 214　　708080　1 209 374　　44 460　　1 235 309　　2 221 598

税および酒税の歳入決算額）に対する当該年度最終予算の繰入率による額におきかえ

サービス購入額
(単位

　

億円)

　

区

　　　　　　

分

　　　

｜

　

昭和35年度

　

｜

　

昭和36年度

　

｜

　

昭和37年度

地方財歌財貨サービス購入額

　

普
歳

通会諮

　　　

額

　　　　　

19 249　　　　23 911　　　　28 874

－361－



その１

　

歳 出

第126表

　

昭 和

　　

38 年

　　

度

｜

　　　　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　

｜

　　

昭和38年度計画額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

給

　　　

与

　　　

関

　　　

係

　　

経

　　

費

　　　　　　　

982 101　　　　37.3

　　　　

給

　　　　　　　

与

　　　　　　　

費

　　　　　　　

956 845　　　お.3

　　　　

恩

　

給

　

お

　

よ

　

び

　

退

　

隠

　

料

　　　　　　　　

25 256 j.0

　　

一

　　

般

　　

行

　　

政

　　

経

　　

費

　　　　　　　

541 622　　　　20.6

　　　　

国庫補助金を伴う

　

も

　

の

　　　　　

292 935　　ll.l

　　　　

国庫補助金を伴わないもの

　　　　　　

248 687　　　ﾀ.5

　　

公

　　　　　　　　　

債

　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　

104 360　　　　初

　　

維

　　　　

持

　　　　

補

　　　　

修

　　　　

費

　　　　　　　　

63 368　　　　2j

　　

投

　　　　

資

　　　　

的

　　　　

経

　　　　

費

　　　　　　　　

914 302　　　おう

　　　　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

負

　　

担

　　

金

　　　　　　　　

42 074　　　　　1.6＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　　　

551 147　　　　］

　　　　

公

　　　

共

　　　

事

　　　

業

　　　

費

　　　　　　　

502 027　　　jﾀ■^1

　　　　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　

431 83C　　　j引!

　　　　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　

70 197　　　　2づ

　　　　

失

　

業

　

対

　

策

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　

49 120　　　縁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

！

　　　　　

‾般失業対策事業費

　　　　　

40 094　　リ

　　　　　

特別失業対策事業費

　　　　　　

5 957　　　　Q.2:

　　　　　

炭鉱離職者緊急就労対策事業費

　　　　　　　　

3 069　　　0.1

　　　　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　　　

321 081　　　　12.l＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　

310 947　　　118

　　　　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　

10 134　　　言

　　

ｻｻｸﾗと診診窟盃交付団体における平均水準を

　　　　　　　　

27 840
ロ

　　

歳

　　　　　　

出

　　　　　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

2 633 593　　　loo.o:

－362－



地

　　

方

　　

財

　　

政

　　

計

　　

画

363－

(単位

　

百万円・％)

昭和37年度計画額

　　　

｜

　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　

"ﾐ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　

額

　　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　　

843 989　　　3∂.ﾀ　　　　138 112　　　　39.6　　　　　妬.4　　　　.16.∂

　　　　

817 351　　　　35.8　　　　139 494　　　　40.0　　　　　17.1　　　　　17.5

　　　　　

26 638　　　　1､1　　　△　1 382　　△　0.4　　　△　5.2　　　△　j.7

　　　　

466 134　　　20.4　　　　75 488　　　　21.7　　　　　妬.2　　　　2Q.∂

　　　　

231 598　　　10.1　　　　　61 337　　　　17.6　　　　28.5　　　　22.7

　　　　

234 536　　　扨.3　　　　14 151　　　　4j　　　　　∂.0　　　△四.0

　　　　　

95 312　　　　4.2　　　　　9 048　　　　2.∂　　　　　∂.５　　　　扨.0

　　　　　

57 368　　　　2.5　　　　　6000　　　　j.7　　　　　10.5　　　　　H.7

　　　　

794 430　　　34.8　　　　119 872　　　　34.4　　　　　μ.j　　　　27.2

　　　　　

35 255　　　　j.∂　　　　　6819　　　　2.0　　　　　四.3　　　　21.6

　　　　

477 092　　　2り.タ　　　　74 055　　　　21.2　　　　　15.6　　　　24.9

　　　　

432 335　　　　j∂.タ　　　　69 692　　　　20.0　　　　　扨j　　　　26.4

　　　　

343 012　　　15.0　　　　　88 818　　　　25.6　　　　25.9　　　　22.5

　　　　　

89 323　　　　3.9　　　・19 126　　△　5.5　　　u 21.4　　　　45.6

　　　　　

44 757　　　　2.0　　　　　4 363　　　　j.2　　　　　∂.∂　　　　　ｎ.∂･

　　　　　

35 975　　　　j.∂　　　　　4 119　　　　1.1　　　　　H.5　　　　　jJ］

　　　　　

5 941　　　　0.3　　　　　　　l6　　　　0.0　　　　　0.3　　　△　0.5

　　　　　

2 841　　　　0j　　　　　　228　　　　0.j　　　　　∂.Q　　　　　19.0

　　　　

282 083　　　　12.3　　　　38 998　　　　11.2　　　　　13.8　　　　3j.ﾀ

　　　　

258 861　　　　U.3　　　　52 086　　　　15.0　　　　20.1　　　　29.8

　　　　　

23 222　　　　j.0　　　△13 088　　・＆∂　　　△56.4　　　　∂Q］

　　　　　

27 840　　　　1､2　　　　　　　0　　　　G.0　　　　　　－　　　　　26､9

　　　

2 285 073　　　100:0　　　　348 520　　　100.0　　　　　15.3　　　　　19.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1



その２

　

歳 入

第126表

　

昭 和

　　

38 年

　　

度

｜

　　　　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　

｜

　　　

昭和38年度計画額

　　

地

　　　　　　　　　

方

　　　　　　　　　

税

　　　　　　　

1 058 192　　　如.2

　　　

普

　　　　　　　

通

　　　　　　　

税

　　　　　　

1006 767　　　J∂.2

　　　

日

　　　　　　　　

的

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　

51 425　　　　2.0

　　

地

　　　

方

　　　

譲

　　　

与

　　　

税

　　　　　　　

35 790　　　j.4

　　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　　

34 436　　　1.3

　　　

特

　　

別

　　

と

　　

ん

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　

1 354　　　　O.I

　　

地方交付税

　

（臨時地方特別交付金を含む｡j）

　　　　　　　　

550 264　　　　20.9

　　

国

　　　

庫

　　　

支

　　　

出

　　　

金

　　　　　　　

722 448　　　27.4

　　　

義務教育職員給与費国庫負担金

　　　　　　

178 571　　　　　6.∂

　　　

その他の普通補助負担金

　　　　　

197 308　　　7.5

　　　

公共事業費補助負担金

　　　　　

313 210　　比9

　　　　　

普通建設事業費補助負担金

　　　　　　

258 496　　　ﾀ.∂

　　　　　

災害復旧事業費補助負担金

　　　　　　　

54 714 2j

　　　

失業対策事業費補助負担金

　　　　　　

32 159　　　j.2

　　　　　

一般失業対策事業費補助負担金

　　　　　　　

26 354　　　j.0

　　　　　

特別失業対策事業費補助負担金

　　　　　　　　

3 350　　　り.j

　　　　　

炭鉱離職者緊急就労対策事業費補助

　　　　　　　　　

2 455　　　　θ.j

　　　　　

金

　　　

国有提供施設等所在市町村助成交付金

　　　　　　　　

1200

　　　　　

0.Q

　　

地

　　　　　　　

方

　　　　　　　

債

　　　　　　　

99 700　　　3､8

　　

使

　

用

　

料

　

お

　

よ

　

び

　

手

　

数

　

料

　　　　　　　

60 486　　　2.a

　　

雑

　　　　　　　　　

収

　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

106713

　　　　

4.Q

　　

歳

　　　　　　

入

　　　　　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

2 633 593　　　100.0

― 364 ―



地

　　

方 財

　　

政 計

　　

画（つづき）

　　　　　　　　　

（単位

－365－

百万円・％）

昭和37年度卜画額

　　　

１

　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　　

額

　　

｜

　

増減率

　

|前年度増減率

　　　　

930 862　　　iO.7　　　　　127 330　　36.5　　　　　13.7　　　　22.2

　　　　

886 822　　　J∂.∂　　　　　H9 945　　34.4　　　　　13.5　　　　22.3

　　　　　

44 040　　　　j.タ　　　　　　フ 385　　　2.j　　　　　j∂.∂　　　　　j∂.∂

　　　　　

31 206　　　　j,4　　　　　　4 584　　　j.∂　　　　　14.7　　　△26.4

　　　　　

29 956　　　　j.3　　　　　　4 480　　　j.3　　　　　15.0　　　　　19.7

　　　　　　

1 250　　　　0.j　　　　　　　104　　　0.0　　　　　∂.3　　　　　11.6

　　　　

458 071　　　　20.0　　　　　　92 193　　26.5　　　　20.1　　　　21.4

　　　　

618 585　　　27.1　　　　　103 863　　2ﾀ.∂　　　　妬.∂　　　　24.3

　　　　

152 363　　　　∂.7　　　　　　26 208　　　7.5　　　　　17.2　　　　　15.6

　　　　

155 954　　　　∂.∂　　　　　　41 354　　jj.ﾀ　　　　26.5　　　　23.4

　　　　

279 863　　　　12.2　　　　　　33 347　　　ﾀ.∂　　　　　n.9　　　　31.7

　　　　

209 656･　　　　ﾀ.2　　　　　　48 840　　14.0　　　　23.∂　　　　27.5

　　　　　

70 207　　　　3.0　　　　　△15 493　△　4.4　　　△22.1　　　　　48.1

　　　　　

29 205　　　　j.3　　　　　　2 954　　　Q.∂　　　　　扨.j　　　　　12.9

　　　　　

23 582　　　　j.0　　　　　　2 772　　　0.∂　　　　　jj.∂　　　　　14.4

　　　　　

3 350　　　　0.2　　　　　　　　0　　　－　　　　　　－　　　　　0.1

　　　　　

2 273　　　　0.j　　　　　　　182　　　o.ol　　　　　∂.Q　　　　　19.0･

　　　　　

1 200　　　　0.j　　　　　　　　O　　　－　　　　　　－　　　　20.0

　　　　　

87 900　　　　∂.ﾀ　　　　　　11800　　　3.4　　　　　13.4　　　　　14.2

　　　　　

54 937　　　　2.4　　　　　　5 549　　　j.∂　　　　　10.1　　　　　12.3

　　　　

103512

　　　　

4.5

　　　　　　

3 201　　　0.9　　　　　3j　　　△　3.8

　　　

2 285 073　　　100.0　　　　　348 520　　100.0　　　　15.3　　　　19.5



その１

　

道府県税

第127表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

地

　

方

― 366 ―

　　

区

　　　

分

　　

｜

　　　

昭和38年度

　　　

｜

　

昭

　

和

　

37

普

　　　　　

通

　　　　　

税

　　　　　　　　　

4 873　　　　　伺.o　　　　　　4 306

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　　　　　　　

1 085　　　　　20.7　　　　　　　91j

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　　

27

　　　　　　

0.5

　　　　　　　　　

26

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　　　　

5

　　　　　

0j

　　　　　　　　

4

　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　　　　　　　　

646

　　　　　

12.3

　　　　　　　

513

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　　　　

407

　　　　　

7.∂ 376

　

事

　　　　

業

　　　　

税

　　　　　　　　　

2 495　　　　　47.6　　　　　　2 257

　　

個

　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　

189

　　　　　

3.∂

　　　　　　　

149

　　

法

　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　

2 306　　　　　盈.Q　　　　　　2 108

　

不

　

動

　

産

　

取

　

得

　

税

　　　　　　　　　

188

　　　　　　

3.∂

　　　　　　　　　

174

　

道府県たばこ消費税

　　　　　　　　

364

　　　　　　　

∂.ﾀ

　　　　　　　

343

　

娯楽施設利用税

　　　　　　　

59

　　　　

1.1

　　　　　

49

　

料理飲食等消費税

　　　　　　　

365

　　　　

7.0

　　　　　

291

　

自

　　

勁

　　

車

　　

税

　　　　　　　　

247

　　　　　　

4.7

　　　　　　　

200

　

鉱

　　　　

区

　　　　

税

　　　　　　　　　　　

9

　　　　　

0.2

　　　　　　　

10

　

狩

　　

猟

　　

者

　　

税

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　　

５

　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　　　　　　　

4

　　　　　

0.1

　　　　　　　　

一

　

泣宸父普通税および旧法

　　　　　　　　　　

2

　　　　　

0.j

　　　　　　　　

4

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　　　　　　　

55

　　　　　　　

j.0

　　　　　　　　　

54

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　　　

367

　　　　　

7.0

　　　　　　

310

　

怪

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　　　　　　　

364

　　　　　

7.0

　　　　　　　

310

　

入

　　　　

猟

　　　　

税

　　　　　　　　　　

3

　　　　　

0.0

　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

5 240　　　　100.0　　　　　　4 616



税

　

収

　

入

　

見

　

込

　

状

　

況

－367－

(単位

　

億円・％)

年

　

度

　　　　　

｜

　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　　

｜増

　　

減

　

率

　

ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｆ

　　　　　　　　　　

ﾀ3.3

　　　　　　　　　

567

　　　　　　

9aiﾀ

　　　　　　　　　

13.2!

　　　　　　　　　　

四.∂

　　　　　　　　　

166

　　　　　　

26.5

　　　　　　　　　

j∂.剛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　

G.∂

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

0.j

　　　　　　　　　　

2馴

　　　　　　　　　　　

0.j

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

0.1

　　　　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　　　　

召.j

　　　　　　　　　

133

　　　　　　

21.3

　　　　　　　　　

2j.ﾀi

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　　　　　

31

　　　　　　

5.0

　　　　　　　　　

∂.4

　　　　　　　　　　

4∂J

　　　　　　　　　

238

　　　　　　

3∂.2

　　　　　　　　　　　

10.61

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

J

　　　　　　　　　　　

3.2

　　　　　　　　　　

40

　　　　　　

∂.4

　　　　　　　　　

2∂.ﾀI

　　　　　　　　　　

お.7

　　　　　　　

198

　　　　

jj由

　　　　　　　

9ぶ

　　　　　　　　　　　

3.∂

　　　　　　　

14

1

　　　　

2.2

　　　　　　　

∂.

j

　　　　　　　　　　　

7.4

　　　　　　　　　　

21

　　　　　　

∂.4

　　　　　　　　　

6.31

　　　　　　　　　　　

1.1

　　　　　　　　　　

10

　　　　　　

j.7

　　　　　　　　　

21.6;

　　　　　　　　　　　

∂.3

　　　　　　　　　　

74

　　　　　　

jj.ﾀ

　　　　　　　　　

25.6

　　　　　　　　　　　

4j

　　　　　　　　　　

47

　　　　　　

7.4

　　　　　　　　　

25.5

　　　　　　　　　　　

G.2

　　　　　　　　

ム

　　

１

　　　　　

△

　

O.I

　　　　　　　

△

　

括.∂

　　　　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　　

△

　　

5

　　　　　

△

　

0.∂

　　　　　　　

△

　

100.0

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　

0.∂

　　　　　　　　　　

－，

　　　　　　　　　　　

0.j

　　　　　　　　

a

　　

2

　　　　

⌒

　

Q.2

　　　　　　　

△

　

５０､0，

　　　　　　　　　　　

j.2

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　

0j

　　　　　　　　　　

j.∂:

　　　　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　　

57

　　　　　　

ﾀj

　　　　　　　　　

j∂.j

　　　　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　　

54

　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　

17.4

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　

0.j

　　　　　　　　　　

－.

　　　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　　

624

　　　　　　

100.0

　　　　　　　　

13斗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｊ



その２

　

市町村税

第127表

　

昭

　

和

　

年

　

37

　

度

　

地

　

方

　　　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　

１

　　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

普

　　　　　　　　　

通

　　　　　　　　　

税

　　　　　　　　

5 195　　　　呪2

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

民

　　　

税

　　　　　　　

1 840　　　　　34.4

　　

個

　　　

人

　　　

均

　　　

等

　　　

割

　　　　　　　　　

93

　　　　　

j.7

　　

法

　　　

人

　　　

均

　　　

等

　　　

割

　　　　　　　　　

14

　　　　　　

0.S

　　

所

　　　　　　　

得

　　　　　　　

割

　　　　　　　

1 122　　　　　21.0

　　

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　　　

割

　　　　　　　　　

611

　　　　　　

11.4

　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　　　

税

　　　　　　　

2 233 む.∂

　　

純

　　

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

税

　　　　　　　　

2 078　　　　おｊ

　　　

土

　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　

532

　　　　

10.0

　　　

家

　　　　　　　　　　　　　　　　

屋

　　　　　　　　

868

　　　　

扨.2

　　　

償

　　　　

却

　　　　

資

　　　　

産

　　　　　　　　　

678

　　　　

12.7

　　

交

　　　　　　　　

付

　　　　　　　　

金

　　　　　　　　　

20

　　　　　

θ.4

　　

納

　　　　　　　

付

　　　　　　　

金

　　　　　　　　

135

　　　　　　

2.5

　

軽

　　　

自

　　　

動

　　　

車

　　　

税

　　　　　　　　　

77

　　　　　　

j.4

　

市

　

町

　

村

　

た

　

ば

　

こ

　

消

　

費

　

税

　　　　　　　　

538

　　　　　

拓丿

　

電

　　　

気

　　　

ガ

　　　

ス

　　　

税

　　　　　　　　

458

　　　　　

＆∂

　

鉱

　　　　　　　　

産

　　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　

22

　　　　　　

Q.4

　

木

　　　

材

　　　

引

　　　

取

　　　

税

　　　　　　　　　

20

　　　　　

り.4

　

法定外普通税および旧法税収入

　　　　　　　　

7

　　　　　

O.I

目

　　　　　　　　

的

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　

147

　　　　　　

2.∂

　

入

　　　　　　　　

湯

　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　　

9

　　　　　

θ.2

　

都

　　　

市

　　　

計

　　　

画

　　　

税

　　　　　　　　

135

　　　　　

2.5

　

水

　

利

　

地

　

益

　

税，共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　　　　

3

　　　　　

O.I

　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

5 342　　　　100.0
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税収入

　

見

　

込

　

状

　

況（つづき）

　　　　　　　　　

１

　　　

比
昭

　

和

　

37

　

年

　

度

４

　

１

増

4j

― 369 ―

１

(単位

　

億円・％)

　　　　

軽

額

　　

｜増減率

７



第128表

　

昭和38年度地方

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　

|

　

見込額（Ａ）｜

　

交付団体分

　

｜

　

不交付団体分

地方道路譲与税

　　　　　

34 436　　　　33 424　　　　1 012

特別とん譲与税

　　　　　

1354　　　　　826　　　　　528･

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

35 790　　　　　34 250　　　　　1 540

第129表

　

昭和38年度地方

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

38

　　　　

年

　　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　

初（ａ）｜

　

第二次補正

　

｜

　

第三次補正

国

　　

所

　　　

得

　　　

税

　　　　

636 130　　　　20 553　　　　19 247

税

　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　

760 517 77 661　　　　　28059

三

　　

酒

　　　　　　　　　

税

　　　　　

303 991　　　　　8 661　　　　　　一

税

　　　　　　　　

計

　　

（Aj

　　　　

1 700 638　　　　106 875　　　　47 306

地

　　

法定繰入率％（Ｂ）

　　　　　

28.9

　　　　

28.9

　　　　

28.9

方

　　　　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　　　　　

491 484　　　　　30 887　　　　　　13671

　　　　

過年

　

度

　

精

　

算

　

額

　　　　　

48 269　　　　　　－　　　　　一
一
父

　　

萱111ｽﾞ条第２項にかかる

　　　　　　　　

３

　　　　　　　

一

　　　　　　　

一一
付

税

　　

繰

　　　　

越

　　　　

分

　　　　　

10000

　　　　　　

－

　　　

△13 671

　　　　　　　　　

計

　　

（Ｃ）

　　　　　　

549 756 30 887　　　　　　　－

臨時地方特別交付金（精算分XD)

　　　　　

508

　　　　　　

-|

　　　　　　

一

　　

合

　　　　

計（Ｃ）十（Ｄ）

　　

1

　　　　

550 264　　　　30 887|　　　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一
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譲与税収入見込状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　

較

　　

コ

見込額(Ｂ)|交付団体列ぺ回心

!

議

)

濤
)(

㈹斐

)

謬

)
ポ

　　　　

29 956　　　29 00y　　　　950　　　　4 4801　　　　　j糾

　　　　　

1 250　　　　6O2!　　　　648　　　　　104　　　　　∂j

　　　　

31 206　　　　　29 608　　　　　1 598　　　　　　4 584　　　　　　　1u

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

1

交付税の算定基礎

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

・４(い

し

　　　

（最４(

ﾖ

(:

ｴｶﾞ岬よル讐

)

馬
o

　　　　

675 930　　　　497 933　　　　571 292　　　　　104 638!　　　　　　　18.3

　　　　

866 237　　　　699 964　　　　762 895　　　　　103 342　　　　　　　13.5

　　　　

312 652　　　　292 387　　　　292 387　　　　　　20 265　　　　　　　∂.∂

　　　

1 854 819　　　1 490 284　　　1 626 574　　　　　228 245　　　　　　　14.0

　　　　　　

28.9

　　　　　　

28

よ

　　　　　

28.9

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　

536 042　　　　430 692　　　　470080　　　　　　65 962　　　　　　　M.0

　　　　　

48 269　　　　　17 347　　　　　17 347　　　　　　30 922　　　　　　j7∂.J

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

」

　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　

－

　　　　

10000

　　　　　　　　

1

　　　　

9 850

　

(

△13 671)　　　　　9 850，

(△10000)　　　　a　3

521　　　　　2 347.3

　　　

△

　

3 671　　　　　　　　　　　△　　150

　　　　

580 643　　　　457 889　　　　487 277　　　　　　93 366　　　　　　　jﾀ.2

　　　　　　

508

　　　　　　

182

　　　　　　

182

　　　　　　　

326

　　　　　　

179.1

　　　　

581 151　　　458 071　　　487 459J　　　　　93 692　　　　　　19.2
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第130表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

｜

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

1昭和38年度当初計画

　　　　　

追

　

加

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｓ

　

（回皿卜

ぐ

　　

（回rｈ

　　

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　　　　　

930

　　

904

　　

26
1

98　　　98

　　　　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　

185

　　　

185

　　　　

－ 5　　　5

　　　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　

175

　　　

175

　　　　

－ 93　　　93

　　　　

義務教育施設整備事業

　　　

190

　　

190

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

高等学校施設整備事業

　　　

90

　　

90

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

清

　　　

掃

　　　

事

　　　

業

　　　　

55

　　　

55

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　

85

　　　　

59

　　　　

26

　　　　

－

　　　

－

　　　　

オリンピック施設整備事業

　　　　

10

　　　　

10

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

、業

　　　　

10

　　　　

10

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

固定資産税減収補てん債

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

直

　　　

轄

　　　

事

　　　

業

　　　　

130

　　

130

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

温

　

2器

　

惣

　　

：

　　

：

　　　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

41

　　　

41

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

と

　

畜

　

場

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

11

　　　　

6

　　　　

5

　　　　

－

　　　

－

　　　　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

220

　　　

172

　　　　

48

　　　　

－

　　　

－

　　　　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　

429

　　　　

429

　　　　

一

　　　

一

　　　　

公

　

有

　

林

　

整

　

備

　

事

　

業

　　

(15)

　　　

－

　

(15)

　　　

－

　　　

－

　　　　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　

165

　　　

107

　　　

58

　　　　

－

　　　

－

　　　　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

600

　　　

353

　　　

247

　　　　

一

　　　

一

　　　　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

215

　　　

73

　　　

142

　　　

一

　　　

一

　　　　

地

　　

下

　　

鉄

　　

事

　　

業

　　　

200

　　　

100

　　　

100

　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　

26

　　　

15

　　　

H

　　　　

一

　　　

－

　　　　

そ

　

の

　

他

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　

55

　　　

16 39　　　　－　　　－

　　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　

(15)

　　　　　

(15)

　　　　　　　　　　　　　　

゜

　　　　

2 950　　1 833　　1 117　　　98　　　98

　

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　　　　　　

200

　　　

200

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　

４４

　　　

４４

　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　

89

　　　

89

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

厚生福祉施設整備事業

　　　

67

　　

66

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

■

　　

ｍ

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

ぶぶ

　

2 033　　晶　　　98　　　98

(注) １

　

公有林整備事業の（

　

）は，公営企業金融公庫から貸付けるものであ

２

　

地域開発事業については，外債によるもの（昭和37年度90億円，昭和

　　　　　　　　　　　　

－372－



　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

画

　　　　

昭和38年度最終計画

て

ぐ

回［刈白l皿卜ｓ

　　

］

　

1028　　1002　　　2

―
―

　

ぐ

―

　

－

４

　

１

1 261

（

31

―

　

―

1931

2 131 口

り，外書である。

38年度162億円）含むものである。

(昭和39年１月末日現在・単位

　

億円)

昭和37年度最終計画

総額(Ｂ)

１
１

　

ぐ

１

　

１

政府資金

２

－373－

１

１

　

１

公募

（

　

比較増減

(Ａ)－(Ｂ)

△

△

△

１

　

ヅ

　

ー

　

－

　

30

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

12）

ツ

　

4

　

38

287

1ｽﾞで

　

53

166

90

86

10

26

千

　

－

　

－

　

一

耕
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第131表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

｜

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　

昭和38年度予算

　　

｜

　　

昭和37年度予算

　

歳

　　

入

　　

総

　　

額

　　　　　　　　　　

3 371 802　　　　　　　　　2 946 347

　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　　　

2 049 164　　　　　　　　　1 791 086

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　

I 322 638　　　　　　　1 155 261

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　　

229 263　　　　　　　　173 070

　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　　

611 706　　　　　　　　　　544 075

　　　

町

　　　　　　

村

　　　　　　　　　　

384 524　　　　　　　　345 166

　　　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　　　　　　

71 623　　　　　　　　　56 042

　　　

一部事務組合

　　　　　　　　

25 522　　　　　　　36 908

　

歳

　　

出

　　

総

　　

額

　　　　　　　　　　

3 371 802　　　　　　　　　2 946 347‘

　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　　　

2 049 164　　　　　　　　　1 791 086

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　

1 322 638　　　　　　　1 155 261･

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　　

229 263　　　　　　　　173 070･

　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　　　

611 706　　　　　　　　　　　　544075

　　　

町

　　　　　　　

村

　　　　　　　　　　

384 524　　　　　　　　　345 166･

　　　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　　　　　　

71 623　　　　　　　　　　　　56042･

　　　

一部事務組合

　　　　　　　　

25 522 36 908

区 分

　
　

｀
λ

　

：
『

　
　
　
　
　
　
　
　
　

別
別
洲

　

合

国
都
財
分
使
手
寄
繰
雑
繰
地
特
特
軽

出

　

担

支
収
負

県

　

’
用
数
附
入

府
産
金

計

第132表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

都道府県

　

604 64

　　

33 58

　

363 31

1 001 55

金
金
入
金
料
料
金

621

　

27

　

32

市

524

　　

1

166

町 村 予算

1 129 1

　　

352

　

529 7

1 694 3

　　

Ｈ

　

55 814

208 704

　

91 341

197 447

　

7 468

　　　

5

　　　

2

3 371

-

地

　　　

方

　　　

税
地

　

方

　

譲

　

与

　

税
地

　

方

　

交

　

付

　

税
小計（一般財源）
国有提供施設等所在市
町村助成交付金

国

　

庫

　

支

　

出

　

金
都道府県支出金

　　　　

入

　　　

金

　　　　

収

　　　

入

　　　　

越

　　　　

金

　　　　

方

　　　

債

川区財政平衡交付金

川区財政調整納付金

油引取税交付金

匹 ミ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

■

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

「

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

ｌ

｜

－
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予

　

算

　

の

　

状

　

況
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

増

　

減

　

額

　　　

ｌ

　　

増

　

減

　

率

　　

｜

　　

前年度増減率

　　　　　　　　　　　　

425 455　　　　　　　　　　　14.4　　　　　　　　　　　22.0

　　　　　　　　　　　　

258 078　　　　　　　　　　　14.4　　　　　　　　　　　20.9

　　　　　　　　　　　　

167 377　　　　　　　　　　　14.5　　　　　　　　　　　23.∂

　　　　　　　　　　　　　

56 193　　　　　　　　　　　32.5　　　　　　　　　　　32.5

　　　　　　　　　　　　　

67 631　　　　　　　　　　　12.4　　　　　　　　　　　20.4

　　　　　　　　　　　　　

39 358　　　　　　　　　　　11.4　　　　　　　　　　　認.7

　　　　　　　　　　　　　

15 581　　　　　　　　　　　27.∂　　　　　　　　　　　　9.7

　　　　　　　　　　　

△11 386　　　　　　　　　　A 50.8　　　　　　　　　　　313.5

　　　　　　　　　　　　

425 455　　　　　　　　　　　14.4　　　　　　　　　　　22.0

　　　　　　　　　　　　

258 078　　　　　　　　　　　14.4　　　　　　　　　　　20.タ

　　　　　　　　　　　　

167 377　　　　　　　　　　　14.5　　　　　　　　　　　23.∂

　　　　　　　　　　　　　

56 193　　　　　　　　　　　32.5　　　　　　　　　　　32.5

　　　　　　　　　　　　　

67 631　　　　　　　　　　　12.4　　　　　　　　　　　20.4

　　　　　　　　　　　　　

39 358　　　　　　　　　　　lU　　　　　　　　　　　招.7

　　　　　　　　　　　　　

15 581　　　　　　　　　　　27.8　　　　　　　　　　　　ﾀ.7

　　　　　　　　　　　

△H 386　　　　　　　　　　△∂り.∂l　　　　　　　　　　313.5

歳

　

入

　

予

　

算

　

の

　

状

　

況

― 375 ―

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　

昭和37年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較
よ

予

　

算

　

総

　

額

　　

｜

増

　　

減

　　

額

　　

ソ４率］討

　　　

33.5

　　　　

960 478　　52.6　　　　168 660　　3ﾀ.6　　　　　17.6×　　　18.1

　　　

j.0

　　　　

31 675　　　1.1　　　　　3 721　　　り.9　　　　　11.7　　△23､5

　　　

15.7

　　　　

436 217　　14.8　　　　93 577　　22.0　　　　21.5　　　24.0

　　　

50.2

　　　

1 428 370　　48.5　　　　265 958　　62.5　　　　　j∂.∂　　　j∂j

　　　

0.Q

　　　　　

1130

　　　

0.Q

　　　　　　

153

　　　

0.り

　　　　　

13.5

　　

△

　

0.∂

　　　

25.7

　　　　

712 111　　24.2　　　　87 393　　20.6　　　　　12.3　　　25.6

　　　

j.7

　　　　　

51 351　　　j.7　　　　　6 406　　　j.5　　　　　12.5　　　27.5

　　　

2.5

　　　　　

75 805　　　2.∂　　　　　8 294　　　2.G　　　　　j0.タ　　　2ﾀ.j

　　　

j.3

　　　　　

37 593　　　j.3　　　　　7 490　　　j.∂　　　　　jﾀ.ﾀ　　　2∂.7

　　　

j.∂

　　　　

52 904　　　j.∂　　　　　9 291　　　2.2　　　　　17.6　　　11.2

　　　

0.∂

　　　　　

24 540　　　Q.∂　　　　　2 654　　　Q.∂　　　　　扨.∂　　　　∂.4

　　　

j.0

　　　　　

30 282　　　j.0　　　　　1 447　　　Q.3　　　　　4.∂　　　21.7

　　　

J.7

　　　　　

52 951　　　j.∂　　　　　2 863　　　0.7　　　　　5.4　　　42.6

　　　

∂.2

　　　　

182 988　　　∂.2　　　　　25 716　　　∂.Q　　　　　14.1　　　21.2

　　　

2.7

　　　　

108 676　　　J.7　　　△17 335　△　4.1　　　△畑.0　　　妬.0

　　　

5J

　　　　

178 540　　　∂.j　　　　　18 907　　　4.4　　　　　10.6　　　42.1

　　　

0.2

　　　　　

6 273　　　0.2　　　　　1 195　　　0.3　　　　　jﾀ.0　　ム　J.7

　　　

0.2

　　　　　

1000

　　　

0.0

　　　　　

4516

　　　

1.1

　　　　

45j｡5

　　

△５７､0

　　　

0.1

　　　　　

1 833　　　0.j　　　　　　507　　　0.j　　　　　27.7　　　63.4

　　

100.0

　　　

2 946 347　　100.0　　　　425 455　　100.0　　　　　14.4　　　72.0
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昭

　

和

　

38

　

年

　

度

第134表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

度年38和昭

分区

1 138 II2Ｓ.7
4
9
4
5

4
5
4
8

2

　

１
１

5
６
０
０
３
７
０

６
２
６
３
１

　

２

０
１

　

１

　
　

１

１７
ｊ
８
ｊ
６
２
７

　

一
一
・
・
一
一
Ｉ

２
≪
3
　
C
M
　
＾
ｗ
　
O
　
O
　
"
-
H

339 342

143317

　

30 78e

　

69 467

　

89 567

433 10C

55 25

8
1
9
4
8
5
6
Ｃ
9

1
8
2
5
2
7
0
7
9

2
4
9
7
5
0
7
7
5

1
6
6
7
2
3
1
2
４

4
3
5

　
　

２
３
１

1 491

費
費
費
費
等
費
費
費
費
金
金
金
金
金
費

　
　
　
　
　

業
業
業

　
　

ぽ

　
　

。
１

　

費
事
事
事

件
件
補
助

　

設
旧
策
債
立
資
付
出

　
　

持

　

助
建
復
対

　
　
　
　
　

通
害
業

人
物
維
扶
補
普
災
失
公
積
出
貸
繰

充用

3 3711 3222 049 1計

前年度繰上
予

　　　　

備

　

合

376一

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

予算

　

議

　　　

会

　　　

費

　　　　　

6 833　　　0.3　　　24 513　　　D　　31 346

　

庁

　　　　　　　

費

　　　　

173 993　　∂.5　　258 231　　四.5　432 224

　

弓_.__.１し

　　

費ニ゛｀

　

128 057　　∂.2　　　　－　　　－0128057
う兪‾‾

　

防｀一一つがドー

　　

9 928　　Q.5　　37 277　　2.∂　47 205

　

土

　　　

木

　　　

費

　　　

439 146　　21.4　　203 21 1　　15.4　642 357

　　　　　

育_＿.､一費二

　　　

620 156　　郭j　　258 573　　jﾀ.5　878 729･ﾉ賛否及び労‾働施設ﾌﾟｒ

　　　

167 322 ∂.2　　　　180803　　　8.7　てS48 125

　

保

　

健

　

衛

　

生

　

費

　　　　

66 132　　3.2　　　58 610　　4.4　づ24 742

　

産

　

業

　

経

　

済丿趾.

　　

270 671　　13.2　　　110014　　∂.∂　ダ380 685
¬IF‾¬‾‾一管’‾‾‾‾‾’費｀

　　

14 204　　Q.7　　24 352　　j.∂　4｀38 556’

　

統

　

計

　

調

　

査

　

費

　　　　　

1 331　　　0j　　　　　873　　　0.j　　　2 204

　

選

　　

挙

　　

．費.

　　

2 236　　0.j　　5 333　　0.4 ’ 7 569

　

諸

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　

40 147　　2.0　　　49 956　　j.∂　　9"0i03

　

公

　　　

債

　　　

、費

　　　　　

74 013　　　J.∂　　　56 929　　　4.J　　130 942
、繰

　　　

出

　　　

全._、

　　

23 545　　1.1　　　31 706　　2.4　　55 2511

　

前年度繰上充用金

　

へ._._____‐勺゛

　

．一ダ‾‾瓦ﾌﾟ沁‾－

　

j-が'＼im

　

軽油引取税交付金

　　　　

2 188　　り.j　　　　　－　　　一

　

特別区財政平衡交付金

　　　　　

7 764　　　0.4　　　　　　－　　　－　　　7 764

　

特別区財政調整納付金

　　　　　　

－

　　　

－

　　　　

4 888 0.4　　　48881

　

予

　　　

備

　　　

費

　　　　　

1 491　　　り.j　　　　4 599　　　0.3　　に090ﾉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｰ---"．

　　

合

　　　　　

計

　　　　

2 049 164　100.0　　1 322 638　　100.0　3 371802

１
－

｜

｜

１

－－

｜

｜

１
ｌ



目的別歳出予算の状況

性質別歳出予算の状況

377 ―

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
剽

予

　

算

　

総

　

額

　

1

増

　　

減

　　

額

　　

）４蛸脂

（

　　　

55.7

　　　　

936 963　　31.8　　　　201 147　　47.3　　　　21.5　　　jﾀ.3

　　　

7.∂

　　　　

221 738　　　7.5　　　　23 090　　　5.4　　　　　茄.4　　　j4.51

　　　

j.7

　　　　　

52 696　　　j.∂　　　　　6 630　　　j.∂　　　　　12.6　　　21.7

　　　

4.3

　　　　

114 354　　　∂.ﾀ　　　　29 945　　　7.j　　　　　26.2　　　32.2

　　　

5.5

　　　　

146 481　　　5.0　　　　38 685　　　9.j　　　　　26.4　　　扨j

　　　

31-6

　　　　

959 910　　32.6　　　　105 963　　24.9　　　　　11.0　　　j?Q.0

　　　

J.∂

　　　　

161 870　　　5.5　　　△35 072　心　∂.3　　　△21.7　　　2ﾀ.∂

　　　

j.∂

　　　　　

56 498　　　j.9　　　　　4 342　　　1.0　　　　　7.７　　　２ｊ-

　　　

J.ﾀ

　　　　

Ill 336　　　3.∂　　　　　19 606　　　4.∂　　　　　17.6　　ム11.1

　　　

0.4

　　　　　

14 150　　　o､5　　　△　　992　△　Q.2　　　a　7.り’　△　j.∂

　　　

0.2

　　　　　

12 208　　　0.4　　　△　4 250　△　1.０　　　△34.∂　　　　104.9＼

　　　

J.∂

　　　　

98 543　　　∂.∂　　　　21 843　　　5.j　　　　　22.2　　　40.ぷ

　　　

j.6

　　　　

45 372　　　j.5　　　　　9 879　　　2.3　　　　2j.∂25.ぶ

　　　

0.ざ

　　　　　

9 124　　　0.j　　　　　3 653　　　0.9　　　　40.り　　・∂.？

　　　

0.2

　　　　　

5 104　　　Q.2　　　　　　986　　　0.2　　　　　四.3　　　j0.ﾀ，

　　

100.0

　　　

2 946 347　　100.01　　　　425 455　　100.0　　　　　14ﾒ　　　22.01

　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較
剽

予

　

算

　

総

　

額

　

|

増

　　

減

　　

額

　　

）減率］雛

]

　　　

0.9

　　　　

27 374　　　0.タ　　　　　3 972　　　0.91　　　　14.5　　　20.9

　　　

12.8

　　　　

358 551　　j2ﾂﾞ　　　　73 673　　17.3　　　　20.5　　　27.3

　　　

j.7

　　　　

106 383　　　3.∂　　　　21 674　　　5j　　　　　20.4　　　j∂.∂

　　　

j4

　

賜

Ｄ‾

　　

ｊ４

　　

6 286　ｊ５　　ｊ５５　ｊ∂７

　　　

ｊﾀ.j

　　　　

581 005　　19.7　　　　　61 352　　μ.4　　　　　10.6　　　2∂j

　　　

26.1

　　　　

764 049　　25.9　　　　114 680　　27.0　　　　　15.0　　　20.6

　　　

10.3

　　　

O衣)6‾ぴ80

　　

10.4

　　　　

42 045　　　ﾀ.ﾀ　　　　　13.7　　　17.7

　　　

3.7

　　　

0117 096　　　4.0　　　　　7 646　　　j.∂　　　　　∂.5　　　5ﾀ.7

　　　

11.3

　　　　

342 035　　11.6　　　　38 650　　　9.j　　　　　11.3　　　27.5

　　　

j.2

　　　　

-'恥‾好江'

　

Ｍ

　　　

ム

　

2 201　ム　0.5　　　ム　5.4　　　　タ.7

　　　

0.1

　　　　　

1 580　　　0.j　　　　　　624　　　0.j　　　　　59.5　　　25.5

　　　

0.2

　　　　　

8 131　　　Q.∂　　　・　562　△　0.j　　　a　∂.ﾀ　　　260.ﾀ

　　　　　　　　　　

一一‥-

　　　

2.7

　　　　　

78 661　　２.7　　　　　11 442　　　2.7　　　　　14.5　　　24.7

　　　

3.9

　　　　

111 336　　　j.∂　　　　　19 606　　　j.∂　　　　　17.6　　a 11.1

　　　

j.∂

　　　　

45 372　　　j.5　　　　　9 879　　　2.∂　　　　21.8　　　25.ﾀ

　　　

0.4

　　　　

てＦ ２４-'　0.3　　　　　3 653　　　0.∂　　　　40.0　　△　∂.4

　　　

0.j

　　　　　

l 79　　　0.1　　　　　　398　　　0.j　　　　　22.2　　　2∂.0

　　　

0.2

　　　　　

1000

　　　

0.Q

　　　　　

6 764　　　j.∂　　　　676.4　　△646.5

　　　

0.j

　　　　

‾‾‾‾‾‾ニー

　　　

－

　　　　　

4 888　　　1.1　　　　　　一　　　　　一

　　　

〇.2

　　　　　

510

　　　

0.2

　　　　　　

986

　　　

0.2

　　　　　

jﾀ.3

　　　

扨.ﾀ

　　

100.0

　　　

2 946 347　　100.0　　　　425 4お　　100.0　　　　　14.4　　　22.0



その１

　

道

　

，府

　

県

　

税

第135表

　

昭和38年度地

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

画

　　　　

額

　　　　　　　　　

調ｌ

　

ｇ

　　　　　

゛

　

ｎ尚ヰＨ尚４卜４ ｎ ｌ１ ４ 率ﾚる盲|

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　

91 880　　108 414　　16 534　　　拾0　　96 795

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

分

　　　

37 956　　41 122　　　3 166　　　∂,3　　38 280

1

　

事

　　　

業

　　　

税

　　　

225 710　　249 565　　23 855　　　扨.∂　　238 368

1

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

分

　　

210 805　230 645　　19 840　　　ﾀ.4　218 654
1

　

道府県たばこ消費税

　　　

34 272　　36 422　　2 150　　　∂.j　　25 336

　

料理飲食等消費税

　　　

29 101　　36 540　　7 439　　　3.∂　　28 5791

　

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　

30 980　　36 367　　　5 387　　　17.4　　25 248

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

49 612　　56 694　　　7 082　　　14.3　　52 185j

　　

合

　　　　　　

十

　　　　

461 555　　524 002　　62 44ｱ　　　13.5　　466 511

その２

　

市

　

町

　

村

　

税

φ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　

画

　　　　

額

　　　　　　　　　

調

　　

区

　　　　　　

分

　　

昭和37年度1昭和38年度|増減額|増減率

|

昭和37年度
|

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　

159 878　　184 017　　24 139　　　15.1　　176 426

　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　

56 357　　61 081　　　4 724　　　∂.4　　36 917J

　　

均

　　　

等

　　　

割

　　　

10 258　　10770 512　　　　　5.0　　12036

　　

所

　　　

得

　　　

割

　　　

93 263　　112 166　　18 903　　　即.3　　127 473

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

196 099　223 340　　27 241　　　jJ.ﾀ　228 002

　

市町村たばこ消費税

　　　

45 794　　53 782　　7 988　　　17.4　　21 746

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　

43 820　　45 797　　　1 977　　　j.5　　22 486

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

23 716　　27 254　　3 538　　　召.9　　25 486

1

　　

合

　　　　　

計

　　　

469 307　534 190　　64 883　　　13.8　474 146
1
-

－378－



方税の徴収状況

(昭和38年12月末現在・単位

　

百万円・％)

　　　　　

定

　　　　　

額

　　　　　　　　　　　

収

　　

入

　　

済

　　

額

､､昭和38年度|増減額

　

|増減率

ﾚ

和37年≒昭和38年度|増減額|増減率

　　　　

123 072　　　26 277　　　27.1　　65 794　　82 223　　16 429　　　25.0

　　　　

42 370　　　　40901　　　10.7　　32 333　　36 584　　　4 251　　　　13.1

　　　　

262 255　　　23 887　　　扨.0　　197 792　　222 990　　25 198　　　12.7

　　　　

240 201　　　　21 547　　　　9.9　　182 564　　205 345　　22 781　　　12.5

　　　　　

27 427 、　　2 091　　　　∂.J　　25 336　　27 427　　　2 091　　　　∂.3

　　　　　

34 293　　　　5 714　　　20.0　　22 354　　27 282　　　4 928　　　22.0

　　　　　

31 339　　　　6 091　　　　24.1　　20 040　　24 811　　　4 771　　　　2J.∂

　　　　　

56 923　　　　4 738　　　　9.j　　42 609　　46 666　　　4 057　　　　ﾀ.5

　　　　

535 309　　　68 798　　　14.7　　373 925　　431 399　　57 474　　　15.4

(昭和37年９月末現在・単位

　

百万円・％)

　　　　　

定

　　　　　

額

　　　　　　　　　　　

収

　　

入

　　

済

　　

額

昭和38年度|

　

増減額|増減率

|

昭和37年度1昭和38年度|増減額1増減率

　　　

207 357　　　30 931　　　　17.5　　77 459　　90830　　13 371　　　　17.3

　　　　

40 479　　　　3 562　　　　j.∂　　28813　　32 060　　　3 247　　　11.3

　　　　

12 445　　　　　409　　　　∂.4　　　4 719　　　5018　　　　299　　　　∂.3

　　　

154 433　　　26 950　　　21.1　　43 927　　53 752　　　9 825　　　22.4

　　　

252 774　　　24 772　　　10.9　　104 027　　119935　　15 908　　　15.3

　　　　

26 514　　　　4 768　　　2j.ﾀ　　21 528　　25 696　　　4 168　　　四.4

　　　　

22 943　　　　　457　　　　2.Q　　21 945　　21 870　　　△75　　・0.∂

　　　　

29 279　　　　3 793　　　j4.ﾀ　　14 353　　16 755　　　2 402　　　妬.7

　　　

538 867　　　64 721　　　　13.7　　239 312　　275 086　　35 ｱｱ4　　　14.9

－379－



第136表

　

昭和38年度普通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

財源不足団体

　

｜

　

財源超過団体

　

｜

　　　

計

道

　　　

府

　　　

県

　

1

　　　　

629 884　　　　186 189　　　　816 073

市

　　　

町

　　　　

村

　　　　　　

383 215　　　　　151478　　　　534 693

　　

大

　　

都

　　　

市

　　　　　　

51 012　　　　　101301　　　　　152313

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　

160 884　　　　　43 971　　　　204 855

　　

町

　　　　　　

村

　　　　　　

171 319　　　　　6 206　　　　177 525

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

1 013 099　　　　337 667　　　　1350766

(注う

　

１本表の額は，一般算定団体分と合併算定替団体分とを単純に合算したもの

　　　

２東京都特別区については，地方交付税法第21条(都等の特例J)の規定に基づ

　　　　

超過団体として算入した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

第137表

　

昭和38年度地方

　

区

　　　　　　　

分

　　

し

通

球

（

≒

別

こい

　

こ

（・）

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　

369 849!　　　　　15 757　　　　385 606

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　

175 051　　　　　204931　　　　195 544

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　

4 975　　　　　　　877　　　　　　5 852

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　

58 233　　　　　　8 239　　　　　　66 472

　　

町

　　　　　　　

村

　　　　　　

111 843　　　　　　H 377　　　　　123 220

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　

544 900　　　　　36 250　　　　581 150

（注）特別交付税には，臨時地方特別交付金を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－380－



交付税の算定状況

(単位

　

百万円・％)

である。
き，東京都分と合算した場合財源超過となるので，単独では財源不足となるが，財源

交付税の交付状況
(単位

　

百万円・弧)

　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

普通交付税１特別交付税｜

　

計（Ｂ）（が-CB) CC)ﾚ轡）/（管）×老o

　　　　

311 728　　　　　14 476　　　　326 204　　　　　　59 402　　　　　　　18.2

　　　　

144 216　　　　　17 03j　　　　161 255　　　　　　34 281　　　　　　21.S

　　　　　

3 829　　　　　　413　　　　　4 242　　　　　　1 61］　　　　　　J＆0

　　　　

47 482　　　　　6 759　　　　　54 241　　　　　　12 231　　　　　　　22.5

　　　　

92 905　　　　　9 867　　　　102 772　　　　　　20 448　　　　　　　四.9

　　　　

455 944　　　　　31515　　　　487 459　　　　　　93 691　　　　　　　19.2

― 381 ―

詰こ昌新万レ

　　　

260 035　　　233 084　　　493 119　　　　46 895　　　369 849　　　　∂7.ﾀ

　　　

208 164　　　160 282　　　368 446　　　　8 804　　　175 051　　　　　32.1

　　　

46 037　　　96 253　　　142 290　　a　5 048　　　　4 975　　　　　0.9

　　　

102 651　　　　55 548　　　158 199　　　　11 577　　　58 233　　　　　10-7

　　　

59 476　　　　8 481　　　　67 957　　　　2 275　　　111 843　　　　20.5

　　　

468 199　　　393 366　　　861 565　　　55 699　　　544 900　　　　1 00.0



第138表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　　　

許

　　　

可

　

ｇ

　　　　

゛

　

し

回心卜

　

（

　

々

　

臨

璽ドメ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

一

　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　

100200

　　

2 600　　102 800　82 707　6 455

　

いと復偕い

　

詔

　　

二

　

詔漢

　　

二

　

顛頴尉疆復員

　

器

　

二

　

器卜端

　

二

　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　　

5 500　　　　－　　5 500　5 684　　　－

　

yＡ話談。裏話

　

端

　

ヅ

　

端端門

　

蛋を‰策／養

　

丿混

　　

二

　

混トズ

　

ニ

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　

－

　　

［1500］j

　

(l 500)　　　Cl 560)
準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

26 500　　49 400　　75 900　25 009　38 224

　

溶質聚鐙皐j§

　　

昌

　

で

　

端

　

昌

　

竹

　

才心y雫Ulj§条

　　

。禦

　　

詣

　

挑卜昌

　

漂

　

袈者♂ｔ％lkｽﾞ§

　　

二

　

爪詣

　

爪詣

　　

二（潔留

公

　

営

　

企

　　

業

　　

債

　　

66 400　　59 700　　126 100　63 173　67 185

　

1ﾐ

　

戸

道

％

　

晏

　

器§

　

，端

　

器州昆托添

　

素業丿姦私事菜

　

ぶ昌

　

ぷ器

　

能卜昌レ店

　

ﾐ‘が／むﾍﾊﾞL菜

　　

端

　

ぼ

　

端

　

混

　

昌

特

　

別

　　

地

　　

方

　

債

　　

20000

　　　　

－

　　

20000

　

19 990　　　－

　

篤

　

炭

　

J§

　

菜

　

昌江

　　

二

　

昌

　

昌

　

二

　

厚生福祉施設整備事業

　　　

6 700　　　　　－　　　　6700　　6700　　　－

　

合

　　　　　　　　

計

　　　

213 100　　竹浴に溜トー八窓

枠

　　　　　

外

　　　　　

債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

1 588　　2 409

　

串返盃妾ｲ息零告1

　　

二

　　　　

二

　　　　

二

　

1 588　　24で

　

総

　　　　　　　　

計

　　　

213 100
混浴詣乱。6八端

　　

一一一
（注）１公有林整備事業の（

　

）は√公営企業金融公庫から貸し付けるものであり外

　　　

２市町村分には，組合分を含む。
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

額

一

　

計

９

書である。

都道府県及び指定都市

政府資金

-

　　

41 72

　　

97C

　　

1005

　　　

73

　　

839

　　

147

　　　

41

　　

10C

　　

996

15 92

301

12911

41

8 904

3 175
3 699

　

203

108 41

　

15ε

Ｉ

公

　　

募

４

４

３

５

　

5
２
3
9

　

３

５

　
　

２
１

91

91

計

(昭和39年１月31日現在・単位

　　

｜

　

市

　　

町

　　　

村

政府資金

０

　

7
２
8

4

　
　
　

１

8 391

い

4 875

100C

　　　

－

9 960

47

　

5

15981

26 365

97 121

3 871

199

　

2

　

1

201

－383－

421

４71

１
２

９

C
Ｑ

C
Ｏ

21

18

１１

82

公

　

募

-

　

199

ｌ

(に

　

６

　

1700

　

4418

(1 560)

　

11 930

７
２

１

計

２

　

7
2
8

4

　
　
　

１

４

１
２

O　

　

15

３

　

５

(Ｈ

33

26

　

3

　

２

１１

　

６

(1
０

　

１

　

１

２

(Ｈ
22

１

１

04

百万円）

付
債

交
公

8 131

―
／
○

ｌ

ｌ

１１

10

-

460

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

460

　

－

　

一

　

－

　

－

565

110

　

－

　

20

070

365

　

－

255

425

630

970

600

404

226

　

－

　

－

　

－

　

－

280

657

657

　

－

937



その１

　

種

　

類

　

別

第139表

　

財 政

　　　

再

　　　　　　

饌談証言賢芸談昌ｲ皺則

ｇ

　

゛戸囃ぷづ賢膳囃陽尚那鸞

府

　　　　　

県

　　　　

3

」

　　　

18

　　

17

　　　

2

　　

3

　　　　

1

　　

－

　　　

2

　

宍刑

　　　　

］

　　　

レX

　　

ム

　　

ク

　　　

１

　　

］

　　　

ダ

≒轟言

　　　

プ

　　　

リドレレ号

　　　

雲□ｸ

　　

1雲?

　

準用団体

　　　

－

　　　

8

　

60

　

155

　

103

　

※22

　

18

　　

99

合

　　　　　

計

　　

1 555　　596　518　157　235　　　85　　18　　168

　

全部適用団体

　　　　

－

　　

553

　

423

　　

－

　

130

　　　

62

　　

－

　　　

68

　

泳苛苛診

　　

二

　

回

　

ｽﾞﾚ心ﾄﾞoj

　

j

　

ぷ

　

，奏

(注)ｌ(Ａ)および(Ｂ)欄は期間短縮による完了または新規申出団体の増等により

　　　　

異動することがある。

　　　

２※印の団体数には，合併により消減した１村を含んでいる。

第140表

　

歳

　

入

　

欠

　

陥

　

補

　

て

　　　　　　

｜

　　　　　　

昭和31

　　

昭和32年度

　　　

昭和33年度

　　　

昭和

　

ｇ

　

ｊ門１

り

雛談
皿列膳

ぐ

回（雛妻

し

盲

　

府

　　　

県

　　　

18 100　18 100　　1938　16 162　3 284　12 878　3 137

　

市

　

町

　

村

　　　

24238　24 013　　3564　20 449　4 691　15 758　4 433

1

　　

合

　

計

　　　

42 338　42 113　5 502　36 611　　79乃　28 636　7 570

（注）昭和38年度分については，繰上償還により異動することがある。

　　　　　　　　　　　　　　　　

第141表

　

財

　

政

　

再

　

建

　

債利

　　

区

　　　　　

分

　　

｜

　

昭和31年度

　

｜

　

昭和32年度

　

｜

　

昭和33年度

　

府

　　　　　　　　

県

　　　　　　　　　

289

　　　　　　　

459

　　　　　　

607

j

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　

214

　　　　　　　

733

　　　　　　

623

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

503

　　　　　　

０92

　　　　　　

1230

－384－



建

　

その２

団

　　　

体

完了年度別

数

　　　　　　　　　　

全部4JI団体

　

元i回穣

　

準JI団体

　　　　

々

　

ｓ

　　

゛

　

引市|網訂石こ叶[網

]

引市卜伴

　　　

38

　　　　　　

1

　

19

　

42

　

62

　　　

1

　

－

　

5

　

16

　

21

　　

1

　

24

　

59

　

84

　　　

39

　　　　　　

1

　

12

　

15

　

28

　　

－

　

－

　　

1

　　

9

　

10

　　

1

　

13

　

24

　

38

　　　

40

　　　　　　

1

　　

8

　

10

　

19

　　

－

　

－

　

5

　

19

　

24

　　

1

　

13

　

29

　

43

小

　　　

計

　

3 39 67 109　　1　－ 11 44 55　3 50 112 165

　　　

41

　　　　　

－

　

3

　

6

　

9

　　

－

　

－

　

6

　

15

　

21

　

－

　

9

　

21

　

30

　　　

42

　　　　　

－

　　

1

　　

4

　

5

　　　

1

　

－

　

4

　

11

　

15

　

－

　

5

　

16

　

21

　　　

43

　　　　　

一

　

－

　

２

　

２

　　

－

　

－

　

３

　

５

　

８

　

－

　

３

　

７

　

１０

　　　

４４

　　　　　

－

　

２

　

２

　

４

　　

－

　

－

　

－

　

３

　

３

　

－

　

２

　

５

　

７

　　　

４５

　　　　　

－

　

－

　　

１

　　

１

　　　

－

　

－

　　

１

　

－

　　

ｌ

　

－

　　

１

　　

１

　　

２

小

　　　　

計

　　

－

　

6

　

15

　

21 1　－　14　34　48　－　20　50　70

合

　　　

計

　

3 45 82 130　2　－ 25 78 103　3 70 162 235

（注）昭和38年４月１日現在の団体数による。

ん

　

債

　

償

　

還

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

子

　

補

　

給

　

金

　

交

　

付

　

状

　

況
(単位

　

百万円)

昭和34年度

　

｜

　

昭和35年度

　

｜

　

昭和36年度

　

｜

　

昭和37年度

　

１

　

昭和?叉ごぐS

　　　　　　

397

　　　　　　　

303

　　　　　　

213

　　　　　　

66

　　　　　　　

23

　　　　　　

486

　　　　　　　

361

　　　　　　

247

　　　　　　

1４9

　　　　　　　

80

　　　　　　

883

　　　　　　　

664

　　　　　　

460

　　　　　　

215

　　　　　　

103

― 385 ―



第142表公共事業にかかる

ｓ

　　

づ

育譜

らTJjkJ/A≒

　

ﾚ

炉
浜

『

（注）１道府県分の昭和37年度は実績，昭和38年度は昭和38年11月１日現在におけ

　　　

２市町村分の昭和37年度は実績，昭和38年度は推定である。

　　　

３昭和37年度府県の財政再建団体は,宮城県,秋田県,福島県,新潟県,山梨県，

　　　　

各県には，後進地域特例制度が適用され，和歌山県のみが重要事業制度の

― 386 ―



国 庫負担の引上額の状況

(単位

　

百万円)

和38年度（Ｂ）

　　　　　　

差

　　　　　

引

　

（Ｂ）－（Ａ）

　　　

ｉ

Ｕｎ「丿

　

し

尹゛゛ＬＵＵＵ

　

ft

　

！

　　　　　　

－

　　　　　

18 329　　　　　　2 388　　　　　　△219　　　　　2 169

　　　　　　

－

　　　　　

9 059　　　　　　　449　　　　　　△　65　　　　　　384

　　　　　　

－

　　　　　

9 270　　　　　　1 939　　　　　　△　154　　　　　　1785

　　　　　

140

　　　　　

140

　　　　　　　

－

　　　　　　

・9

　　　　　

△9

　　　　　

128

　　　　　

128

　　　　　　　

－

　　　　　　

△7

　　　　　

△71

　　　　　　

12

　　　　　　　

12

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

△2

　　　　　　

△2

　　　　　

140

　　　　　

18 469　　　　　　2 388　　　　　　△228　　　　　2 160

　　　　　

128

　　　　　

9 187　　　　　　　449　　　　　　△72　　　　　　377

　　　　　　

12

　　　　　

9 272　　　　　　1 939　　　　　　・156　　　　　1 783･

5実績による見込みである。

ti島県，佐賀県，鹿児島県および和歌山県であるが，昭和37年度以降和歌山県を除く

l用団体となった。

－387



その１

　

歳 出

第143表

　

昭

　

和

　

39

　　　　　　　　　

(単位

年

億円

　

度

％）

　　　

Ｗご

　　　　

ｰ=

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

昭和39年度

卜

和38年度

!

-

jと

ー－一

旦

-

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

ト
ｓｎ）ｓ率

　

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　

11 225　　9 821　　　1 404　　　14.3

　　

給

　　　　　

与

　　　　　

費

　　　

10 954　　9 569　　　1 385　　　皿5

　　　

議

　

員

　

委

　

員

　

の

　

報

　

酬

　　　　　

146

　　　　

130 16　　　　12.3

　　　

義務教育関係職員

　　　

4 153　　3 664　　489　　13.3

　　　

警

　　　

察

　　　

職

　　　

員

　　　　

1 076　　　　928　　　　148　　　15.9

　　　

一磐職員および義務制以外の

　　　　

5 579　　　4 847
732　　　jj､j

　　

g

鴛

お

　

よ

　

び退隠料

　　　

271

　　　

252

　　　

19

　　　

7゛5

　

一

　　

般

　　

行

　　

政

　

径

　　

費

　　　　

6 572　　　5 416　　　1 156　　　21.3

　　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　

3 710　　2 929　　　781　　　26.7

　　　

生

　　

活

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　

1 148　　　　902　　　　246　　　27.S

　　　

結

　　

核

　　

医

　　

療

　　

費

　　　　

351

　　　

304

　　　　

47

　　　

15.5

　　　

児

　　

童

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　　

268

　　　　

221

　　　　

47

　　　

21.3

　　　

精

　　

神

　　

衛

　　

生

　　

費

　　　　　

164

　　　　

134

　　　　

30

　　　

22.4

　　　

厘諮品品昌営添

　　

179

　　　　

129

　　　　

50

　　　

J∂.∂

　　　

その他の一般行政経費

　　　

1 600　　　　1239　　　　　361　　　　2ﾀ.j

　　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　

2 862 2 487 375　　　　8.j

　

公

　　　　　

債

　　　　　

費

　　　　

い43

　　　

1 044　　　　99　　　9.5

　

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　　

792

　　　

634

　　　

158

　　　

24.9

　

投

　　

資二二的

　　

経

　　

費

　　　

U 371　　　　9143 2 228　　　　24.4

　　

直

　

轄

　

事

　

業

　

負

　

担

　

金

　　　　　

506

　　　

421

　　　　

85

　　　

加.2

　　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　

6 505　　　5 512 993　　　j∂.0

　　　

公

　

共

　

事

　

業

　

費

　　　

6007

　　

5 020　　　987　　　19.7

　　　　

普通建設事業費

　　　

5 235　　　　4318　　　　　9□　　　　21.2

　　　　

災害複旧事業費

　　　

772

　　

702

　　　

70

　　

10.0

　　　

失

　

業

　

対

　

策

　

事

　

業

　

費

　　　　　

498

　　　　

492 6　　　　　j.2

　　　　

一般失業対策事業費

　　　　

407

　　　　

401

　　　　　

6

　　　　　

j.51

　　　

特別失業対策事業費

　　　　

60

　　　　

60

　　　　　　

○

　　　　　

0.0

’

　　　

堂箭離職者緊急就労対策事

　　　　　

31

　　　　

31

　　　　　

0

　　　

（ﾉ.り

　　

国庫補助負担金と伴わないもの

　　　　

4 360　　　3 210J　　　丿50　　　35.8

　　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　

4 243　　　　3109　　　　1134　　　　j∂､5

　　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

　　　　　

117

　　　　

101

　　　　

16

　　　

j5.∂

　

地方交付税の不交付団体における

　

平均水準をこえる必要経費

　　　　　　　　

278

　　　　

278 0　　　　0.0

　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　

31381

　　

26 336　　　5 045 19.2

388－



地

　

方

　

財

　

その２

　

歳

政

　

計

　

画

　

入 (単位 億円・％）

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

ﾄ

39

ﾄﾞ

8384

しJ

n）

ﾆ

市，

ｊ

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

12 9o31 10 582　　　2 321　　　2j.9

y

　　

普

　　　　　

通

　　　　　

税

　　　

12 153　　10068　　2085　　　即.7

ぺ

八

仁

に

E

　

ミEﾚjﾄﾞE

　

ジレニぢ五

　

ｺﾞﾚﾚjﾚﾖ

ﾄﾞﾖﾖ芒ﾐjﾚUﾚ|ﾚE

∩※E※

　

］］jﾚﾐﾐ

ﾚ

　　　

中小企業近代化促進費補助金

レエ態白

，

ﾚ］ﾚ］

二兄ﾖﾖﾌﾚﾚﾚE

－389



その１

　

道府県税

第144表昭和39年度地方

　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　　

ｚ

　　　　　

分

　

ﾄ

碑

平

lゆ４-

土

一一

コピ

ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減額|増減率’

普

　　　　　

税

　　　　　

通

　　　

612415

　　

487 318　125 097　　　おｊ

　

道

　　

府

　　

県

　　

民

　　

税

　　　

139 776　　108 414　　31 362　　　2∂.ﾀ

　　

個

　　

人

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　

2818

　　

2 724　　　　94　　　∂.4

　　

法

　　

人

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　

476

　　　

425

　　　　

51

　　　

j2.ひ

　　

所

　　　　

得

　　　　

割

　　　

83 552 64 568　　18 984　　　29.4

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　

52 930　　40 697　　12 233　　　お.j

　

事

　　　　　

業

　　　　　

税

　　　

321 81 1　　249 565　　72 246　　　2∂.9

　　

個

　　　　　　　　　　

人

　　　

19 913　　18 920　　　993　　　5.2

　　

法

　　　　　　　　　　

人

　　　

301 898　230 645　　71 253　　　jQ.ﾀ

　

不

　

動

　

産

　

取

　

得

　

税

　　　　

22 773　　18 779　　　3 994　　　21.3

　

道府県たばこ消費税

　　　

40 166　　36 422　　3 744　　加丿

　

娯

　

楽

　

施

　

設

　

利

　

用

　

税

　　　　

7 228　　　5 908　　　1 320　　　22､3

　

料理飲食等消費税

　　

43 105　　　36 540　　　6 565　　　j∂.0

　

自

　　　

動

　　　

車

　　　

税

　　　

30 997　　　24 666 6 331 25.7

　

鉱

　　　　　

区

　　　　　

税

　　　　

663

　　　

867

　　

△

　

204

　　

△３,5

　

狩

　　

猟

　　

免

　　

許

　　

税

　　　　　

388

　　　　

380

　　　　　

8

　　　　

2.1

　

法定外普通税および旧法税収入

　　　　　

482

　　　　　

241

　　　　　

241

　　　　

100.0

　

固定資産税（特例分）

　　　　

5 026　　　　5536　　△　510　　ム　9､2

日

　　　　　　

的

　　　　　　

税

　　　

58 125 36 684 21 441　　　　5∂.4

　

軽

　　

油

　　

引

　　

取

　　

税

　　　

57 784　　36 367 21 417　　　5∂,9

　

入

　　　　　

猟

　　　　　

税

　　　　　

341

　　　　

317

　　　　

24

　　　

7.∂

　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　

670 540　524 002　146 538　　　28，

－390－



税収入見込状況

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　

較

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

|

昭和39年度昭和38年度

|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減額|増減率

　

普

　　　　　

通

　　　　　

税

　　

602 914　519 449　　83 465　　　妬」

　　

市

　　

町

　　

村

　　

民

　　

税

　　

228 685　184 017　　44 668　　　24j

’

　　

個

　　

人

　　

均

　　

等

　　

割

　　　　

9 828　　　9 327 501　　　　　5.4

1！

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　

1 540　　　1 443　　　　97　　　　∂,7
！
i

　　

所

　　　　

得

　　　　

割

　　　

137 693　　1･12 166 25 527　　　22.8

l

t

　　　

法

　　　

人

　　　

税

　　　

割

　　　

79 624　　61 081　　18 543　　　お.4

1

　　

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

税

　　

243 811　　223 340 20 471　　　　∂.2

　　　

土

　　　　　　　　　

地

　　　

60003

　　

53 245　　6 758　　　12.7

　　　

家

　　　　　　　　　　　

屋

　　　

93 110　　86 840　　　6 270　　　　7.2

J

　　

償

　　

却

　　

資

　　

産

　　　

73 555　　67 804　　　5 751 ∂.5

　　　

交

　　　　

付

　　　　　

金

　　　　

2 107　　　1 933　　　174　　　∂.Q

　　　

納

　　　　　

付

　　　　　

金

　　　

15 036　　13 518　　　1 518 11.2

　　

軽

　　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　

9 088 7 653　　　　1435　　　j∂.∂

　　

市町村たばこ消費税

　　

66 384　53 782　　12 602　　3.4

　　

電

　　

気

　　

ガ

　　

ス

　　

税

　　　

50 148　　45 797　　　4 351　　　　ﾀ.5

，

　

鉱

　　　　　

産

　　　　　　

税

　　　　

2 094　　　2 185　　　△91　　　△4.2

　　

木

　　

材

　　

引

　　

取

　　

税

　　　　

2 042　　　　2035　　　　　7　　　　0j

　　

法定外普通税および旧法税収入

　　　　　

662

　　　

640

　　　　

22

　　　　

a.4

・目

　　　　　

的

　　　　　

税

　　　

16 925　　14 741　　2 184　　　j4.∂

　　

入

　　　　　

湯

　　　　　　

税

　　　　　

975

　　　　

874

　　　　

101

　　　

11.6

　　

都

　　

市

　　

計

　　

画

　　

税

　　　　

15 618　　13 536　　　2 082　　　　75j

・

　

水利地益税，共同施設税

　　　　

332

　　　　

331

　　　　　

1 3.Q

’

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　

619 839　534 190　　85 649　　　16.0

－391－



第145表

　

昭和39年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和39年度

　　　　　　

昭

　　

和

　　

3＆

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　

可言テスト

’

国

　　

所

　　　　　

得

　　　　　

税

　　　

772 258　　　636 130 20 553

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
税

　　

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　

1 014 996　　760 517　　　77 661

三

　　

酒

　　　　　　　　　　　　

税

　　　　

352 021　　　303 991　　　8 661

税

　　　　　　　　　

計

　　　　

（Ａ）

　　　

2 139 275　　1 700 638　　　106 8叫

地

　　

法

　

定

　

繰

　

入

　

率

　

％（Ｂ）

　　　　　

認,∂

　　　　

2∂.∂

　　　　　

2∂.ﾀ，

方

　　　　　　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　　　　　

618 251　　　491 484 30 887

交

　　

過

　

年

　

度

　

精

　

算

　

額

　　　　

3 158　　　48 269　　　　一一

付

　　

法第19条第２項にかかる返還金

　　　　　　

４

　　　　　

３

　　　　　

‾

税

　　

繰

　　　　　

越

　　　　　

分

　　　　

13 671　　　10000　　　　-･

　　　　　　　　　　　

計

　　　　

（Ｃ）

　　　　　

635 084　　　　549756 30 887

　

臨時地方特別交付金（精算分）（Ｄ）

　

１

　　　　　

リ

　　　　

508

　　　　　

j

　

合

　　　　　

計

　

（Ｃ）十（Ｄ）

　

1

　　

635 084　　550 264　　30 887

－392－



交付税の算定基礎
(単位 百万円・％）

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　

終

　

対前年当初

　

対前年最終

　

対前年当初

　

対前年最終

第３次補正
|最

　　　

ﾘ

（ａ）－（b）

1

（ａ）－（cj）（d）/（bl）|（ｅ）/（ｃ）

　　　　　　　　　　　　

（ｃ）

　　

（d）

　　　

（ｅ）

　　　　　

×100

　　　

×100

　　　　

19 247　　　675 930　　　136 128　　　　　96 328　　　　21.4　　　　　14.3

　　　　

28 059　　　866 237　　　254 479　　　　148 759　　　　33.5　　　　　17.2

　　　　　　　

－

　　　

312 652　　　48 030　　　　　39 369　　　　　2.∂　　　　12.6

　　　　

47 306　　1 854 819　　　438 637　　　　284 456　　　　25.∂　　　　　15.3

　　　　　　

2∂.9

　　　　

28.9

　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　

13671

　　　

536 042　　　126 767　　　　　82 209　　　　25.∂　　　　　15.3

　　　　　　　

－

　　　

48 269　　△45 111　　　△45 111　　　△　∂3.5　　　△　ﾀ'5.5

　　　　　　　

－

　　　　　　

3

　　　　　　

1

　　　　　　　

1

　　　　　

55.5

　　　　

33.3

　　　

△13 671　　△　3 671　　　　3 671　　　　　17 342　　　　36.7　　△　472.4

　　　　　　　

－

　　　

580 643　　　85 328　　　　54 441　　　　　15.5　　　　　9.£

　　　　　　　

リ

　　　　　

5081

　　

△

　　

508

　　　

△

　　

508

　　

△

　

looA

　　

△

　

100.0

　　　　　　　

-1

　　　

581 151　　　84 820|　　　　53 933　　　　15.4　　　　　9.3

－393－



第146表

　

昭

　

和

　

39

　

年

　

度

’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

39

　　

年

　　

度

ｌ

　

ｓ

　　　　

゛

　

ｌ

ａ

　

（おり（公

　

ｓ

　　

一般会計債

　　　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　　　　

174

　　　　　　

174

　　　　　　

－

　　　

公営住宅建設事業

　　　　　　　

73

　　　　　　　　

73

　　　　　　　

－

　　　

災

　

害

　

復

　

1日

　

事

　

業

　　　　　　　　

183

　　　　　　

183

　　　　　　

－

　　　

義務教育施設整備事業

　　　　　　　

238

　　　　　

238

　　　　　　

－

　　　

高等学校施設整備事業

　　　　　　　　

67

　　　　　　　　

67

　　　　　　　

－

　　　

清

　　

掃

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

93

　　　　　　

93

　　　　　　

一

　　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　　　　

95

　　　　　　　

57 38

　　　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　

15

　　　　　　　

－

　　　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

130

　　　　　　

130

　　　　　　

－

　　　

1倫村民税臨時減税補て

　　　　　　　　

150

　　　　　　

150

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

1 218　　　　　080　　　　　　38

　　

準公営企業債

　　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　　　　　

80

　　　　　　　

60

　　　　　　　　

20

　　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

49

　　　　　　

49

　　　　　　

－

　　　

と畜場整備事業

　　　　　　

11

　　　　　　　

6 5

　　　

公共下水道事業

　　　　　　

280

　　　　　　　

226

　　　　　　　　

54

　　　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　　　　　

510

　　　　　　　

－

　　　　　　　

510

　　　

公有林整備事業

　　　　　

(17)

　　　　

－

　　　

(17)

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

（17）

　　　　　　　　　　　　

07）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

930

　　　　　　

341

　　　　　　

589

　　

公営企業債

　　　

_。

　　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

172

　　　　　　

112 60

　　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

750

　　　　　　　

375

　　　　　　

375

　　　

工業用水道事業

　　　　　　

300

　　　　　　　

108

　　　　　　

192

　　　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　　　　　　

255

　　　　　　　

106

　　　　　　

149

　　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　

18

　　　　　　　　

11

　　　

その他公営企業

　　　　　　

78

　　　　

29

　　　　

49

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

1 584　　　　　748　　　　　836

　　

特別地方債

　　　

Ｌ土工

。

ﾐ

　　

回

　　

1
Xﾐ

　　

］

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

252

　　　　　

252

　　　　　　

－

　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

(17)

　　　　　　　　　　　　

C17)

　　　　　　　　　　

μ

　　　　　　　　　　　

3 984　　　　　2 521　　　　　Ｎ63

（注）公有林整備事業の（

　

）は，公営企業金融公庫から貸し付けるものであり，

－394－



地

　

方

　

債

　

計

　

画

外書である。

― 395 ―

(単位

　

億円)

ｓ

　　

ｼﾞﾄﾞ

a

jUｼﾞｿﾞ≒

　　

．

　　

゛

　

゛

　

゛

｜

　　　　　　　　　

138

　　　　　　　　

138

　　　　　　　　　

－ .　　　　　　　　　36

　　　　　　　　　　

47

　　　　　　　　　

47

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　

175

　　　　　　　　

175

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　　

190

　　　　　　　　

190

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

48

　　　　　　　　　　

90

　　　　　　　　　

90

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

△23

　　　　　　　　　　

55

　　　　　　　　　

55

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　　　

95

　　　　　　　　　

69

　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

130

　　　　　　　　

130

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

150

　　　　　　　　　

930

　　　　　　　　

904

　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　　

288

　　　　　　　　　　

58

　　　　　　　　　

46

　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

220

　　　　　　　　

172

　　　　　　　　　

48

　　　　　　　　　　

60

　　　　　　　　　

429

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

429

　　　　　　　　　　

81

　　　　　　　　

（15）

　　　　　　　

－

　　　　　　

(15)

　　　　　　　

（2）

　　　　　　　　

Cl5)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(15)

　　　　　　　　　

（2）

　　　　　　　　　

759

　　　　　　　　

265

　　　　　　　　

494

　　　　　　　　　　

171

　　　　　　　　　

165

　　　　　　　　

107

　　　　　　　　　

58

　　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　

600

　　　　　　　　

353 247　　　　　　　　　　　　150

　　　　　　　　　

215

　　　　　　　　　

73

　　　　　　　　

142

　　　　　　　　　　

85

　　　　　　　　　

200

　　　　　　　　

100

　　　　　　　　

100

　　　　　　　　　　　　　

55

　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　

15 11　　　　　　　　　　　　　3

　　　　　　　　　　

55

　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　

39

　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　

1 261　　　　　　　　664　　　　　　　　597　　　　　　　　　　323

　　　　　　　　　　

44

　　　　　　　　　　　

44

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　

89

　　　　　　　　　

89

　　　　　　　　　

－ 28

　　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　　　　

67

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　

200

　　　　　　　　

1200

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　

(15)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(15)

　　　　　　　　　

（2）

　　　　　　　　

3 150　　　　　　2 033　　　　　　　1 117　　　　　　　　　834



第147表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

！

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　　

年

　　

度

　　

末

！

　　

区

　　　　　　

分

　　

|

　

法適用企業

　

１

　

法非適用企業

　

｜

　

合

　　　

計

　

４に(

　

余

　

復

　

拿

　

葦

　　　　　　　　

ｍ

　　　　　　

な

　　　　　

濃

　　

篁J'森亀雪二菜

　　　

吉T

　　

門

　　

回

　　

弓手

　

讐

　

毒

　

芸

　　　　　　　　

言回

　　　　　　　

に

　　　　　　　

芸こ

　　

公共下水道事業

　　　　　　　

17

　　　　　　　

142 159

臨言４裂゛煙

　　　　

巴

　　　

昌

　　　

ツ

　

回飛健／堂Ｖ菜

　　　

二

　　

で

　　

ヅ

　

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

564

　　　　　　　　

564

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　

826

　　　　　

10 548　　　　1 1 374

（参考）法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

年

　　

度

　

1

　　

27

　　

1

　　

28

　　

1

　　

29

　　

1

　　

3o

　　

l

　　

31
1

法適用企業数l

　　　　

lづ

　　　　

163

　　　　

176

　　　　

1≒

　　　　

220

第148表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

　　

区

　　　　　

分

　　　

｜

　　

一

　

般

　

職

　

員

　　

１

　　

臨

　

時

　

職

　

員

　

地プ嶮／=よ菜

　　　　　

望‰

　　　　

1昌

　

工業用水道事業

　　　　　　　　　

1 555　　　　　　　　　　　　　　122

　

奮

　

Al

　

j§

　

藁

　　　　　

サ

　　　　　

昌

　

嘉

　

醗

　

j§

　

菜

　　　　　　　　

，昌

　　　　　　　

ぷ

　

ぐ゜ｖj也警１順

　　　　　

1昌

　　　　　

昌

　

回飛健/慧Ｖ菜

　　　　

2啜

　　　　

雪

　

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　

2 020　　　　　　　　　　　　　　42

1

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

252 102　　　　　　　　　18 655

― 396



業

　

の

　

事

　

業

　

数

　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　

末

　　　　　　　　

増

　　　　　

減

法適用企業

　

｜

　

法非適用企業

　

｜

　

合

　　　　

計

　

|

法適用企業|法非適用企業

｜

　　　　　　　　　

642

　　　　　　

4 513　　　　　　5 155　　　　　184　　　　　　　32

　　　　　　　　　

309

　　　　　　　

719

　　　　　　

1 028　　　　　96　　　　　△　38

　　　　　　　　　　

16

　　　　　　

1 882　　　　　　1 898　　　　　　2　　　　　　　55

　　　　　　　　　　

27

　　　　　　　　

13

　　　　　　　　

40

　　　　　　

4

　　　　　　　

5

　　　　　　　　　　

84

　　　　　　　　

78

　　　　　　　

162

　　　　　　

6

　　　　　

a

　　

2

　　　　　　　　　　

31

　　　　　　　　

17

　　　　　　　　

48

　　　　　　

2

　　　　　

△

　　

3

　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

9

　　　　　　　　

47

　　　　　　

4

　　　　　　　

5

　　　　　　　　　　

68

　　　　　　　

773

　　　　　　　

841

　　　　　

47

　　　　　

△

　

90

　　　　　　　　　　

16

　　　　　　　

139

　　　　　　　

155

　　　　　　

1

　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　

53

　　　　　　　

883

　　　　

・

　

936

　　　　　

22

　　　　　　　

97

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

358

　　　　　　　

358

　　　　　　

－

　　　　　

△

　

110

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

4 705　　　　　　4 705　　　　　　－　　　　　△　76

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

639

　　　　　　　

639

　　　　　　

－

　　　　　

△

　

77

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

408

　　　　　　　

408

　　　　　　

－

　　　　　　

156

　　　　　　　　　

642

　　　　　

10 623　　　　　1 1 265　　　　184　　　　△　乃

数

　

の

　

増

　

加

　

傾 向

32

　　

1

　　

33

　　

1

　　

34

　　

1

　　

35

　　

1

　　

36

　　

1

　　　

37

　　　

266

　　　　　

298

　　　　　

344

　　　　　

402

　　　　　

642

　　　　　　

826

業

　

の

　

職

　

員

　

教
(単位

　

人)

合

　　　　

計

　

ｉ

　

前年度職員数

　

｜

　　

増

　　　　　　

減

　　　　　　　　　　　

233 477　　　　　　　　　　220 221　　　　　　　　　　　　13 256

　　　　　　　　　　　

48 069　　　　　　　　　　44 940　　　　　　　　　　　　3 129

　　　　　　　　　　　　

3 481　　　　　　　　　　　2 948　　　　　　　　　　　　　533

　　　　　　　　　　　　

1 677　　　　　　　　　　　1 280　　　　　　　　　　　　　397

　　　　　　　　　　　

68 886　　　　　　　　　　67 597　　　　　　　　　　　　　1 289

　　　　　　　　　　　　

4 061　　　　　　　　　　　4 073　　　　　　　　　　　　△　12

　　　　　　　　　　　　

1 497　　　　　　　　　　　1 350　　　　　　　　　　　　　147

　　　　　　　　　　　

85 565　　　　　　　　　　81 237　　　　　　　　　　　　4 328

　　　　　　　　　　　　

7 672　　　　　　　　　　　7 370　　　　　　　　　　　　　302

　　　　　　　　　　　　

12 569　　　　　　　　　　　9 426　　　　　　　　　　　　3 143

　　　　　　　　　　　　

4 867　　　　　　　　　　　7 200　　　　　　　　　　　a　2 333

　　　　　　　　　　　

29 245　　　　　　　　　　36 874　　　　　　　　　　　△　7 629

　　　　　　　　　　　　

1 106　　　　　　　　　　　1 185　　　　　　　　　　　　△79

　　　　　　　　　　　　

2 062　　　　　　　　　　　1 370　　　　　　　　　　　　　69２

　　　　　　　　　　　

270 757　　　　　　　　　266 850　　　　　　　　　　　　3P07
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第149表

　

昭和37年度地方

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

ト≒゛

|

ズ≒う?)

１

①址点市

　

白川回レjj

魏行争嚢

　

回ドUjレjU

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

975038　　957 254　　　17784

(注) 地方公営企業の法適用企業の支出には，減価償却費等は控除してある。

第150表

　

昭和37年度法適
その１

　

収益および費用の状況

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　　

｜水道事業

　

行轟到交通事業

総

　　　　　

収

　　　　　

益（Ａ）

　　　　　　　

69 207　　　　　4448　　　63 421

　　

営

　　

業

　　

収

　　

益（Ｂ）

　　　　　

66 833　　　　2 684　　　60 700

　　

営

　

業

　

外

　

収

　

益

　　　　　　　　　　

2 374　　　　1 764　　　　2 721
総

　　　　　

費

　　　　　

用（Ｃ）

　　　　　

67 898　　　　4 484　　　71 613

　　

営

　　

業

　　

費

　　

用（Ｄ）

　　　　　

54 895　　　　1 937　　　66 047

　　

営

　

業

　

外

　

費

　

用

　　　　　　　　

13 003　　　2 547　　　5 566
差

　　　　　　　

引（Ａ）－（Ｃ）

　

(420) 1 309(23)　△36(90)△8 192

　　

総

　　　

利

　　　

益

　　　　

(280) 3 422(13)　240(24)　　116

　　

純

　　

損

　　

失

　　　

(133) 2 113C 8)　276(65)　8 308
総収益対総費用比率

　

（Ａ）/（Ｃ）

　　　　　　

101.9

　　　　

∂ﾀ.2

　　　　　

∂∂.∂
営業収益対営業費用比率（Ｂ）/（Ｄ）

　　　　　

121.7

　　　　

jJ∂.6

　　　　

皿ﾀ

（注）

　

１

　　　　

２

　　　　

３

　　　　

４

その２

　

（

　

）は，事業数を示す。

差引欄の事業数には，損益計算書を作成していない事業（24）を含まな

純利益，純損失欄の事業数には，損益計算書を作成していない事業（24）

水道事業には，簡易水道事業を含めてある。

費用の性質別構成状況

　

区

　　

分

　　

｜

　

水道事業

　

|工業用水道事業|

　

交通事業

　

１電気事業

職員給与費（氾5) 21 96げ9.1}　409( 58､4') 41 826(ﾀ.3）　1 287
減価償却費（13､2) 8 943 (ﾀ.7）　433( 10.3) 7 345（加.7）　3 693
支

　

払

　

利

　

息

　

（17､9) 12 176C23.1）　1 034 C　5.助　4 249( 50､4）　6970
そ

　　

の

　　

他

　

C 56.6)　24 818（５８.1）　2 608( 25.4^　18 193C13.６）　1868

　

合

　　　

計

　

(100.0) 67 8981(100.0) 4 484J(100.0)ｱ1613(100.0) 13818

（注ｊ）１

　　　　

２

　　　　

３

職員給与費とは，給料手当および賃金ならびに法定福利費および厚生福

ガス事業は，製造原価により作成しているので，「そのｌ収益および費

　

（

　

）は，構成比を示す。
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公営事業決算の状況
(単位

　

百万円)

　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　　　

比

　　　

較（Ａ）一（Ｂ:）

IE入）う）

／

４入）ｉ）

　

51

　　

499 030　　　490 418　　　　8 612　　　124 844　　　127 578　　　　△　2734

　　

284 979　　　295 596　　△10617　　　72 258　　　72 280　　　　　a 22

　　

､25012　　　25 587　　　　△575　　　　△662　　　　△914　　　　　　252

　　

189 039　　　169 235　　　　19804　　　53 248　　　56 212　　　　△　2964

　　

198 388　　　193 528　　　　4 860　　　18 113　　　　18220　　　　　a　107

　　

109 594　　　103 946　　　　5 648　　　　18 719　　　　17636　　　　　1 083

　　　

3800

　　　　

3 485　　　　　315　　　　△44　　　　　36　　　　　△80

　　　

1 644　　　　1 506　　　　　138　　　　　950　　　　　901　　　　　　　49

　　

812 456　　　792 883　　　19 573　　　162 582　　　164 371　　　　△　1789

用企業決算の状況
(単位

　

百万円)

　

電気事業

　

｜ガス事業

　

１病院事業

　

岫Ｖ姿に宝割

　

お

　　　　

15 341　　　　3 240　　　19 530　　　　6 099　　　10 705　　　　191 991

　　　　

14 694　　　　2 779　　　　19 068　　　　4 396　　　　10519　　　　181 673

　　　　　

647

　　　　　

461

1

　　　　　

462

　　　　

1 703　　　　　186　　　　　10318

　　　　

13818

　　　　

3 083　　　　19 857　　　　6 477　　　　9 318　　　　196 548

　　　　

6 760　　　　2 362　　　18 939　　　　4 663　　　　8 899　　　　164 502

　　　　

7 058　　　　　721　　　　　918　　　　1 814　　　　　419　　　　　32 046
（33:）

　

1 523(42)　　157(115)△327(17)　△378(62)　1 387 (802)　△4 557
（31）

　

1 548(25)　200C 62)　33OC 3)　　5（43）　1 502 (481)　7 363
（1）

　

25(17)

　

43･C 52)　657 C 8)　383(17)　115 (301)　II 920

　　　　　

ni.o

　　　　

扨5j

　　　　　

∂∂､4

　　　　　

侭.2

　　　　

jμ.ﾀ

　　　　　　

ﾀ7.7

　　　　　

217､41

　　　　

jj7.7

1

　　　　

100.7

　　　　　

ﾀ4.3

　　　　

118.2

　　　　　

110.4

い。

および損益零の事業（20）を含まない。

(単位 百万円）

　

ガス事業

　

｜

　

病院事業

　

1公共下水道事業|

　

その他の事業

　

｜

　　　

計

C 16.4}　532C 46.1)　9 152(22.3）　1 443 C　6.1)　　　567C29.2）　　　77 177
（10､５）

　

342(

　

3.0

　　

718C 16､９）　1095 C　2.5J）　　231 C 11-6}　　　22800

C 10.5')　　34ば　剖）　　805　26.5}　1 719C　1.2:,　　　11ば13.9)　　　27 405
（62､6）

　

2 030 C４６.2）　91821 討ｊ）　22201（卯.2）　　8 410( 35､3）　　69 32j
（100.0）3 2451(100.0) 19 857|a00.O) 6 4771(100.0)　9 319（100.0）　196 711

利費をいう。

用の状況」の同事業の総費用と符合しない。

－399－



その３

　

資本的収支の状況

第150表

　

昭和37年度法適用

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　

｜

　

水道事業

　

卜業用水道事業|

　

交通事業

　

資

　

本

　

的

　

収

　

入（Ａ）

　　　　　　

52 694 20 458　　　　26913

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(1871)

　　　

（5o）

　　　

(245)

　　　

企

　　

業

　　

債（イ）

　　　　

44 870　　　13 932　　　20 812

　　　

国

　

庫

　

補

　

助

　

金

　　　　　　　　　

217

　　　　　

3 154 3

　　　

工

　

事

　

負

　

担

　

金

　　　　　　　　　

1 675　　　　　1 144 159

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　

5 932　　　　　2 228　　　　5 939

　

資

　

本

　

的

　

支

　

出（Ｂ）

　　　　　

68 579　　　　　　17248 33 655

　　　

健設改良費（ロ）

　　　

59 477　　　16 007　　　25918

　　　　

新

　　

設

　　

費

　　　　　　　　

51 517　　　　15912　　　　23 817

　　　　

改

　　

良

　　

費

　　　　　　　　　

7％0

　　　　　　

95

　　　　

2 101

　　　

企業債償還金

　　　　　　　

8 237　　　　700　　　2 972

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　

865

　　　　　

541

　　　　

4 765

　

差

　　　　　　　　

引

　　　　　　　

△15 885　　　　3 210　　　ム6 742

　　　　

（Ａ）/（Ｂで）×100

　　　　　　　　　　　

河.∂

　　　　　

118.6

　　　　　

郎.Q

　　　　

（イ）/（口）×100

　　　　　　　　　　　

75.4

　　　　　　

即.Q

　　　　　

郎.3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

（注）（

　

）は，借替債分の内書である。

その４

　

資産負債および資本に関する調

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

レk4事業1エ期水道事業|交通事業｜

資

　　　

産

　　　

総

　　　

額

　　　　

408 379　　　　59 015　　　141 409

　

回1

　　

蓉

　　

昌

　　

雲

　　　　

3二

　　　

二

　　　

l二

資

繰

　　　

延

　　　

勘

　　　

万万

　　　　　

38

ﾊﾟﾂ

　　　　

54 1こ　　　　115ニ

　

自

　　

己

　

資

　

本

　

金

　　　　

153 872 3 555 44057

　

言

　　

ズ

　　

１

　　

ズ

　　

1

　　　　　

2二

　　　　

二

　　　　

8二

負

利

　　

益

　　

剰

　　

余

　　

１

　　

二

　

ﾍﾆ

　

ｽﾆ

　

固

　　

定

　　

負

　　

債

　　　　　

4 007　　　　　　　781　　　　　1295

固

流

定資

動

産構

飛

比

で

　　　　

22ご7

　　　

4ﾆｽﾞ

　　　

24ご;

自己資本構成比率

　　　　

おぷ

　　　

お.3

　　　

お.ひ

固定負債構成比率

　　　　

印.］

　　　　

62.7

　　　　　　　

jﾀｊ

流

　　

動

　　

比

　　

率

　　　　　

132.3」

　　　　

203.4

　　　　　

討.4
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企業決算の状況（つづき）

(単位 百万円・％）

lni和ハ=事和病ａ事判リ７水ｕｘに宝斟

　　

お

　　　　　

18 221　　　　　846　　　　2 996　　　　　14 740　　　28 378　　　165 246

　　　　　　

（－）

　　　　

（6）

　　　

（－）

　　　　

（－）

　　　

（－）

　　

（2 172)

　　　　　

J5 473　　　　　694　　　　1 596　　　　　9 222　　　　8 402　　　115 001

　　　　　　　

332

　　　　　　

－

　　　　　

116

　　　　　

1 131　　　　4 280　　　　9 233

　　　　　　　

921

　　　　　

.62

　　　　　　

1

　　　　　　

164

　　　　

7 203　　　　11 329

　　　　　

1 495　　　　　90　　　　1 283　　　　　4 223　　　　8 493　　　　29 683

　　　　　

24 862　　　　1 434　　　　4 007　　　　　15 682　　　30 210　　　195 677

　　　　　

20 176　　　　1 118　　　　3 137　　　　　15 037　　　26 309　　　167 179

　　　　　

19 670　　　　1 029　　　　2 593　　　　　14 278　　　25 765　　　154 581

　　　　　　　

506

　　　　　

89

　　　　　

544

　　　　　　

759

　　　　　

544

　　　　

12 598

　　　　　

3 729　　　　　304　　　　　479　　　　　　561　　　　　868　　　　17 850

　　　　　　

957

　　　　　

12

　　　　　

391

　　　　　　　

84

　　　　

3 033　　　　10 648

　　　

△

　

6 641　　　　△588　　△　1011　　　　　△942　　a　1 832　　△30 431

　　　　　　

75-3

　　　　

59.0

　　　　　

74.8

　　　　　　

ﾀ2.∂

　　　　

∂＆9

　　　　　

∂4j

　　　　　　

76.7

　　　　　

∂2j

　　　　　

S0.9

　　　　　　

61.3

　　　　

31.9

　　　　　

∂∂.∂

(単位

　

百万円・％)

電気事業|ガス事業|病院事業|公共下水道事業|その他の事業1

　　

計

　　　　

153 371　　　　7 159　　　26 005　　　　　78 868　　　82 884　　　957 090

　　　　

144 465　　　　6 303　　　2! 109　　　　　74 851　　　　36 921　　　845 320

　　　　　

8 875　　　　　842　　　　4 882　　　　　4012　　　45 769　　　110 454

　　　　　　　

31

　　　　　　

14

　　　　　

14

　　　　　　　

5

　　　　　

194

　　　　

1 316

　　　　

144 820　　　　5 951　　　　17 641　　　　　75 340　　　17 307　　　812 827

　　　　　

12 933　　　　1 078　　　　6 970　　　　　39 699　　　　1 482　　　263 646

　　　　

126 454　　　　4 662　　　　10 322　　　　　30808　　　13 198　　　507 456

　　　　　

2 807　　　　　185　　　　1 403　　　　　5 576　　　　　402　　　　52 580

　　　　　

2 626　　　　　26　　a　1 054　　　△　　743　　　　2 225　　△10 855

　　　　　

8 551　　　　1 208　　　　8 364　　　　　3 528　　　65 577　　　144 263

　　　　　

3 043　　　　　153　　　　1 024　　　　　　170　　　42514　　　　52 987

　　　　　

5 508　　　　1 055　　　　7 340　　　　　3 358　　　23 063　　　　91 276

　　　　　　

ﾀj.2

　　　　　

∂∂.Q

　　　　　

∂j.2

　　　　　　

ﾀj.∂

　　　　

44.5＼

　　　　

∂∂.J

　　　　　　

12.0

　　　　　

18.0

　　　　　

2∂.j

　　　　　　

56.5

　　　　　

5.0

　　　　　

Jj.タ

　　　　　　

∂4.4

　　　　　

67.5

　　　　

43.7

　　　　　　

jﾀ.3

　　　　

67.2

　　　　　

5∂､∂

　　　　　

161.1

　　　　　

7ﾀ.∂

　　　　

66.5

　　　　　

119.5

　　　　

198.5

　　　　

121.0
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第151表法適用企業の事

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|昭和33牟度|昭和34年度

　　　

水道

　

損益収支差引

　

Cl30

　　

3 680 Cl48)　　4 216

　　　　　　

純

　　　

利

　　　

益

　

（117）

　　　

3 840　Cl29)　　　4 450

　　　

事業

　　

純

　　　

損

　　　

失

　

（14）

　　　

160

1

（19j）

　　　　

234
1
1公

　

工業用

　

損益収支差引

　　　

水道事純利益

|

／／

／

／ノ

　　　

業

　　　　

純

　　　

損

　　　

失

　

－

　

交通

　

損益収支差引

　

（64）

　　　

795

　

（67）

　　　

△26

　

呂

　　　　　　　

純

　　　

利

　　　

益

　

C 37)　　　　1078　（37）　　　　1043

　　　

事業

　　

純

　　　

損

　　　

失

　

（27）

　　　　

283

　

（30）

　　

1069

　　　

電気

　

損益収支差引

　

C 24)　　1 118　（24）　　I 362

　

企

　　　　　　

純

　　　

利

　　　

益

　

C 21)　　　11651（24）　　　　1 362

　　　

事業

　　

純

　　　

損

　　　

失

　

（

　

3）

　　　　

47（－）

　　　　

－

　　　

ガス

　　

損益収支差引

　

（20）

　　

△76（26J）

　　

△3

　　　　　　

純

　　　

利

　　　

益

　

1

（1o）

　　　　

37

1

（14）

　　　　　

611

　

業

　　

事業

　　

純

　　　

損

　　　

失

　

C 10)　　　113 ( 12)　　　　64

　　　　　　

損益収支差引

　

(239)

　　

5 517 ぐ265)　　5 549

　　　

小

　

計

　

純

　　　

利

　　　

益

　

（185）

　　

6120

1

（204）

　　　

6916

　　　　　　

純

　　　

損

　　　

失

　

C 54)　　　　　603　（61）　　　　1367

　　　

病院

　

損益収支差引

　

C 26)　　　70　（40）　　　　　13

　　　　　　

純

　　　

利

　　　

益

　

j

（19）

　　　　

90

1

（24）

　　　　　

116

　

準

　　

事業

　　

純

　　　

損

　　　

失

　

（

　

7）

　　　　

20

　

C 16)　　　　　103

　

A

　

公共下

　

損益収支差引

　

（10）

　　　

80

　

( 10　　　　△47

　

゛

　

水道事

|

　

純

　　　

利

　　　

益

　

（

　

6）

　　　

154

j

（

　

5）

　　　

138

　

。

　

業

　　　

純

　　　

損

　　　

失

　

（

　

4j）

　　　　

74

　

（

　

6）

　　　

185

　

呂

　　

その他

　　

損益収支差引

　

C 13)　　　181 C 20)　　258

　

ハ

　　

の準公

　

純

　　　

利

　　　

益

　

1

（11）

　　　

182

1

（15）

　　　　

265

　

2

　　

営企業

　

純

　　　

損

　　　

失

　

（

　

2）

　　　　　

1（

　

5）

　　　　

7

　

業

　　　　　

損益収支差引

　

C 49)　　　331　C 71)　　　　　224

　　　

小

　

計

　

純

　　　

利

　　　

益

　

1

（36）

　　　

425

j

（44）

　　　　　

519

　　　　　　

純

　　　

損

　　　

失

　

C 13)　　　　　　95　C27)　　　　　295

　　　　　　

損益収支差引

　

（288）

　　

5 848 (336)　　5773

　

合

　　　

計

　

1

　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　

(221)

　　　

6 5451（248）　　　7435

　　　　　　

紅1

　　　　

m

　　　　

失

　

（6ｱ:）

　　　

6981 C 88)　　　1662

　　

純

　　

損

　　

失

　　

累

　　

計

　　　

1

　　　　　　　

6ﾖ

　　　　　　

2 360

（注）（ )は，事業数である。ただし，損益収支差引には建設中の事業を，純利益
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業別累年決算の状況
(単位

　

百万円)

昭和35年度
ド

36年汽
）

ト

和37年
劇

　

（Ｂ）－（Ａ）

(164)

　　　

4 045　(322)　　　4 491 (420)　　1 309　　　　　　⌒　318j
Cl43)

　　

413

ﾘ

(240)

　　

5 3151 (280)　　　3 422 ( 40)　　　△　18姻
( 21)　　　　　　87　(74)　　　　　824　(133)　　　2 113 ( 59)　　　　12釧

（20）

　　　　　

185

　

（21）

　　　　　

232

　

C 23)　　△36　　　　　　　△268
( 16)　　　　224　(11)･　　　3ﾘ( 13)　　　2401（　2）　　　・157

（O

　　　　　39　（　7）　　　　165　（　8）　　　　276　（　1）　　　　　11H

C 69)　　△　1264　C 84)　△　5 324 （9o）　△　８　１９２　　　　　　　△　2868
（20

　　　

1283

1

（24）

　　　

683

1

（24）

　　　　　

116

　

（

　

○）

　　　

・567
C 48)　　　　2547 （60）　　　6 007 C･65）　　　　8308 （　5J）　　　　2 301
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第152表

　

昭和37年度法非適

　　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

水道事業

　

|工業用

　

1

　

交通事業

　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

水道事業

　　　　　　　

|

　

軌道事業

　　　

収

　

益

　

的

　

収

　

入

　　　　　

7 772　　　　　590　　　　I 029　　　　　27

　　　　

直

　

接

　

収

　

入

　　　　

6 424　　　　468　　　　821 25
1

＝

　　　

間

　

接

　

収

　

入

　　　　　

510

　　　　　

5

　　　　　

47

　　　　　

0

，

　　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　　　

564

　　　　

114

　　　　

102

　　　　　

1

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

274

　　　　　

3

　　　　　

59

　　　　　

1

　　　

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　　　　

8 711　　　　3 323　　　　310　　　　17

　　　　

地

　　

方

　　

債

　　　　

6 755　　　2818 132　　　　　－

¶
，

　　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　　　

1003

　　　　

166

　　　　　

27

　　　　　

3

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　

953

　　　　　

339 151　　　　　14

　　　　

繰

　　

越

　　　

金

　　　　　

582

　　　　

194

　　　　　

27

　　　　　

2

j

　

歳

　

入

　

合

　

計（Ａ）

　　　　

17 065　　　　4 107　　　　1366　　　　　46

t

　　

収

　

益

　

的

　

支

　

出

　　　　　

6 735　　　　　　399　　　　1042　　　　　28

1
‘

　　　

人

　　

件

　　

費

　　　　

1 845　　　　　　　33　　　　　540　17

　　　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

2 065 299　　　　　63　　　　　　1

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

2 825　　　　　67　　　　439　　　　10

　　　

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　　　　

9 951　　　　3 252　　　　312　　　　19

　　　　

普通建設事業

　　　

8 546　　　2 932　　　185　　　　18

　　　　

災害復旧事業

　　　　

63

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　

－

’

　　

地方債償還元金

　　　　

1 012　　　　199‘　　　　90　　　　1

，

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

330

　　　　　

121

　　　　　　　

37

　　　　　　

0

　　　

前年度繰上充用金

　　　　

1 211　　　　　　－　　　　　192 9
1

　

歳

　

出

　

合

　

計（Ｂ）

　　　　

17897

　　　　

3 651　　　　1546　　　　　5る

　

差引残高（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

　　　　

i 832　　　　456　　　△180　　　　ム10

1篆年度に繰り越すべ頷

　　　

226

　　　　　

74

　　　　　

30

　　　　　

－

　

実質収支（Ｃ）一（Ｄ）

　　　

・1 058　　　　382　　　△210　　　　ム10

－404－



用公営企業決算の状況

左

　　

の

　　

内

　　

訳

で夏訂石石二

ｌ

△

△

ａ ７１

△71

１

１

△

電気事業

　

181

1 323

１

－405－

(単位

　

百万円)

ガス事業

１
C
O

i
n

C
O

C
O

C
Ｏ

Ｉ

　

Ｉ

△

　

１

計

9 818

8 085

一
一
一
一
一
一

　　

339

13 540

10 743

　

1226

　

1 571

　　

992

24 350

　

8 510

　

2 473

　

2 530

　

3 507

14 748

12 754

　　　

64

　

1 369

　　

561

　

1 415

24673

　

△323

　　

350

　

△673



第153表

　

昭和37年度法非適

　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

公共下水道

　　

その他の

　

区

　　　　

分

　

|

簡易水道事業

　

病院事業

　

I

　　　　　　　

J

　　　　　　

；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事

　　　

業

　　

準公営企業

　

収益的収入

　　　　

391

　　　

57 984　　　　　4 648　　　　42 366

，

　

直丿

　

収人

　　　　

3 306　　　　　53 259　　　　　2127376331

1

　　

間接収入

　　　　　

188

　　　　　　

978

　　　　　　

349 I 603‘

　　

繰

　

入

　

金

　　　　　　

316

　　　　　

3 142　　　　　2 113　　　　　1 552

　　

そ

　

の

　

他

　　　　

，
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605

　　　　　　

59

　　　　　

1 578

　

資本的収入

　　　

へ
'7833　　｀･　　9 527　　　　　20 349　　　　69 658

　　

国県支出金

　　　　

■1 807　　　　　　－　　　　3 852 1 107

　　

地

　

方

　

債

　　　　　

3313

　　　　

5 004　　　　9 623･　　　　39 008

1

　　

繰

　

入

　

金

　　　　　　

1 319　　　　　3 541 5 963　　　　　7 676

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

に94

　　　　　

982

　　　　　

911

　　　　

21 867･

　

繰

　　

越

　　

金

　　　　　　

476

　　　　　

2013

　　　　　

506

　　　　

22 94引

　

歳入合計(Ａ)

　　

・12 291　　　69 524　　　25 503　　134 969

　

収益的支出

　　　　

3 370　　　57 103　　　　4 712 ，　16 776

　　

人

　

件

　

費

　　　　　　

764

　　　　　　

27 952　　　　　1 699　　　　　4 121

　　

支払利息

　　　　　

966

　　　　

1 758　　　　1 440　　　4 873

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

1 640　　　　27 393　　　　1 573　　　　7 782

　

資本的支出

　　　　

8 443　　　II 821　　　20 234　　　97 548

　　

普通建設事業

　　　　　　

7 621　　　　　9 093　　　　19 534　　　　82 754

　　

災害復旧事業

　　　　　　

145

　　　　　　　

161

　　　　　　　

60

　　　　　　

166

　　

地方債償還元

　　　　　　

426

　　　　　　

1 258　　　　　　495 1 5 502

　　

金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　

そ

　

の

　

他
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1 309　　　　　　145　　　　　9 126

　

萱年度繰上充用
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h23
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歳出合計(Ｂ)
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。
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実質収支(Ｃ)－(Ｄ)

　　　　　

丿４

　　　　

△3 505　　　　・58　　　　7 372
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用準公営企業決算の状況

　　

左

　　　　　

の

　　　　　

内

l湾整誓

　

休場事業|↓畜劃響光施言｜
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0
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＞
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Ｑ
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２

６

３
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△
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第154表

　

昭和37年度収

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

競

　

馬

　

事

　

業

　

｜

　

競

　

輪

　

事

　

業

一上

　

経

　　　

営

　　　

収

　　　

入

　　　　　　　　

45 152　　　　　　127 160
屁繰

　　

入

　　

金

　

（Ａ）

　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　　

411

　　

繰

　　　　　

越

　　　　　

金

　　　　　　　　　　　

924

　　　　　　　　

2 513

　　

|

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　　　

967

　　　　　　　　　

69H入

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計（Ｂ）

　　　　　　　　　

47 059　　　　　　　130 405

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

経

　　　

営

　　　

支

　　　

出

　　　　　　　　

40 830　　　　　　111 578
歳

　

建

　　

設

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　　　　　　　

528

　　　　　　　　　　　

59d

　　

繰

　　　

出

　　　

金

　

（Ｃ）

　　　　　　　　　

4 654　　　　　　　　15041

　　　　

普

　

通

　

会

　

計

　

の

　

分

　　　　　　　　　

4 630　　　　　　　14 698

　　　　

その他の会計の分

　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　　　　

343
出

|

前年度繰上充用金

　　　　　　　　

４

　　　　　　　　　　

－

　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計（Ｄ）

　　　　　　　　　

46016

　　　　　　　

127 215

収

　

歳入歳出差引（Ｂ）‾（Ｄ）（Ｅ）

　　　　　　　　　　

1 043　　　　　　　　　　3 19d

　　

翌年度に繰り越すべき財源（Ｆ）

　　　　　　　　　　　

62

　　　　　　　　　　　

105

　　

繰

　　　

入

　　　

金

　

（Ａ）

　　　　　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　　　

41，

支

|

繰

　　　

出

　　　

金

　

（Ｃ）

　　　　　　　　　

4 649　　　　　　　　15041 1

　　

再差引（Ｅ）－（Ｆ）－（Ａ）十（Ｃ）

　　　　　　　

5 614　　　　　　　18 035

その１

　

収支（実質収支）
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昭和37年度国民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事

　　　　

業

　　　　

勘

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

大ぢ川

　

市

　

個

　

”廠禁劃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
歳

　　　　　　　　　　　

入（Ａ）

　　　　　

9 151　　49 192　　52 549 161

歳

　　　　　　　　　　　

出（Ｂ）

　　　　

9 789　　46 850　　47 114　　　　148

歳入歳出差引（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

　　　

△

　

638

　　　

2 342　　　5 435　　　　13

翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ）

　　　　　

308

　　　　

54

　　　　

45

　　　　

-｀

実質収文（Ｃ）－（Ｄ）（Ｅ）

　　

・946

　　　

2 288　　5 390　　　　ぼ

繰

　　　　　

入

　　　　　

金（Ｆ）

　　　　　

2 218 1 805　　　043　　　　71

繰

　　　　　

出

　　　　　

金（Gj）

　　　　　

12

　　　　　

232

　　　　

518

　　　　

一

積

　　　　　

立

　　　　　

金（Ｈ）

　　　　　

－

　　　　

241

　　　　　

481

　　　　　

1，

再差引（Ｅ）－（Ｆ）十（Ｇ）十（Ｈ）

　　　

ム3 152　　　　956　　　4 646　　　　7

実

　　

施

　　

団

　　

体

　　

数

　　　　　　

5

　　　

546

　　　

2 874　　　　3，

408



益事業決算の状況

(単位

　

百万円)

八丁↓半四到宝くじ事業

　

|

　

・

　　　　　　　

■50230　　　　　　　13 753　　　　　　　　　251　　　　　　　226 546

　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

74

　　　　　　　　　

657

　　　　　　　　

432

　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

4 545

　　　　　　　　　

812

　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　

1 521　　　　　　　　4016

　　　　　　　

41 706　　　　　　　14 220　　　　　　　　1 791　　　　　　　235 181

　　　　　　　

36 849　　　　　　　12 202　　　　　　　　　　6　　　　　　　201 465

　　　　　　　　　　

98

　　　　　　　　　

82

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1 304

　　　　　　　　

4 394　　　　　　　1 642　　　　　　　　1 743　　　　　　　　27474

　　　　　　　　

4 364　　　　　　　1 642　　　　　　　1 743　　　　　　　27 077

　　　　　　　　　　

30「

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

397

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

41 341　　　　　　　13 926　　　　　　　　1 749　　　　　　　230 247‘

　　　　　　　　　

365

　　　　　　　　

294

　　　　　　　　　

42

　　　　　　　　

4 934

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

173

　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

74j

　　　　　　　　

4 394　　　　　　　1 6４2　　　　　　　　1 580　　　　　　　　27 306

　　　　　　　　

４7４7　　　　　　　1 926　　　　　　　　1 621　　　　　　　　31 993

健康保険事業決算の状況

(単位

　

百万円:)

　　

定

　　　　　　　　　　　　

直

　　　　　

診

　　　　　

勘

　　　　　

定

回川（

　

計

　

ﾄ

ｓ市1

　

市

　

体

　　

（談訓制則

　

お

　　　

8 430　　119 483　　　　　2　　　1 762　　　7 059　　　　8　　　　－　　8 831

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

¶

　　　

8 327　　1 12 228　　　　　3　　　2 042　　　7 303　　　　7　　　　－　　9 355

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

103

　　　

7255

　　　

△1

　　

・２８０

　　

△

　

244

　　　　

1

　　　

－

　

△

　

524

　　　　　

－

　　　　

407

　　　　　

－

　　　　　

5

　　　　

67

　　　

－

　　　

－

　　　

ア2j

　　　　

103

　　　　

6 848　　　△　1　　△　285　　a　3H　　　　1　　　　－　△　596

　　　　　

－

　　　

5ｱﾌ3

　　　　　

－

　　　　

256

　　　

954

　　　　

1

　　　　

－

　　

1 211

　　　　　

－

　　　　

762

　　　　　

－

　　　　　

1

　　　　

20

　　　

－

　　　

－

　　　

2n

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　

－

　　　　

723

　　　　　

－ 1　　　　20　　　－　　　　－ 21 j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

103

　　　

2 560　　　△　1　　△　539　　△1 225　　　　－　　　－　△1 765

　　　　　

23

　　　

3 451　　　　　1　　　　223　　　951　　　　3　　　　－　　ロフ8･

― 409 －



その２

　

歳入歳出内訳

第155表

　

昭和37年度国民健康

゛

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

事

　

業

　

勘

　

定

　　　　

昭

　

和

卜

　　

六

大お剛市休

　

（詣剽制引計

ﾚ

,４

　　　　　　　　　　　　

ｉ

　

保険料，診料収入

　　

2 976　21 824　20 012　　　73　　2 789　47 674　43 291

　

一部負担金

　　　

－

　　

10

　　

210

　　

－

　　

－

　　

220

　

346

国庫支出金

　　

3 734　22 762　25 038　　74　3 705　55 313　44 584
二

道府県支出金

　　　

129

　　

273

　　

153

　　　

1

　　

1 650　2 206　　455
S
，繰

　　

入

　　

金

　　

2218

　　

I 805　　1 743　　　7　　　－　　5 773　6819

　　

普通会計からの

　　

2218

　　

1 931　　1 626　　　　－　　　　－　　5475　　6 579

　　

分

ｊ

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

－

　　

174

　　　

07

　　　　

7

　　　　

－

　　　

298

　　

240

　

繰

　　

越

　　

金

　　　

13

　　

1 922　4 884　　　5　　243　7 067　4 692

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

81

　　

5％

　　

509

　　　　

1

　　　

43 1 230　　1 064

・

　

歳入合計

　

9 151　49 192 52 549　161　8 430 119 483 101251

　

役場費，施設費

　　

1 124　4 729 4611　　　　18　　　793　1 1 275　　9 873

:

　

人

　

件

　

費

　　　

856

　

4 050　3 897　　　16　　659　9 475　8 157

1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

268

　　　

679

　　　

714

　　　　

2 137　　1800　　1 716

；保険給付費

　　

7 875　38 400　38 151　　115　7 458　91 999　78 136

卜

１保険施設費

　　

241

　

1100

　

098

　　　

8

　　

25

　

3 172　2 440

　

公

　　

債

　　

費

　　　

16

　　

136

　　　

％

　　　

2

　　　

1

　　

251

　　

251

＝前年度繰上充用金

　　　

396

　　

839 252　　　　　2　　　　－　　1489　　1 359

1そ

　　　

の

　　

他.

　　　

137

　　

1 646　　2 206　　　　3　　　50　　4 042　　U42

1歳

　

出

　

合

　

計

　

9 789　46 850　47 114　　148　8 327 112 228　95 201

410



保険事業決算の状況（つづき）

－411－

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

直

　

診

　

勘

　

定

　　　　

昭

　

和

差

ｿ|

大お川市卜剛詣剽回訓

　

ﾉ

・４

ﾚﾊﾞ

　　　

4 383　　　　1　　　924　　3 690　　　　4　　　　－　　4619　　4 572　　　47

　　

△

　

126

　　　　

1

　　　

334

　　

1 502　　　　1　　　　－　　1 833　　1 799　　　39

　　

10 729　　　　－　　　　8　　　90　　　　－　　　　－　　　98　　　90　　　　8

　　　

1 751　　　　－　　　　4　　　27　　　　－　　　　－　　　31　　　19　　　12

　　

A 1 046　　　　－　　　256　　　954　　　　1　　　　－　　1 211　　1 149　　　62

　　

ム1 104　　　　－　　　81　　　571　　　　－　　　　－　　　652　　　6H　　　41

　　　　　

581

　　　　

－

　　　

175

　　　

383

　　　　

1

　　　　

－

　　　

559

　　　

538

　　　

21

　　　

2 375　　　　－　　　69　　　340　　　　1　　　　－　　　410　　　308　　　102

　　　　

166

　　　　

－

　　　

167

　　　

456

　　　　

1

　　　　

－

　　　

624

　　　

406

　　　

218

　　

18 232　　　　2　　1762　　7 059　　　　8　　　　－　　8 831　　8 343　　　488

　　　

1 402　　　　3　　1 586　　6 265　　　　6　　　　－　　7 860　　7 556　　　304

　　　

1 318　　　　2　　　859　　2 998　　　　4　　　　－　　3 863　　3 672　　　191

　　　　　

84

　　　　

1

　　　

727

　　

3 267　　　　2　　　　－　　3 997　　3 884　　　113

　　

13 863　　　　－　　　　－　　　　－　　　　－　　　　－　　　　一　　　一　　　－

　　　　　

一

　　　　

－

　　　

14

　　　

64

　　　　

－

　　　　

－

　　　

78

　　　

112

　　

△34

　　　　

732

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　　

一

　　　　

－

　　　

25

　　　

81

　　　　

－

　　　　

－

　　　

106

　　　

125

　　

△19

　　　　

130

　　　　

－

　　　

291

　　　

467

　　　　

－

　　　　

－

　　　

758

　　　

725

　　　

33

　　　　

900

　　　　

－

　　　

126

　　　

426

　　　　

1

　　　　

－

　　　

553

　　　

227

　　　

326

　　

17027

　　　　

3

　　

2 042　　7 303　　　　7　　　　－　　9 355　　8 745　　　610



第156表

　

昭和37年度公益

１

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

1

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

大都市｜

　　

市

　　

｜町

　

村
丿

経

　　　

営

　　　

収

　　　

入

　　　　　

224

　　　　

1 867　　　　399

　

歳

　

繰

　　　　　

入

　　　　　

金（Ａ）

　　　　　　

18

　　　　　

164 34

　　　

繰

　　　　　

越

　　　　　

金

　　　　　　

5

　　　　

250

　　　　

62

　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　　

－

　　　　　

６

　　　　　

２

　

入

|

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　

10

　　　　　

37

　　　　　　　

8

　　　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計（Ｂ）

　　　　　　

257

　　　　

2 324　　　　　505

　　　

人

　　　　　　

件

　　　　　　

費

　　　　　　　

58

　　　　　

308

　　　　　

54

　

歳

　

貸

　　　　　　

付

　　　　　　

金

　　　　　　

188

　　　　

1 661　　　　　35

　　　

繰

　　　　　

出

　　　　　

金（Ｃ）

　　　　　　　　　

１

　　　　　　

１５ ７

　　　

元

　　

利

　　

償

　　

還

　　

金

　　　　　　

5

　　　　　

67

　　　　

33

　

出

|

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　　　

12

　　　　　　

112

　　　　　　

23

　　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計（Ｄ:）

　　　　　

264

　　　　

2 163　　　　　471

　

収

　

歳入歳出差引（Ｂ）‾（Ｄ）（Ｅ）

　　　　　

゜7

　　　　　

161 34

　　　

翌年度へ繰り越すべき財源（Fj）

　　　　　　　

1

　　　　　　

23 2

　　

|

繰

　　　　　

入

　　　　　

金（Ａ）

　　　　　　　　

18

　　　　　　

164

　　　　　

34

卜知I（よ口一諾士㈹

　　

Ｊ

　

／

　

；

その１

　

収 支

第157表

　

昭和37年度農業

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

し

　

ｇ

　　　　

゛

　

｜

　

市

　

卜

　

（

　

お1

　

歳

　　　　　　　　　　

入（Ａ）

　　　　　　　

760

　　　　　

1 834　　　　　2 594

；

　

歳

　　　　　　　　　　

出（Ｂ）

　　　　　　　

707

　　　　　

1700

　　　　　

2 407

　

歳入歳出差引（Ａ）一（Ｂ）（Ｃ）

　　　　　　　

53

　　　　　　

134

　　　　　　

18ｱ

　

未

　　　　

収

　　　　

金（Ｄ）

　　　　　　　

26

　　　　　　　

50

　　　　　　

76

　

未

　　　　

払

　　　　

金（Ｅ）

　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　

28 51

　

差引（Ｃ）十（Ｄ）－（Ｅ:）（Ｆ）

　　　　　　　

56

　　　　　　

156

　　　　　　

212

　

剰余金の措置額（Ｇ）

　　　　　　

33

　　　　　

80

　　　　　

113

1

　　

支

　　　

払

　　　

備

　　　

金

　　　　　　　　

4

　　　　　　　

18 22

JI

　　

責

　　

任

　　

準

　　

備

　　

金

　　　　　　　　

8

　　　　　　

15

　　　　　　　　

23

－412－



質屋事業決算の状況

共済事業決算の状況

(単位

　

百万円・％J)

(単位 百万円）

　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　

’

　　　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

市

　

卜

　

（

　

計

　　　

法

　　

定

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　　　

10

　　　　　　

24

　　　　　　　　

34･

　　　

無

　

事

　

戻

　

積

　

立

　

金

　　　　　　　　

5

　　　　　　　

12 17゜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

特

　　

別

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　　

6

　　　　　　　

11 17。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

準

　

備

　

金

　

繰

　

入

　

金

　　　　　　　

1

　　　　　　　

22 23’

　　

積

　

立

　

金

　

繰

　

入

　

金

　　　　　　　　

6

　　　　　　　

13 19=

　　

繰

　　　　

入

　　　　

金（Ｈ）

　　　　　　　

23

　　　　　　

1C0

　　　　　　

123

　　

繰

　　　　

出

　　　　

金（Ｊ）

　　　　　　　

－

　　　　　　

３

　　　　　　

３

　　

再差引（Ｃ）－（Ｇ）－（Ｈ）十（J）

　　　　　　

△3

　　　　

△

　

43

　　　　

△

　

46

　　

実

　　

施

　　

団

　　

体

　　

数

　　　　　　　

82

　　　　　　　

482

　　　　　　

564

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

L

－413－

　

年

　　　　

度

　　　　　

昭和36年度

　　　　

比

　　　　　　　　　

較

回嘔｜

　

計

　

ﾂ

ｗ

y

増減ｕ）ｓ率］姦帽

　　　　　

606

　　　　

30％

　　　　

3 164　△　68△１５４.５　　　△　2j　　　△　3.1･

　　　　　　

19

　　　　　

235

　　　　　

179

　　　

56

　

127.3

　　　　

31.3

　　　　　

4.7＼.

　　　　　　

44

　　　　　

361

　　　　　

384

　

△

　

23△52.3

　　　

△

　

∂.り

　　　　　

Q.∂:

　　　　　　

－

　　　　　　

8

　　　　　　　

16

　

△

　　

8△18､２

　　　

△

　

50.0

　　　

A 75.0＼

　　　　　　

1

　　　　　　

56

　　　　　

57

　

a

　　

l△

　

2.3

　　　

△

　

j.∂

　　　　　

j測

　　　　　

670

　　　　

3 756　　　　3 800　△　44△100.0　　　a　1.2　　　△　3.5

　　　　　

57

　　　　　

477

　　　　　

438

　　　

39

　

105.4

　　　　　

∂.∂

　　　　　

11.2

　　　　　

554

　　　　

2 757　　　　2 753　　　4　　10.8　　　　　0.1　　　△　3.;

　　　　　　

－

　　　　　

23

　　　　　

37

　

△

　

14△j7.∂

　　　

△

　

37.∂

　　　

△

　

2.6＼

　　　　　　

－

　　　　　

105

　　　　　

106

　

△

　　

1△

　

2.7

　　　

△

　

1.０

　　　

△27.5

　　　　　　

13

　　　　　

160

　　　　　

151

　　　

9

　　

24.3

　　　　　

∂.G

　　　

△11.21

　　　　　

624

　　　　

3 522　　　　3 485　　　37　100.0　　　　　1.1　　　　△　2.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

；

　　　　　

46

　　　　　

234

　　　　　

315

　

△

　

81

　　　

－

　　　

△

　

25.7

　　　

△

　

∂.7

　　　　　　

－

　　　　　

26

　　　　　

43

　

△

　

17

　　　

－

　　　

△

　

お.５

　　　

△42.71

　　　　　　

19

　　　　　

235

　　　　　

09

　　　

56

　　　

－

　　　　　

31.3

　　　　　

4.7･

　　　　　　

－

　　　　　

23

　　　　　

37

　

△

　

14

　　　

－

　　　

△

　

37.8＼.

　　　

△

　

2.∂

　　　　　

27

　　　　　

△4

　　　　　

130

　

△

　

134

　　　

－

　　　

A 103.1　　　　△　ｱ.8



その２

　

歳入歳出内訳
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昭和37年度農業

　

ｓ

　　　　

分

　

｜

　　

市

９ﾎ

:

　

37

　　

子丿≒

二回几

　　

］回

　

ヨ

　

ごで

お

レ

ｘ

ﾃ

　　　　　

］

　　　　　

］

　　　　

jj

l

　　　

賦

　　　

課

　　　

金

　　　　　　　　

95

　　　　　　　

210 305

i，

　　　

ドレミ

　　

］

　

ミ

　

で

∩つつ

　　

フ

　

ミ

　

:U

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　　　　

ｱ60

　　　　　　

1 834　　　　　　2594

　

共

　

済

　

勘

　

定

　

支

　

出

　　　　　　　　

440

　　　　　　

1 042　　　　　　1482

　　

ﾐ

。m m m　　ミ　ミ　モ

］轄八

　　

ぐ1

　

1

E

　

;

E

:

　　　

損

　

害

　

関

　

係

　

費

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　　

56

　　　　　　　

77

＝三寸翼

　　

フ

　

11

　

ミ

　　

支

　

払

　

利

　

子

　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

ト

1

≒

　

乙

　

1

　　　　　　

7o

ﾑ

　　　

∧ｽﾞ:

　　　　

ｺﾞ

― 414



共済事業決算の状況（つづき）

― 415ニー

(単位

　

百万円・％)

　　　　

Ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　

比’

　　　　　　　　　

ｅ

　　

ｌ

昭和36年度

　

|

増

　　

減

　　

額

　　

）

　

ｓ

　

（前年度増減率l

　　　　　　　　　　

1 023　　　　　　　514　　54.1　　　　　　　50.2　　　　　　　7ﾀ.I

　　　　　　　　　　　

380

　　　　　　　

245

　　

25.8

　　　　　　　

64.5

　　　　　　　　

37.

'

2i

　　　　　　　　　　　

597

　　　　　　　

239

　　

お.2

　　　　　　　

如.0

　　　　　　

j2∂

j

　　　　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

2

　　　

0.2

　　　　　　　

25.0

　　　　　　

j叩力･:

　　　　　　　　　　　　

38

　　　　　　　　

28

　　　

2.ﾀ

　　　　　　　

7Z.7

　　　　　　　

52.・

　　　　　　　　　　　

542

　　　　　　　

■372

　　

59.2

　　　　　　　

6∂.∂

　　　　　　　

63.i

　　　　　　　　　　　

188

　　　　　　　

117

　　

12.3

　　　　　　　

62.2

　　　　　　　

32.C

　　　　　　　　　　　

244

　　　　　　　

191

　　

20j

　　　　　　　

78.3

　　　　　　　

ﾀ3.7、

　　　　　　　　　　　　

69

　　　　　　　　

44

　　　

4.7

　　　　　　　

63.8

　　　　　　　

56.Si

　　　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　

20

　　　

2j

　　　　　　　

4＆8

　　　　　　

105.・

　　　　　　　　　　　　

79

　　　　　　　　

64

　　　

∂.7

　　　　　　　

81.0

　　　　　　　

∂∂.1

　　　　　　　　　　　　

72

　　　　　　　　

れ

　　　

4.3

　　　　　　　

56.9

　　　　　　　

∂3.‘

　　　　　　　　　　　　　

7

　　　　　　　　

23

　　　

2.4

　　　　　　

∂2∂.∂

　　　　　　

扨3.

　　　　　　　　　　

1 644　　　　　　　950　　100.0　　　　　　　57.8　　　　　　　73.

　　　　　　　　　　　

974

　　　　　　　

508

　　

56.4

　　　　　　　

52.2

　　　　　　　

∂Q.7

　　　　　　　　　　　

281

　　　　　　　

174

　　

19.3

　　　　　　　

61.9

　　　　　　　

32.b

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

607

　　　　　　　

278

　　

きり.9

　　　　　　　

i5.7

　　　　　　

123.i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　

63

　　　　　　　　

31

　　　

S.4

　　　　　　　

4ﾀ.2

　　　　　　　

4∂.

　　　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　

25

　　　

2.∂

　　　　　　

108.7

　　　　　　　

91.7

　　　　　　　　　　　

524

　　　　　　

372

　　

41.3

　　　　　　

7加

　　　　　　

62.7

　　　　　　　　　　　

401

　　　　　　　

310

　　

34.4

　　　　　　　

77.Z

　　　　　　　

∂2.

　　　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　

28

　　　

3.1

　　　　　　　

57.1

　　　　　　　

∂∂.I

　　　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　

31

　　　

J.4

　　　　　　　

63.3

　　　　　　　

32.

　　　　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　

3

　　　

Q.4

　　　　　　　

12.0

　　　　　　

jO＆

　　　　　　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

21

　　　

2.3

　　　　　　

262.5

　　　　　

△2Q.ひ･

　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

1

　　　

2.2

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

‥

j

　　　　　　　　　　　　　

8

　　　　　　

2o

　　

θj

　　　　　

250.0

　　　　

△Il

l

　　　　　　　　　　

1 506　　　　　　　901　　100.0　　　　　　　59.8　　　　　　　72.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i



第158表

　

昭和37年度企業債等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　

昭

　

和

　　

昭和37年度償還額

　　

昭和37

　

ｓ

　　　

゛

　

鈴姦

ﾚ

　

（刊

　

づ

　

ｔ

　

D

u昌

地方公営企業

　　

182 714　26 737　37 027　63 764　752 125

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

115 062　　17 690　　26 783　　44 473　491 700

　　

上水道事業

　　

44 952　　8 216　　1 1 336　　19 552　197 189

　　

工業用水道事業

　　　

13 951　　　650　　1 254　　1 904　　34 754

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　

22 073　　　2 926　　　4 277　　　7 203　　80 899

　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　

14 173　　　3 692　　　7030　　10 722　　122 927

　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　

687

　　　　

298

　　　　

287

　　　　

585

　　　

4 589

　　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　

1 596　　　　479　　　　503　　　　982　　　9 130

　　

公共下水道事業

　　　　

9 227　　　561　　　1 660　　　2 221　　30 779

　　

その他の事業

　　　

8 403　　　868　　　436　　1 304　　11433

　

法非適用企業

　　

67 652　　　　9047　　10 244　　19 291　　260 425

　　

公

　

営

　

企

　

業

　　　

10 744　　　1 368　　2 270　　3 638　　46 801

　　　

上水道事業

　　　

6 756　　　1 012　　　1 837　　　2 849 34 9241

　　　

工業用水道事業

　　　　

2818

　　　　

199

　　　　

2％

　　　　

495

　　　

7 999

　　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

132

　　　　

90

　　　　

49

　　　　

139

　　　

661

　　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　　

765

　　　　

65

　　　　

76

　　　　

141

　　　

2 784

　　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

273

　　　　

2

　　　　

12 14　　　　433

　　

準公営企業

　　　

56 908　　7 679　　7 974　　15 653　213 624

　　　

簡易水道事業

　　　

3313

　　　

426

　　　

886

　　　

1 312　　16710

　　　

港湾整備事業

　　　

28 090　　　2 533　　　3 040　　　5 573　　1H 369

　　　

病

　

院

　

事

　

業

　　　　

5 004　　　I 258　　　1 322　　　2 580　　24 735

　　　

市

　

場

　

事

　

業

　　　　

1 356　　　　4％　　　　370　　　　866　　　6 852

　　　

と畜場事業

　　　

1 103　　　　　244　　　　203　　　　　447　　　3805

　　　

観光施設事業

　　　

1 948　　　245　　　147　　　392　　3 744

　　　

宅地造成事業

　　　　

6 471　　　1 983　　　622　　　2 605　　15 431

　　　

公共下水道事業

　　　　

9 623　　　494　　　1 384　　　1 878　　30 978

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　　　　

145

　　　　

27

　　　　

19

　　　　

46

　　　

410

国民健康保険事業

　　　　

229

　　　

169

　　　

46 215　　　　820

公益質屋事業

　　　　

8

　　　

72

　　　　

30 102　　　　417

農業共済事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

合

　　　　　　

計

　　　　

183 096　　27 005　　37 122　　64 127　　753 772

― 416 ―



第159表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

ｓ

　

り晦ﾐ臨之ト

（町

特長:謡

上水道事業

　　

7 831　　　870　　5 229　　　641　　1 091　27 446

工業用水道事業

　　　

2 093　　　1 275　　　　583　　　　　－　　　　235　　7 994

電気事業

　　

5 125　　5 105　　　20　　　－　　　－　20 700

交通事業

　　　

794

　　　

74

　　

662

　　　

H

　　　

47

　

3 812

港湾整備事業

　　　

3 618　　2 755　　　383　　　　60　　　420　9 939

病院事業

　　　

20

　　　　　

－

　　　　

20

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

1 82l!

市場事業

　　　

158

　　　

43

　　

115　　　－　　　－　1 135

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

428

　　　　　

－

　　　　

336 92　　　　　2 320

観光施設事業

　　　

553

　　　

420

　　　

97

　　　

36

　　　　

－

　

1 362

と畜場事業

　　　

296

　　　　

23

　　　　

203

　　　　

25

　　　　

45 950

宅地造成事業

　　　

1 862　　　　　－　　　1 633　　　　229　　　　　－ 4 010

公共下水道事業

　　　

1 435　　　　　－　　　1 435　　　　　－　　　　　2 394

公有林整備事業

　　　　

997

　　　　　

－

　　　　

224

　　　　

769

　　　　　

4

　　

2 063

貸付額合計

　　

25 210　　10 565　　10 940　　1 863　　1 842　　－

累計貸付額

　　　　

－

　　

37 527　　37 140　　5 553　　5 726　85 946

－417－



その１ 国民総生産等

第160表

　

主

　

要

　

経

　

済

　　

区

　　　　　　

分

　　

1

　

31

　

年

　

度

　

1

　

32

　

年

　

，度

　

｜
33　　年　度

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　　　　

9 292 902　　　　10 149 752　　　　10 394709

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　　　　

7 627 557　　　　8 285 802　　　　8 518966

政府財貨サービス購入額

　　　　　

1 628 184　　　　1 822 158　　　　2 002 328

ﾌﾟﾘ

　　　　　　

789 072　　　　　892 315　　　　　969 096

国内民間総資本形成

　　　　

2 263 500　　　　2 401 600　　　　1 903700

設

　　

備

　　

投

　　

資

　　　　　

1 372 600　　　　1 693 200　　　　1 649600

゛品浪鳥農為゛

　　　　

琵.5

　　　　　　

67.ﾀ

　　　　　

閲.7

　　　　　　　　　　　　　

31

　　

年

　

度

　　

32

　　

年

　

度

　　

33

　　

年

　

度

　　

区

　　　　　　

分

　　

‾蒜呆廠‾石芦汗遥‾

ﾚ

回訓回

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　　　

12.8

　　

お

　　　　

ﾀ.2

　

102

　　　　

2.4

　

10

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　　　

15.5

　　

討

　　　　

∂.∂

　

扨2

　　　　

2.∂

　

10

政府財貨サビース購入額

　　　　　

j.5

　　

卯

　　　

11.9

　

辺Q

　　　　

∂.ﾀ

　

j扨

ﾌﾞﾘ

　　　　

ｱ.∂

　　

∂∂

　　　

召丿

　　

扨j

　　　　

∂.∂

　

j扨

国内民間総資本形成

　　　　

６.0

　

103

　　　

∂j

　

no

　　

△20-7

　

∂7

設

　　

備

　　

投

　　

資

　　　

76.6

　

∂7

　　　

3.4

　

j卵

　　

・2j

　

j邸

゛品大息農為゛

　　

22.3

　　

∂O

　　　

j∂.j

　　

j邸

　　

△

　

j.∂

　

jθ4

－418－



指

　

標

　

と

　

の

　

比

　

較

(単位 百万円・％）

31～33年度平均1

　

34

　

年

　

度

　

1

　

35

　

年

　

度

　

1

　

36

　

年

　

度

　

1
37　年　度

　　　　　

9 945 788　　　12 572 477　　　14 671 400　　　17 740 500　　　19 315 200

　　　　　

8 144 108　　　10 037 208　　　11 937 100　　　14 196 400　　　15 782 500

　　　　　

1 817 557　　　2 292 357　　　2 683 000　　　3 313 600　　　　4 092 000

　　　　　　

883 494　　　1 062 556　　　1 266 600　　　1 575 000　　　　1 924 100

　　　　　

2 189 600　　　3 289 400　　　4 273 600　　　5 863 900　　　　4 949 100

　　　　　

1 571 800　　　2 170 200　　　3 072 700　　　4 086 700　　　　3 828 400

　　　　　　　　

64-0

　　　　　　

∂0.1

　　　　　

jO0 .0

　　　　　jjﾀ.4　　　　　　j2ﾀ.5

31～33年度平均

　　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　

年

　

度

　　

37

　

年

　

度

わ口小ｍ

ﾚ

回柏回

]

皺柏回

]

･扇司‾ぶ

ﾚ

誠柿i W.

　　　　　

一

　　

扨0

　　

21.0

　

j2∂

　　

18.3

　

j4∂

　　

20.9

　

j7∂

　　　

∂.9

　

jﾀ4

　　　　　

－

　　

j00

　　

17.8

　　

123

　　

j∂.9

　

147

　　

j∂.ﾀ

　

174

　　　

11.2

　

j94

　　　　　

- 100　　μ.5　　j2∂　　17.0　jj∂　　23.5　　j∂2　　　25.5　225

　　　　　

一

　　

扨0

　　　

ﾀ.∂

　　

120

　　

jﾀ.2

　　

143

　　

24.3

　

j∂G

　　　

22.2

　

2j∂

　　　　　

一

　　

扨0

　　

72.∂

　

j50

　　

30.0

　

jﾀ5

　　

57.2

　

2∂a

　　

△Ｂ.∂

　

22∂

　　　　　

一

　　

如0

　　

31-2

　

j3∂

　　

む.∂

　　

jﾀ5

　　

55.0

　

2∂0

　　

△

　

∂.3

　

244

　　　　　

一

　　

j00

　　

20.0

　　

j2ご

　　

24.8

　

j5∂

　　

jﾀ.4

　　

j∂7

　　　

∂.5

　

2Q2

－419－



その２

　　　　　　　

第160表

　

主

　

要

　

経

　

済

　

指

予算および地方財政計画

　　

Ｚ

　　　

分

　

｜31

　　

年

　

（32

　　

年

　

（33

　　

年

　

度

　

国の一般会計(当初予算)

　　　　　

1 034 923　　　　1 137 465　　　　1 3!2 131

　

戸石摺渥昌揚

　　　

257 260　　　　　324 600　　　　　357 200

　

紗戸節節M四

　　

1 045 670　　　　　1 147 115　　　　　1237 173

　

財政計画の給与関係経費

　　　　　　

402 901　　　　　443 566　　　　　473 261

　

財政計画の投資的経費

　　　　　

277 418　　　　　299 879　　　　330 087

　

芸政計画の普通建設事業

　　　　　　

185 434　　　　　212 254　　　　　243 286

　

地

　

方

　

債

　

計

　

画

　　　　　

113000

　　　　

107000

　　　　

100000

　　　　　　　　　　　

31

　　

年

　

度

　　

32

　　

年

　

度

　　

33

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　

増減回雛

]

増４率）

]

わa率|皿

　

国の一般会計(当初予算)

　　　　　

2.j

　　　

∂ﾀ

　　　　

ﾀ.タ

　　

9∂

　　　

15.4

　

113

　

冷温溜凛昌雰

　

A 3.2　　∂2　　　26-2　　j侭　　　拓.Q　114

　

なず苧か馳j

　　

4.7

　　

ﾀ2

　　　　

9.7

　　

扨0

　　　　

7.9

　

j叩

　

財政計画の給与関係経費

　　　　　

j.2

　　　

92

　　　

lO-l

　　

102

　　　　

∂.7

　

j卵

　

財政計画の投資的経費

　　　

△

　

1.4

　　　

ﾀ2

　　　　

∂ｊ

　　

ﾀ9

　　　

加.j

　

j四

　

嬰政計画の普通建設事業

　　　　　

－

　　

∂7

　　　　

14.5

　　

99

　　　

14.6＼ lU

|

地

　

方

　

債

　

十

　

画

　　　

△

　

j.2

　

j卯

　　

△5.J

　

j卯

　　

・∂.5

　

舅

（注）地方債計画欄の（

　

）は，特別地方債を含めたものである。

－420－



標

　

と

　

の

　

比

　

較（つづき）

(単位

　

百万円・％)

31～33年度平均|

　

34

　

年

　

（35

　

≒

　

（36

　

年

　

度

　

137

　

年

　

度

　　　　　

1 161 506　　　1 419 248　　　1 569 675　　　I 952 776　　　　2 426 801

　　　　　　

313 020　　　　431 000　　　　482 600　　　　605 500　　　　　711 400

　　　　　

1 143 319　　　1 334 107　　　1 538 155　　　1 912 672　　　　2 285 073

　　　　　　

436 576　　　　515 009　　　　575 485　　　　695 678　　　　802 645

　　　　　　

302 461　　　　374 468　　　　473 648　　　　624 720　　　　　794 430

　　　　　　

213 658　　　　281 417　　　　343 337　　　　508 749　　　　　636 449

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Cl55 500）　（200000）　　(245 000)

　　　　　　

106 667　　　　110000　　　　150000　　　　186000　　　　227 500

31～33年度平均

　　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　

年

　

度

　　

37

　　

年

　

度

お口中図

］

皺率）

］

皺率）

］

皺引回

し

目引回

　　　　　

一

　　

扨Q

　　　

∂.2

　　

j22

　　

扨.∂

　

j∂5

　　

24.4

　

j∂∂

　　　

24.3

　

2四

　　　　　

一

　　

扨0

　　

20.7

　　

jJ∂

　　

12.0

　

巧4

　　

25.5

　　

193

　　　

17.5

　

227

　　　　　

－

　　

j00

　　　

7.∂

　

117

　　

15.3

　

j∂5

　　

24.3

　

妬7

　　　

19.5

　

2叩

　　　　　

－

　　

100

　　　

∂.∂

　

jj∂

　　

11.7

　

82

　　

20.9

　

j5∂

　　　

15.4

　

j∂4

　　　　　

－

　　

如Q

　　

13.4

　

j24

　　

26.5

　

j57

　　

31.9

　

207

　　　

27.2

　

2∂3

　　　　　

－

　

100

　　

15.7

　　

132

　　

22.0

　

扨j

　　

j∂.2

　

23∂

　　　

25.1

　

2ﾀ∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（41.4）（j部）（28.6）（188）（22.Ｓ）（2昶）

　　　　　

－

　　

100

　　

加.0

　

扨1

　　

36.4

　

141

　　

24.0

　

j74

　　　

22.5

　

2Ｂ

― 421 ―



その３

　

決 算

第160表

　

主

　

要

　

経

　

済

　

指

　

Ｘ

　　　

ご9

　

131

　　

年

　

（32

　　

年

　

（33

　　

年

　

度

国の一般会計歳入

　　　　

1 232 514　　　1 399 858　　　1 453 747

国の一般会計歳出

　　　　

1 069 205　　　1 187 676　　　1 331 562

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　　　　　

1 250 979　　　　1 407 888　　　　1 504 250

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　　　　　

1 206 069　　　　1 342 528　　　　1 455 579

地

　　　　

方

　　　

税

　　　　　

449 924　　　　　527 190　　　　　543 931

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　　　　

638 603　　　　　759 683　　　　　800380

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　　　　

599 053　　　　　652 996　　　　　701 784

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　　

477 625　　　　　561 028　　　　　551 077

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　　　　

330 283　　　　　398 470　　　　446 405

　

普通建設事業費

　　　　

244 641　　　　306 558　　　　343 247

国と地方との純計規模

　　　　　

1 802 244　　　　2 010 793　　　　2 209 022

　　　　　　　　　　　

31

　　

年

　

度

　　

32

　

年

　

度

　　

33

　　

年

　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

増減率ﾄ旨数

　

増減率ﾄ旨数

　

増減率|指数

国の一般会計歳入

　　　　

∂ｊ

　

ﾀj

　　　

13.6

　

j
ﾂﾞ

　　　

∂.∂

　

j卯

国の一般会計歳出

　　　　

5.Q

　

卵

　　　

11.1

　

四

　　　

12.1

　

Ill

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　　　　

11.3

　　

卯

　　　

22.5

　

102

　　　　

6.9

　

j9

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　　　　　

δ.0

　　

卯

　　　

11.3

　

扨j

　　　　

M

　

j四

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　

j7.ﾀ

　　

即

　　　

17.2

　

j屏

　　　　

J.2

　

拓7

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　　　

Ｂ.3

　　

∂3

　　　

19.0

　

j屏

　　　　

5.4

　

j印

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　　　

∂.0

　　

ﾀ2

　　　

9.0

　

j00 7.5　　j卵

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

4.ﾀ

　　

Ｓ

　　　

∂.Q

　

j00

　　　

∂.∂

　

扨7

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　　　

5.∂

　　

叙

　　　

即.6

　

j02

　　　

12.0

　

J

　

普通建設事業費

　　　

11.3

　

∂2

　　

5j

　

103

　　

12.0

　

J

国と地方との純計規模

　　　　

5.∂

　　

卵

　　　

皿∂

　　

卯

　　　

ﾀ.9

　

j卯

－422－



標

　

と

　

の

　

比

　

較（つづき）

(単位

　

百万円・％)

31～33年度平均|

　

34

　

f

　

（35

　

≒

　

（36

　

年

　

度

　

1
37　年　度

　　　　　　

1 362 040　　　1 597 213　　　1 961 025　　　2 515 932　　　　2 947 623

　　　　　　

1 196 148　　　1 495 040　　　1 743 148　　　2 063 468　　　　2 556 617

　　　　　　

1 387 439　　　1 689 352　　　2 025 802　　　25H 550　　　　2 982 859

　　　　　　

1 334 725　　　1 623 883　　　1 924 907　　　2 391 080　　　　2 887 366

　　　　　　　

507 015　　　　610 937　　　　744 236　　　　906 475　　　　1 056 684

　　　　　　　

732 889　　　　902 710　　　1 091 391　　　　1353 628　　　　1 574 936

　　　　　　　

651 277　　　　767 024　　　　879 153　　　1 053 701　　　　1 235 519

　　　　　　　

514 910　　　　601 021　　　　704 586　　　　832 604　　　　　996 891

　　　　　　　

391 719　　　　520 484　　　　640 451　　　　836 108　　　　1068003

　　　　　　　

298 149　　　　377 874　　　　477 005　　　　651 281　　　　　867 973

　　　　　　

2 028 749　　　2 439 940　　　2 852 031　　　3 473 002　　　　4 204 017

31～33年度平均

　　

34

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

36

　

年

　

度

　　

37

　　

年

　

度

増ｓ列廠

臨

（雛

)

皺率）

]

皺引皿お倒皿

　　　　　　

一

　

100

　　　

9.9

　　

H7

　　

22.∂

　

皿4

　　

2∂.3

　　

j∂5

　　　

17.2

　

2妬

　　　　　　

－

　　

j00

　　

12.3

　　

j25

　　

妬.6

　　

j4∂

　　

18.4

　　

j73

　　　

23.ﾀ

　

２皿

　　　　　　

－

　

j00

　　

12.3

　　

j22

　　

jﾀ.9

　

j4∂

　　

24.0

　　

j∂j

　　　

j∂.∂

　

2j5

　　　　　　

－

　　

j00

　　

H.∂

　　

j22

　　

18.5

　　

j44

　　

24.2

　　

j7ﾀ

　　　

20.8

　

2拓

　　　　　　

－

　　

100

　　

12.3

　　

121

　　

2j.∂

　

j47

　　

2j.∂

　

j7タ

　　　

16.6

　

2Q∂

　　　　　　

｀r

　　

j00

　　

j2.∂

　　

j23

　　

20.9

　

j49

　　

24.0

　　

j∂5

　　　

j∂.3

　

2j5

　　　　　　

一

　　

扨0

　　　

ﾀ.j

　　

jj∂

　　

14.6

　　

j35

　　

jﾀ.9

　

扨2

　　　

17.3

　

jﾀ0

　　　　　　

－

　

100

　　　

9.j

　　

117

　　

17.2

　

j37

　　

18.2

　　

拓2

　　　

19.7

　　

jﾀ4

　　　　　　

一

　　

扨O

　　

16.6

　　

j33

　　

23.0

　　

扨4

　　

30.5

　

2j3

　　　

27.7

　

273

　　　　　　

－

　　

100

　　

10.1

　　

j27

　　

26.2

　　

妬0

　　

36.5

　

2j∂

　　　

55.5

　

2M

　　　　　　

－

　

100

　　

jり.5

　

j20

　　

16.9

　

141

　　

21.8

　

j72

　　　

21.0

　

207

― 423 ―



その４

　

租

　

税 (決 算）

第160表

　

主

　

要

　

経

　

済指

　　

区

　　　

分

　

｜31

　　

年

　

（32

　　

年

　

（33

　　

¨｜

　

租

　　　　　　　　

税
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